
和文年報平成７年 

Ⅰ．概要 
本研究所は、昭和 32 年の設立以来、放射線による人体の障害とその予防・診断・治

療及び放射線の医学的利用に関する調査研究並びにこれらに従事する技術者の養成訓

練について多くの成果を挙げてきた。チェルノブイリ事故の後、放射線の人体への影

響や環境中の放射能の挙動に対する関心が高まった。また、高齢化社会の到来ととも

にがんによる死亡率が増大してきていることから、放射線の医学利用に対する社会の

関心も一層高まっている。特に、平成 6 年度から開始した重粒子線がん治療装置によ

る臨床試行に対する本研究所への社会的期待が一層強いものとなっている。 

本研究所としては、このような社会的、国家的要請に応じるとともに、長期的展望の

もとにその使命を達成できるよう、これまでの実績の上に立って、調査研究活動の一

層の計画的、重点的推進を図る必要がある。 

また、研究所全体の活性化を高め、研究の進展に対応するため、組織体制の見直しを

行った。本年度においては、放射線医学分野における基盤的研究の新たな展開を目指

すと同時に科学的技術全体の進歩をもたらすことが期待される先導的研究を推進する

研究グループ制を導入するとともに、生物部門については専門ごとに細分化されてい

た放射線影響研究の集約化を行った。また、各調査研究の共通基盤となる基礎的調査

研究の充実を図った。さらに、これらの新しい研究組織体制の下で関連研究分野の動

向を的確に把握・分析し、今後の研究開発をみすえ、研究内容の深い理解に立脚した

企画・運営等を行うため、企画調整部門の強化を図った。 

以上のような情勢を踏まえ、「新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策につ

いて」(科学技術会議答申、平成 4 年 1 月)、「原子力開発利用長期計画」(原子力委員

会決定、平成 6 年 6 月)、「平成 7 年度原子力開発利用基本計画」(平成 7 年 3 月)、

「新世紀の宇宙時代の創造に向けて」(宇宙開発委員会長期ビジョン懇談会報告、平成

6 年 7 月)、「環境放射能安全研究年次計画」(原子力安全委員会策定、平成 2 年 9

月)、「原子力基盤技術開発の新たな展開について」(原子力委員会基盤技術推進専門部

会報告、平成 5 年 3 月)、「放射線利用の新たな展開について」(原子力委員会放射線利

用専門部会報告、平成 5 年 6 月)等をもとに作成された放射線医学総合研究所長期業



務計画(平成 6 年 8 月策定)の方向性を踏まえて策定した平成 7 年度の業務計画に従

い、調査研究の効率的推進を図った。 

Ｉ．Ｉ．研 究 業 務 

Ｉ．Ｉ．１．総合研究 
総合研究は、外部の研究者、医療関係等の参加を得て、研究班を設置し、高度な研究

を推進するための枠組みであり、この総合研究の最初の課題である「重粒子プロジェ

クト研究」を平成 6 年度から実施している。所長の諮問機関である研究総合会議、重

粒子線がん治療装置等共同利用運営委員会(研究課題採択部会、研究成果評価部会、マ

シンタイム部会を含む)等の検討、審議を経て調査研究の進捗状況の把握と計画的な推

進に努めた。 

重粒子線がん治療法は、重粒子線の特徴である速中性子線に匹敵する優れた生物効果

と陽子線に匹敵する優れた線料分布を生かすことにより、がんの放射線治療の改善に

寄与することが強く期待されている。重粒子プロジェクト研究は、平成元年度から平

成 5 年度までの特別研究「重粒子線によるがん治療法に関する調査研究」の研究成果

を基盤として、社会的要請であるがんの治療効果向上、患者の生活の質の向上を目指

し、平成 6 年度から平成 15 年度の 10 ヶ年(・・・期各 5 年)を目途とし推進してい

る。 

さらに、世界で唯一の医療専用重粒子線がん治療装置の利用により粒子線医学におけ

る世界的な COE を目指す。このため、本年度は、今後開かれた研究所として世界的に

重粒子線治療関連研究を円滑に推進するため、医学、生物学、物理・工学等国内外の

研究者、医療関係者等の参加を得て、「研究班」方式を主体として臨床試行等以下の研

究を実施した。 

（１）臨床研究班 

(頭頸部、中枢神経系、肺、肝、婦人科(子宮頸部)、泌尿器(前立線))重粒子線治療ネ

ットワーク会議の定めた頭頸部、中枢神経系、肺、肝、婦人科、泌尿器の腫瘍に対す

るクリニカルトライアル要領に従い、上記腫瘍患者を対象に重粒子線治療の臨床試行

を行った。 

（２）治療研究班 



重粒子線治療の治療技術並びに治療成績向上のために必要な基礎的・臨床的研究を行

うとともにその治療成績の評価法に関する研究を行った。速中性子線治療成績の解析

を行う等重粒子線治療に必要な調査研究を行った。 

（３）診断研究班 

PET と MRS を用いて悪性腫瘍の浸潤範囲の同定、治療効果判定及び再発、放射線壊

死の診断法の確立を行った。また、DNA 診断、がん遺伝子関連蛋白の免疫染色等によ

り、がんの悪性度や放射線感受性に関する診断法の確立を行った。ラセン CT を搭載

した胸部検診システムを開発し、これを用いて早期肺癌の発見に努めた。 

（４）生物学研究班 

腫瘍治療効果を最大にし、正常組織障害を最小にする重粒子線照射法の最適条件を見

出すよう努めた。重粒子線の生物効果に関する機序の解明と定期的解析を行った。 

（５）物理・工学研究班 

重粒子線治療に関係した医学物理の研究、特に関連した治療物理・装置工学の研究を

通じて高度の治療に結びつける技術的方法を目指した。 

Ｉ．Ｉ．２．グループ研究 
本年度、創設されたグループ研究は、研究の新たな発展を目指す先導的研究について

一定期間に達成すべき明確な目標を設定した上で、所内外の適任の研究者を結集させ

てプロジェクト的に推進し、これらによって人材の流動性を高め、研究所全体の活性

化を図る枠組みである。なお、研究内容については、所長の諮問期間である研究総合

会議の検討、審議を経て、計画的な推進に努めた。本年度は次の 3 つの課題を実施し

た。 

(1) 第 1研究グループ「放射線に対する生体制御機構解明に関する研究」 

本調査研究は、放射線障害や発がん、老化、炎症等の種々の疾病を引き起こす要

因と考えられる活性酸素・フリーラジカルの研究が世界的に行われ始めているこ

とや本研究所において蓄積された研究成果等を背景として、分子、遺伝子、細胞

から個体レベルに至る放射線に対する生体制御機構を総合的に解明し、さらにそ

れらの予防、診断、治療等医学利用に寄与するために本年度から 5 ヶ年計画によ

り開始した。本年度は、放射線等により生体内で生成される活性酸素・フリーラ

ジカル種を明かにするとともに、生体内に内在的に存在する活性酸素・フリーラ



ジカルに対する制御化合物を遺伝子レベルから細胞・組織レベルまでの実験系を

用いて検索した。本年度は、以下の調査研究を実施した。 

生体ラジカルに関する研究 

生体制御物質の発現に関する研究 

細胞機能調節に関する研究 

生体制御物質に関する探索研究 

(2) 第 2研究グループ「放射線の生物影響に関連するヒトゲノム領域の解析・遺伝子

情報解析研究」 

ヒトの放射線影響のリスク評価の精度向上を図るとともに、我が国のヒト・ゲノ

ムプロジェクトに寄与するため、内外のライフサイエンス分野の研究動向、原子

力開発利用長期計画、本研究所において発展、蓄積された研究成果等を背景とし

て、平成 5 年度から 5 ヶ年計画により開始した「放射線の生物影響に関連するゲ

ノム解析研究」を充実させるとともに、さらにヒト・マウスゲノム解析を協力に

進展させ DNA データを系統的に世界に提供するための「遺伝情報解析研究」を

加えて本年度から 6 ヶ年計画により開始した。本年度は、放射線感受性機構及び

放射線発がん機構に関するヒト及びマウスゲノム領域の解析研究、DNA 塩基配列

を決定して遺伝情報を解析するための技術的基盤を確立し、リスク評価に定性

的・定量的な科学的根拠を提供するとともに、ヒト・ゲノムプロジェクトの国際

協力に貢献するための調査研究を推進した。本年度は、以下の調査研究を実施し

た。 

遺伝情報解析研究 

放射線感受性に関与するヒト及びマウスゲノム領域の解析研究 

放射線発がんの生成機構に関与するマウスゲノム領域の解析研究 

(3) 第 3研究グループ「宇宙環境生物医学及び粒子線生物学研究」  

本調査研究は、人類の活動領域が拡大され、2000 年過ぎに運用が開始される宇

宙ステーションでは日本人が宇宙に長期滞在することが予定されていることを背

景として、搭乗員の宇宙活動の安全確保に寄与することを目的に、高エネルギー

粒子線の健康影響・防護について研究及び、粒子線照射治療の最適化に関する研

究を本年度から 6 ヶ年計画で開始した。本年度は、宇宙環境生物医学研究につい

ては、高エネルギー粒子線の線量・LET 等を精度良く測定する機器、宇宙放射線



の生体影響を精度良く定量的に評価できる機材・手法についての調査研究を実施

した。粒子線生物学研究については。重粒子線の生物効果の作用秩序に関する基

礎的研究を行うとともに、炭素線の分割照射効果等治療に関する応用的研究も併

せて総合的に行った。重粒子線治療に必要な生物データの取得、炭素より重い粒

子線を用いた生物実験のための検討・準備を行うとともに、サイクロンを用いて

ヘリウム等軽い粒子に関する研究を実施した。1)宇宙放射線の放射線特特性に関

する調査研究 2)粒子線照射の生物物理学学的影響に関する調査研究 3)粒子線照

射治療効果の最適化に関する調査研究 

Ｉ．Ｉ．３．特別研究 
特別研究については、国連科学委員会、国際放射線防護委員会等への貢献、社会的要

請及び科学技術政策上のニーズへの対応のために研究所の総合性を発揮して、特に大

規模に行う必要のあるもの、早急に解決が望まれるもの等について、課題に応じ所内

の関連研究者が班を構成して推進している。本年度は次の 3 つの課題を実施した。 

(1) 放射線被ばくのデトリメントとその修飾因子に関する生物学的調査研究 

本調査研究は、放射線被ばくがもたらす人体への影響を最近の放射線リスク概念

であるデトリメント(放射線の生物影響を人間生活の質に対する影響として総合的

にとらえた概念)の観点で捉え、世界の研究動向、我が国の原子力開発利用長期計

画並びに平成 4 年度まで実施してきた「公衆被ばくのリスク評価に関する生物学

的調査研究」を背景とし、放射線によるデトリメントの定量的評価とそれを引き

起こす機構の解明を目的に、平成 5 年度から 5 ヶ年計画により推進している。本

年度は、現在考えられる被ばく形態における人体への放射線の影響に関連して、

放射線発がん、胎児影響、内部被ばく影響について、それぞれのデトリメントを

定量的に評価するための研究を行うとともにその発生機構に関する研究を実施し

た。 

1) 放射線による発がんとその修飾因子に関する調査研究 

2) 放射線及び放射性物質の胎児影響に関する調査研究 

3) アルファ放射体による内部被ばくの生物学的影響とその修飾因子に関する研

究 

(2) 環境における放射性物質の動態と被ばく線算定に関する調査研究 



本調査研究は、これまでに得られた重要核種の環境から生体移行に関するパラメ

ータ等を、線量評価モデルと計算コードに直接関係づけて整理・解析することに

より、健康・環境安全評価ネットワークシステム(HESANS)及び被ばく線量評価

システム(IDES)高度化、精密化を図るため、平成 5 年度から 5 ヶ年計画により推

進している。本年度は、これに必要となる新たな情報の創出やパラメータの精度

向上を図り、様々な地域、環境条件等において適用可能な日本人の一般公衆を対

象とした、より現実的な被ばく線量評価法の確立を図るとともに核燃料サイクル

の確立に伴って重要視された超ウラン元素等の被ばく経路の体系化を図りつつ、

環境から人体にいたる分布と挙動に関するデータベースを構築するための調査研

究を推進した。 

1) 重要核種の環境及び人体移行パラメータの整備と線量評価モデルの開発に関

する研究 

2) 長半減期核種の環境挙動と公衆被ばくに関する研究 

3) サイクロトロン生産核種による先導的トレーサー法の開発と生体機能解明に

関する総合的調査研究開発と生体 

(3) 機能解明に関する総合的調査研究 

本調査研究は、平成元年から平成 5 年度までの特別研究「重粒子線によるがん治

療法に関する調査研究」の研究成果を基盤として、これまでに培われてきた核医

学に関する基礎的研究を拡大、発展させて、平成 6 年度から 5 ヶ年計画により推

進している。サイクロトロンで生産されるポジトロン放出核種の優れた特性を生

命科学及び臨床医学の分野に活かすべく、標識合成及び計測の技術開発を進める

とともにポジトロン放出核種トレーサーの体内動態と機能の相関やアイソトープ

による生理活性物質の動態・代謝測定に関する研究、生体機能及び病態の解明等

アイソトープ利用の基礎から応用にいたる広範囲の高度核医学を目指し、その基

礎的研究を実施した。 

1) サイクロトロン生産核種の生産・標識合成及び計測の技術開発に関する研究 

2) アイソトープの生命科学への応用に関する研究 

3) アイソトープの医学への応用と病態解明に関する研究 

Ｉ．Ｉ．4．指定研究 



本年度の指定研究については、特別研究に準ずる性格を有し、他の部または他の機関

と相互に、密接な協力の下に行うことによって所の目的に対して適切、有意義と認め

られる研究を、長期業務計画等の趣旨に基づき研究所として特に強力に推進すべき研

究課題として積極的に推進した。 

本年度は、次の 4 課題について実施した。 

(1) 放射線発がんの分子生物学的特異性 －自然発がん、化学発がんとの相違－ 

(生物影響研究部、第 2 研究グループ） 

(2) 放射線誘発突然変異における核酸合成前駆体代謝経路関連遺伝子群の役割に関す

るゲノム解析研究 

(第 2 研究グループ、生物影響研究部) 

(3) 緊急時被ばく患者治療のための総合的データベースの作成 

(障害・臨床研究部、環境衛生研究部、総括安全解析研究官付、環境放射生態学研

究部) 

(4) 放射線及び微小重力の骨及びカルシウム代謝に及ぼす影響 

(内部被ばく研究部、第 3 研究グループ、環境放射生態学研究部) 

Ｉ．Ｉ．5．経常研究 
経常研究については、当面する諸情勢の変化及び研究の進展に即応しつつ、調査研究

を推進し、学問的水準の一層の高度化を図るようその充実に努めた。また、長期的展

望のもと継続的に取り組む必要のある放射線影響研究については、専門ごとに細分化

されていた研究を集的化して効果的、効率的な推進を図った。さらに、研究の円滑な

推進に資するため、数学、物理学、科学、生物学等総合的な放射線科学の基礎研究に

取り組んだ 

Ｉ．Ｉ．6．安全解析研究 
本研究所は、放射線の生物学的安全研究に関する中核的研究機関として、原子力安全

委員会を始めとする国の原子力安全行政の推進に寄与するため、放射線のリスク評価

のための組織体制の整備を進めてきた。 

本年度は、以下の研究を実施した。 

(1) リスク解析・評価用情報管理システムの整備を進め、これを用いて情報の収集・

整理を行った。 (総括的安全解析研究官付) 



(2) 環境中に放出される放射性物質の人体及び環境への影響を解析評価するための総

合的 なシステムとして平成元年度より実施してきた「健康・環境影響評価ネット

ワークシス テム」の構築にかかわる研究を関連各研究部等の協力のもとに第Ⅱ期

計画として平成 6 年度より平成 10 年度までの 5 年計画で実施している。第Ⅱ期

計画においては、より現 実的な評価モデルの作製を目標とし、第Ⅱ期計画の 2 年

度である本年度は、システム開 発を進めるとともに、このシステムの健康障害評

価コンピュータプログラムを運用する 上でのデータベースとして必要な日本人集

団における放射線晩発影響の定量的データ に関して、所害関連機関の協力を得

て、種々の疫学データの収集を図った。 (総括安全解析研究官付、環境衛 生研究

部、環境放射生態学研究部、海洋放射生態学 研究部、生物影響研究関連各研究

部等) 

(3) 急性放射線骨髄障害、消化管障害の治療に関する基礎的研究として、実験動物に

より放 射線防護剤・回復剤(CSF 等)の効果を検討し、その最適投与法の確立を図

るとともに、同系骨髄移植と放射線防 護剤・回復剤の併用効果等の検討も行い、

放射線皮膚障害の定 量法を確立し、薬物療法の効果判定に役立てた。 (障害・臨

床研究部、生物影響研究部、障害基盤研究部、第 1 研究グループ（生体制御）、 

治療・診断部) 

(4) 低線量放射線の生物作用に関しては、従来高線量放射線による障害の外押から論

じられ てきた。しかし、近年、低線量による刺激により高線量と異なる生体反応

が生じ、それ により放射線に対する抵抗性が増加する“適応応答”の誘導が多様な

系で報告されてい る。本研究は、未解明の放射線に対する適応応答現象を各種の

指標で検出し、その成立 条件を明かにするとともに、機構解明のための研究を行

った。 

(5) (障害・臨床研究部、生 物影響研究部) (5) 低線量放射線によるヒント集団の健

康リスクの定量的評価に関し て、自然放射線の中で 最も寄与の大きいラドンな

らびに近年注目され始めたトロンによる被ばく線量の評価、 体内放射能測定等に

基づく被ばく線量の断続的な評価及び染色体異常等の生物学的指 標によるリスク

の定量化等について調査研究を進めた。（総括安全解析研究官付等） 

Ｉ．Ｉ．7．実態調査 



本研究所の調査研究に関連する分野のうち、特に必要な事項について実態調査を行

い、その結果を利用して調査研究の促進を図った。本年度は、次の課題についてそれ

ぞれ調査を実施した。 

(1)ビキニ被害者の定期的追跡調査(障害・臨床研究部、障害基盤研究部) 

(2)トロトラスト沈着症例に関する実態調査(障害・臨床研究部、障害基盤研究部、養

成訓練部) 

(3)医療及び職業上の被ばくによる国民線量のための実態調査(総括安全解析研究官

付、放射線科学研究部) 

Ｉ．Ｉ．8．受託研究 
本研究所における受託研究は、本研究所の所掌業務の範囲において所外の機関から調

査研究を委託された場合に、本研究所の調査研究に寄与するとともに研究業務に支障

をきたさない範囲において受託している 

Ｉ．Ｉ．9．原子力基盤技術総合的研究 
原子力委員会基盤技術推進専門部会報告「原子力基盤技術開発の新たな展開につい

て」(平成 5 年 3 月)を踏まえて、平成 3 年度から実施された「放射性核種の環境中移

行の局地規模総合モデルに関する研究」のうち放医研担当研究及び平成 6 年度から実

施された「新たな DNA 解析手法を応用した放射線突然変異の検出・解析技術の開

発」のうち「DNA 変異検出技術の開発及び構造変化の画像解析に関する研究」につい

て実施した。(障害基盤研究部、放射線科学研究部、生物影響研究部、環境衛生研究

部、総括安全解析研究官付、環境放射生態学研究部) 

Ｉ．Ｉ．10．放射能調査研究 
原子力平和利用の進展に伴い原子力施設等から放出される放射性物質及び国外の核実

験等に伴う放射性降下物による環境放射能レベルの調査並びにこれらの解析を行なう

とともに、ロシアによる放射性廃棄物の海洋投棄に関連し、日本周辺海域の放射能レ

ベルの調査・解析の一層の拡充を図った。 

(環境衛生研究部、環境放射生態学研究部、海洋放射生態学研究部等) 

また、ラドン・トロン及びこれらの娘核種の居住環境における測定を行ない、国民の

被ばく線量の推定に資するための基礎的な調査研究を継続して行なった。 

(環境衛生研究部) 



国内外の放射能に関する資料の収集、整理、保存等のデータセンター業務及び放射能

調査結果の評価に関する基礎調査の業務を遂行した。 

(企画室) 

我が国における環境放射線モニタリングの技術水準の向上を図るため、都道府県の関

係職員を対象とする技術研修を行なった。 

(養成訓練部) 

さらに、原子力施設における災害に起因する人体の放射線被ばく、環境の放射能汚染

による影響等に関する対策を確立するため、調査・測定及び研究を推進した。 

(環境衛生研究部、養成訓練部、治療・診断部、障害・臨床研究部、環境放射生態学研

究部) 

また、救護要員等に対し、緊急被ばく時の測定、防護、救護、被ばく評価等について

教育及び訓練を行なった。 

(養成区練部) 

本年度における放射能調査研究に関する事項は、次のとおりである。 

(1) 環境、食品、人体の放射能レベル及び線量調査 

(2) 原子力施設周辺のレベル調査 

(3) 放射能データセンター業務 

(4) 放射能調査結果の評価に関する基礎調査 

(5) 環境放射線モニタリング技術者の研修 

(6) 緊急被ばく測定・対策に関する調査研究等 

Ｉ．Ｉ．11．科学技術振興調整費による研究 
科学技術振興調整費による研究については、科学技術会議の方針に沿って、放医研に

役割が期待される研究テーマを実施した。 

平成 7 年度の科学技術振興調整費による研究課題は、次のとおりである。 

(1) 免疫・造血システムの体細胞改変による制御技術の開発に関する研究（総合研

究） 

1) 免疫・造血システム制御のための基盤技術の開発 

① 多能性幹細胞の分化制御技術の開発 

（i） 多能性幹細胞の機能制御技術の開発（障害・臨床研究部 第

Ⅰ期 平成 6 年度～平成 8 年度） 



(2) 生体制御物質の分子設計と精密合成のための基盤技術開発に関する研究（総合研

究） 

1) 生体制御精密を生物合成するための基盤技術の開発 

① 生体制御物質の高選択的合成技術の開発 

（i） 生体制御物質の合成に関する研究 

(ア) ポリヒドロキシアミン系生体制御物質の合成に関する研究(第Ⅰ

研究グループ、障害・臨床研究部 第Ⅰ期 平成 5 年度～平成

7 年度) 

(3) エイズ等感染・発症制御のための基盤技術の開発に関する研究（総合研究） 

1) HIV／HTLV 感染・発症の制御技術の開発に関する研究 

① 感染標的細胞の制御技術の開発に関する研究 

（i） 骨髄細胞への遺伝子導入による HIV 制御法（制御影響研究部 

第Ⅰ期 平成 5 年度～平成 7 年 度） 

(4) がん細胞の浸潤・移転機構解明のための基盤技術の開発に関する研究（総合研

究） 

1) がん細胞の浸潤制御技術の研究 

① 浸潤制御機構の研究 

（i） 補体成分 C1s の浸潤能に関する研究 （ 生物影響研究部 第

Ⅱ期 平成 5 年度～平成 7 年度） 

2) がん細胞の転移機構の制御技術の開発 

① 組織親和性発現機構の制御技術の研究 

（i） 臓器親和性の制御技術の研究 （第 3 研究グループ 第Ⅱ期 

平成 5 年度～平成 7 年度） 

(5) ヒト遺伝子地図作製技術の開発に関する研究（総合研究） 

1) ヒト遺伝子地図作成に関する基盤技術の開発 

① モデル 2－ヒト第 11 番染色体遺伝子地図 

（i） 11q13 領域及び 11q23 領域を中心とした詳細な遺伝子地図

作製 （第 2 研究グループ 第Ⅱ期 平 成 6 年度～平成 7 年

度） 

(6) 縁辺海における物質循環機構の解明に関する国際共同研究（総合研究） 



1) 粒子状態物質の海水中輸送過程の研究 

① 放射性核種を用いた物質輸送の研究 （海洋放射生態学研究部 第Ⅱ期 

平成 7 年度～平成 8 年度） 

(7) 次世代型医用画像管理・診断ネットワークシステムの開発と地域医療への応用に

関する 研究（生活・地域流動研究） 

1) 地域中核病院における医用画像総合管理システムの開発と臨床評価に関する

研究 

① 画像評価法の確立に関する研究 （重粒子治療センター医療情報室 平成

6 年度～平成 8 年度） 

(8) 心臓血管（循環器）系の医用工学的計測制御に関する基礎研究（生活・地域流動

研究） 

1) 臨床及び基礎的な循環器イメージの高度化・容易化研究 

① PET 及び MR による循環器イメージ解析に関する研究 （障害・臨床研究

部 平成 6 年度～平成 8 年度） 

(9) 省際ネットワークを利用した医療研究支援アプリケーションの調査研究（研究情

報整備・省際ネットワー ク） 

1) 医療分野の特殊性を考慮した医療研究支援アプリケーションの調査研究 

① 放射線医療研究における医療研究情報の活用支援機能に関する調査研究 

（放射線科学研究部 平成 7 年度～平成 9 年度） 

(10) 放射線誘発骨髄性白血病の高リスク集団の同定に関する研究（個別重要国際共同

研究）（生物影響研究部  平成 7 年度） 

(11) 突然変異誘発機構と関連修復遺伝子の研究（個別重要国際共同研究） （障害基盤

研究部 平成 7 年度） 

(12) 発生における細胞間相互作用の解析（重点基礎研究） （生物影響研究部 平成 7

年度） 

(13) 電離放射線感受性に関する DNA 切断修復遺伝子の研究（重点基礎研究） (障害基

盤研究部 平成 7 年度) 

(14) 水田土壌中におけるテクネチウム挙動に関する研究 （重点基礎研究） （環境放

射生態学研究部 平成 7 年度） 



(15) 海洋における放射性ヨウ素の循環に関する基礎的研究 （重点基礎研究） （海洋

放射生態学研究部 平成 7 年度） 

(16) 放射線の生物影響研究及び放射線への応用に関する国際ワークショップ （重点

国際交流） （特別研究官他 平成 7 年度） 

Ｉ．Ｉ．12．官民特定共同研究 
昭和 61 年度から発足した本研究については、国の機関以外の者と研究組織の枠を越

えた共同研究を行い、効率的かつ効果的に研究開発を実施した。 

平成 7 年度の研究課題は次のとおりである。多様同時計測による生態機能解析法の研

究(放射線科学研究部 平成 7 年度～平成 11 年度) 

Ｉ．Ｉ．13．共同研究 
関連各研究機関及び産業界等との密接な連携のもとに、技術知識の交換及び研究分担

を行なうことにより、研究を効率的に推進するための共同研究を行った。 

Ｉ．Ｉ．14．電源多様化技術開発評価費による評価試験 
大型再処理施設環境安全試験研究の評価に資するため、次の課題を実施し科学技術庁

担当部局と協議しつつ技術評価の目標を明確にし、計画的に実施した。本年度は、以

下の評価を行なった。放射性廃液除染試験に関する評価(環境放射生態学研究部、環境

衛生研究部 平成 7 年度～平成 11 年度) 

Ｉ．Ⅱ．重粒子線がん治療臨床試行の推進 
放医研がこれまでに積み重ねてきた各種放射線によるがん治療の経験と実績を踏まえ

て、速中性子線の優れた生物効果と陽子線の優れた線量分布の 2 つの特長を併せ持つ

重粒子線による臨床試行を実施するため、総合的な重粒子線がん治療臨床試行の推進

を図った。 

Ｉ．Ⅱ．1．重粒子線がん治療装置の運転と性能の向上 
重粒子線がん治療装置は平成 5 年度に完成し、平成 6 年度に臨床試行を開始した。最

初の治療ビームとして炭素イオンを選定し、臨床試行を行なっているが今後の部位、

症例に応じて、他の核種及び異なるエネルギーのビームに対応すべく準備を進めた。 

一方、重粒子線治療の精度を高め、信頼性を高めるため装置の高度化を進めるととも

に、ビームを安定に供給するための維持管理に努めた。また、装置高度化開発研究の



一環として二次ビームポートの整備を開始した。さらに、重粒子線がん治療研究の推

進では、臨床試行のみならず治療のための基礎研究並びに治療技術開発研究につい

て、装置を国内外の関係機関にも広く開放し、共同利用研究に対応した。 

Ｉ．Ⅱ．２．重粒子線がん治療体制の整備 
重粒子線がん治療施設(新病院)の建設重粒子線がん治療臨床試行の本格化、患者の増

大に対応するため、前年度に引き続き、重粒子線がん治療施設(新病院)の建設を行な

った。本施設の建設用地については計画的に取得を進めた。 

重粒子線高度がん治療推進センターの建設 重粒子線がん治療の普及に向け、以下の機

能等を有する重粒子線高度がん治療推進センターの建設に着手した。 

患者が近くの病院で重粒子線治療のための術前、術後の診断を受けられ、患者にかか

る負担を軽減するための遠隔治療の情報ネットワーク化治療に参加する外部の医療関

係者等の養成及び、治療法高度化のための共同研究 

Ｉ．Ⅱ．３．重粒子線がん治療の推進体制の強化 
重粒子治療センターの充実 重粒子線がん治療臨床試行を計画的に実施していくため、

組織の管理、医療事務、本装置の運転等を行う運営部門(管理課、運転課)、診断、治

療等を行なう医療部門(治療・診断部)及び医療面・装置面の研究開発部門(障害・臨床

研究部、医用重粒子物理・工学研究部)、さらに医療部門、研究開発部門にまたがり治

療の解析、治療精度を向上させるための部門(医療情報室、治療システム開発室)を結

集した組織体制によって研究の内容を充実させた。 

関係医療機関で構成される重粒子線治療ネットワーク会議を前年度に引き続き開催

し、治療研究の計画、実行等について審議するとともに、同会議計画部会等を開催

し、その具体的方策等について審議する。重粒子線がん治療装置による臨床試行は、

重粒子線治療ネットワーク会議、臨床医学研究倫理審査委員会の審議を受けて策定し

たプロトコールに従い、治療部位別の臨床研究班を編成して行なった。本年度は、頭

頸部、中枢神経系、肺の他、新たに肝、婦人科(子宮頸癌)、泌尿器(前立腺)を加えて

6 部位の腫瘍患者を対象として重粒子線がん治療装置による臨床試行を行った。 

照射治療を終えた患者については、重粒子治療ネットワーク会議評価部会において適

時部位別研究班が実施した臨床結果の評価を行い、適応疾患の選定等を図った。 

Ｉ．Ⅲ．国内外関係機関との協力 



当研究所の調査研究の促進等に資するため、客員研究官制度、外来研究員制度等を活

用し、国内の関係機関との交流の一層の充実・活発化に努めた。さらに原子力研究交

流制度、科学技術振興調整費個別重要国際共同研究制度等を活用し、国際的な貢献度

の向上及び国際化の推進を図った。 

Ｉ．Ⅲ．１．客員研究官制度 
本研究所においては、研究所の活性化及び研究業務の効率的・効果的推進を図るため

客員研究官制度を設けている。本年度は、当研究所の最重点プロジェクトである重粒

子プロジェクト研究等に外部の研究者を参画させ、同プロジェクト等を強力に推進し

た。 

Ｉ．Ⅲ．２．外来研究員制度 
本研究所においては、所外の関連専門研究者の協力を得て、相互知見の交流と研究成

果の一層の向上を図るため、外来研究員制度を設けている。 

本年度は、次の研究課題について、それぞれ、担当する研究部に外来研究員を配属し

研究を推進した。 

(1) 抗酸化剤及び抗ガン剤の合成に関する研究(薬理化学研究部) 

(2) ポリアミンのストレス防御機能に関する研究(生物研究部) 

(3) 放射線感受性 Scid マウス由来の培養細胞を用いた in vitro transfomation(試験

管内発がん)と DNA 損傷修復能の関連性の研究(生理病理研究部) 

(4) 個体発生、浸潤転移における補体第一成分 C1S とマトリクスメタロプロテアーゼ

-9(MMP-9)の協同作用(生理病理研究部) 

(5) 高 LET 線の正常組織(ラ氏島)に対する RBE に関する研究(障害基礎研究部) 

(6) α放射体被ばくにおける細胞線量のバイオドシメトリーによる評価(内部被ばく研

究部) 

(7) 環境放射性核種の経気道被ばく線量算定に関与する環境パラメータ解析に関する

研究(環境衛生研究部) 

(8) 健康環境安全影響評価ネットワークシステムデータベースとしての日本における

放射線関連疾病統計の解析と整理(安全解析研究官付) 

(9) アポトーシスの分子機構に関する研究(障害・臨床研究部) 



(10) 重粒子線線量分布計算法の開発とその評価に関する研究(医用重粒子物理・工学研

究部) 

(11) 経口摂取にともなう長半減期核種の体内移行の研究(環境放射生態学研究部) 

Ｉ．Ⅲ．３．原子力研究国際交流 
原子力開発利用長期計画等に基づき、研究活動の一層の国際化を推進し、国際的な貢

献を図った。 

日・米、日・独、日・露、日・伊等の科学技術協力協定等の傘下で、また、国際原子

力機関等を通じ、在外研究員制度、外国人研究者招へい制度等により、関係研究分野

における国際研究交流を推進した。特に、日本と旧ソ連邦との協力の関連ではチェル

ノブイリ原子力発電所事故の影響に関する協力が、ロシア、ウクライナ、ベラルーシ

と 3 ヵ国にわたるため、一層効果的な研究交流を図った。 

開発途上国等との協力として、原子力研究交流制度、RCA 計画等に基づき、特に東南

アジアからの研究員の受け入れ、専門家の派遣を推進した。また、国際協力事業団の

アイソト-プ、放射線の医学、生物学利用コ-スによる研修についても、積極的に対応

した。 

Ｉ．Ⅲ．４．研究評価 
企画室を中心に所外の委員によって構成される「放射線医学総合研究所研究評価委員

会」を活用し、順次分野ごと計画的に研究評価を進めるため、評価委員会のもとに専

門部会を設け、科学的観点から専門的、詳細に評価を行う研究評価システムを構築

し、研究業務の効率化を図ることを目的として、所外の委員によって構成される「生

物部門研究評価部会」及び所内の委員によって構成される「生物部門研究評価準備委

員会」を設置、生物部門の研究評価について準備を行った。また、国際的視野のもと

に研究評価を行うための方策についても検討した。 

Ｉ．Ⅲ．５．技術支援 
技術支援部門においては、調査研究、診療等の遂行に必要な実験施設、共同実験用機

器、電気・機械等施設の運用、職員及び放射線施設の放射線安全管理、実験動植物の

生産供給、飼育・栽培・免疫等及びこれらに関する施設の運用、附属設備の管理並び

に国有財産の管理、職員・施設の安全保持安堵の諸業務を行った 

1）技術部 



技術部技術課においては、受変電、ボイラ、空調等基幹設備の効率的な運用及び空調

設備等老巧化設備の計画的な改修に努めるとともに、施設管理室の設置に伴い、国有

財産の管理、職員並びに施設、設備の安全の保持、職員の公務災害補償に関する業務

を行った。また、内部被ばく実験棟における放射性同位元素及びプルトニウムを用い

た実験研究の実施に伴う同棟の安全かつ効果的な運用に努めた。本年度は、放射線安

全管理に万全を期するため、焼却設備の改修を実施した。共同実験施設(測定・分析機

器、放射線発生装置及び放射性同位元素照射装置)の運用に関しては、機器・装置の計

画的更新及び新規導入を行うとともに、これらの維持と適切な運用に努めた。情報処

理業務では、電子計算機の利用に関し、引き続き研究需要及び情報の管理、内外関連

機関間との更新等 OA 化及び LA 化の要望に対応すべく効率的な運用に努めるととも

に、研究者等への支援、指導の強化を図った。 研究面では、ビーグル犬生産技術の開

発及び電子計算機ネットワーク高度利用に関する調査研究を行った。 

技術部放射線安全課においては、経常的業務の推進に努めるほか、管理機器の更新、

施設の整備・維持の強化促進を進め、放射線安全管理に万全を期した。また、廃棄物

処理業務は、低レベル排水処理設備等の老巧化対策を進めるとともに前年度に引き続

き有機廃液の処理業務を行った。内部被ばく実験棟については、保安規定に基づき核

燃料物質等の使用に関する安全対策の周知徹底を図り、同棟の効果的な運用に努め

た。重粒子線棟については、同棟の放射線安全管理体制の強化・充実を図るととも

に、機器の計画的な整備を進めた。また、作業要領等の見直しを行い放射線安全管理

の周知徹底を図り、一層の強化に努めた。 

技術部動植物管理課においては、SPF 動物生産・実験棟の円滑な運用に努め、実験研

究に必要な実験動植物の安定供給を計画的に行うとともに、改修工事が完了した哺乳

動物舎においては、医学、生物学研究の高度化に対応した。また、系統維持について

は、マウス受精卵の｢凍結保存を推し進め、その効率化を図った。管理業務では、各種

実験動物施設の効率的運用と衛生管理の強化に努めるとともに、老巧化対策を推進し

た。研究面では、小動物の微生物管理・疾病管理に関する研究及び系統動物の各種特

性を明らかにする研究を行うとともに、特別研究等のプロジェクト研究に参加した。 

2）重粒子治療センター運転課 
重粒子治療センター運転課においては、サイクロトロン及び重粒子線がん治療装置の

円滑かつ効率的な運用に努めた。サイクロトロンについては、関係機関への開放に努



め、運転・利用の充実を図るとともに、短寿命 RI の生産の一層の充実を図った。サイ

クロトロン運転関係業務では、ビーム診断系の整備、機器の更新等を行い、サイクロ

トロンの加速性能の維持向上を図った。また、サイクロトロン棟施設の実効ある管理

運営を図るとともに、老巧化対策を推進した。短寿命 RI 生産関係業務では、11C、

13N、18F 等の標識化合物の経常的な生産・供給に努めるとともに、自動合成装置用

調剤装置等を整備し、作業者の放射線被ばくの低減を図りつつ、短半減期放射性薬剤

製造機能の一層の充実を図った。また、製品や製品原料の品質管理能力の向上を図っ

た。さらに、ホットラボ室の設備を総合的に調整し、短半減期放射性薬剤の円滑な供

給を図った。研究面では、特に重イオンの加速を行うために垂直入射系・重イオン発

生装置を使用したビーム加速試験を継続して行った。また、前年度に引き続きポジト

ロン棟の内部整備を推進するとともに、放射性薬剤製造用自動合成装置の開発並びに

標識反応中間体を効果的かつ高品質に製造するための技術開発を行った。重粒子線が

ん治療装置運転関係業務では、医用重粒子物理・工学研究部との緊密な協力のもと

に、重粒子線がん治療装置の未整備部分の整備を重点的に進め、装置全体の安定性と

性能の向上を図るとともに、2 リング・システムの特徴を生かした運転方法の実現に

努めた。同装置を用いた臨床試行及び共同利用研究の円滑な実施に向けて、照射装

置・治療装置を含む装置全体の運転、維持管理を行った。また、外注運転要員の教

育・訓練を行うことにより装置の運転・維持に関連するさらなる技術の習熟に努め、

運転体制の確立を図った。さらに、重粒子線棟施設の適切な管理運営に努め、治療並

びに装置運転に求められる作業環境の実現を図った。研究面では、重粒子線がん治療

装置が安定して運転性能を発揮することを第一義的な目標とし、運転パラメータの最

適化等の他、制御系を含む装置全体の維持・開発・改良のための各種試験を行った。 

Ｉ．Ⅲ．６．養成訓練 
養成訓練部門については、前年度に引き続き、関連各部の緊密な協力のもとに、放射

線防護、RI の医学利用等に関する技術者の養成訓練のほかに、緊急被ばく医療対策の

一環として、緊急被ばく救護等にかかわる要員の養成訓練等を実施した。さらに、原

子力委員会による原子力開発利用長期計画を踏まえ、社会的要請等に応じた養成訓練

業務全般のあり方について検討を行った。研修内容については社会的要請に応じて常

に見直しを行っているが、本年度は特に「RI 利用生物・基礎医学課程」を見直す一

方、全般的に核課程のカリキュラムを再検討するとともに、原子力委員会による原子



力開発利用長期計画を踏まえ、時代の要請に応じた要請訓練業務全般のあり方につい

て検討を行った。また、内外の養成訓練制度について調査を進めるとともに、研修成

果の向上を図るために必要な研究も行った。 

Ｉ．Ⅲ．７．診療部門  
診療部門については、前年度までに得られた医療成果を基盤として、関連各部との密

接な協力のもとに重粒子線がん治療装置を利用した臨床試行等業務を推進するととも

に、増加する臨床試行患者数に対応するため、医療情報を管理・運用する医療情報

室、治療計画・治療補助具の作製等を行う治療システム開発室を新たに設置して業務

の合理的運営に努め、一層の充実を図った。また、特別診療研究の推進により診断法

と治療法の高精度化等の研究に資するとともに、重粒子線がん治療装置による臨床試

行を推進した。緊急被ばく医療対策については、関係各部との緊密な協力のもとに、

一層その充実に努めた。重粒子治療センターの治療・診断部は、診療技術水準の維持

向上と運営の円滑化、効率化に努めた。このため、各領域ごとに、以下の諸項に重点

を置き、診療・研究の遂行に遺漏のないよう期した。 

放射線障害研究においては、放射線被ばくに伴う急性、晩発性の両障害の診療と追跡

調査を実施した。 

放射線診断研究においては、ポジトロン CT、X 線 CT 及び MRI(磁気共鳴映像法)の利

用を含む画像診断全般について技術の向上を図るとともに、特に、重粒子線がん治療

装置による臨床試行では、より高精度の診断を目指した研究を進めた。 

重粒子線治療の適応を明らかにするため、その治療技術の確立を重点的に進め、重粒

子線がん治療装置による臨床試行を推進した。また、他の放射線治療については、陽

子線治療症例の集積・解析を進めるとともに、X 線治療、コバルト治療、小線源治療

についても治療技術の改善向上に努め、集学的治療いおいても新たな開発研究を行っ

た。速中性子線治療については、これまでの治療研究を踏まえた総合評価を行った。

さらに、重粒子線がん治療装置と医用サイクロトロンの利用に関しては、関係医療機

関への開放の推進に努めた。 

新設された医療情報室では、診療業務のシステム化を進め、医療情報を管理、運用

し、放射線治療の解析を図った。このため、電算機による放射線診療記録、医療画像

等医療情報の統計、管理並びに処理に関する開発研究を行った。また、新設された治

療システム開発室では、放射線治療の精度維持とその向上を図った。このため、患者



の位置決め、治療計画、診断画像システム、治療補助具(固定具,ボーラス、コリメー

タ等)及び治療データ管理等に関する基礎的研究並びに治療計画装置に関する開発研究

を行った。 

Ｉ．Ⅲ．８．緊急被ばく医療対策 
本研究所は、原子力安全委員会「原子力発電所等周辺の防災対策について」(昭和 55

年 6 月平成 4 年 6 月一部改訂)に示された緊急医療体制の整備等に関する施策の必要

性に対応して、原子力発電所等の万一の緊急時における緊急医療対策の一環として、

所内における体制の整備を行うとともに、緊急被ばく医療のための設備、機器等の整

備及び看護要員に対する養成訓練を行った。また、原子力安全委員会の「ソ連原子力

発電所事故調査特別委員会報告書」(昭和 62 年 5 月 28 日)を踏まえ、骨髄移植及び放

射線火傷の治療の必要性が生じた際に対応するため、治療マニュアルの作成、ネット

ワークの構築、技術課題の検討等を行った。 

Ｉ．Ⅲ．９．施設整備 
施設整備については、調査研究の遂行に必要な実験施設・設備の整備を行うととも

に、老巧化対策、研究の進展に対応した施設の改修に努めた。本年度は内部被ばく実

験棟について、昭和 58 年度竣工以来 10 年を経過していることから、計画的な改修を

実施した。 

 

Ⅱ．調査研究 

Ⅱ．Ⅰ．総合研究 -重粒子プロジェクト研究- 

Ⅱ．Ⅰ．１．臨床研究 
（掲載の有無および内容不明） 

Ⅱ．Ⅰ．2．治療研究 

宮本忠昭、松岡祥介、中野隆史、寺原敦朗、辻井博彦（治 療・診断部）、佐藤眞一郎

（医療情報室）、赤沼篤夫（障害・臨床研究部）、中村 譲（治療システム開発室）、磯 

野可一＊（＊千葉大学第２外科） 

1） 



平成 7 年度は、以下の 10 課題が採択され実行された。治療研究班は臨床試行に直接

関係する基盤的、技術的研究を分担する研究班として位置づけられている。今回は重

プロ発足後、２年目となるので具体的な研究成果の得られた者を主体に報告する。 

1. 速中性子線及び陽子線による治療研究（7C-001）宮本 忠昭 

2. 重粒子線治療の患者固定法と照射技術法の研究（7C-002）松岡 祥介 

3. 重粒子線治療における至適分割照射法の研究（7C-003）宮本 忠昭 

4. 重粒子線治療における各治療粒子線による腫瘍別、臓器別の治癒・障害確率の研

究（7C-004）中野 隆史 

5. 重粒子線治療における診断情報処理の最適化に関する研究（7C-005）佐藤 眞一

郎  

6. 患者設定の際の画像照合法の研究（7C-006）寺原 敦朗 

7. 重粒子線治療の臨床研究計画法ならびに評価法の研究（7C-007）赤沼 篤夫 

8. 重粒子線治療における生物効果を考慮した治療計画法に関する研究（7C-008）中

村 譲 

9. 重粒子線治療における照射位置の 3 次元的確認・修正法の研究（7C-009）辻井 

博彦 

10. 乳癌縮小手術と重粒子線照射（特に乳房温存療法に対する応用）（7C-010）磯野 

可一 

2） 
7C-002（松岡）、009（辻井）は重粒子治療計画および治療技術の研究であり併せて

報告する。 

1. 患者固定法では、全症例に対してユニバーサルな舟形 の全身固定具を開発した。

頭頸部では頭部回転用固定具とシェル、躯幹部はシェルを加えて患者の固定を行

い重粒子線照射に用い有用性の研究を行った。頭位・体位ともに患者固定の再現

性が明らかになった。また、照射は短縮され、快適性も高まった。 

2. 物理工学研究班 7P-020:重粒子線による呼吸同期法に関する研究と共同で呼吸同

期装置の開発に成功した。臨床班は、特に呼吸の信号をキャッチする赤外線セン

サーの研究と実用化の研究、装置の利用評価の研究を行った。 



3. CT 治療計画時、ターゲットを正確にしかも迅速にマークするため、MRI 画像を

CT 画像に自動的に重ねる研究を行った。現在、完全自動化という点では問題を残

しているが、ほぼ完成した。 

3） 

7C-006（寺原）は、診断画像と治療画像を照合して治 療位置を自動的に決定するこ

とを目的とした研究である。 このための方法論を研究した。これに基づいて 8 年度

は、 7C-002, 009 の一部として実用化の方向を研究する。 

4） 
7C-003（宮本）、010（磯野）は採択委員会の指示に 従い共同で研究を進めている。

平成 7 年度は、肺癌細胞に対象を絞り、速中性子線との RBE の比較、および現 在使

用中のカーボンビームによるリッジフィルターの肺癌細胞に対する適応性の評価研究

を行った。対象とした ４腫肺癌細胞の速中性子線と 80keV 炭素線の RBE は一致し

た。また、リッジフィルターの評価は 80keV の RBE10 が予測より低い傾向が得られ

た。この結果、現在使用中のリッジフィルターの修正の必要性が示唆された。 

5） 
7C-001（宮本）は、眼腫瘍臨床研究班の先駆的研究であり、現在サイクロトロンから

噴出される陽子線を用いて行われている。平成 7 年度は 7 人の網膜メラノーマの患者

が治療された、また、臨床研究のためのプロトコールが別途作成され、平成 8 年度か

ら班研究が発足する予定である。 

6） 
7C-004（中野）、008（中村）は、重粒子線治療計画、治療評価に RBE を導入しよう

とする研究である。その対象である光子線の TDF の線量分布を自動的に治療計画装置

に載せる段階であり現在ソフトを開発中である。8 年度は、両研究は一つとなる。研

究の目標、具体性について再検討を要求されている。 

7） 
7C-007（赤沼）は、テーマとは離れた別の研究内容である。今年度で終了する。 

8） 

7C-005（佐藤）は、重粒子線治療に伴う診療情報の研究である。電子カルテを目指

し、今年度は病歴データーのインフラとなる医療情報のコード化の研究として既存の

標準コード体系の検討を行った。対応コードの作製は次年度になる。一方、医療画像



の病歴データー化の研究では放医研病院の PACS 類似システムの整備を目指して CT、

MRI、内視鏡画像のデータセーブを行った。しかし、実用化に難点がある。現在の重

粒子線治療ﾌ診療情報の管理への応用は次年度の課題である。 

Ⅱ．Ⅰ．3．診断研究 
吉川京燦、西村恒彦、中野隆史、松本 徹 他 

概要 

診断研究ではがんの診断に関して、病理・免疫学的アプローチ、形態診断の新展開、

画像による機能・代謝診断法、および画像診断による副作用へのアプローチという 4

つの課題が研究され成果が得られた。 

1）画像によるがんの機能診断と治療効果判定法に関する研究および画像診断

法の総合的システム化の研究（7D-101） 
吉川京燦、古賀雅久、加藤博敏、溝江純悦、宮本忠昭（治療診断部）、吉田勝哉、鈴木

和年、須原哲也（障害・臨床研究部）、村山秀雄（放射線科学研究部）、松本徹、佐藤

眞一郎（医療情報室）、遠藤真広（物理・工学研究部）、宍戸文男*、福田 寛*、井上 

修*（特別研究員） 

Ⅱ．Ⅰ．４．生物研究 
（掲載の有無および内容不明） 

Ⅱ．Ⅰ．５．物理・工学研究 
（掲載の有無および内容不明） 

Ⅱ．Ⅱ．グループ研究 

Ⅱ．Ⅱ．１．放射線に対する生体制御機構解明に関する研究 
1）概況 

 本研究グループは、４つのサブグループから構成され、分子、遺伝子、細胞から個

体レベルに至る放射線に対する生体制御機構を総合的に解明するために、平成７年度

より研究が開始された。第一サブグループでは生体ラジカルに関する研究、第二サブ

グループでは生体制御物質の発現に関する研究、第三サブグループでは細胞機能調節

に関する研究、第四サブグループでは生体制御物質に関する探索研究を行うことを旨

としている。 



 第一サブグループでは生体ラジカルの生成、反応性あるいは挙動の解析を分子、細

胞レベルで行っている。心臓での虚血ー再灌流障害に活性酸素・フリーラジカルの関

与していることが示唆されている。そこで、虚血ー再灌流障害の機構解明のために、

心筋小胞体からのカルシウム遊離機能を担っているレアノジン受容体（カルシウムチ

ャネル）へのヒドロキシルラジカル(・OH)の影響を再構成膜法を用いて調べた。心筋

小胞体のカルシウム遊離チャネルであるリアノジン受容体をブタ心臓から精製し、脂

質平面膜に再構成した。この膜にエチレンジアミンー銅(II)錯体と過酸化水素から発

生させた・OH を作用させると、チャネルの開口確率が著しく上昇した。この・OH に

よる作用は、SH 試薬により阻害された。これらの結果から、・OH がリアノジン受容

体への作用を通じて細胞内カルシウム増大を引き起こすことが虚血ー再灌流障害の発

生の作用機序の一つであることが示唆された。 

 第二サブグループでは放射線・活性酸素などの生体ストレスに対する生体防御機構

の解析を分子、遺伝子レベルで行っている。本年度は、核抽出物ーDNA 結合の特異性

の検討、および標的塩基配列の特定のために、標的 DNA 領域をさらに分割し、塩基

配列の決定、核抽出物と結合活性を持つ領域の位置の決定、および合成二本鎖オリゴ

DNA を競合阻害物質とした電気泳動シフト法を行った。その結果、核抽出物と特異的

な相互作用を持つ 180bp,220bp および 130bp の DNA 部位の同定、単離に成功し、

ゲノム領域での位置を特定することができた。 

 第三サブグループでは細胞機能調節に関する研究の一環として組織分化と放射線誘

発腫瘍の関係を調べた。ラットの妊娠期乳腺や授乳期乳腺は放射線感受性が高く、放

射線被曝により高率に腫瘍を発生する。この両時期の乳腺に作用するホルモンは異な

っている。各々の時期の異なるホルモンの作用で組織分化をした乳腺の放射線感受性

を検討した結果、放射線による乳腺腫瘍発生のイニシェーションをエストロゲンが直

接的または間接的に調節し、発生する腫瘍のホルモン依存生にも影響を及ぼしている

ことが示唆された。 

 第四サブグループでは生体制御物質の探索研究を行っているが、本年度はヒスチジ

ン含有ペプチドを化学合成し、ESR-スピントラッピング法、DNA 切断法によりこれ

ら化合物のスーパーオキシド(O2-),ヒドロキシルラジカル(・OH)に対する消去能を検

討した。ヒスチジン含有ペプチドとして Ac-D-Pen-Gly-His-Gly(1),Pro-His-Cys-

Lys-Arg-Met(2), Met-Gln-Phe-His-Thr(3)を合成した。O2-に対する消去能はペプチ



ド 1,2,3 とも低かった。しかし、・OH に対する消去能はペプチド 1 と 2 がグルタチオ

ンに比べ高かった。この理由としてこれらペプチドが・OH を直接消去するよりもむ

しろ・OH の生成を抑えていることが推測された。 

 平成７年４月１日付で本研究グループが発足し、総合研究官として小澤が、第一及

び第四サブグループのサブグループリーダーを併任し、第二サブグループリーダーと

して常岡和子旧薬理化学第三研究室長が、第三サブグループリーダーとして稲野宏志

旧薬理化学第四研究室長が就任した。旧遺伝研究部から稲葉浩子主任研究官が第四サ

ブグループに加わった。平成７年６月１日付で伊古田暢夫主任研究官が第四サブグル

ープリーダーに昇任した。平成７年９月１日付で東京大学薬学部より中川秀彦研究員

を第四サブグループに迎えた。色田幹雄前薬理化学研究部長及び花木昭静岡大学工学

部教授は１ヶ年特別研究員として第一研究グループを指導された。内海英雄九大一生

州大学薬学部教授を客員研究官として第一研究グループに迎え、invivo ESR による生

体内フリーラジカルの画像化に関して研究を行った。 三浦科学技術特別研究員は脳の

生理と病態でのフリーラジカルに関する国際会議（東京）で、伊古田第四サブグルー

プリーダー、稲葉主任研究官および石原主任研究官は第１０回国際放射線影響会議

(Wurzburg)で、伊古田第四サブグループリーダーは AFMC 国際医薬化学シンポジウ

ム（東京）で、小澤は食品因子の化学とがん予防の国際会議（浜松）および 1995 環

太平洋化学国際会議（ハワイ）で、安西主任研究官はキーストンシンポジウム（サン

タフェ）で、小澤、稲葉主任研究官および中川研究員は生物における酸素ラジカルに

関するゴードン会議（ベンチュラ）でそれぞれ研究発表を行った。 

 第四サブグループにニュージーランドのオークランド大学より Ranjith Gamage 博

士を９月１６日より２年間の予定で STA フェローとして迎え、共同研究を開始した。

第三サブグループに和歌山県立医科大学の山内洋助手を外来研究員として迎え、乳腺

腫瘍に関する研究を行った。（小澤俊彦） 

2）生体ラジカルに関する研究 
小沢俊彦、島津良枝、上田順市、安西和紀、三浦ゆり（科学技術特別研究員） 

心臓における虚血・再灌流障害には活性酸素・フリーラジカルが関与していると言わ

れている。我々は、虚血・再灌流障害の機構解明のために、心筋小胞体からのカルシ

ウム遊離機能を担っているリアノジン受容体（カルシウムチャネル）へのヒドロキシ

ルラジカルの影響を再構成膜法を用いて調べた。 



 心筋小胞体のカルシウム遊離チャネルであるリアノジン受容体をブタ心臓から精製

し、脂質平面膜に再構成した。このカルシウムチャネルはカルシウムがない場合には

カリウムを通し、カリウムの方が電流値が大きいことから、実験にはカリウム電流を

測定した。その結果、900／200mM KCl（シス／トランス）の溶液条件においてコン

ダクタンスが 731 pS でカリウムイオンと塩素イオンの透過性比が 1 対 0.03 である

単一チャネル電流が観察された。この結果より、精製したリアノジン受容体は正常な

イオン透過能を有することが確認された。 

 このようにリアノジン受容体を組み込んだ脂質平面膜に銅・エチレンジアミンと過

酸化水素から発生させたヒドロキシルラジカルを作用させたところ、チャネルの開口

確率が著しく上昇することが見いだされた。この実験系では精製イオンチャネルを用

いているので、活性酸素の作用点はイオンチャネル蛋白質自身にあると結論される。

このヒドロキシルラジカルによる作用は、SH 試薬の 5,5'-dithio-bis(2-

nitrobenzoicacid) によって阻害されたことから、ヒドロキシルラジカルはイオンチ

ャネル蛋白質の SH 基に作用してその開口確率に影響を与えていると言える。この結

用大果は、ヒドロキシルラジカルがリアノジン受容体への作用を通じて細胞内カルシ

ウム増大を引き起こすことが虚血・再灌流障害の発生の作用機序の一つであることを

示唆するものである。 

[研究発表] 

(1) Ueda, J., Shimazu, Y. and Ozawa, T.: Free Rad. Biol. Med., 18, 929-

933,1995.  

(2) Ueda, J. Hanaki, A. and Nakajima, T.: Chem. Pharm. Bull., 43, 359-

361,1995.  

(3) Anzai, K., Yoshioka, Y., Hatanaka, K., Nakagawa, Y. and Kirino, Y.:J. 

Biochem.,117, 1232-1237, 1995.  

(4) Sakamoto, S., Mihara, H., Matsuo E., Niidome, T., Anzai, K., Kirino,Y. 

andAoyagi, H.: Bull. Chem. Soc. Jpn., 68, 2931-2939, 1995.  

(5) Miura, Y., Ueda, J., and Ozawa, T.: Inorg. Chim. Acta, 234, 169-171,1995. 

3）生体制御物質の発現に関する研究 

常岡和子、石原弘、古瀬雅子、田中泉 



 生物は、生体内外からの多様な障害を軽減するための制御機構を備えている。本研

究は、放射線・活性酸素に応答して誘導される遺伝子発現の機構を解析し、生体スト

レスに対する生体制御機構を分子・細胞レベルで解析することを目的とする。 

 放射線・活性酸素に対する生体応答の分子機構を解析するために、正常マウスの脾

細胞における放射線応答遺伝子を検索してきた。そして、IL-1β 遺伝子や fos/jun 族

腫瘍原遺伝子が、放射線照射直後、一過性に発現することを見いだした。前者は放射

線防護作用を持つ蛋白質を、後者は遺伝子転写調節因子をコードする遺伝子であるこ

とに注目し、その発現動態を研究してきた。 

 IL-1β 遺伝子の放射線に対する応答機構を解析するために、IL-1β 遺伝子の上流お

よそ 10,000 塩基のゲノム DNA 領域をクローニングした。転写調節領域を含むと思

われるこの DNA 領域を対象とし、電気泳動度シフト法により、照射細胞の核抽出物

との特異的結合を解析した。そして、照射細胞の核抽出物には結合することなく、正

常細胞の核抽出物に特異的に結合する DNA 領域を同定した。このことは、正常時、

これらの DNA 領域に結合している核内物質が照射により解離することを示唆してい

る。 

 本年度は、核抽出物-DNA 結合の特異性の検討、および標的塩基配列の特定のため

に、標的 DNA 領域をさらに分割し、塩基配列の決定、核抽出物と結合活性を持つ領

域の位置の特定、および合成二本鎖オリゴ DNA を競合阻害物質とした電気泳動度シ

フト法を行った。そして、核抽出物と特異的な相互作用を持つ 180bp, 220bp および 

130bp の DNA 部位の同定、単離に成功し、ゲノム DNA 領域での位置を特定する

ことができた。 

［研究発表］ 

(1) Ishihara, H., Tanaka, I., Nemoto, K., Tsuneoka, K., Cheeramakara,C., 

Yoshida, K.and Ohtsu, H.: J. Radiat. Res., 36, 112-124, 1995.  

(2) Nemoto, K., Ishihara, H., Tanaka, I., Suzuki, G., Tsuneoka, K., Yoshida,K. 

andOhtsu, H.: J. Radiat. Res., 36, 125-133, 1995.  

(3) Tanaka, I. and Ishihara, H.: FEBS Letters, 376, 146-150, 1995.  

(4) Ishihara, H., Tanaka, I. and Tsuneoka, K.: 10 th ICRR, Wurtzburg, 

Germany,1995. 8.  
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4）細胞機能調節に関する研究：組織分化と放射線誘発腫瘍の関係 

 稲野宏志、鈴木桂子、小野田眞 

 ラットの妊娠期乳腺や授乳期乳腺は放射線感受性が高く、放射線被曝により高率に

腫瘍を発生する。この両時期の乳腺組織は処女期乳腺と比較すると顕著に発達してい

るが、しかし、作用するホルモンは妊娠期と授乳期では異なる。即ち、妊娠期間中は

血中プロラクチン(PRL)値が低値を示し、卵巣からエストラジオールとプロゲステロ

ン(Pg)の分泌量が増大して乳腺組織を発達させる。一方、授乳中は血中の高濃度の

PRL が乳腺に作用し、プロゲステロン レセプターが消失して乳汁蛋白質の合成、泌

乳が行われる。各々のホルモンの作用で異なる組織分化をした乳腺の放射線感受性を

検討するため、性周期開始前の 23 日令に両側の卵巣を摘出し、2 ヶ月令の時エスト

ラジオール-3-ベンゾエート(EB), 50 μg/日、Pg, 5 mg/日の単独投与または併用投与

をした。更に、PRL 分泌を促進するためハロペリドール(halop), 50 μg/日の単独投

与または EB との併用投与を 2 週間続けた。これらの処置後に現れる生物学的、生

化学的変化については、平成 6 年度の和文年報で報告した。未成熟時に両側卵巣を摘

出されて成長したラットの乳腺は乳管が細くて短く、組織学的に未発達であった。EB

投与群は乳管が発達して太くなり、腺胞形成がみられた。Pg 投与群と halop 投与群

は腺胞形成が不十分であった。EB と Pg の併用投与により乳管伸長と腺胞形成が促

進された。EB と halop の併用投与では小葉形成がみられ組織分化が最も進んでい

た。DNA 合成は、これらの組織分化と相関して、EB 単独,EB と Pg の併用, EB と 

halop の併用投与群が活発であった。各々のホルモン処置により異なる分化度を示し

た乳腺組織に γ-線生(2.6 Gy) を照射後、ジエチルスチルベストロールをプロモータ

として連続投与し腫瘍発生を検討した。その結果、EB 投与群:12/21(57.1%), Pg 投

与群: 8/25(32.0%), halop 投与群:6/20(30.0%),EB と Pg の併用投与群: 

9/23(39.1%), EB と halop の併用投与群:13/23(56.5%)の発生率に対して、オリ

ーブ油を投与した対照群は 6/23(26.1%) の発生率を示した。統計学的に、EB 単独

投与群と EB と halop の併用投与群が有意に高い腫瘍発生率を示した。EB 単独投与



群は 4 例の腺癌を発生したが、EB と halop の併用投与群では発生した腫瘍の全て

が腺腫であった。発生した腫瘍の特性として、腫瘍増殖のホルモン依存性を調べるた

めエストロゲンレセプター(ER) とプロゲステロン レセプター (PgR) をスキャッチ

ャード法で解析した。EB 単独,EB と Pg の併用, EB と halop の併用投与後 放射線

照射で発生した乳腺腫瘍は ER(+)PgR(+) が多発しホルモン依存性を示し、ー方、Pg 

単独投与群では ER(-)PgR(-)が多くホルモン非依存性を示した。以上の結果から、放

射線による乳腺腫瘍発生のイニシエーションをエストロゲンが直接的または間接的に

調節し、発生する腫瘍のホルモン依存性にも影響を及ぼしていることが示唆された。 
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(2) Inano, H., Suzuki, K., Onoda, M. and Wakabayashi, K.: Carcinogenesis,17, 
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(6) 稲野、山内、鈴木、小野田、若林:日本放射線影響学会、 第 38 回大会、千葉、
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5）生体制御物質の探索研究 

伊古田暢夫、浜・稲葉浩子、中川秀彦、Ranjith Gamage（STAフェロー） 

 生体は空気中の酸素を体内に取り入れ効率良く利用して生存するが、より反応性の

高い活性酸素が常に作られている。そしてこの活性酸素が種々の疾病・老化の原因に

なっている。また一方では、活性酸素は殺菌作用や抗がん作用を示し、生体にとって

プラスの作用を示す場合もある。従って、活性酸素・フリーラジカルの発生・消去に

関与し、その障害を軽減化させる生体制御物質の開発をめざし探索研究を進めてい

る。本年度は ヒスチジン含有ペプチドを化学合成し ESR スピントラッピング法、

DNA 切断法によりこれら化合物のスーパーオキサイド、ヒドロキシルラジカルに対す

る消去能を検討した。 



 ヒスチジン含有ペプチドとして Ac-D-Pen-Gly-His-Gly(1)、Pro-His-Cys-Lys-

Arg-Met(2）、Met-Gln-Phe-His-Thr(3)を合成した。ペプチド 1 は α－アミノ基の保

護に３級ブトキシカルボニル（Boc)基を、またイミダゾ－ル基の保護に 4-

methoxybenzenesulfonyl(MBS)基を用い、Boc 基切断に HCl/AcOEt を使用する液

相法にて行った。グリシンベンジルエステルから stepwiseelongation 法にて、順次

保護した α－アミノ酸をジエチルホスホロシアニデ－トを用いて縮合し保護されたペ

プチドを合成し、無水フッ化水素ならびにイオン交換樹脂処理にてペプチド 1 を得

た。ペプチド 2 ならびに 3 は、α－アミノ保護基にフルオレニルメトキシカルボニル

（Fmoc）基を用い、Fmo 基の除去にはピペリジンを使用する固相法にて合成した。

トリフルオロ酢酸処理した粗生成物を μ-ボンダスフェア 5C18-100Å カラムを用い

て精製した。ヒスチジン含有ペプチドの活性酸素消去能の測定は、スピントラップ剤

として 5,5-dimethyl-1-pyrroline N-oxide(DMPO)を用いる ESR スピントラッピン

グ法にて行った。O2-はヒポキサンチンーキサンチンオキシダーゼ系により、また･

OH は H2O2ーCu(en)2 系により発生させた。 

 ペプチド 1,2,3 存在下での DMPO-O2-体ならびに DMPO-OH 体の ESR シグナル強

度の減少度により、ペプチドの O2-ならびに･OH に対する消去能力として評価した。

その結果ペプチド 1,2,3 ともにス－パ－オキサイド消去能は低かった。 しかしながら

Cu(en)2 ｰ H2O2 系により生成させた･OH に対する消去能は Met-Gln-Phe-His-Thr

を除き 1 と 2 はともにグルタチオンに比べて DMPO-OH 体の生成を顕著に抑えるこ

とが明らかになった。 

 ペプチド 1 ならびに 2 の DMPO-OH 体生成阻止メカニズムについては次のメカニズ

ムが考えられる。１つは、生成した・OH を直接トラップして消去する場合、他は・

OH の生成系を抑える場合である。そのために円偏光二色性（ＣＤ）スペクトルを測

定した。エチレンジアミン(en)はキラルな分子ではないので Cu(en)2 のＣＤスペクト

ルは観測されない。光学活性アミノ酸からなる合成ペプチドはいずれもキラルであ

り、ＣＤスペクトルが観測されれば、ペプチドが Cu(II)に配位していることになる。

Cu(en)2-ペプチド 1,2 の反応混合物はＣＤスペクトルを示した。この結果は、これら

のオリゴペプチドがエチレンジアミンと配位子交換し、Cu(II)イオンに配位したこと

を示している。このことからこれらペプチドが Cu(II)イオンと錯体を形成することに



より Cu(II)イオンの酸化還元電位を変化させ、その結果 H2O2 と反応せずヒドロキシ

ルラジカルを生成させないものと推定した。 
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(18) 伊古田、中川、小澤：日本薬学会 116 年会、金沢、1996､ 3. 
Ⅱ．Ⅱ．２．放射線の生物影響に関連するヒトゲノム領域の解析・

遺伝情報解析研究 
1）概況 

 本研究グループは旧遺伝研究部を母体として平成 7 年度より新たに発足したプロジ

ェクト研究グループで、「放射線の生物 影響に関連するヒトゲノム領域の解析および

遺伝情報解析研 究」を研究課題として、5 サブグループ（研究室）構成で本年 度よ

り 6 カ年計画で研究を開始した。 

 本研究グループは放射線感受性機構、放射線発がん機構、ゲノム不安定性機構、細

胞周期チェック機構、放射線応答機構、 発生・分化制御機構等に関連するヒト、マウ

スおよび酵母の遺 伝子群と特定ゲノム領域についてその構造と機能を明らかにするこ

とを目標とする。また、大量 DNA シークェンシング技術 とデータ処理技術とから成

る遺伝情報解析システムを確立する とともに、マッピングおよびシークェンシング・

データを GDB(Genome Data Base)と DDBJ(DNA Data Bank, Japan)に登録して国

際ヒトゲノム機構（HUGO）の国際的プロジェクト の進展に貢献する。さらに、遺伝

子改変技術を用いて、放射線 高感受性モデルマウス、高発がん性モデルマウス並びに

ヒト遺 伝性疾患モデルマウスを樹立して、放射線の生物影響に関する 総合研究に資

することを目的とする。 

 人事面では、4 月 1 日付で三田和英主任研究官と東智康研究員が旧生物研究部より

第 1 および第 2 サブグループへそれぞれ移動し、稲葉浩子主任研究官が旧遺伝研究部

より第 1 研究グループへ移動した。また、同日付で菅谷公彦と小池学が第 1 および第

5 サブグループへ研究員としてそれぞれ着任した。戸張厳 夫前遺伝研究部部長は特別

研究員として第２研究グループ全体の研究を指導された。 堀、森明サブグループリー

ダーおよび今井主任研究官は第 10 回 ICRR（8 月、Wurzburg）に出席し、シンポジ

ウムと一般講演で研究発表を行った。森明サブグループリーダーは国際分子生物学会

議（9 月、San Diego）で分裂酵母ゲノムプロジェクトについて報告した。また、三

田サブグループリーダーは第 31 回米国細胞生物学会（12 月、Washington D.C.）で

分裂酵母 cDNAJ タログ化について報告した。 

 本年度は以下の 3 中課題を設定して研究を実施した。 



I. 遺伝情報解析研究（第 1、2 サブグループ） 

II. 放射線感受性に関与するヒト及びマウスゲノム領域の解析研究（第 3、4、5 サブ

グループ） 

III.放射線発がんの生成機構に関与するマウスゲノム領域の解析研究（ゲノム特研の継

続課題）  

（堀 雅明） 

2）遺伝情報解析システムの開発・改良に関する調査研究 
三田和英、菅谷公彦、市村幸子（生物影響）、根井 充（養訓） （第 1サブグルー

プ） 

(1) 分裂酵母 cDNA カタログ化と３番染色体ゲノム解析に関する研究 

 放射線の生物影響の機構解明には放射線感受性遺伝子や発ガン関連遺伝子の解

析及びそれら遺伝子周辺の構造の情報が不可欠であり、メガベース単位の大量

DNA シーケンシングが必要である。分裂酵母を高等生物の最も単純なモデル生物

として位置付け、分裂酵母の cDNA カタログ化やゲノム解析を通して大量ゲノム

シーケンシングシステム確立を目指している。 

 真核生物に必須の遺伝子を網羅する目的で分裂酵母の cDNA カタログ化を進

め、12000 以上のクローンのシーケンスを決め、2500 以上の遺伝子を分類し

た。これまでに 20 個の放射線感受性遺伝子、約 20 個の細胞周期関連遺伝子およ

び翻訳機構に関わる大部分の遺伝子をリストアップできた。分裂酵母３番染色体

（3.5Mb）のゲノムシーケンシングを進めるため、cDNA カタログ化から得られ

ているクローンで３番染色体に存在する遺伝子をハイブリダイゼーションによっ

て決めた（約 200 の cDNA マーカー）。大量 DNA シーケンシングシステムの構

築を行い、ショットガン法で連続したシーケンス 6-15kb／週を決める技術を確

立している。 

(2) ハムスターRpII 遺伝子変異株の変異部位の同定 

 細胞周期に以上のあるハムスター培養細胞温度感受性（ts）株の遺伝的欠損の

原因遺伝子が RNA polymerase II largest subunit (RpII) 遺伝子であることを

同定した。RpII 遺伝子の細胞周期における機能を明らかにするために、ts 株での

RpII 遺伝子の突然変異部位を決めることが不可欠である。この目的で正常ハムス



ターRpII 遺伝子と ts 株 RpII 遺伝子の DNA 塩基配列を決定し、ts 株におけるア

ミノ酸変異部位を同定した。 

(3) ユビキチン遺伝子に関する研究 

 紫外線照射によって活性化するヒトユビキチン遺伝子と活性化しないハムスタ

ーユビキチン遺伝子の５’上流域の DNA シーケンスを決め、上流域のゲノム環境

がヒトとハムスターで全く異なることを明らかにした。 
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3）モデル生物ゲノムの構造と機能解明に関する調査研究 
 森明充興、本郷悦子、東智康、浜（稲葉）浩子、（味村正博）（第 2サブグループ） 

 生命現象を解明するために、一つの生物が持つ全遺伝情報の解明を目指すゲノム計

画が 種々の生物種で進められている。分裂酵母は、最も単純な真核生物でゲノム・サ

イズが 14Mb と小さい点やヒトの遺伝子が分裂酵母内で正常に発現すること、ヒトの

相同遺伝子とのアミノ酸保存性が高いこと、遺伝子破壊が簡単で機能解析に向いてい

ることなどから、ヒト 細胞のモデルとして酵母を促え DNA 修復機構解析を計画し

た。分裂酵母から mRNA を抽 出し、cDNA ライブラリーを作成して、12000 を越す

クローン総ての DNA 塩基配列を決定した。400bp 以上の大きさのクローンが全体の

30％、100-400bp 以上の大きさのクロー ンが 25％、100bp 以下が 20％、インサ

ート DNA を持たないものや混合物で DNA 塩基盤 配列の解読不能なものが 25％存在

したため、9000 クローンについて解析した。cDNA ク ローン同志での比較から、

cDNA クローンの重複度は 3.2 で、独立のクローン数は 2500 以上存在した。これ

は、酵母の全遺伝子が 7000 と推定されているため、おおよそ 1/3 の遺伝 子を網羅

したことになる。分裂酵母の遺伝子は今までに約 300 程度しか報告されておらず、 



殆どが新規遺伝子である。これら 2500 個の遺伝子のアミノ酸配列や DNA 塩基配列

の類似性をデータベースに登録されている既知遺伝子と比較検討したところ、1/3 に

当たる約 800 個のクローンが、既知分裂酵母遺伝子と同一か他種生物で報告されてい

る遺伝子と相同な 遺伝子と推定された。残り 2/3 を占める 1800 クローンは既知遺

伝子とは類似性のない新規 遺伝子と推定される。DNA 修復関連遺伝子は 19 個得ら

れた。既知遺伝子 10 個、新規遺 伝子 9 個である。9 個の新規遺伝子のうち 8 個は相

同なヒト・マウス遺伝子が未分離のため、酵母遺伝子の情報を基にヒト・マウス遺伝

子分離の方法を検討した。酵母 DNA ヘリ ケースで保存されているアミノ酸に対応す

る 20mer をプライマーにし、マウス cDNA ライ ブラリーを鋳型にして PCR で対応

する遺伝子のクローニングを試みたところ、DNA ヘリケース活性をもつマウスの

TrcF 遺伝子が得られた。完全長 cDNA は約 4700bp、1182 ア ミノ酸をコードし、5’

UTR は 650bp、3’UTR は 500bp であった。3 種の既知 trcF 遺伝 子（E.coli, B. 

sub., H. infl.）との比較から、アミノ酸保存性は全体で 35-40％、特に中央 部 500

番目から C 末端側 1000 番アミノ酸の間では 70％と高い類似性が示され、この方法 

の有効性が実証された。 
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(7) Morimyo, M., Mita, K., Hongo, E., Yamauchi, M., Tsuji, S., Park, W., & 

Yoneda, K： 10th ICRR, Wurzburg, 1995.9. 
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4）放射線感受性に関連する特定ゲノム領の同定に関する調査研究 
堀 雅明、松田洋一、斎藤俊行、今井高志、伊藤綽子 （第 3サブグループ） 

第３サブグループでは、ゲノム解析的研究アプローチをとって、放射線感受性に関わ

るヒトおよびマウスの遺伝子群を同定して、その特定ゲノム領域について染色体ゲノ

ム地図を作製するとともに、物理的コンティグ地図とその領域の遺伝子発現（転写）

地図を作製して、放射線感受性に関わるゲノム構造と機能 を解析することを目的とす

る。 

(1) マウスゲノムの遺伝的連鎖地図作製システムの確立 

実験用近交系マウス(C57BL/6)とヨーロッパ産野生マウス系 統(Mus spretus)の

戻し交雑マウス 150 個体について､サテライ ト DNA のコピー数の種間差を利用

してセントロメアのマッピン グパネルを作製し、各個体より抽出した DNA 試料

を用いてマイク ロサテライト DNA マーカーをアンカー座とした遺伝的連鎖マッ 

ピング・システムを確立した。FISH 法と併用することにより、 迅速かつ正確な

マウス遺伝子マッピングが可能となった。 

(2) 電離放射線感受性に関与する AT 遺伝子領域のヒトゲノム解析 

Ataxia telangiectasia(AT,毛細血管拡張性運動失調症)は電 離放射線高感受性、

ゲノム不安定性、好発がん性等の表現型を 示す常染色体劣性遺伝病で､その原因

遺伝子は DNA 損傷の監視機構に関わると考えられている。本年度は、ポジショ

ナル・クローニング法により AT 原因遺伝子を同定することを目標に、遺伝 的連

鎖解析から示唆されている主 AT 座位(11q22.3-23.1)領域を 完全にカバーする

約 2Mb の YAC コンティグ地図を作製した。さらに、このゲノム領域より新しい

２種類の遺伝子(T441 と T451)を 同定するとともに､T441(NPAT）遺伝子が

ATM 遺伝子とゲノム上で オーバーラップして存在し、遺伝子の転写方向が逆で

あることを明らかにした。 

【研究発表】 
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5）ヒト特定ゲノム領域の構造及び機能解明に関する調査研究 
 佐伯哲哉、辻 秀雄、山内正剛、辻さつき （第 4サブグループ） 

 DNA の遺伝情報は極めて安定であるが、また劇的な変動を 示すことが次第に明ら

かになってきている。ゲノム内には染色 体不安定性領域が多数存在することが知られ

てきており、他方 でゲノム安定性保持に関与する遺伝子群が存在しているものと 考

えられる。本研究はゲノム変異誘発に関与する特定ゲノム領 域の構造と機能の解明お

よび関連遺伝子群の分離と構造解析を 行うことを目的とする。 

(1) 急性骨髄性白血病Ｍ4Eo の発症は 16 番染色体の長腕 q22 の PEBP2β遺伝子と短

腕 p13 の MYH11 遺伝子との 融合遺伝子の形成を伴うことが cDNA 分析で知ら

れてきたが、 本研究では 9 名の患者の血液 DNA の分析により、ゲノム DNA 上

の切断部位を決定した。9 名の患者の内 7 名では同一染色 体内の融合遺伝子形成

（inv-16）を示し、1 名では 2 本 の 16 番染色体間の転座によるもの、さらに 1

名では inv-16 と更に他の染色体との rearrangement を示していた。そして 逆

位の相互産物の内５´側 PEBP2β、3´側 MYH11 の 融合遺伝子が発症原因と考え

られることが知られた。 



(2) M4Eo 患者の中に脆弱部位 Fra16q22.1（Fra16B）を PEBP2β遺伝子を含む 16

番染色体 22 に持つ例が見い出されている。この Fragail site と PEBP2βとの位置

関係を FISH 法で調べたところ、PEBP2βは Fragail site ﾌ端部側に位置した。次

に１ ６ｑ２２.１に位置するＹＡＣクローンより、Fragail site の両側にシグナル

を示すものが得られた。現在この YAC クローンから FRA16B の単離を試みてい

る。 

(3) 脆弱 X 症候群は先天性精神遅滞症の中でも頻度が高いもの である。原因遺伝子

FMR-1 の 3 塩基反復配［（CCG）n］ の反復数の増幅が発症をもたらすが、その

過程は正常多型から premutation という中間段階を経て full mutation の増幅数

に達して発症する。この増幅は常に女性 を通じて生じることが明らかとなった。

本研究で独自に調整した診断用プローブ pPCRfx1 を用いて、脆弱 X 症候群の出

生前診断への応用も行われた。1 例としては、兄姉が発症した 母親の妊娠 9 週令

胎児につき、絨毛細胞の biopsy と培養 によって診断が行われた。父親は正常、

母親は carrier で、胎児 DNA 女子であり、脆弱 X 染色体をもつことが知ら れ

た。この症例では胎児は出生前に死亡したが、出生すれば少 なくとも carrier と

なることが知られた例である。医療 機関との協力により、臨床的応用が行われて

いるところである。 

[研究発表] 
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6）遺伝子改変技術の開発と疾患モデルマウスの作製に関する調査研究 

 塩見忠博、原田良信、小池学 （第 5サブグループ） 

 遺伝子改変技術を確立するため、色素性乾皮症（XP）の G 群遺伝子を欠損したマウ

スを 遺伝子ターゲテイング法を用いて作製することを試みた。 

(1) 生殖系列キメラの作製 遺伝子ターゲテイングより xpg 遺伝子に変異が導入され

た ES 細胞クローンより、細胞 形態及び核型が正常なクローンを選び、C57BL/6

（B6）マウスの初期胚に微量注入し た。このような初期胚から得られたマウス

個体のうち、1/3-/12 は ES 細胞と B6 由来の 細胞からなるキメラ個体であっ

た。これらキメラ個体のキメラ率は 50-80％であった。 次に生殖系列キメラを



選び出すため、キメラ個体と B6 とを掛け合わせた。その結果調べたすべてのキ

メラ個体で ES 細胞が生殖細胞に分化していることが確認できた。 

(2) xpg 遺伝子ノックアウトマウス系統の樹立 xpg 遺伝子の N 末端近くをノックア

ウトした TV2 由来のキメラ個体と B6 とを掛け合わせ変異をトランスミットした

ヘテロ個体を得た。ヘテロ個体は外見上は正常個体と見 分けがつかなかった。ヘ

テロ個体の遺伝的バックグランドを B6 にそろえるため、さら に 3 回 B6 との掛

け合わせをおこなった。バックグラウンドを B6 にそろえたヘテロ個 体同志を掛

け合わせることによりホモノックアウトマウス（ホモ）個体を得ることがで き

た。このホモ個体は出生時には正常個体あるいはヘテロ個体と差がなかったが、

それ 以後の成長が抑制され体重の増加は非常に遅れ、離乳期前までにはすべての

ホモ個体は 死んでしまった。ヘテロ個体同志の掛け合わせにより生まれた個体の

遺伝子型を調べる と－／－（ホモ）：＋／－（ヘテロ）：＋／＋（正常）は 35：

89：39 であった。これ はメンデル性の遺伝様式に当てはまりホモ個体は胎仔期

において死亡することなくすべて生まれてきていることを示している。従って、

出生以後何らかの異常により正常な 成長が阻害され、結果的に離乳期までに死に

いたるものと考えられる。 
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7）放射線誘発のゲノムＤＮＡ再配列の解析 
巽 紘一，高萩真彦，古野育子（生物研究部）  

 X 染色体長腕上のヒポキサンチン・フォスフォリボシルトランスフェラーゼ

（HPRT）遺伝子を含む欠失領域の大きさと切断点の塩基配列特異性の解析、および

常染色体１６番長腕上のアデニン・フォスフォリボシルトランスフェラーゼ（APRT）

の欠失、体細胞分裂組換え（染色体乗り換え）、および染色体不分離の解析に基づき、

発がん要因である電離放射線が誘発する突然変異と自発突然変異との質的差異の有

無、ならびに正常ヒト由来細胞と放射線高感受性または高発癌性遺伝病患者由来細胞

に生ずる突然変異の質的相違の有無を明らかにし、突然変異事象が放射線誘発がんの

律速段階になり得るかを考察する資料を取得することを目的とした。 

 HPRT 遺伝子は全長 43kb で 9 つの exon からなる。変異のために HPRT が失活し

た変異体クローンは 6 チグアニン（TG：5μg/ml）抵抗性指標で選抜されるが、各

exon ごとにプライマーを用意し多重 PCR を行って、欠失の大きさを大まかに知るこ

とが可能になった。また HPRT 遺伝子を挟む５’側、３’側領域についても調べて最大

約 1.2mb までの欠失が検出できた。 ヒト・リンパ芽球様細胞 WIL2NS の自発突然変

異では 28%が欠失を伴ったが、全 exon が欠失するものが 8%あった。一方、高発癌

性遺伝病ブルーム症候群由来リンパ芽球様細胞では自発ＴＧ抵抗性変異体の 83%が欠

失を伴い、加えてその半分が全欠損であった。さて、2Gy のγ線照射により誘発され

た WIL2NS 細胞変異体クローンの 54.8%が欠失を伴い、38.7%が全欠損を示した。

DNA 組換え欠損細胞の TK6 ではγ線誘発変異における欠失の関与が WIL2NSＳより小

さかった。 

 低 LET のガンマ線誘発変異と自発変異の欠失が占める比率は大きく異なるが、京大

熊取原子炉（KUR）での熱中性子、中速中性子照射ではさらに欠失の比率が高かっ

た。 

 欠失変異の比率は照射線量が高いと増加するが、照射線量率の影響はこれまで調べ

られていなかった。30Gy/y の急照射から 5000 分の 1 に下げる（線量は 3-4Gｙ）と

自発変異の寄与分が相対的に増えるが、TG 抵抗性変異頻度は約 1/3 に低下する。そ

の場合、果たして変異の種類まで変化しているかを、自発変異は影響を受けないもの



と仮定して検討した。その結果、精度の許す範囲で線量率低下は欠失の比率には大き

く影響しないことが判明した。すなわち、修復されやすい DNA 損傷とされにくい損

傷との間には欠失生成に関して特に関係がない。 
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8）放射線誘発マウス骨髄性白血病の生成機構の解析 
石原弘、田中泉、常岡和子（第一研究グループ）、吉田和子（生体影響研究部） 

 代表的な放射線の晩発障害である骨髄性白血病は C3H 等の近交系マウスに 3Gy 程

度の X 線を全身照射することでも発生する。本研究はこの実験腫瘍発生系を利用し

て、放射線障害から腫瘍発生までの過程に寄与するゲノム領域を検索し、その構造機

能の異常ならびに腫瘍化の分子機構を解析することを目的とする。 

 放射線誘発腫瘍発生の分子過程を解析するためにはその過程のインジケータとなり

得る異常ゲノム領域を直接単離することが必要である。さらに、発生来歴の異なる複

数の骨髄性白血病細胞に共通した普遍的異常が理想的なインジケータである。これま

で特定の白血病細胞に特異的な腫瘍遺伝子異常等を同定してきたが、その異常にレト

ロトランスポゾン（RTn）の関連する例の多いことに注目した。特に正常マウスゲノ

ムに約 1000 コピー散在している intracisternal A-particle （IAP）と呼ばれる RTn

の逆転写 DNA エレメント数が、多数の独立発生白血病細胞ゲノムにおいて 10-20%

程度変動していたことから、IAP 関連異常が白血病細胞で頻発していることが示唆さ

れた。 

 本年度は IAP エレメント挿入が普遍的事象であることを証明するために、まず、骨



髄性白血病細胞に特異的な IAP エレメント挿入部位を配列特異 PCR に利用して検索

した。別種のゲノム内散在配列である short interspersed element-B2 の近傍 4000

塩基以内に挿入されている IAP エレメント領域を増幅したところ、腫瘍細胞ゲノムに

特異的な増幅が、複数の独立発生骨髄性白血病細胞において多数観察された。さら

に、これらの増幅 DNA のクローニング、塩基配列決定およびこれを探索体としたゲ

ノム構造分析を進め、正常細胞では発生し難い IAP エレメントの新規挿入が、骨髄性

白血病細胞で頻発していることを証明した。 

 骨髄性白血病発生過程で IAP によるレトロトランスミッションが頻発・蓄積し、ゲ

ノム構造のみならず遺伝子機能に影響を与え、細胞の腫瘍形質に寄与することが、少

なくとも C3H マウスにおいて示唆された。 
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(2) 石原、田中：第 18 回日本分子生物学会年会、名古屋、1995.12. 

９）放射線誘発胸腺リンパ腫の生成機構と系統間差異の解析 
 武藤正弘、久保ゑい子、藤森亮、福村龍太郎、相沢志郎、神作仁子、（生物影響研究

部） 

 これまでに放射線誘発リンパ性白血病の系を使用して、T 細胞リセプター遺伝子再

配列のパターンとがん化 に伴う遺伝的変化を比較解析することによって、発がんの多

段階過程を解析する実験系を開発し、がん抑制遺伝 子、染色体異常の生じる時期につ

いて解析してきた。その結果ある照射個体からのリンパ腫においては、発がん の初期

過程において特定の転座を含む染色体異常が生じることが明らかになった。そこで、

X 線誘発 T 細胞リンパ 腫に特異的に異常発現している遺伝子を同定・分離するため、

cDNA サブトラクション法を使用して解析を行った。 B10.Thy 1.1 マウス由来の染

色体転座(1A; 13B)が生じている X 線誘発 T 細胞リンパ腫及び B10.Thy 1.1 マウス

正常 胸腺細胞より poly A mRNA を抽出し、それぞれ cDNA を合成した。これらの

cDNA を Sau3AI で切断した後、正常 cDNA は ビオチン化したリンカーを付加し、

リンパ腫の cDNA には別のリンカーを付加して、アベジン磁気ビーズ法によって、

cDNA サブトラクションを行った。得られた cDNA を M13 ベクターに組込み、イン

サート cDNA を分離した。これまでに 1750 個の cDNA クローンを分離し、ドットハ

イブリダイゼイション等により、220 個のリンパ腫特異的に発現しているクローンを



得た。さらに特徴的な染色体異常を伴っている別の X 線誘発 T 細胞リンパ腫群 A-H

由来の cDNA を pr obe にして、ドットハイブリダイゼイションを行った結果、G 群

リンパ腫特異的に発現している cDNA クローンの多 くは、他のリンパ腫（A-H）でも

異常発現していることが示された。この結果は別々に生じてきたリンパ腫にもかかわ

らず、共通の異常発現が見られることを示しており、今後これらの cDNA を詳しく解

析することによって、共 通の機構による発がん様式が存在するかを明らかにしたい。 

 また、B10.Thy 1.1 マウスを X 線照射後、14 -26 日 目の胸腺から mRNA を抽出

し、cDNA を合成して、それをプローブにしてドットハイブリダイゼイションを行っ

た結 果、リンパ腫特異的 cDNA クローンの多くは、これらのプローブと反応した。

このことは放射線照射によって初期 に発現してくる異常な mRNA が、リンパ腫にな

ってもそのまま発現していることが示唆された。 

［研究発表］ 

(1) Muto, M., Chen, Y., Kubo, E., and Mita, K. : Jpn. J. Cancer Res. 87, 247-

257 (1996). 

(2) Aizawa, S., Kamisaku, H. and Sado,T. : Bone Marrow Trans. 16, 603-60 9, 

1995. 

(3) Muto, M., Utsuyama, M., Horiguchi, T., Kubo,E, Sado,T., and HirokawaK, : 

Cell Prolif., 28, 645-657, 1995. 

(4) Kitagawa, M., Aizawa, S., Kamisaku, H., Ikeda, H., Hirokawa, K. and Sado, 

T.: Blood 86, 1557-1563, 1995. 

(5) Muto, M., Chen, Y1., Kubo, E. and Mita, K. : 10th International Congr ess 

of Radiation Research, Wurzburg, Germany, 1995, 8. (1Dep. of 

Radiobiology, CIRP, China ) 

(6) 藤森、グブタ,M.1, 法喜、ポミエ, Y.1 (1 米国国立がん研究所、分子薬理学）：第

87 回米国国際がん学会、ワシントン、1995, 4. 

(7) 武藤、久保、五十嵐 1、三田、（国立がんセンター1）：第 54 回日本癌学会、京

都、1995, 10. 

(8) 北川、相沢、池田、佐渡、神作、広川：第 54 回日本癌学会、京都、1995, 1 0. 

(9) 久保、Chen Y1、武藤, （1 中国輻射防護研究院）第３８回日本放射線影響学

会、 千葉、1995, 11. 



(10)  相沢、神作、五十嵐、佐渡：第 38 回日本放射線影響学会、千葉、1995,11. 

(11) 武藤、Chen Y1、久保、池村 2、三田（1 中国輻射防護研究院、2 遺伝学研究

所） 第 38 回日本放射線影響学会、千葉、1995, 11. 

(12)  相沢、神作、五十嵐、佐渡：第 25 回日本免疫学会、福岡、1995,11. 

１０）放射線発がんの修飾因子の遺伝子解析 

鈴木元、野村昌行、中田有紀子 、鵜澤玲子、能勢正子、明石真言（障害・臨床研究

部） 

 放射線誘発胸腺リンホーマ細胞は、正常胸腺細胞と異なり、ストローマ細胞由来の

液性因子（胸腺リンホーマ細胞刺激因子；TLSF）に対する反応性を持つ。私達は、

TLSF 反応性の獲得が発がん過程で重要な役割を果たしていると想定し、TLSF 遺伝子

および TLSF レセプター遺伝子のクローニングを行ってきた。 

 TLSF 遺伝子は、αケモカインに属する遺伝子で、機能不明の遺伝子 SDF-1

（Science 261：600、1993)と同一であった。TLSF/SDF-1 遺伝子の染色体マッピ

ングを行ったところ、この遺伝子は、従来αケモカイン遺伝子群がマップされている部

位とは無関係の染色体上にマップされることを発見した。すなわち、マウス染色体

6F1 領域、D6Mit55 から 0.8cM 下流で D6Mit12 よりは 3.0cM 上流であることが判

明した。また、ラット TLSF/SDF-1 遺伝子は、相同染色体部位である 4q42.1 にマッ

プされた。これらの領域は、他のαケモカイン遺伝子群がマップされるヒト 4 番染色

体とは関連がない。この結果は、TLSF/SDF-1 遺伝子が新たなケモカインファミリー

を構成する可能性を示唆しており、興味深い。 

 生体の中で TLSF/SDF-1 に反応してミグレートしてくる細胞は、c-kit マーカー陽

性でリニエージマーカーを持つ一定程度分化した骨髄細胞であった。正常な未分化胸

腺細胞は、TLSF/SDF-1 に反応しない。この結果は、TLSF/SDF-1 に対するレセプタ

ーの発現が分化段階特異的に制御されている可能性を示唆している。この点を明らか

にするため、ＴＬＳＦとヒト免疫グロブリンの融合タンパクの作成およびＴＬＳＦレ

セプター遺伝子のクローニングを行っている。これまでに、TLSF 反応胸腺リンホー

マ細胞から、ケモカインレセプターIL-8RB 遺伝子、CC-CKR4 類似の遺伝子、および

ヒト LCR1 類似の遺伝子をクローニングした。全長 cDNA 遺伝子配列の決定を行って

いる。 

［研究発表］ 



(1) M. Nomura, Y. Matsuda, H. Itoh et al. Cytogenet. Cell Genet. In press. 

(2) M. Nomura, Y. Nakata, T. Inoue et al. J. Immunol. Methods 193: 41-49, 

1996. 

(3) S. ichikawa, H. Sakiyama, G. Suzuki et al. Proc. Natl. Acad. Sci. USA 93: 

4638-4643, 1996. 

(4) Y. Nakata, K. Matsuda, A. Uzawa et al. J. Immunol. 155: 4231-4235, 

1995. 

(5) G. Suzuki, M. Nomura, A. Uzawa et al. Int. Immunol. 7: 37-43, 1995. 

Ⅱ．Ⅱ．3．宇宙環境生物医学研究及び粒子線生物学 
1）概況 
宇宙ステーションと放射線防護への準備 

 西暦 2002 年に完成予定の国際宇宙ステーション「アルファ」はいよいよ 1997 年

11 月 に建設が開始され、最初の機材はロシアのバイコヌール基地から打ち上げられ

る。この国 際宇宙ステーションは日本、米国、カナダ、欧州連合、ロシアが共同で建

設するもので、 日本実験（JEM）と呼ばれる「軌道上研究所」モジュールがあり、こ

こに日本人宇宙飛行 士が交替で常駐して様々な研究活動を行う。完成前の 2000 年に

米国のスペースシャトルで 機材をそこに運んで実験する予定があり、第 3 研究グルー

プの安藤らの細胞照射実験計画が宇宙開発事業団の 1 次選定で採択されている。 

 同ステーションは従来は日米加欧が共同建設する予定だったが、ロシアの参加が決

まったため予定軌道を変更し、すでに飛んでいるロシア製宇宙ステーション「ミー

ル」をドッ キングさせることになった。そのため軌道傾斜角（赤道からの傾き）は当

初予定の 28.5 度 から 51.6 度に変更された。これは照射線被曝の観点からは重要な

意味を持つ。なぜなら、 特に大きな太陽面爆発（SPE）によって 100MeV 程度の高

エネルギー陽子線が大量に放出 された時、それが新軌道を直撃する可能性があるため

である（地球磁場の形状のせいであ る。28.5 度の場合は余り問題ない）。そのような

巨大爆発は 11 年に 2 回程度（継続時間 は 10 時間程度）あり得るので、宇宙飛行士

の放射線防護が必要である。 

 そこで、第 3 研究グループでは国際宇宙ステーションと同等軌道を飛ぶミールを利

用して予備実験を行う。保田、高田らは宇宙飛行士の個人モニタ候補であるガラス線

量計、TLD、 フィルム、ESR 線量計などを入れたパッケージを製作し、今年 12 月



20 日にバイコヌール 基地から打ち上げ、来年 2 月に回収する便に搭載する予定であ

る。現在その校正に向けて HIMAC ビーム照射実験等を行っている。なお他機関の共

同研究者はミールに生物試料を搭載する。 

概況   

本研究グループは本年度新たに設立されたもので、宇宙活動の発展による人類の活動

領域の拡大に対応した様々な研究、即ち宇宙放射線防護や宇宙放射線被曝によって生

じる生体影響の解明を大きな目的の一つとする。宇宙放射線の特徴は極めて高エネル

ギーの粒子線という点であるが、これはがん治療照射で用いる加速器ビームと共通す

る性質である。放医研にあるがん治療装置（HIMAC）で潜在的に利用可能な粒子種は

炭素から鉄まであるが、いずれも宇宙放射線の中に含まれる成分である。この共通点

を考慮して当グループでは宇宙だけでなく、がん治療効果の最適化を目的とする研究

も実施している。 

 当グループの構成メンバーの出身は旧物理研究部（山口）、旧薬理化学研究部（松

本）、旧生理病理研究部（根本）、環境衛生研究部（藤高）、旧障害・臨床研究部（安

藤、小池）、医用重粒子物理・工学研究部（古澤）、環境放射生態研究部（保田）と多

岐にわたり、全く新たに編成された組織である。平成 7 年 9 月からは障害・臨床研究

部の客員研究官だった鈴木雅雄が加わり、さらに平成 8 年 2 月には東北大学から高田

真志が採用されて加わった。また 4 月から野田豊（放射線科学）、笠井清美（障害基

盤）、福田俊（内部被曝）、古川雅英（環境衛生）、山極順二（技術）、松下悟（技術）、

河野明弘（技術）が併任として加わって当グループの研究活動を支援した。同様に 4

月から早稲田大学理工学総合研究センターの道家忠義教授が客員研究官として加わ

り、主として宇宙放射線の計測で指導助言を行った。また平成 7 年 10 月から坂下哲

哉が新技術事業団の科学技特別研究員に採用されて当グループに参加し、特別研究の

一環として放射性気体の輸送に関する計算コード作成を行った。当グループは重粒子

プロジェクトの多くの共同研究課題に参加しているが、特に古澤は生物研究班の世話

人として貢献した。また保田は 5 月に日本保健物理学会奨励賞を受賞した。研究生、

実習生も多く受け入れた。 

 当グループは組織上 4 つのサブグループに分かれ、第 1 サブグループ（安藤興一サ

ブグループ・リーダー）は治療効果の最適化および基礎的な放射線生物学の研究を分

担、第 2 サブグループ（藤高和信がサブグループ・リーダーを兼任）は放射線生物学



と治療用ビームの最適設計等を分担、第 3 サブグループ（山口寛サブグループ・リー

ダー）は放射線防護のための物理計測と線量評価、および構造生物学を分担、第 4 サ

ブグループ（松本真二サブグループ・リーダ）は放射線生物物理学の諸課題を分担す

る体勢であった。ただし当グループでは相互乗入れによって全体として成果を上げる

体勢で臨んだ。先行母体のない新規グループであり、各メンバーの専門が物理、環

境、生物、医学と幅広くまたがる学際研究集団であるため、様々な困難や戸惑いがあ

ったが、日本における宇宙環境の放射線研究の中心的存在として育ちつつある。なお

6 月には宇宙開発事業団との間に共同研究契約が成立し、放医研はフロンティア共同

研究の「宇宙生物医学研究」コアとして、成果の取りまとめ機関となった。これに伴

い、藤高が宇宙環境利用推進センターの宇宙生物医学研究委員会の委員長になり、併

任の福田が 10 月より委員に加わった。 

 国際的な活動も盛んで、山口は当グループ発足前から米国（ニューヨーク）で構造

生物学研究を行なっており、6 月に帰国した。5 月には古澤が BNL、NASA/JSC、

LBNL の研究会出席のため米国へ渡航し、保田が AEA シンポジウム（ウィーン）に出

席した。6 月には藤高が国際自然放射線シンポジウム（モントリオール）で発表し、

ラドンワークショップ（ニューヨーク）に出席した。また安藤は粒子線生物影響研究

のため米国（ニューヨーク）に渡航した。8 月には安藤、根本、古澤、鈴木が国際放

射線影響会議（ヴュルツブルク）で発表し、古澤はスウェーデンの Lund 大学も訪問

した。11 月には藤高が EML（ニューヨーク）のラドン実験に参加した。一方、10 月

には米国 NASA の T. Young が STA フェローとして滞在し、11 月には NASA の

K.George 及び M.Durante が STA フェローとして滞在した。12 月には藤高が宇宙開

発事業団主催の国際ワークショップ（筑波）に参加し、保田は日米リスク研究学会

（ホノルル）に出席した。平成 8 年 1 月には太陽活動予測国際ワークショップ（日立

市）で鈴木が発表を行なった。また 1 月にはケンタッキー大学の浦野宗保教授が来

訪、2 月には米国 BNL の M.Vazquez が来訪した。           

（藤高和信） 

２）宇宙放射線の計測と防護に関する調査研究 

２．１）宇宙線線量評価の研究 
藤高和信、保田浩志、高田真志、野田豊（放射線科学）、道家忠義（客員研究官） 



 この課題の主目的は宇宙ステーション搭乗員の放射線防護であり、副目的は航空機

等の大気圏における 2 次宇宙線の線量評価である。国際宇宙ステーション建設計画に

ロシアが加わることが確かになり、ロシアのミール宇宙ステーションとドッキングで

きるように軌道が変更された。そこでミールを国際宇宙ステーションの予備実験の場

として利用する実験計画がスタートした。これに積算線量計測で参加することにし、

独自の線量計パッケージを設計した。これら宇宙実験の準備のため、宇宙開発事業団

／宇宙環境利用推進センターの「JEM に先立つ宇宙実験計画ー宇宙放射線モニタと生

物影響調査実験計画検討」委員会に参加して計画立案と内容検討を行い、線量計の具

体的な仕様を決めた。2 次宇宙線については前年度までに富士山等で測定したデータ

を再解析し、国内における地磁気緯度依存性を明らかにした。また過去に国際線航空

機で実測したデータを取りまとめ、欧米路線と赤道をまたぐ路線の積算線量に 2 倍も

差があることを明らかにした。 

２．２）構造生物学の研究 

山口寛、Miroslav Pinak（STAフェロー） 

 粒子線による生物効果はその有効電荷と速度によって異なる。この線質の問題を

「Dual Radiation Action 理論」により検討した。その結果、粒子線の効果（増殖

死）は、標的の大きさとして、直径 0.075μm の球内のエネルギー付与で決まる成分

と、直径 0.2μm の球内のエネルギー付与で決まる成分、からなっていることが示唆

された。前者は DNA 分子、後者は染色体の標的を示唆するものである。示唆された

これらエネルギー付与の評価を、測定から求めるのか、飛跡シミュレーションから求

めるのか、今後の検討課題である。 

 放射線損傷を受けた DNA 分子の多くのものは修復される。この損傷と修復酵素の

修復メカニズムを研究するために分子動力学の研究を行った。本年度は、まず損傷の

ある DNA 分子に如何なる形態変化が生起するのかを調べた。その結果、損傷（チミ

ンダイマー）DNA 分子は損傷部位で特異的なベンドを示し、周辺の水分子も正常

DNA 分子に比べ若干異なる分布をとることが示された。これらは回復酵素が損傷

DNA 分子を認識する信号である可能性がある。この点を明らかにするためにさらなる

検討が必要である。 

３）粒子線照射の生物物理学的影響に関する調査研究 

３．１）重粒子線照射の生物物理学的影響に関する調査研究 



古澤佳也、鈴木雅雄、金井達明（重粒子物理・工学研究部）、安藤興一、山口寛、藤高

和信 

 粒子線のエネルギー付与特性と生物効果との関係及び損傷生起のメカニズムを理論

的及び実験的方法で明らかにするため、加速エネルギーや種類の異なる重粒子線を用

いて、細胞の致死・突然変異誘発効果や遺伝子発現作用を調べるとともに、マイクロ

ドシメトリー・ナノドシメトリーの観点から粒子線の生物物理学的特性の解析を試み

ることを目的とした。 

 放医研で粒子線治療の前臨床試行として行った理化学研究所リングサイクロトロン

及び放医研医用サイクロトロンを用いた細胞実験の結果から、同じ LET の粒子線であ

っても粒子種によって細胞致死率が異なることや突然変異誘発の効率が異なることを

見出してきた。本年度から HIMAC（重粒子線がん治療用装置）が本格的に生物実験に

使用できるようになり、135MeV/u のみであった使用できるビームのエネルギーが拡

大され、高エネルギー領域での実験がかのうとなったので、これを用いて実験を拡大

してデータを蓄積した。 

 複数の異なったヒトの培養細胞系に対する重粒子線（炭素 290MeV/u、LET13 及び

77keV/μm）と X 線（200keV）による致死感受性の比は、細胞種によって異なる

が、どちらの LET の炭素ビームでも、感受性の大小 2 つのグループに分類し得るよう

な微細構造をとること、PCC 法で検出した致死線量あたりに生成される修復されない

クロマチン切断数の比が細胞致死で見られた微細構造と定性的に同等であること、単

位吸収線量あたりに生成される修復されないクロマチン切断数は X 線・炭素イオンビ

ームいづれの場合にも細胞の致死感受性に比例して一律に決まること、などが判っ

た。これらの結果から、特に修復されないクロマチン切断誘発と細胞致死との相関性

が明確になり、がん治療に対する腫瘍の放射線感受性予測のための実験系と成り得る

ことが示唆された。また治療では分割照射が行われるが、分割照射の過程で細胞の放

射線感受性が変化する可能性がある。この点に関してヒトの正常細胞及びがん細胞に

対して X 線及び炭素イオンビームの分割照射を行った結果、正常細胞の X 線分割での

み、分割回数が多くなるに従って生存率の上昇が認められたが、炭素イオンビームで

はそのような現象は認められなかった。また、がん細胞については X 線・炭素イオン

ビームいづれも分割による感受性の変化は見られなかった。 

 治療に用いられるビームは、体内でのその生物学的効果が均一になるように設計さ



れているが、その均一性を体内の深度をシミュレートする照射容器を作成して評価を

行った。通常の培養フラスコを用いた実験では予想値と異なった結果が得られ、二次

粒子の空間分布の関与等を考慮したビーム設計が、より高度な重粒子線治療では要求

されるであろう事が予備的に示唆された。 

３．２）粒子線の飛跡構造と生物影響の研究 

松本信二、後藤文史郎、玉野井逸朗（重粒子物理・工学研究部客員研究官）   

 粒子線の生物影響を明らかにするために、損傷の実体を調べ、損傷に対する耐性、

修復されずに残る損傷はどのようなものか、残った損傷がどのように分裂を停止させ

て回復時間の延長を図っているか等を調べている。細胞は放射線を照射されると、

DNA 損傷を修復するために細胞周期を停止して効率的な回復を図るようになる。類似

の現象が細胞を高温におくことでも起きる。そのような高温で細胞を培養すると、分

裂は停止する一方で細胞サイズの成長は続くため、細胞は巨大化する。このようなこ

との起きる境界温度を推定し、また含有元素量比および放射線感受性を調べた。境界

温度は 40.0℃であり、その温度ではカリウムが顕著に増大することが判った。 

３．３）微小重力における放射線生体影響の研究 

福田俊（内部被曝研究部）、笠井清美（障害基盤研究部）、藤高和信   

 年度途中から宇宙開発事業団との協力で微小重力装置（クリノスタット）を製作で

きることが分かったため、小動物用の小型試作品の設計に取り組んだ。これは 3D 方

式と呼ばれるもので、直交する 2 つの回転軸の周りを回転させることで重力を分散す

る原理に基づく。培養細胞用や植物用のものは既に他研究機関に存在するが、個体動

物用のものは初めてのため、給餌、排泄処理等で実際上の困難が多くあり、今年度は

基本設計を検討しつつ、一部の試作を開始するに留まった。次年度に完成する予定で

ある。また骨粗鬆症モデルラットに重粒子線を照射して、そのミネラル代謝を調べる

実験を行ったが、これは宇宙の微小重力環境における骨代謝のシミュレーションの一

環と位置づけられる。 

４．１）粒子線照射治療効果の最適化に関する調査研究 
安藤興一、小池幸子、野島久美恵、陳玉昭、安藤総一郎（研究生）、大淵徹（研究

生）、小林信義（研究生）、清水わか子 

  本年度に実施した研究は下記の通りである。   



1) HIMAC290MeV/n 炭素線の腫瘍治療効果について調べた。マウス移植線維肉腫腫

瘍の増殖遅延及び 5％治癒率線量をガンマ線と比較すると、それぞれ 1.9 及び

2.0（拡大ピーク内下流）であった。 

2) C-10 神経膠種が照射実験に敵したヌードマウス移植ヒト由来脳腫瘍であることが

判明した。 

3) マウス皮膚早期反応をもたらす炭素線分割照射線量を線エネルギー別に調べ、入

射平坦部では分割照射効果が高いが拡大ピークでは回復が少ないことが判明し

た。 

4) マウス小腸クリプト細胞の致死に関する 350MeV/n 炭素線 3 分割照射実験を行

い、拡大ピークの生物効果が腸管にたいしても均一であることを確認できた。 

5) 転移に対する粒子線照射の作用を調べるための予備実験を行った。皮下移植した

C1300 マウス神経芽細胞腫にガンマ線照射した後に肝転移が増える実験系を確立

した。 

6) 微小重力宇宙ステーションにおける粒子線損傷修復を調べるための予備実験を行

った。DMSO 添加された L5175 細胞は急速凍結処理にたいして耐性を示すこと

が判明した。 

４．２）臓器親和性の制御技術の研究 
安藤興一、堀信一、小池幸子、荻生俊昭   

 A/J マウスの肝と肺より臓器由来血管内皮細胞を分離培養し、単層培養を用いて同

系マウス由来神経芽細胞腫との接着性を検討した。早期継代培養の肝由来血管内皮細

胞に対して神経芽細胞腫細胞（C1300、N18LM5）は高い接着性を示し、in vivo の転

移実験の結果と良く相関する結果であった。培養血管内皮細胞に各種サイトカインや

肝細胞、クッパー細胞の培養上清を加えたところ神経芽腫細胞との接着性が変化し、

臓器内環境において、血管内皮細胞の接着性が周囲より制御されていることを示唆す

る結果であった。 

 性質の異なる 2 つの神経芽細胞腫について、転移実験における肝転移巣を比較した

ところ、一方は血栓を形成せず血管外に浸潤増殖が見られたのに対し（C1300）、他

方は血栓を形成し膨張性に周囲に浸潤した（N18LM5）。腫瘍細胞の同種細胞間並びに

細胞外器質や他の細胞との相互作用の相違を反映しているものと考えられ、転移形成



は必ずしも定まった一つのルートではなく、腫瘍の組織型により異なる道筋が存在す

る可能性があることがわかった。 
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Ⅱ．Ⅲ．特別研究 

Ⅱ．Ⅲ．１．放射線被ばくのデトリメントとその修飾因子に関する

生物学的調査 



１）概況 
本特別研究は、放射線の健康影響における「害」の概念 を、ICRP 等の動向に従い、

従来の「リスク」から「デトリメント」として捉え直すことを念頭に、放射線による

影響を定量的に明らかにし、影響発現機構を理解し、さらにそ の修飾因子の影響を評

価することを通して、影響低減策につなげることを目的にしている。本研究は平成５

年度からの 5 ヵ年計画の 3 年目に当たる。 

内容的には、放射線影響としてデトリメント評価上問題 の多い次の 3 点に絞った。す

なわち、低線量域での放射線被ばくの最大関心事である放射線発がん、確定的影響と

しては極めて感受性が高く、社会的関心も高い胚と胎児への影響、ならびに原子力利

用での放射線安全上極めて重要な プルトニウムを中心とする内部被ばくであり、それ

ぞれを中課題として設定している。全体を通じ、動物実験を主体に種々のレベルの実

験を行うことを特長とする。  

放射線発がんとその修飾因子に関する研究では、SCID マ ウスとその原系統 C.B-17

マウスの放射線発がん感受性の検討、ラット乳腺腫瘍発生へのホルモンの影響、カロ

リー制 限によるマウス骨髄性白血病発生の抑制機構の解析、骨髄性白血病と肺腫瘍の

線量線量率効果について研究を行ない、 成果が上がっている。 

放射線の胎児影響に関する研究では、プルトニウムの内 部被ばくによる胎児造血器系

障害の系統差、マウス中枢神経系の発生に対する外部照射の影響の研究に進展があっ

た。 

内部被ばく影響に関しては、模擬気道キャストによる放 射性粒子状物質の吸入・沈着

実験、ラット生体での代謝実験、アルファ放射体によるバイオドシメトリ法の確立、

プ ルトニウムの吸入による肺腫瘍発生、注射投与による骨腫瘍発生とキレート剤によ

る発がん低減化の研究が進んでいる。 

所内の組織改革が進んでいる中で、各班員の努力により 着実に成果の蓄積が進んでい

る。 

２）放射線高感受性ミュータントマウスを用いた放射線発がんに関する研究 
荻生俊昭、小林 森、石井洋子、島田義也、西村まゆみ、古野育子(生物影響研究部)、

鈴木文男(外来研究員)、松本恒弥(動植物管理課)、研究協力者:早尾辰雄、上野 渉(動

植物管理課) 



SCID マウスは免疫不全を有すると共に、放射線感受性が 高く、ヒトの末梢血管拡張

性運動失調症（ＡＴ）に類似した症状を示す。ＡＴ患者や保因者は発がんリスクが高

いことが知られており、SCID マウスは放射線高感受性モデル動物として、放射線感

受性と発がん感受性の関連性の解析に 有用と考えられた。今回、それらの関連性の解

析を目的に SCID（scid ホモ）マウスとその親系統である C.B-17 マウス およびそれ

らの交雑系 F1（scid ヘテロ）マウスを用い､SPF 動物施設内で γ 線の照射を行なっ

た。 

急性障害実験で各 マウスに３～８Gy の照射を行なった結果、LD50(30)値は、SCID

マウスでは約４Gy、C.B-17 マウスでは約７Gy、F1 マウ スでは約 6.5Gy で、SCID

マウスでの最大耐用線量は３Gy であったため、長期の発がん実験では各系統のマウス

各々に ついて０、１、２および３Gy の４照射群を設けた。発がん実験は、途中経過

であるが、γ 線の照射を受けた SCID マウ スは実験 15 週頃から死に始め、78 週現在

までに 90％以上が死亡し、その大多数が胸腺リンパ腫を有していた（発生率 は 74～

90％、対照群での発生率は約 30％）。C.B-17 マウス(137 週現在）および F1 マウス

（79 週現在）では γ 線照射に よる胸腺リンパ腫発生率は６％以下である。即ち scid 

変 異をホモに有するマウスでは、放射線の致死感受性が高く、 また、放射線による

胸腺リンパ腫発生の感受性が高いことが示された。次に、発生した胸腺リンパ腫につ

いて細胞膜 表面抗原の解析を行なった。この結果、ほとんどのリンパ腫は

CD4+/CD8+の比較的分化した形質を示したが、CD4+/ CD8-または CD4-/CD8+、

CD3-、TCR-αβ- 、TCR-γδ- 、IL- 2R+ 、HSA+の未分化な腫瘍細胞を含むリンパ腫

も少数ながら認められた。これらの特徴は SCID マウスの自然発生リン パ腫で見られ

たものとほとんど違いが無かった。 
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３）放射線による乳腺腫瘍の発生機構とその調節因子に関する研究 
稲野宏志、鈴木桂子、小野田 眞（第１研究グループ） 

妊娠中や授乳中の Wistar-MS 系ラットに γ- 線を全身照 射すると、高率に乳腺腫瘍

が発生し、この放射線によるイニシエーション作用にエストラジオールとプロラクチ

ンが関与していることを既に報告した。ー方、ヒトの場合、男 性の乳癌の発生頻度は

女性の場合の 1% 以下、また、男性 の全癌患者の約 0.2% とされ、男性の乳癌発生

は非常に稀な疾患のため研究が遅れている。性成熟した雄性 Wistar-M S (W/MS)

系、Fisher-344(F-344)系、Sprague-Dawley(SD) 系ラットを用いて、放射線によ

る乳腺腫瘍の発生を検討した。各系統のラットを四群に分け、I 群は無処置、II 群は 

３ヶ月令から１年間ジエチルスチルベストロール(DES)の 連続投与、 III 群は２ヶ月

令の時 γ- 線(2.6Gy) を全身照 射、IV 群は, III 群と同様に照射後、３ヶ月令から 

DES を連続投与した。実験を開始してから一年間に発生した乳腺腫瘍は、W/MS 系-I

群:0/12(0%), -II:0/20(0%), -III:2/ 29(6.9%), -IV:7/20(35.0%),F-344 系-I

群:0/5(0%), -II: 0/30(0%), -III:0/20(0%), -IV:3/32(9.4%), SD 系-I

群:1/15(6.7%), -II:3/21(14.3%). -III:2/21(9.5%), -IV:17/ 21(80.9%) で、SD

系ラットが放射線感受性が高く、F-344 系ラットが低かった。担腫瘍ラット当たりの

腫瘍数でも SD 系が多かった。各系統の無処置群の血中テストステロン値は 

W/MS<F-344<SD を示し、W/MS と F-344 系ラットは DES 投 与により有意に低

下した。SD 系ラットは DES 単独投与では 血中テストステロン値は低下せず、放射

線被曝後の DES 投 与で低下した。精巣のアンドロゲン生合成に関与している酵素群

の活性は血中テストステロン値の変動と相関してい た。ー方、血中プロラクチン値

は、各系統共 DES により有 意に上昇し、特に F-344 系-IV 群と SD 系-IV 群は脳

下垂 体腫瘍が発生してプロラクチン濃度が高値を示した。更に、ホールマウント法で

乳腺組織を観察すると、SD 系ラットが 分化度が高かった。これらの結果から、

W/MS､ F-344､ SD 各系統雄ラットは γ- 線被曝による乳腺腫瘍発生において異なる

感受性が示唆された。精巣のテストステロン生合成能が高い SD 系ラットが特に高い



感受性を示したのは、乳 腺組織の分化度等からテストステロンが生体内でエストロゲ

ン生合成の前駆体となっている可能性を示唆している。 しかし、雄ラットの血中エス

トラジオール値は非常に低い値を示すため、正確に測定することが困難で今後の問題

と して残った。 

［研究発表］ 

(1) Inano, H., Yamanouchi, H., Suzuki, K., Onoda, M. and 

Wakabayashi,K.:Carcinogenesis, 16, 1871-1877, 1995.  

(2) Inano, H., Suzuki, K., Onoda, M. and Wakabayashi, K.: Carcinogenesis,17, 

355-360, 1996. 

４）マウス骨髄性白血病の発症とその修飾因子に関する研究 
吉田和子、井上 達* (生物影響研究部、* 客員協力研究員)、石原 弘(第 1研究グル

ープ)、早田 勇(障害基盤研究部) 

C3H/He 雄マウスを 10 週令で 3 Gy 全身１回照射を行うと、 骨髄性白血病の発症率

は約 24％であるが、照射前および照射後より約 79％のカロリー制限を行うと発症率

はそれぞれ 約８％と 11％に減少する。この減少機構及び放射線誘発骨髄性白血病の

発症機構を解明することが、最終目的である。 カロリー制限による減少機構の解明骨

髄性白血病発症の標的細胞である、造血幹細胞の細胞 周期がこの減少機構に関与して

いる可能性があるので、この点について BrdUrd-UV 法をもちいて検討した。ﾌﾞﾛﾓﾃﾞｵ

ｷｼｳﾘｼﾞﾝ(BrdUrd)はﾁﾐｼﾞﾝｱﾅﾛｸﾞであるので、ｓ期の細胞に特異的に取り込まれ、近紫

外線照射は BrdUrd を取 り込んだ細胞のみを殺傷する。従って、この方法(BrdUrd-

UV 法) は IN VIVO で持続ラベルが可能である。この方法を 用いて制限食と対照食

群のマウスに５日間の持続ラベルを行い恒常状態における造血幹細胞の細胞周期内分

画全体の 大きさを比較した。対照食の大腿骨は約 45％の造血幹細胞が細胞周期に入

っていたのに対し、制限食群では約 26％と 減少していた。また、脾臓でも対照食群

では約 26％が細胞周期内であったのに対して制限食群では約 19％へと減少し てい

た。以上の結果より、カロリー制限による骨髄性白血病の発症率の減少機構の１つ

は、標的細胞である造血幹細胞の細 胞周期の遅延が関与していることが示唆された。 

【研究発表】 

(1) Yoshida, K., Nemoto, K., Inoue, T. and Sado, T.: Tenth 

InternationalCongress ofRadiation Research, Wurzburg, Germany, 1995.8.  



(2) Yoshida, K., Inoue, T. Matumura, T., Hirabayashi, Y., Nemoto, K. andSado, 

T.:The XVIII Symposium of the International Association for Comparative 

Researchon Leukemia and Related Diseases. Kyoto, 1995.10.  

(3) 吉田、井上、平林、松村、根本、佐渡：日本放射線影響学会第 38 回大会、千

葉、1995,11. 

(4) Yoshida, K.: 2nd Italy-Japan Workshop on: Radiation Effects and 

BiomedicalApplications, Rome, Italy, 1995.12. . 

５）放射線の低線量率による線量・線量率効果因子に関する実験的研究 
大津裕司(特別研究官)、古瀬 健、野田攸子(生物影響研究部)、白貝彰宏(放射線科学

研究部)、安田徳一(特別研究員) 

ヒトの環境放射線によるリスクを推定する際に、高線量 ・高線量率被曝群から推定す

るには、推定の対象となる疾病等に関して、線量・線量率効果係数（DDREF)を得る

必要 がある。これまでの研究では線量効果関係が必ずしも十分な確度で得られておら

ず、推定に困難がある。この研究は マウスにおける骨髄性白血病の発生に関する

DDREF を広い 線量率範囲にわたって、より確度の高い線量効果関係から 得ようとす

るものである。放射線による骨髄性白血病の好発系マウスとして C3H マウスを用い

た。高線量率ガンマ線照射（SPF 条件）は 88.2 cGy/min （Ｈ群）、低線量率照射

（CV 条件）は 0.0298cGy /min（Ａ群）、0.0067cGy/min（Ｂ群）、

0.0016cGy/min （Ｃ群）で８週齢から照射を開始し、照射終了後、終生飼育し、死

後の解剖所見と病理所見から骨髄性白血病を同定 した。これまでのところ照射は終了

しており、終生飼育が行われている。これまでに得られた結果の一部を報告する。 急

照射での骨髄性白血病の発症が線量効果曲線上の３Gy にピークがあり、低線量率照射

では 2~4Gy で有意に高く、 対照群の 0%と各線量群の値の回帰直線の傾斜の比を

DDREF とするとＨ群とＡ群との比較で 5.5、Ｈ群とＣ群との比較 で 11.7 となっ

た。さらに今回 10Gy を低線量率のＡ，Ｂ二つの条件で照射した場合について報告す

る。照射期間はＡ群 が 56 日齢から 81 日齢まで、Ｂ群が 56 日齢から 181 日齢まで 

であった。Ａ群では 300 日齢までに肺の不全、胸腺リンパ 腫等による顕著な生存率

の低下があり、Ｂ群では 300 日齢 までの死亡は１例のみであった。その後 500 日齢

までの死 亡はＡ群で少なく、全期間を通して骨髄性白血病の発症はなかった。この期

間のＢ群での死亡数はＡ群の２倍で、骨 髄性白血病の半数が発症した。寿命短縮率で



はＡ群が 15.9％、Ｂ群 17.4％と有意ではないが線量率の低いＢ群が大き かった。骨

髄性白血病の発症率はＡ群で 0％ (0/152)、Ｂ 群では 4.6％(7/151)であり顕著な差

を認めた。このＢ群 の値はＡ－、Ｃ－４Gy 群での骨髄性白血病の発症率と同程度で

あった。 

[研究発表] 

(1) 古瀬、野田、大津、白貝、安田：日本放射線影響学会第 38 回大会、千葉、

1995.11 

６）発生過程における中枢神経系等の組織構築とその放射線損傷に関する研究 
田口泰子、伏木信次* 、石川裕二、広部知久(生物影 響研究部、* 外来研究員) 

大脳形成期の特定の時期に原子爆弾の胎内被曝を受けた 者に精神遅滞が見られること

と関連して、大脳皮質形成期における細胞分裂を終え、分化過程にある神経細胞への

放 射線の影響が注目されている。本研究では、マウス大脳皮質形成期にＤＮＡ合成期

にある細胞を BrdU で標識してその 細胞周期の中で産み出された神経細胞の移動を追

跡する実験系を用いて、神経細胞の移動に対する低線量放射線の影 響を調べた。本年

度は、大脳形成中期の３日間の連続照射の影響を調べ、昨年度までの１回急照射の結

果と比較した。  

妊娠 14 日の母マウス（C57BL×C3H)に BrdU0.5mg 腹腔内 注射し 1 時間後から妊

娠 17 日までの３日間、 139Cs－γ 線源からの種々の距離に置き一日の線量が 0.1, 

0.3 および 1Gy になる様に照射した。照射直後の妊娠 17 日マウスからの胎仔、照射

母マウスから生まれた出生後２、３および８週 齢マウスの脳を 4%の paraform-

aldehyde で固定し、大脳 の海馬中央部を通る部分を前額断にて切り出し、常法で

4μm のパラフィン切片を作製し、抗 BrdU 抗体を用いた酵素 抗体間接法を行った。

Diaminobenzidine 発色により濃く黄褐色に染色された核を標識細胞として、それら

の大脳皮質 における分布を解析した。 

妊娠 14 日の標識時点で産み出された神経細胞は、非照射 群の成熟した大脳皮質の

II-IV 層に分布する。0.1Gy/day および 0.3Gy/day の線量率で胎齢 14 日から 17 日

の 3 日間 γ 線の連続照射をしても、大脳皮質形成期の神経細胞の移動 に殆ど影響が

見られなかった。また、１Gy/day の連続照射群では、胎児期の大脳皮質での神経細

胞のわずかの移動の 遅れが観察された。また、成体になったマウスでは標識神経細胞

の大脳皮質での分布の乱れの傾向は観察されたが、 わずかの個体のみで有意のもので



なかった。これらの結果は、昨年度までに報告した妊娠 14 日の 1 回急照射に比較し

て、低線量率連続照射は大脳皮質の組織構築に与える影響は少ないことが示唆され

た。また、メダカを用いた実験では、昨年度胚にＸ線を急照射し、遊泳異常を伴う小

さい視蓋（中脳）をもつ稚魚の出現することを示したが、本年度は、この遊泳異常稚

魚は、脳胞形成期(stage 21-26)の胚に 10Gy 照射すると最も高率 に生ずることを明

らかにした。また、近交系メダカの脳の組織構築を調べる過程で、脳形態がメダカの

系統により異なることが見い出された。 

［研究発表］ 

(1) Hyodo-Taguchi, Y., Fushiki, S., Kinoshita, C., Ishikawa, Y. andHirobe, T.: 

TenthInternational Congress of Radiation Research., Wurzburg,Germany, 

1995.8.  

(2) 田口、伏木、木下、石川、広部：日本放射線影響学会 第 38 会大会、1995.11. 

(3) 石川：第 100 回日本解剖学会大会、東京、1995.4. 

７）放射性物質の摂取に伴う胎児の被ばく線量とその影響に関する研究 
久保田善久、高橋千太郎(内部被ばく研究部)、西村義一、武田 洋(環境衛生研究部)、

上島久正(養成訓練部) 

母体に摂取された放射性核種の内部被ばくに伴う胎児の デトリメントを実験的に検証

することが求められている。そのため本研究課題は、1)放射性核種の受胎産物各部位 

における代謝パラメ－タを確定し、その線量を明らかにすること（代謝研究）ならび

に 2)胎児内部被ばく影響を高 感度で検出できる指標を明らかにすること（影響研

究）から放射性核種の胎児摂取量－線量－効果関係を実験的に求 め、放射性核種の年

摂取限度を胎児の放射線防護に適用することの妥当性を検証することを目的とし、本

年度は以下の研究を遂行した。 

化学形の異なる 3H、14Ｃを妊娠動物に投与し、化学 形によって胎児および新生児へ

の移行率、組織内分布が異なることを実証した。  

妊娠初期にプルトニウムを投与することにより B6 マウ スでは胎児肝臓中の造血幹細

胞数が有意に減少するのに対し、C3H マウスでは 10 倍量以上のプルトニウム投与に

よっても全く影響を受けないこと、このマウス系統差がプルトニウムの胎児移行量に

起因するものではないことを定量的 オ－トラジオグラフィによって実証した。 



妊娠時の放射線被ばくに伴う母体及び胎児の造血器系 障害の発生を 59Fe の取り込み

を指標として検討した。 

［研究発表］ 

(1) 高橋、久保田、越本、佐藤：日本放射線影響学会第 38 回大会、千葉, 1995.11. 

(2) 久保田、高橋、佐藤、越本：日本放射線影響学会第 38 回大会、千葉、1995.11. 

(3) 越本、高橋、久保田、佐藤：日本放射線影響学会第 38 回大会、千葉、1995.11. 

８）吸入放射性物質の気道内沈着と体内動態に関する研究 
稲葉次郎、佐藤 宏、山田裕司、宮本勝宏、小泉 彰(内部被ばく研究部) 

本研究は、呼吸気道のキャストモデルを用いた実験によりエアロゾルの呼吸器道内へ

の沈着機構を明らかにし、動物実験により吸入エアロゾルの沈着様相およびその後の

体内動態ならびにそれらに影響を及ぼす因子について明らかにすることを目的として

いる。 気道内沈着に関しては、呼吸気道内おけるエアロゾル沈着機構を解明するた

め、これまで各種の呼吸気道模擬キャ ストを導入してきた。1994 年末に、ＩＣＲＰ

の呼吸気道モデルが Pub.30 から Pub.66 モデルへと改訂されたのに伴い、エアロゾ

ル沈着実験に用いる呼吸気道模擬キャストも新たに８分岐気管支モデルを先に開発し

た３次元光造形法により作成した。また、形態が複雑でこれを数学的に表現すること

が困難であった喉頭部分についても、単純な直円管・ 放物球・楕円球などを組み合わ

せることにより３次元 CAD データを求め、これも３次元光造形法によりキャストモデ 

ルを作成した。エアロゾル沈着実験は現在 0.01~0.3 μm 範囲でデータ収集中であ

る。この粒子径範囲は新呼吸気道 モデルで新たに熱力学的放射能中央径ＡＭＴＤで定

義されるようになった領域である。これまでに気管支の分岐次数 が浅くても粒子径が

小さい場合にはかなりの効率でエアロゾルが沈着することが明らかになっている。一

方、体内動態に関しては、1994 年 11 月に水酸化 Pu を吸入させたラットでの Pu の

肺残留率、糞尿への排泄、肺からの全身への移行率を求め、それぞれについて水酸化

Pu を高 温（1150℃）及び低温（400℃）焼結させることにより生 成される２種の

酸化 Pu の吸入実験で得られた結果との比較を行った。吸入後２日間の初期排泄量は

高温の方が高い。 水酸化 Pu の結果では、高温酸化 Pu よりも初期排泄率は高い値を

示した。３種の Pu 粒子の溶解性の高さは水酸化＞低温 ＞高温であることは容易に推

測できるが、初期排泄は上部気道の粘液繊毛運動によると考えられるため粒子径の影

響 が大きいと推測される。低温酸化 Pu の粒子径は 0.29μm で 高温より約 0.1μm 



小さく、初期排泄率が低い。したがっ て、水酸化 Pu の初期排泄が高いのは、吸入直

前では高温酸化 Pu とほぼ等しい粒子径であった水酸化 Pu は加熱されていないためミ

スト状で吸入され、吸入後、粒子径が大きくなったためと思われる。肺から肝への移

行率、糞尿中への排 泄率は水酸化＞低温＞高温の順に低下するのは各粒子の溶解性の

違いを反映している。 

［研究発表］ 

(1) 山田、小泉、稲葉：日本保健物理学会第 30 回研究発表会、水戸、1995.5. 

(2) 山田、小泉、稲葉：第 12 回エアロゾル科学・技術研究討論会、八王子、1995.8. 

(3) 佐藤、山田、石榑、仲野、榎本、小泉、宮本、小木曽、福田、飯田、高橋、久保

田、稲葉：日本放射線影響学会第 38 回大会、千葉、1995.10. 

９）アルファ放射体による内部被ばくのバイオドシメトリに関する研究 
石榑信人、仲野高志、榎本宏子、小木曽洋一、山田 裕、稲葉次郎(内部被ばく研究部) 

アルファ放射体の呼吸器被ばくにおいて、感受性細胞の 分布する組織層の線量を精度

よく評価するめには、摂取した量、摂取物の性状、摂取の仕方等を把握した上で、組

織 の微細形態や沈着放射能の微細時空間分布を正確に決定しなければならないが、こ

れらは容易な作業ではない。そこで、本研究においては、アルファ放射体を投与した

実験動物の細胞サンプル等に生じた細胞遺伝学的変異等を評価することにより、物理

学的手法によらず、直接線量を評価する“バイオドシメトリ”を開発し、細胞線量を規

準とした 発がんデータの解析を行なうことを目的としている。 

アルファ放射体を実際に投与した実験動物からのバイオサンプルを用いる以前に、ア

ルファ線被ばくのバイオドシメトリとして要求される条件（最小検出線量、感度、線

量 の計測可能範囲、再現性、測定の簡便さ、等）について検討しておくことが必須で

ある。これまでに、細胞培養装置の導入、チャイニーズハムスターV79 細胞への試験

的アルファ線照射実験等により、当 小課題としての細胞培養実験技術能力の獲得、お

よび実験設備の整備を図った。次いで、アルファ線の細胞致死効果 および小核誘発効

果の線量効果関係を検討し、バイオドシメトリの基礎的データを得た。さらに、得ら

れた結果に基づき数理解析を実施した。 

これまでに得られた結果は次のようにまとめられる。 

アルファ線照射後の細胞生存率は、吸収線量の増加に伴い、指数関数的な減少を示し

た。 



Do は 0.97Gy を示し、この時のアルファ粒子フルエンス から、反応断面積は 22μｍ

2 と推定された。  

小核誘発に関しては、直線モデルに適合した線量効果 関係が得られ、その関係式は、

誘発率＝0.019＋0.111 × 線量(Gy)であった。これより、小核アッセイは、アルファ 

線被ばくのバイオドシメトリに対する指標として有力な候補の一つであることが示さ

れた。 

アルファ粒子の単一ヒット当たりの lethal lesion の 数(p) と単一ヒット当たりの小

核誘発率(m)とをパラメー タとした数理解析の結果、p の増加に伴い、m は単調に

増加することが示された。 ⑤ほとんどの領域で、m は p よりかなり小さい値とな

る ことが示された。 

別の実験で p を求めることができれば、数理解析により m を決定できることが示さ

れた。 

１０）アルファ放射体による内部被曝発癌とその生物学的修飾因子並びに低減

化に関する研究 
小木曽洋一、福田 俊、山田 裕、飯田治三、石榑信人、仲野高志、榎本宏子、佐藤 

宏、山田裕司、小泉彰、稲葉次郎（内部被ばく研究部） 

本研究は、プルトニウムの被曝様式と体内分布・代謝の 特異性にもとづく発癌効果と

それを修飾する生物学的要因並びに低減化因子について、動物実験により実証し、ア

ル ファ放射体による内部被曝発癌のリスクと機構を明らかにし、防護・低減化をはか

ることを目的とし、これまでの経 過および成果は以下のように要約される。 

酸化プルトニウム・エアロゾル吸入曝露ラットの生涯発癌（肺腫瘍）効果に関して

は、中・低線量域での線量反応および腫瘍組織型による違いが明らかにされ、引き続

いて低線量域に おける線量反応と発癌過程の検索を進行中である。 

クエン酸プルトニウム注射投与 C3H マウスの生涯発癌効果 については、極低線量域

から高線量域までの骨肉腫とリンパ性腫瘍（非胸腺型リンパ性白血病）の線量反応の

違いと骨髄性白血病が全くみられないことがそれぞれ明らかにされ、引き続いて系統

差による発癌スペクトルの比較検討を開始した。 

一方、クエン酸プルトニウム注射投与ラットにおける骨腫瘍発生率は、マウスに比し

て極めて低く 、かつ雌動物でのみ有意差がみとめられ、動物種差と性差が明らかにさ

れ、その他の軟組織腫瘍を含む発癌スペクト ルについても検討を続けている。 



各種キレート剤の除去効果と影響低減化に関しては、プルトニウム注射投与 ラットに

おける骨沈着阻止率は、DTPA よりも低毒性のアナログである CBMIDA が最大である

ことが明らかにされたが、さらにプルトニウムの化学形・曝露形式およびキレート剤

の投与法等による除去効率の違いを検討中である。 

バイオドシメトリーの生物学的指標解析のため、動物細胞によるアルファ線誘発遺伝

子突然変異に関する検討を開始した。 

［研究発表］ 
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Ⅱ．Ⅲ．２．環境における放射能物質の動態と被ばく線量算定に関

する調査権究 
１）概況 
 放射性物質の環境中における動態や人体における代謝並びに線量付与について、過

去 20 年間 4 次にわたって環境特別研究が実施された。今次特別研究の一つの目的

は、蓄積されてきた知見を基に原子力施設等に起因する重要核種であるトリチウム、

90Sr、131I、137Cs の気圏、陸圏、水圏の環境モデルを設定しこれを代謝モデルに

繁げて被曝線量を推定するコードを作成することである。一方、再処理により発生が

予測される長半減期核種の被 曝線量コードの作成には環境動態や代謝のデータが不足

の状況にあり､これらを蓄積する ことが今一つの目的である。   

今年度は今次特別研究の中間にあたり、いかに述べるような進展が見られた。「重要核 

種の環境及び人体移行パラメータの整備と線量評価モデルの開発に関する調査研究」

では、コードのソフトウエアについて、簡易な端末からの利用度を高めるための性能

の改善が行 われた。環境モデルについては各圏で基本的モデルの確定とパラメータの



データベース化 が核種により進度に大きな差があるが進捗している。各圏の接続に関

してトリチウムはほぼ完了し、各パラメータを変動させて感度解析を行っている。他

の 3 核種については各圏 のモデルの作成進捗が跛行しているため、圏の接続は遅滞し

ている。集団線量予測の観点 から重要であるが数値の決定の困難な社会的パラメータ

が今後の問題として残されている。 

「長半減期各種の環境挙動と公衆被曝に関する調査研究」は陸圏の U、Th、Tc の移行

係 数を始めとするパラメータ及び海洋お Tc について各地の濃度調査が進行してい

る。食品等 からの摂取に関しては Th、U、Ra につき濃度測定が行われた。体内移行

に関しても Tc の 出納実験が実施された。吸入被曝については小村外来研究員らによ

り粒度別にダスト試料 のガンマ線放出各種の定量等が行われた。また、ICRP66 に示

された新呼吸器モデルによる被曝線量計算に必要なパラメータとしての吸入ダストの

形状を観察した。 

２）環境移行と線量算定モデル及びシステム化に関する研究 

本郷昭三、山口 寛、竹下 洋、柴田貞夫、松本雅紀、藤高和信、内田滋夫、武田 

洋、 西村義一、井上義和、岩倉哲男 

本グループは気圏、水圏、陸圏、人体の各グループで得られたパラメータ、モデルの

統合化を行い、環境中に放出された放射性核種による日本人公衆の被曝線量計算シス

テムの 開発を目的としている。これまでに、種々の環境データが得られ、体内被曝線

量計算システム（IDES）の開発、コンピュータネットワークに関する影響も整備され

てきた。環境移 行と線量算定モデル及びシステム化エンジニアリング・ワークステー

ション（EWS）を要 としたネットワークシステムとして環境移行と線量算定モデル

に関するシステム開発を進 めている。平成 5 年度に各圏のサブグループのモデルで共

通に計算できるアルゴリズムの 設計を行った。システムの基本部分はコンパートメン

ト・モデルを用い、すべてのコンパートメント間での放射性物質の移動が定義可能な

環境移行マトリクスでモデルを記述する 方法を採用した。この環境移行マトリクスで

表された連立微分方程式を逐次解くコードを 開発した。平成 7 年度はこのコードを用

いて、試算がおこなわれるとともに、コードの汎用性、利 用性を高める改良、開発が

加えられた。開発・改良の主な点を以下に示す。   

1.ワールドワイドウエブ（WWW）上でシミュレションができるコードを開発。   

2.WWW 上で体内被曝線量計算に関するデータの閲覧できるコードを開発。   



3.拡散モデルについては立体表示機能を追加。   

4.その他操作性を向上させる改良。 

ワールドワイドウエブ（ＷＷＷ）上で行うシミュレーションでは、新たなモデルをま

だ WWW 上で作成することはできないが、既につくられているモデルに関しては、

インター ネット上から、計算することが出来る。また、WWW ブラウザさえ用意す

れば、パーソナ ルコンピュータや、安価な、インターネット専用端末からも利用可能

である。今後、体内 被曝線量計算システムも WWW からアクセスできる様にすると

ともに、環境移行、体内被 曝線量計算システムを連結したシステムの開発を行う予定

である。なお、本システムの目 標は、トリチウム、ヨウ素、セシウムおよびストロン

チウムを対象として、日本人特性を 組み込んだ環境移行線量評価モデルとして、原子

力の平和利用における安全性や危険度評価、予測に役立てることにあるが、他の核

種、薬品や一般の環境汚染物質にも対応可能な 汎用なシステムである。 

３）気圏における移行パラメータとモデルに関する研究 

坂下哲哉、藤高和信、（第 3研究グループ）古川雅英、松本雅紀、床次真司、宮本霧

子 （環境衛生研究部） 

 気圏放出された放射性核種が大気運動によって拡散輸送され、沈着して被曝源にな

るプロセスをモデル化し、関連するパラメータ値を決め、線量算定コードに組み込む

ことを目標とする。また気圏中の移行を実験的に調べられるパソコン仕様の計算コー

ドの開発も目指す。 

 大気中での放射性核種の移行をシミュレーションできる 3 次元大気拡散モデルを作

成する。この大気拡散モデルには、モンテカルロ法を用い、核種の沈着、崩壊等を組

み込む。 原子力施設のような点線源から放出された核種が施設周辺に広がる局地的な

移行と、アジ ア大陸で発生した核種が日本海を横断して日本まで運ばれるような広域

的な移行をシミュレーションの対象としている。モデルに使用するパラメータ値は、

各種文献より収集する。   

 広域での放射性核種の移行計算では、高・低気圧スケールに相当する気流場を正確

に把握しておく必要がある。この気流場を推定するために、現在入手できる中で最も

正確な気 象データである気象庁の GPV（Grid Point Value）データを入手した。ま

た、GPV データ は特殊な方法で圧縮されているため、処理プログラムを作成し解凍

した。加えて、広域移 行の計算格子点に、気圧、風速（水平方向 2 成分）、ジオポテ



ンシャル高度、気温の地上 から 200hPa までの高度のデータを補間した。   

 マップファクタと地形準拠座標パラメータの作成を行った。アジア域での計算は、

地図 投影された計算領域で行うため、実際の空間にたいしてずれが生ずる。このずれ

かを補正 するためのパラメータテーブルを作成した。基準格子間隔は 225km である

が、この補正に より、地図上での格子間隔は、170km から 230km まで変化するこ

とがわかった。また、複雑地形上でのシミュレーションを行うため、デカルト座標形

でなく地形準拠座標を、モデルに採用した。この座標変換パラメータは各格子点で定

義されるため、この変換パラメータを作成し、テーブルとして保存した。 

 大気拡散モデルのメインプログラムを作成した。大気拡散モデルは、各種入力デー

タ、 パラメータ及び特殊関数を含むシステムである。このモデルのメインプログラム

を作成した。試験した結果、各関数の読み込み、出力等において正しく運用されてい

ることを確認した。 

４）陸圏における移行パラメータとモデルに関する研究 

内田滋夫、保田浩志、村松康行（環境放射生態学研究部） 井上義和、府馬正一（環境

衛生研究部） 

 環境中に放出された放射性核種により、一般公衆が受ける被曝線量を推定する被曝

線評 価モデルを構築するため、陸圏におけるトリチウム［T］、90Sr、137Cs､131I

の環境移行パ ラメータの収集・整備並びに移行モデルに関する研究を実施している。  

平成 7 年度は、本特研で提案した陸圏におけるトリチウムの移行モデルを用いて、移

行 パラメータの感度解析を行った。トリチウムは、大気、土壌さらに植物中におい

て、その 化学形態が変化する。植物中の HTO と OBT 濃度に着目して、HTO で大気

中に放出されたトリチウムの大気－土壌－植物系の移行過程で、そのパラメータが最

も大きい影響を与 えるかを検討した。   

 その結果、大気放出直と（0.1 日）では、HTO に関しては大気から植物表面への沈

着係 数の、OBT では沈着係数および植物中での HTO から OBT への変換係数の感度

が大きいことがわかった。一方 10 日後では、HTO に関しては、植物から大気への蒸

散係数と大気から土壌へ沈着係数が最も感度が大きく、次に土壌から直物への経根吸

収係数が大きい。 OBT に関しては、蒸散係数および変換係数の感度が大きく、土壌

への沈着係数や土壌からの 経根級数係数はそれほど重要ではないことがわかった。 



 また、本モデル開発に必要なパラメータの整備、並びにデータベース構築をめざ

し、移 行パラメータやフォールアウトのデータの収集を継続して実施した。 
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５）淡水および汽水を含む水圏における移行パラメータとモデルに関する調査

研究 

 中村良一、中原元和、石井紀明、松葉満江（海洋放射生態学研究部）、宮本霧子（環

境 衛生研究部）、服部輝久（環境放射生態学研究部）、鈴木譲（那珂湊支所） 

 トチリウムの水圏移行モデルに関しては、水圏コンパートメント間の移行のマトリ

ック ス形記述が完成し、ユーザー端末から使用できる計算システムにパラメーターを

入力して コンパートメント間の移行分布計算を繰り返し行い、パラメータの入出力方

法、使い勝手 など一般研究者レベルでのユーザーインターフェースの問題点を洗い出

した。また、気圏、 陸圏および人体における同様のコンパートメント群との連結もほ

ぼ完了した。   

 セシウム、ストロンチウムおよびヨウ素の移行モデルに関しては、コンパートメン

トの 確定が必要であり、さらに、それらをマトリックス形で記述子、とりあえずパラ

メータを 導入してコンパートメント間の核種の濃度分布を試算しることを目的とし

た。水生生物へ の核種の移行は環境水と共に自然の植物連鎖に依存しているが、生物

種や成長段階などの 多様性のため、現実の植物連鎖関係は極めて複雑ではり、その再

現は必ずしも容易ではない。しかしながら、植物連鎖に関わると確定される生物の多

様性をできる限り忠実に再現 することとし、生物群に対応したコンパートメントの設



定を試みた。その結果、水生生物を含む水圏の物質移行は、約 50 のコンパートメン

トで表すことを基本とし、必要に応じて それらを取拾選択することとした。さらに、

茨城県大洗沿岸や青森県六ヶ所村沿岸における食物連鎖の実際例に移行パラメータを

入力し、市販の計算コードによる核種の生物間移 行分布を試算し、入出力値の検討や

計算コード使用上のテストケースとして活用した。ま た、水圏から陸圏および人体へ

の核種の移行を決定する重要な因子の一つとして漁獲量等 水産物の供給に関する情報

および水産食品需要実態を取り上げ、当面の評価対象地区である茨城県について、海

域別の漁獲量、魚種別の魚獲量、生食・加工向流通実態等の漁獲・ 流通統計、各市町

村における水産食品の需要等を各種の統計表から抽出し、データベース化を図った。   

 移行・代謝パラメータの収集に関しては RI トレーサー実験により、餌からの取り込

み・ 排出を調べた。沿岸生態系での植物連鎖による放射性各手の移行およびその後の

排泄状況 を観察するため、青森県六ヶ所村の尾駮沼産のビリンゴおよびヌマエビを

125I、85Sr､137Cs 他 4 各種で標識し、それをクロソイに経口投与して消化管から

の吸収を見た。ビリンゴおよびヌマエビ共、5 個体のクロソイに各 1 尾づつを投与

し、その後、各個体全身の放射能 の変化を 300 日以上追った。投与後 2 日目の放射

能の残存％の平均は、ビリンゴを投与したグループで 125I が 63.4±9.03％、85Sr

が 34.3±11.4％、137Cs が 68.1±5.24％、ヌマエ ビを投与したグループで 125I が

61.1±6.01％、85Sr が 27.2±22.8％、137Cs が 79.2±7.67％ となり、両グループ

共に近似した値を示した。その後は、125I、85Sr が速く排出されたのに 対し、

137Cs はクロソイに保持され易く、排出が遅いのが観察された。 

[研究発表] 

(1) Miyamoto, K. Kimura, K. & Hongo, S.︓FusionTechonol., 28, 910-917, 

1995 

(2) 石井他 BUNSEKI KAGAKU, 44 821-827, 1995 

(3) 中村（良）︓放医研環境セミナーシリーズ No. 22, NIRS-M-105, 74-84, 1995 

６）人体における移行パラメータとモデルに関する研究 
武田洋、湯川雅恵枝、西村義一、内山正史、渡辺嘉人（環境衛生研究部）、土居雅広、 

石川徹夫（安全解析）、河村日佐男（環境放射生態学研究部）、田中義一郎（特別研究

員） 



 本研究は、日本人公衆を対象とし、3H、90Sr、131I、137Cs の 4 核種についての

体内代謝 モデルを構築するとともに、関連する代謝あるいは解剖学的パラメータおよ

び食品摂取に 関するデータベースを整備することを目的としている。3H の代謝モデ

ルについては、前年 度までに基本設計とコンピュータソフトとしてのコード化を終了

し、本年度はコンピュータ上で運用し、主にシステム全体の点検に使用してきた。ま

た、モデル運用の結果は人と 動物の生理学的パラメータより動物へ外挿し、動物実験

データによる比較・検証を行うこ とによりモデルの改良を行った。改良したこの 3H

代謝モデルは、研究協力しているカナダ チョークリバー研究でも運用され、カナダで

の 3H 被曝事故時の実測データとモデルシミュ レーションの結果がよく一致すること

を実証した。   

 90Sr、131I、137Cs の 3 核種の代謝モデルについては、本特別研究開始当初より

モデルの基本構造は ICRP モデルに従うが、日本人公衆を対象とする代謝パラメータ

への修正を主 たる研究課題と考えてきた。本年度は、被曝線量評価上重要なパラメー

タである生物学的 半減期について、日本人を対象とする測定データを調査し、その結

果から日本人への被曝 評価により適切なモデルパラメータ値を決定した。   

 日本人公衆を対象とする解剖学的パラメータに関しては、3 ヶ月、1 歳、5 歳、10

歳、 15 歳および 20－50 歳の男女の全身 120 器官組織およびその内容物の質量や脂

肪、蛋白質、 ミネラルおよび水分の含有量などのデータ整備を行った。これらのデー

タはより信頼度の 高い日本人年齢依存型モデルのパラメータ値設定に利用する。ま

た、日本人の食品データ に関しては、90Sr、131I、および 137Cs の摂取量を推定す

るために、日常食中の安定同位体 濃度の測定を継続して行うとともに、集団線量算定

値の妥当性を検証する目的で、過去に 放射能監視ネットワークにより得られた食品デ

ータのデータベース化を行った。 

［研究発表］ 

(1) Takeda, H︓Fifth topical meeting on Tritium Technology in Fission, Funsion 

and Isotopic Applications, Italy, 1995.6 

(2) Takeda, H︓Funsion Technology, 28, 964-969, 1995. 

(3) Trivedi, A., Galeriu, d. and Takeda, H.︓40th annual meeting of the Health 

Physics Society Annual Meeting, Boston, MA, 1995.7. 



(4) 内山、飯沼、石原、石川、松本︓日本放射線影響学会 39 回大会、千葉、

1995.11. 

(5) Uchiyama, M., Ogyu, S., Kobayashi, S.︓9th ICRR, Wurzburg, 1995.8. 

(6) Tanaka, G. and Kawamura, H.︓NIRS-M-115, 1996, 3. 

７）陸圏における分布と挙動に関する研究 

 村松康行，内田滋夫，柳沢 啓，吉田 聡，坂内忠明， 田上恵子 

 長半減期核種の環境における分布と挙動に関するデータは不足しているのが現状で

ある。これは，環境中での長半減期核種（Pu，U，Th，129I，99Tc など）の濃度が

低いため分析が難かしいことと，これらの核種は種々の化学形をとるためその挙動が

複雑であることに関係している。前年度までに U，Th，129I 等の長半減期核種の分

析法を確立して，環境試料分析への適応について検討した。今年度は，主として ICP-

質量分析法を用い，東海村及び六ヶ所村で採取した種々の試料中の U，Th の分析を行

った。分析結果のいくつかを次に示す。土壌中の濃度は，六ヶ所村の黒ボク土で，

U︓2.6ppm，Th︓6.7ppm であり，茨城県で採取した黒ボク土と比べてそれ程大き

な差はなかった。しかし，黄色土（西日本に多い）などに比べると低く，泥炭土や砂

丘未熟土と比べると高い傾向にあった。農作物では，キャベツ（乾，平均）で U︓

1.4ppb，Th︓2.7ppb，ニンジン（乾，平均）で U︓1.1ppb，Th︓4.2ppb，ヤマイ

モ（乾，平均）で U︓0.44ppb，Th︓3.1ppb という値が得られた。白米中の U，Th

濃度はさらに低い傾向にあった。   

 長半減期核種の環境挙動を調べるために，RI トレーサーを用いた実験も行った。Tc

に関しては，前年度に引き続き 95mTc を用いて土壌から農作物への移行係数を求

め，データを増した。特に，湛水状態で栽培した植物では Tc が植物へ移行し難いこと

が分かった。酸化還元電位（Eh）の測定から，土壌が湛水状態になることで Eh が下

がり，その結果７価で加えた可溶性の Tc が還元され不溶性の２価の Tc になったこと

が推定された。129I の土壌－植物系の挙動に関しては，125I を土壌が入ったポット

に添加し東海施設のバイオトロンを用い栽培実験を行った。 

［研究発表］ 

(1) Muramatsu, Y., Yoshida, S. and Ban-nai, T.: J. Radioanal. Nucl. Art., 194, 

303-310, 1995. 



(2) Uchida, S. and Muramatsu, Y.: Mat. Res. Soc. Symp. Proc., 353, 141-147, 

1995. 

(3) 村松，吉田，田上，内田︓放射線影響学会，千葉，1995. 11. 

８）海洋における分布と挙動に関する研究 

 平野茂樹、山田正俊、青野辰雄、中村 清（海洋放射生態学研究部） 

 沿岸海域における長寿命の人工放射性核種の分布と挙動の解明を目的として前年度

より 継続して以下の研究を行った。すなわち、原子燃料サイクルの確立に向けて青森

県六ヶ所 村に建設中の諸施設に保管或いは一部放出される長寿命の放射性核種の分布

を予測するために既に環境中に微量に存在する長寿命放射性核種を核種試料について

分析測定した。今 年度は 99Tc について重点的に分布の解明を試みた。   

 99Tc は過去の大気圏内における核実験等の結果、環境中に微量濃度に存在してお

り、特 に海藻に蓄積することが知られている。海藻の中でもウミトラノオは日本各地

沿岸に分布 しており、またテクネチウムを高濃度に蓄積することが知られているので

この核種の海洋 環境のレベルを知るのに良い指標となる。このウミトラノオ青森県の

沿岸から採取し、99Tc の濃度を測定すると同時に各地沿岸で採取したウミトラノオ

の濃度を測定し比較検討を行 った。   

 青森県においては日本海側で採取したウミトラノオ中の濃度が太平洋側より高い値

を示し、1993 年から 1995 年にかけて深浦で採取したものについて、その平均値は 

27mBq/kg・生であるのに対し、泊漁港付近で採取したものは 15mBq/kb 生であっ

た。これに対して日本各地沿岸で採取したものについて測定した結果は青森県の場合

と同様に日 本海側で高く、太平洋側で低い傾向が見られた。特に千葉県館山周辺では

10mBq/kg・生 以下の低い値が得られている。   

 99Tc と同様に過去の核実験の結果海洋中に存在している 137Cs の濃度分布は日本

周辺に おいて、ほぼ一定の濃度（約 3mBq/1）であるのに対し、テクネチウムの分

布は地域によりかなりの変化がある。従って、セシウムとは異なる挙動をしているも

のと思われる。   

 239, 240Pu に関しても海水および海産生物中の濃度を測定してデータの蓄積を続

けている。 生物種の違いにより濃度の差は有るが、同じ種による地域差は少なく、ま

た 137Cs と比較 した場合の変動も大きくないことがわかって来た。特に海水中にお



ける 239, 240Pu の鉛直分 布は日本海と太平洋でほぼ同じパターンを示しているこ

とがわかった。 

［研究発表］ 

(1) 平野︓第 23 回放医研環境セミナー、千葉、1995.11. 

９）食品等からの摂取と体内移行に関する研究 

 河村日佐男、白石久二雄（環境放射生態学研究部）阿部道子（養成訓練部）、黒滝克

己 （環境衛生研究部）、今井靖子（養成訓練部）、小村和久＊（＊外来研究員） 

 長半減期核種から一般公衆の受ける体内被曝線量算定モデルの確立のため、食品摂

取に 伴う体内移行、および吸入に係わる大気における存在量と存在状態に関する測定

を実施し、経口および吸入における線量算定のための日本および日本人に即したパラ

メータを蓄積することを目的とする。人が摂取した海草中 99Tc の吸収割合を求める

ため、摂取量と排泄量を検討した。吸入に ついては大気ダスト試料の前処理法と粒子

の形状測定等を行った。サンプリングした各種食品を 4 群に分け、ICP-MS 等による

232Th、238U および 226Ra の 測定値から、既報の全摂取量に対する各食品群の寄

与率を推定した。232Th では、卵と乳製 品（1 群）1～2％、豆類と魚肉類（2 群）、

果実と野菜類（3 群）で 20～76％であった。 なお、226Ra では 1 群 7％、2～3 群

および穀類、油脂類、その他食品（4 群）はほぼ同一の 寄与率（約 30％）を示し

た。今後、食品群の数を 15 程度に増やし分析測定を行い寄与率 を求める。   

 人が摂取した海草中の 99Tc の体内移行につき、ヒジキからの摂取量・排泄量およ

び見かけの吸収率について引き続き検討を行った。現在までの結果では、みかけの吸

収率はおよそ 0.5 と推定され、ICRP の作業者に対する f1 値 0.8 より小さく、公衆に

対する値 0.5 に 近い。今後さらに吟味を進める予定である。   

 吸入に関しては、本年度は、低圧型大流量粒度別サンプラ（LPI、8 段階）およびア

ンダ ーセン・サンプラ（AH、5 段階）で経時的に収集したダスト試料につき、Ge-

LEPS による非破壊計測と Ge 検出器によるγスペクトロメトリーを行った。AH によ

る 210Pb の粒度 分布測定から AMAD 0.6～0.7μm を得た。234Th（238U）、

226Ra および 228Th（232Th） の粒度分布からは各々の AMAD3.7、2.9 および

2.4μm を得た。これは土壌成分の舞い上がりの特微を示す。また LPI 試料における

210Pb と 7Be の AMAD は 0.58 および 0.6μm を得た。今後 239Pu 等をα線計測や



ICP-MS により分析し、チェルノブイル事故を含むフォールアウトの影響につきまと

める。また、Th の存在状態についても検討していく。 

［研究発表］ 

(1) K. Shiraishi︓J. Radional. Nucl. Chem., Articles, 196, 89-96 （1995）. 

(2) 河村、平野、西牟田︓放射線影響学会第 38 回大会、1995. 11. 

(3) 阿部︓エアロゾル研究、10, 283-288 （1995）. 

(4) Kitamura, K., Imazawa, Y., Morimoto, T., Sato, K., Higuchi, H., Imai, K. and 

Watari, K.︓9th Internat. Conf. On Modern Trends in Activation Analysis, 

Seoul, 1995.9. 

 

Ⅱ．Ⅲ．３．サイクロトロン生産核種による先導的トレーサー法の

開発と生体機能解明に関する総合的調査研究 
１）概要 
 本特別研究は、サイクロトロン核医学関連部門の研究を 一層充実・進展させること

により、高齢化社会における痴呆、癌、心臓病などの重要疾患の新規診断法の開発に

貢献し、高次脳機能の解明や超微量での生命現象の探索など生 命科学の幅広い領域に

おける研究に貢献するため、平成 6 年度より開始された。そのため、今まで蓄積して

きた標識 薬剤製造システム開発力、標識薬剤開発力、計測システム 開発力などの基

盤的技術開発力と、マウス・ラットからサル・ヒトにいたる広範な生物・医学研究と

その研究蓄積、 PET、MRI などの高度診断機器を備えた動物実験・診断研究施設、ま

た、外部研究機関とのネットワークなどを総合的に活用し、トレーサ法の新規展開と

それを用いた生 体機能解析の一層の高度化を図る。   

 本年度は、平成５年度の補正予算で導入されたサイクロ トロンや PET カメラなど

の大型機器の本格稼働に伴い、 その運用ソフト面の充実を図った。その結果、1 日平

均 3 回程度の PET 臨床診断と、ウサギ・サルなどを用いた動物 PET 研究、新規 PET

薬剤開発研究などが可能となり、 薬剤製造回数も 1 日平均 7～8 回に上った。   

 基盤的技術開発に関しては、今まであまりにも短半減期 のため十分に利用されてこ

なかった 13N に関してその迅 速・高比放射能自動合成法を開発し、13N 標識薬剤の

臨 床利用可能性を示した。また、アルツハイマー型痴呆の PET 診断を目的とした放



医研で独自に開発した[11C] MP4A とセロトニントランスポータの標識リガンドとし

て [11C]McN5652X について前臨床段階評価を行い、製造 法と薬剤の安全性につい

て、「短寿命及び陽電子 RI の医 学利用に関する研究委員会」において審議され、承認

された。計測法に関してはＰＥＴ画像の沍ｳ化を目指して統 計ノイズについての考察

と信号対雑音比の最適化のための研究を行った。   

アイソトープの生命科学への応用に関しては、標識化合 物の生体内動態とその機能と

の相関を明らかにするため、 本年度はＭＰ４Ａの脳内摂取率と機能（AchE 活性）及

び 血流量との間の相関関係を検討するとともに、BAS など の新しいトレーサ技術を

ライフサイエンス分野に応用する ための長所と問題点についても検討した。  

アイソトープの臨床利用に関しては、脳機能の解明、心臓病診断、癌診断など高齢化

社会に貢献する研究をめざし、 PET および MR 技術を中心とした研究を行った。ま

た、新規薬剤 [11C]MP4A と[11C]McN5652X の臨床利用に際しての倫理面などに

ついて、「臨床医学研究倫理審査委員 会」等において十分な審議がなされ承認され

た。これらの 新規放射薬剤を用いてボランティア、疾患患者を用いた臨 床研究が開

始された。 

1. サイクロトロン生産核種の生産・標識合成および計測の技術開発に関する研究   

 本中課題は、アイソトープの生命科学や医学への応用研 究のため、小課題１で

アイソトープ／放射薬剤製造技術開 発、小課題２で新規薬剤の開発とその評価、

小課題３で計 測技術開発、等の基盤的研究領域を分担している。 小課題１で

は、高比放射能 13N-標識化合物の迅速自動製 造法をほぼ確立するとともに、

[11C]CCK アンタゴニスト ([11C] L-365,260、[11C] L-365,346)の標識合成

法を 確立した。小課題２では、アルツハイマー病のＰＥＴ診断 薬として

［11C］ＭＰ４Ａの前臨床段階評価を行い、「短 寿命及び陽電子ＲＩの医学利用

に関する研究委員会」、 「臨床医学研究倫理審査委員会」等においてその臨床利

用 が承認された。この新規放射薬剤を用いてボランティア、 アルツハイマー病

患者を用いた臨床研究を開始した。小課題３では、ＰＥＴ画像の３次元像再構成

における統計ノイズを理論的に考察し、ノイズの計算式を導出するとともに 画像

ノイズの位置依存性について考察した。また、各画素 の信号対雑音比を最適化す

る最大許容角の値を評価した。 



2. アイソトープの生命科学への応用に関する研究 

 本中課題は、アイソトープおよびその標識化合物を利用して、生理活性物質の

生体内動態と代謝測定を行うとともに、薬物の生体内動態と機能との関係を明ら

かにし、精 神・神経疾患やがん、循環器障害などの診断や病態解明の ための基

礎的研究に資することを目的としている。 

 本年度は、アルツハイマー型痴呆のＰＥＴを用いた臨床 診断を目的として、独

自に開発したＭＰ４Ａの脳内摂取率 と機能（AchE 活性）及び血流量との間の相

関関係を検討 した。ＭＰ４Ａの脳内動態についてコンパートモデルを用 いた２

変量回帰分析を行った結果、ヒトでの脳局所 AchE 活性のＰＥＴによる定量測定

の可能性を示すことができた。新しい高感度トレーサ技術であるバイオイメージ

ングア ナライザー（ＢＡＳ）について、その検出効率を測定した 結果、β,γ核種

同様、Pu のα線や 13Ｎのβ+線に対して も十分な感度を有し、無限厚試料の場

合、約 0.1Bq/mm の検出感度であることを見出した。また、ラットの脳血流 の

測定にＢＡＳによる定量的オートラジヲグラフィー法を利用し、実際のトレーサ

実験における問題点などについて検討した。 

3. アイソトープの医学への応用と病態解明に関する研究 

 本課題では中課題１および２で開発された基盤技術の脳機能の解明、心臓病診

断、癌診断などへの臨床応用をめざして、臨床研究を中心に研究が進められた。

小課題１では 脳機能の解明を中心に、小課題２では心臓病や癌を中心に 高齢化

社会に貢献する研究をめざし、PET およびＭＲ技術 を中心とした研究が行われ

た。いずれにも共通する課題として、平成６年度に導入された新しいＰＥＴおよ

びＭＲ診 断装置のネットワーク化や性能評価、さらにそれから得ら れる画像や

機能情報の解析法などの研究が進められた。また、臨床研究を行うための倫理面

を含む基盤整備が行われた。 

２）サイクロトロン生産核種標識合成技術の開発に関する研究 
 鈴木和年、原田平輝志（障害・臨床研究部）、山田隆信、 秋葉 繁（運転課） 

  本年度は、前年度に引き続き，ＰＥＴ用放射薬剤の高比 放射能化、標識法の開

発、自動合成装置開発等を行った。 特に、13N に関しては、高比放射能対応型自動

合成装置を 開発し、モデル化合物として［13N］p-nitrophenyl- carbamate

（［13N］ＮＰＣ）の迅速合成に成功した。 また、新規標識薬剤として[11C]CCK ア



ンタゴニスト（ [11C]L-365,260、[11C]L-365,346）の標識合成法を 確立した。

[11C]MP4A についても高純度自動合成法を確立した。   

 高比放射能［13Ｎ］ＮＰＣ の製造︓前年度までに確立 した方法で製造した高比放

射能無水 13NH3 をＴＨＦ中、 Na2CO3 存在下、p-nitrophenylcloloformate と反

応さ せ、［13Ｎ］ＮＰＣを合成した。これを SEP PAK C18 で 精製した後、蒸発乾固

し、注射用蒸留水に溶かし滅菌ろ過 をする事により 、静注用［13Ｎ］ＮＰＣ 生理

食塩水溶液 を製した。試作した自動合成装置を用いることにより、照 射液の輸送、

13NOx-の還元とアルカリ蒸留、イオン交換 樹脂による濃縮と溶離、CaO による脱

水、標識反応、精製、 調剤までの全行程を９分程度で行うことができた。製品の 放

射化学純度は 99％以上、比放射能５～11 Ci/μmol、 合成終了時の収量 40～90 mCi

であった。以上の結果より、 高比放射能 13N 標識薬剤の自動製造法はほぼ確立した

と考えられるが、より一層の高比放射能化を目指し、製造工程全般にわたる改良を実

施中である。   

 [11C]CCK アンタゴニストの合成︓中枢性及び末梢性の ＣＣＫ受容体に高親和

性、高選択性を示す L-365,260 と L-365,346 の 11Ｃ標識体の合成を行った。これ

らのアン タゴニストはそれぞれ光学異性体の関係にあるため、ラセ ミ前駆体を高比

放射能 11Ｃ-ヨウ化メチルでメチル化した 後、光学分割用ＨＰＬＣにて分離精製を行

い両標識体を同 時合成した。比放射能は 1Ci/μmol 以上であった。 

【研究発表】 

(1) Suzuki K., Shikano N. and Kubodera A.: J.  Labell.compds.Radiopharm., 

37, 644-645, 1995. 

(2) Suzuki K., Shikano N. and Kubodera A.: 6th  Workshop on Targetry and 

Target Chemistry,  Vancouver, B.C., Canada, 1995. 8 

(3) Sasaki M., Haradahira T. and Suzuki K.: J.  Labell.compds.Radiopharm., 

37, 761-763, 1995 

(4) Sasaki M., Haradahira T. and Suzuki K.: 6th  Workshop on Targetry and 

Target Chemistry,  Vancouver, B.C., Canada, 1995. 8 

(5) Haradahira T., Inoue O., Kobayashi K., Takai N.,  Nakano T. and Suzuki 

K.:, J. Labell.compds.  Radiopharm., 37, 409-411, 1995 



(6) Haradahira T., Inoue O., Kobayashi K., Takai N.,  Nakano T. and Suzuki 

K.:, J. Labell.compds.  Radiopharm., 37, 406-408, 1995 

(7) Haradahira T., Tanaka A., Maeda M., et al: Nucl.  Med. Biol., 22, 719-

725, 1995 

(8) 佐々木、久保寺、須原、鈴木︓ 第３５回日本核医学会  総会、横浜、1995.10. 

(9) 原田平、井上、小林、高井、中野、鈴木︓第１１５回  日本薬学会年会、仙台、

1995. 3 

(10) Suzuki K., Sasaki M., Yosida Y., Haradahira T.  and Inoue O.: 7th Int. 

Symp. on Advanced Nuclear  Energy Research, -Recent Progress in 

Accelera-  tor Beam Application-, Takasaki, 1996. 3 

(11) 鈴木︓放射線科学、39、86-93, 1996 

３）トレーサーの分子設計と評価に関する研究 
 福士 清、入江俊章、伊古田暢夫、山口 寛 

 N-[11C]methyl-4-piperidyl acetate(MP4A)は中枢 のコリン神経系酵素であるア

セチルコリンエスレラーゼ活 性の測定を目的として当研究所で独自に開発したＰＥＴ

薬 剤である。これまでの一連の動物評価により、その有効性 を示してきた。今回、

臨床利用を目的とした本薬剤の製造 方法の確立と品質及び安全性の検討を行った。標

識合成は、 dismethyl 体の[11C]methyl iodide との一段階反応によ り達成され、逆

相 HPLC による分離、精製を経て生理食塩 水溶液として製された。所要製造時間は、

照射終了時から 約３０分で、放射化学的純度 99％以上、基質の混入 0.5% (5μg)以

下の製剤を臨床使用量に充分な放射能量で得る製 造法が確立された。本最終製剤の細

菌及び発熱性物質の試 験の結果は、３回の test run において全て陰性で、マウス を

用いた急性毒性試験においても異常は観察されなかった。 また、マウスでの生体内分

布動態実験データをもとに、 MIRD 法によるヒトにおける被曝線量を推定した（35μ

Sv /mCi in whole body)。これらの検討、評価の結果は、 製造規格等とともに所内

外の委員会に提示し、品質及び安 全性に関する承認を得た。 

研究発表 

(1) Namba, H., Irie, T., Fukushi, K., Iyo, M. and Nagatsuka, S.: 17th 

International Symposium on Cerebral Blood Flow and Metabolism, 

Cologne, 1995. 7. 



(2) Irie, T., Fukushi, K., Ikota, N, Namba, H., Iyo, M. and Nagatsuka, S.: 11th 

International Symposium on Radiopharmaceutical Chemistry, Vancouver, 

1995. 8. 

(3) Irie, T., Fukushi, K., Ikota, N., Namba, H., Iyo, M. and Nagatsuka, S.: J. 

Labell. compds. Radiopharm., 37, 214-216, 1995 

４）計測技術の開発に関する基礎的研究 

 村山秀雄（放射線科学研究部）、吉田勝哉（障害・臨床研 究部）、田中栄一*、野原

功全*（*特別研究員） 

 陽電子放射型 CT（PET）は、被検体を囲む多数の方 向から放射線を計数して投影

データを収集し、像再構成演 算により被検体における放射線核種の濃度分布を計測す

る 放射線放射型イメージングの典型的な例である。その特徴 は、第 1 に投影データ

が放射線計測に基づく計数値であること、第２に線源から放射される方向を人工的に

制御する ことがほぼ不可能であること、第 3 に投影データに吸収補正のような放射線

特有の補正が必要なことなどである。このようなデータ測定上の特徴を活かして像を

再構成するには、測定投影データに対して他の CT とは異なる 3 次元像 再構成法が必

要である。   

 PET の計測においては同時計数がポアッソン分布に従う統計的変動を被るために、

その再構成画像に統計的ノイズを派生する。感度を増すために異なる検出器リング間

の 同時計数をとる３次元 PET においては、その信号対ノイズ比はおおよそ全計数の

平行根に比例するものの、位置分解能の２乗に比例する。このように３次元像再構成

による PET 画像は２次元 PET 画像の場合と統計ノイズの特性 の異なり、再構成アル

ゴリズム等にも依存する。原点を中 心として一様線源分布をする半径Ｒの球形水ファ

ントムに 関して、その再構成像の統計ノイズを理論的に考察し、ノイズの計算式を導

出した。その式により、放射線の吸収および非検体の大きさによるノイズへの影響を

分析し、画像 ノイズの画像位置による依存性について考察した。 

 2 次元 PET 像の再構成とは対照的に 3 次元 PET 像 の再構成では画素の信号対雑音

比が線源分布や吸収体のみ ならず、像再構成に寄与する投影データの方向領域にも依 

存する。ここでは簡単のために一様な線源分布をもつ球Ａ に隣接してもう１つ一様な

線源分布をもつ球Ｂが存在する 系を考えた。この場合の球Ａの中心における統計雑音

の大きさを分析することにより、各画素の信号対雑音比を最適化する最大許容角の値



を評価した。その結果、利用可能な 投影データのすべてを像再構成に使用することが

必ずしも画像の信号対雑音比を最適化する訳ではなく、それぞれの画素ごとに利用可

能な投影データから適当な組を選択する必要があることを示した。   

 また、放医研に設置された PET 装置である ECAT EXACT47 の性能評価のための物

理測定を行った。（社） 日本アイソトープ協会医学薬学部会サイクロトロン核医学 利

用専門委員会の作成した測定指針に基づき２Ｄモードに おける計数率特性等を測定

し、性能評価を行った。 

【研究発表】 

(1) Murayama, H., Nohara, N.: Proc. of 1995 International meeting on Fully 

Three-Demensional  Image Reconstruction in Radiology and Nuclear 

Medicine(July 4-6,1995,Aix-les-Bains France)", 133-137, 1995. 

(2) 村山秀雄，野原功全︓放射線医学物理,15(2),156, 1995. 

(3) 村山秀雄，野原功全，篠原広行，木村裕一︓Med.  Imag. Tech., 13557-558, 

1995.  

(4) 村山秀雄，野原功全︓第７０回日医放物理学会妙録集, 51, 1995. 

(5) 村山秀雄，野原功全︓第３５回日本核医学会, 横浜, 1995.10. 

(6) 和田康弘，海老原弘一，村山秀雄，野原功全︓放医研における ECAT EXACT47

の性能評価のための物理測定(3)．第 35 回日本核医学会, 横浜, 1995.10. 

５）トレーサーの体内動態と機能との相関に関する研究 
 入江俊章、福士 清、須原哲也、鈴木和年、北爪雅之、 上島久正 

 アルツハイマー型痴呆患者の死後脳の分析では大脳皮質 のコリン系酵素活性が顕著

に低下しているとされているが、 in vivo での評価法は今のところない。これまでに

コリン 系酵素のひとつであるアセチルコリンエステラーゼ （AchE）活性の in vivo

測定を目的にして、脳血液関門を 通過した後、AchE により代謝され脳内に蓄積され

るトレーサーをデザイン合成し、動物評価実験でその脳内摂取率 が AchE 活性の変化

に応答して増減することを示し、その 有用性を確証した。今回、PET 臨床利用をふま

えた定量解 析法の基礎的検討として、トレーサー（MP4A）の脳内摂 取率と機能

（AchE 活性）及び血流量との間の相互関係を 知るため、脳内動態をコンパートメン

トモデルで記述し、３者の関係式を導き２変量回帰分析を行った。解析データ は、片

側前脳基底核を薬物破壊したラットに、14C-MP4A と脳血流トレーサー（123I-



IMP）を投与し、線条体、大 脳皮質（左右、前後に 10 分割）を切り出し、各組織の

トレーサー摂取率と AchE 活性の同時測定によりさまざまな AchE 活性値をもつ脳組

織の相対的 MP4A, IMP 摂取率を得た。回帰分析の結果、MP4A の摂取率は脳組織の

AchE 活性 と血流量でよく回帰説明される事が示され、回帰係数を用いて算出された

AchE 活性と実測活性値の間にも高い相関性 があった。この回帰解析の結果はヒトで

の脳局所 AchE 活性の PET 定量測定に基礎的、実証的な知見を与える。 

[研究発表] 

(1) Irie, T. and Fukushi, K.: The 1995 International  Chemical Congress of 

Pacific Basin Societies,  Honolulu, 1995.12. 

(2) 入江 ︓第 6 回精神神経疾患における画像解析の応用に 関する研究会、東京、

1995. 11. 

６）アイソトープによる生理活性物質の動態、代謝測定に関する研究 
 高橋千太郎（内部被ばく研究部）、安西和紀、中川秀彦、 伊古田暢夫 小沢俊彦（第

１研究グループ） 

 最近の技術革新に伴って、新しいトレーサ実験法が開発 されている。本研究は、そ

の中でも高比放射能、短半減期 の特徴を持つポジトロン標識核種を利用したＰＥＴ、

光輝 尽発光体をもちいた２次元放射能分布計測（バイオイメー ジングアナライザ）、

固体シンチレータ等の技術は、ライ フサイエンス分野の研究にとっても新しいツール

である。 本研究は、これらの新しいトレーサ技術を、生体内でのラ ジカルの産生・

動態に関する研究や有害物質の毒性試験へ応用することを当面の目標とし、さらに、

その過程で種々の問題点を明らかにすることを目的とした。   

 本年度はバイオイメージングアナライザー(BAS)のβ、γ核種に対する測定効率につ

いて、これまでの報告の追試 を行うとともに、Pu のα線や 13N のβ＋線に対する測

定 効率を検討した。その結果、β、γ核種用イメージングプ レートならびにトリチウ

ム用プレートのいずれもα線およびβ＋線に十分な感度を有し、無限厚の試料の場合約

0.1 Bq/mm の濃度で検出可能であることが分かった。また、市販の固体シンチレー

タもこれらの核種に利用できること が明らかにされ、その際、溶液中の塩濃度や負荷

量によって測定効率が変動する現象が見いだされた。これらの成果 をもとに、ラット

の脳血流の測定に BAS による定量的オートラジオグラフィー法を利用し、その特性等

について検討し、実際のトレーサ実験における長所、問題点を明らかに した。   



 一方、ポジトロン標識物質を用いた PET の応用に関しては、生体内ラジカルの測定

への応用を目的に、適切なプローブについて検討した。その結果、18Ｆ-メチルグル

コー スおよび 11Ｃ-スピンプローブが適当と分かり、その合成法について、現在、予

備実験を進めている。 

［研究発表］ 
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Takahashi, S.: 17th Internatioanl Symposium on Cerebral Blood Flow and 

Metabolism. Colone, 1995. 6. (*Jyuntendo Univ.) 

(4) Hatashita, S.*, Tajima, A*, Ishimaru, S.*, Ueno, H.*, Sato, H. and 

Takahashi, S.: 17th Internatioanl Symposium on Cerebral Blood Flow and 

Metabolism. Colone, 1995. 6. (*Jyuntendo Univ. 

７）脳機能の解明と脳疾患の病態解明に関する研究 
 須原哲也、吉田勝哉、入江俊章、福士清、鈴木和年（障 害・臨床研究部）松本徹

（医療情報室）古賀雅久、 加藤博敏、吉川京燦（治療診断部） 

  本研究の目的は、ＰＥＴを用いて各種トレーサーの動態 から脳の生化学的情報を

得て、精神神経疾患の病態の解明 や薬物療法の進歩に貢献することを目指している。

平成７年度はセロトニントランスポーターの標識リガンドである [11C]McN5652 の

人間での動態測定と抗うつ薬のクロミ プラミンのセロトニントランスポーターにたい

する効果を 測定した。クロミプラミン 50mg の投与によって視床において 40-50％

のセロトニントランスポーターが占有されることが確かめられた。また精神分裂病の

脳内ドーパミンＤ１受容体の測定では、前頭前野のＤ１受容体結合の低下が 精神分裂

病の陰性症状と負の相関があることが明らかに なった。一方 MRS 研究においてはリ

チウムの MRS およびその画像化に成功した。 
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８）高齢化社会における重要疾患の病態解明と診断技術に関する研究 
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 PET に関する研究では、心臓病や癌の診断を定量的に行うために共通でかつ不可欠

な検討を２つ行った。第１に動 脈入力関数の計測を心臓の PET 画像から非侵襲的に

行う方 法を考案し、採血データと良い相関を得ることができた。 第２にブドウ糖の

類似物質 F-18 FDG の心臓や癌の画像を 簡便に定量化するために、代謝による影響

を受けない脳を 基準にして定量化する方法を考案し、基礎実験、臨床研究を行い、方

法の有効性を証明することができた。これらを 基に定量的な動態解析を行うため、臨

床例の N-13 ammonia 心 PET 画像から、定量的な血液と心筋の時間放 射能曲線を

得て、これをコンパートメント解析する研究も 平行して行った。さらに動物 PET を

用いた基礎研究をめざして、兎を用いた実験モデルの作成を開始した。MR 研究 で

も、スペクトロスコピーの技術をもちいて、腫瘍や臓器 の血流評価のための研究が進

められた。 
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Ⅱ．Ⅳ．指定研究 

Ⅱ．Ⅳ．１．放射線発がんの分子生物学的特異性－自然発がん、化

学発がんとの相違－ 
島田義也、西村まゆみ、小林 森、荻生俊昭（生物影響研究部）、佐伯哲哉、辻 秀雄

（第２研究グループ） 

放射線と化学発がん剤によって誘発された腫瘍の性状を 比較・検討し、放射線によっ

て誘発された腫瘍に特異的な変異マーカー(細胞膜表面抗原、ゲノム変異等)を同定す

ることは、放射線発がんのリスク推定やメカニズム研究において極めて重要である。5

週齢雌 B6C3(C57BL/6×C3H) F1 マウスに X 線 161cGy を毎週 1 回、計 4 回照射、

もしくは ENU(エチルニトロソ尿素)の 400ppm 水溶液を飲料水として 6～10 週間投

与し、胸腺リンパ腫を発生させた。発生した腫瘍について膜表面抗原の発現パターン

をフローサイトメトリで解析したところ、X 線誘発の腫瘍では、ENU 誘発の腫瘍に比

べ、TCR-αβ や CD3 の発現が高く、他方、TL-2 の発現は逆に低い傾 向にあった。一

方、ゲノムの組み換えのホットスポットと考えられているミニサテライト(Pc-

1:Msh6m)の変異は、X 線誘発の腫瘍で頻繁に観察された。また、第 11 番染色体上

の D11Mit2 により検出されるゲノムの LOH(loss of heterozygocity)は、放射線誘発

の腫瘍でのみ観察され(～80%)、ENU 誘発腫瘍や自然発生腫瘍ではこのタイプの異常

は極めて少なかった。以上の結果から、放射線誘発のリンパ腫では、組み換えや欠失

などのゲノムの大きな変化が頻繁に起こっており、また、表現型が分化型を示すなど

の特性があることが示唆された。 
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１）放射線誘発突然変異における核酸合成前駆体代謝経路関連遺伝子群の役割

に関するゲノム解析研究 
山内正剛、辻さつき、斎藤俊行、辻 秀雄、佐伯哲哉、森明充 興、三田和英(第 2研

究グループ)、高萩真彦、巽紘一(生物 影響研究部) 

近年のゲノムの構造解析情報の蓄積に対して、特定の代謝経 路の構築のようなゲノム

の機能に関する研究は未だ殆どなされていない。本研究は、核酸合成前駆体であるプ

リン化合物およびピリミジン化合物の代謝経路における機能的な構築を遺伝子 レベル

で解明し、放射線や環境変異原等による突然変異の発生機構における同代謝経路の関

与を解析することを目的とする。初年度である平成 6 年度は、これまでの同代謝経路

に関する研究成果の蓄積を基盤として、関与する遺伝子群のうち、ヒトからは 7 種類

を、また分裂酵母からは 9 種類を分離・同定した。これらのうち、完全長クローンが

分離できたヒト purH 遺伝子の構造解析の結果、cDNA は 2040 塩基対より構成され 

ることが判明し、592 アミノ酸よりなる翻訳領域が同定された。本遺伝子クローンの

生物活性は、purH 欠損変異の回復能力により証明した。また、完全長の遺伝子クロ

ーンが分離できなかった残り 15 種類の遺伝子断片については、部分的な塩基配列の

決定を行った。次いで、平成 7 年度にはヒトから 8 種類、げっ歯類から 3 種類、そし

て分裂酵母から 3 種類の遺伝子をそれぞれ新たに分離・同定した。新たに分離した 14

種類の遺伝子についても部分的な塩基配列の決定を行った。 
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Ⅱ．Ⅴ．経常研究 

Ⅱ．Ⅴ．１．放射線科学研究部 
１）概況 



放射線科学研究部は、平成 7 年 4 月 1 日に発足し、放射線の人体の障害並びにその予

防、診断及び治療並びに放射線の医学利用に関し、各種調査研究の共通基盤となる研

究を行っている。 

第 1 研究室は、放射線による人体の障害、予防および放射線の医学利用に関する基礎

研究として、Beckmann の電磁波の理論を適用した光の粗面反射特性解析の研究、半

導体検出器タイム・ピック・オフ最適化の研究、一様吸収場における単光子型エミッ

ション CT の吸収補正の研究、重イオン核反応を利用した放射化学に関する基礎研究

およびタングステン酸の非イオン性吸着への吸着挙動に関する研究を行った。 

第 2 研究室は、放射線の防護に関する研究として、低線量生物影響研究のための線量

測定法の開発、ラドン濃度連続測定装置の開発、重粒子線治療における患者の臓器線

量測定のための熱ルミネッセンス線量計の LET 依存性の基礎実験、高エネルギー中性

子線量当量の測定および医療被曝に関する実効線量当量の計算を行った。 

第 3 研究室は、生体情報イメ-ジングに関する研究として、PET 画像のノイズに関す

る研究、3 次元 CT 像からの肺がんの自動抽出法に関する研究、生体多様同時計測法

に関する基礎的調査研究および原子間力顕微鏡を用いる粒子線イメ-ジングに関する基

礎的研究を行った。 

第 4 研究室は、放射線の吸収線量及び線質に関する研究として、電離箱による測定精

度向上に関し電離箱の飽和特性と極性効果の研究、陽子線吸収線量の国際相互比較、

およびカロリメトリによる陽子線の吸収線量の研究を行った。 

平岡室長は平成 7 年 7 月 19 日から 8 月 2 日まで米国ボストンでの第 39 回米国医学

物理学会年会に於て「超小型電離箱の飽和特性と極性効果」と題した研究発表した。

また、平成 8 年 2 月 27 日から 3 月 11 日まで、ドイツ GSI のグラントにより、「重粒

子線の線量相互比較に関する実験」のためドイツ連邦共和国重イオン科学研究所

(GSI)、ドイツがん研究センター(DKFZ)および国立物埋・工学研究所(FFB)を訪問し

実験を行った。村山秀雄主任研究官は 7 年 7 月 4 日から 7 月 6 日まで科学技術庁国際

研究集会派遣制度により仏国エクスレバンでのに LETI(仏国国立電子技術情報研究所)

主催の放射線医学および核医学における完全 3 次元像再構成に関する 1995 年会議に

おいて「一様円形吸収体中の一様軸対称線源における 2 次元 PET 画像のノイズ特性」

と題した研究発表をした。また、平成 7 年 8 月 21 日から 25 日まで、オ-ストリア、

ウィ-ンでの IAEA 主催の核医学における断層法の現状と将来に関する国際シンポジウ



ムにおいて「3D-PET 像の統計的雑音特性と再構成画像の信号対雑音比に関する最適

化条件」と題した研究発表を行った。福村明史研究員は平成 8 年 2 月 27 日から 3 月

11 日まで、科学技術庁二国間協力に伴う専門家派遣により、「重粒子線の吸収線量に

関する国際相互比較実験の実施及び線量標準施設の訪間」のためドイツ連邦共和国重

イオン科学研究所(GSI)、ドイツがん研究センター(DKFZ)および国立物埋・工学研究

所(FFB)を訪問し実験を行った。 

中国第 4 軍医大学西京医院の馬興栄研究員は日中医学協会フェローとして平成 7 年 4

月 1 日から 8 年 3 月 31 日まで「単光子エミッション CT の研究」に従事した。米国

シアトルのワシントン大学の HansBichsel 教授は平成 8 年 3 月 16 日から 3 月 30 日

まで科学技術関係外国人研究者招膀制度により来日し、「重粒子線のエネルギー損失」

の共同研究を行った。タイ国 Rajavithi 病院の P.Sahachjesdakul 研究員は STA フェ

ローとして平成 7 年 9 月 10 日より 12 月 9 日まで「吸収線量の標準測定法」の研究

に従事した。(隈元芳一) 

２）放射線による人体の障害、予防および放射線の医学利用に関する基礎研究 

（継続）○富谷武浩、柴田貞夫、馬興栄＊（日中医学協力） 

(1) 光の粗面反射特性解析の研究 

Beckmann の電磁波の粗面反射理論を光の粗面反射へ適用し、シンチレーショ

ン・カウンター、チェレンコフ・カウンターなどの発光を利用した放射線検出器

の光伝達特性のシミュレーション実験に有効な事を前年度明らかにした。本年度

は Beckmannmodel と鏡面反射および Lambertmode との比較研究を行った。

Lambert model は Lambert 則に基づいている。Lambert 則とは角分布が一様

な平面光源の発光を記述する法則で、本来は粗面反射とは無関係だが、透明な微

粒子よりなる反射面では入射光が微粒子集合内で屈折、反射を多数繰り返す間に

入射方向の履歴が無くなる場合には出てくる光の角分布はあたかも Lambert 則に

基づく粗面発光のごとくになるためである。既存の光伝達特性を解析するシミュ

レーションはことごとく Lambert 則に基づいている。3 種のモデルを比較したと

ころ、Beckmann model の結果は鏡面反射と Lambertmodel の結果の中間にあ

り、両モデルを滑らかに継ぐ事が判明した。 



(2) 半導体検出器タイム・ピック・オフ最適化の研究 

放射線検出器より得られる信号は根本的には特定の時間分布に従って発生する量

子の集まりより成り、統計的推定理論を適用して最適タイム・ピック・オフ法を

求められる事を以前導出し、シンチレーション・カウンター、チェレンコフ・カ

ウンターに適用した。この手法を半導体検出器にも適用する研究に着手した。半

導体検出器電極に発生する電子の時間分布の解析的な式を PN 接合型、PIN 接合

型につき求めた。引き続きこれらの時間分布を基に最適タイム・ピック・オフの

導出と理論的限界を求める研究を継続する。 

(3) 一様吸収場における単光子型エミッション CTの吸収補正の研究 

単光子型エミッション CT では、人体中の自己吸収の場と放射能分布との二つの

未知量が絡むため、解析的な解は存在しない。しかし、吸収場が一様であれば解

析的な解が存在する。ポジトロン CT では対ガンマ線のを同時計数するため、対

向するプロジェクションは同一だが、単光子型エミッション CT では自己吸収が

異なるため対向するプロジェクション対は独立であり、荷重の仕方により複数の

解が存在する。対向するプロジェクション対の最適荷重を求める問題は解かれて

いなっかたので、この課題を本年度はとりあげた。しかし、8 月に開かれた国際

学会で Chicago 大学の Pan と Metz らがこの問題の解を報告し、線形画像処理の

制約下で最適荷重が解かれたので、非線形画像処理まで拡張した最適荷重の研究

に目標を変更し、荷重の満たす数学的特徴の研究に着手した。引き続き非線形画

像処理の場合の最適化の課題を継続して研究する。(日中医学協力) 

(4) 重イオン核反応を利用した放射化学に関する基礎的研究 

重イオン核反応で生成する放射性核種をトレーサーとして利用するための分離法

の開発を行った。すなわち、理研リングサイクロトロンの 135MeV/nucleon の

N-14 で亜鉛ターゲットを 1 時間照射し、6M 塩酸 10ml に溶解した。溶液を陰

イオン交換樹脂 Amberlite CG-400 カラムに通し、0.5M 塩酸 20ml で溶解す

ることによりマルチトレーサー溶液を得た。γ 線スペクトルから、マルチトレー

サー溶液には Be、Na、Mg、K、Ca、Sc、V、Cr、Mn、Fe、Co、Ni および Ga

が検出され、Zn は含まれていないことがわかった。照射終了時から 3 時間以内

にマルチトレーサーを実験に供することができ、短寿命核種についての挙動も観

測することが可能である。亜鉛をターゲットとしたマルチトレーサー溶液は、銅



あるいはゲルマニウムをターゲットとしたマルチトレーサーとした場合に比べ、

調製が容易であり、鉄をターゲットとした場合にくらべ Fe、Ni、Ga についての

情報も得ることができる。この溶液を蒸発濃縮した後、臭化水素酸に溶解して、

無機イオンの吸着挙動の実験に用いた。 

(5) タングステン酸の非イオン性吸着体への吸着挙動に関する研究  

水溶液中の無機の放射性核種のイオンが「イオン交換基を持たない有機物」に吸

着する現象を調べ、イオンの分子構造が重要な因子であることをこれまでに明ら

かににてきた。今年度は多核イオンを作るタングステン酸(185WO42-)の非イオ

ン性高分子吸着体および活性炭への吸着挙動をさまざまな pH について調べた。

pH6～7 ではほとんど吸着したにが、pH が 3 に近付くにつれ、急激に分配係数

(Kd)が増加し、さらに酸性側ではわずかに減少した。溶液中に存在すると思われ

る数種のイソポリタングステン酸イオンについて電荷当たりの表面積(単位電荷占

有面積:ChargeSpreading Surface Area of Ionic Molecule = CSSA)を計算し、

実験でえられた Kd を用いてプロットしたところ、吸着化学種はかって溶液化学

から考えられていたものとは異なり、正八面体構造の W6O192-として計算した

位置が相関線の近傍に来ることが分かった。 

[研究発表] 

(1) Tomitani, T.: IEEE Trans. Nucl. Scil, NS-43, 1544-1548, 1996.  

(2) 富谷武浩、金澤光隆、吉川京燦、吉田勝哉:日本医学放射線学会第 70 回放射線物

理学会大会、大鰐、1995.9. 

(3) 富谷武浩、馬興栄:日本医学放射線学会第 70 回放射線物理学会大会、大鰐、

1995.9. 

(4) 柴田貞夫、渡利一夫、野田 豊、安部静子、榎本秀一、前田はるか、安部文敏:第

39 回放射化学討論会、新潟、1995.10. 

(5) 森本直哉、井上貴和、向 和彦、横山明彦、斉藤 直、馬場 宏、大楽知久、室山敏

浩、篠原 厚、柴田貞夫:日本化学会第 70 春季年会、東京、1996.3. 

３）放射線防護に関する研究 

隈元芳一、白貝彰宏、野田 豐、岩井一男*、三浦正*（*研究生） 

(1) 低線量生物影響研究のための線量測定法の開発  



低線量の連続照射実験のためのマウスの吸収線量測定法の研究を行った。マウス

腹腔内に TLD 素子を挿入し、照射実験条件のもとでのマウスの腹腔内線量の実測

を行った。この線量は 12ml 電離箱で測定したケ-ジ中心線量に比して小さいが、

その差は線源-ケ-ジ間距離 2.5m の場合、最大で 5%である。この差はマウスの

相互遮蔽によるものと判断される。 

(2) ラドン濃度連続測定装置の開発  

密封型および通気型の電離箱を用いた浜松ホトニクス製差動磁気浮上電離箱ラド

ン濃度計(ラドン濃度=通気型信号出力-密封型信号出力)を用いた環境 γ 線と大気

中のラドン濃度を連続測定する装置を開発した。この装置は 8ch のマルチプレク

サ-と 3・1/2 桁の ADC とパ-ソナルコンピュ-タとで構成され、温度センサー、

湿度センサー及び気圧センサーと電離箱信号とを同時に連続記録する。実際の連

続測定の結果、屋内ラドン濃度の変化と屋外、屋内の大気環境および生活活動と

に相関があることが示された。 

(3) 治療における患者の臓器線量測定の基礎実験  

荷電粒子を受ける患者の主ビーム外の臓器線量を測定するために、熱ルミネッセ

ンス(Mg2SiO4:Tb)の荷電粒子にたいする線量、線質依存の測定を行った。13 お

よび 75keV/m の炭素イオンにたいする測定では LET の大きい方が同一線量に対

する感度が低い。また、5Gy5 回の繰り返し照射において感度の変化はない。 

(4) 中性子線量当量の測定  

重イオンを銅タ-ゲットに当てたときに発生する中性子の遮蔽体後の線量当量を、

従来型および C.Birattari によって開発された鉛円筒付きの改良型レムカウンタを

用いて測定を行った。20MeV 以上の中性子に対する感度が低下することを補償す

るために高エネルギー中性子にたいする非弾性散乱断面積の大きい鉛を減速材と

して用いている。400MeV/n 炭素イオンによる中性子のコンクリ-ト遮蔽体 1.5m

後の測定の結果、0 度方向では従来型に対する線量の比は 1.5 となり、90 度方向

ではほぼ同じであり線質の違いを反映している。 

(5) 実効線量当量の計算法の開発  

性別、年齢別の組織・臓器別名目確率係数を用いて集団検診における過剰がんに

よる死亡数と短縮寿命を計算した。受診者の年齢分布が一般公衆と大きくは異な

らないので、ICRP による年齢別でない係数によるものとの差は小さい。 



[研究発表] 

(1) 隈元、野田: 第 69 回日医放物理学会、名古屋、1995.4.  

(2) 隈元、野田、他:第 70 回日医放物理学会、大鰐、1995.9. 

(3) Kumamoto,Y. and Maruyama, T.: , Health Physics,68,827-831,1995.  

(4) 田中栄一*(特別研究員)、野田、他:第 32 回理工学における同位元素研究発表

会、東京、1995.7. 

４）生体情報イメージングに関する研究 
山本幹男、村山秀雄、野原功全＊、田中栄一＊、福田信男＊、安田仲宏＊＊、平澤雅

彦＊＊＊、河野貴美子＊＊＊、町好雄＊＊＊、外山比南子＊＊＊、篠原広之＊＊＊、 

天羽優子＊＊＊、西川慶一＊＊＊＊、木村裕一＊＊＊＊、長谷川智之＊＊＊＊ （＊特

別研究員、＊＊客員研究官、＊＊＊客員協力研究員、＊＊＊＊研究生） 

(1) 放射線の放射型イメージングに関する基礎的研究  

従来、PET 画像のノイズ特性を分析する場合は一様分布する円形ファントムでの

み行われてきた。しかるに、実際の PET 画像においては線源分布の大きさが吸収

体の大きさより小さい場合が一般的であり、そのような局所的線源分布が画像上

の他の場所に与えるノイズの影響を知ることが重要となる。さらに、FDG の脳内

集積分布が脳周辺の灰白質に顕著なことから、円環状に線源分布する場合につい

てその画像のノイズ特性の分析を行った。その結果、コールド領域を中央にもつ

線源分布では、吸収の無い場合に中央のノイズが線源領域に比べて小さくなる傾

向があるが、吸収のある場合は吸収体全域でノイズが一様となる傾向にあること

が判明した 1-4。 

(2) 3次元 CT像からの肺がんの自動抽出法に関する研究  

本研究は、3 次元 CT が開発されつつある状況に鑑み、一度に非常に多数のスラ

イスが撮像され、医師が肺がんを読影する困難を補助するスクリーニングを目的

としている。ヘリカル X 線 CT により撮像し、1mm スライス間隔に再構成した

多数のスライス像から、肺がん候補を自動抽出するアルゴリズムを開発した。本

アルゴリズムは、がん候補領域内の濃度ヒストグラム分布の形とスライス相互を

含む 3 次元連結性を用いた。本アルゴリズムを各 1 個の腫瘍を含む 4 患者、全

47 スライスの実画像で試した結果、全ての腫瘍をマークし、拾い過ぎは 1 個のみ

であった 5-7。 



(3) 生体多様同時計測法に関する基礎的調査研究  

生体放射に関しては、人体から放射されている各種放射(生物フォトン、遠赤外

線、オゾン、コロナ放電、など)の測定に関する前年度までの調査を基に研究を開

始した。実験では、気功との関連で注目すべきデータが得られた。また、感覚外

認知に関する聴性誘発電位実験装置を開発して 100 試行の実験を行い、感覚外認

知の存在を示唆する誘発脳波潜時の統計的に有意なずれを得た。これらのシーズ

は、「多様同時計測による生体機能解析法の研究」として平成 7 年度から 5 年間

の官民特定共同研究として発展中である 8-15。 

(4) 原子間力顕微鏡を用いる粒子線イメージングに関する基礎的研究  

本研究では、重粒子線によるがん治療を効果的に推進するために、前年度までに

原理開発を行った、重粒子線の作用を、原子間力顕微鏡により、光学顕微鏡以下

のナノスペースで微細にイメージングし解析する新しい方法に関し、定量的研究

を開始した。原子間力顕微鏡で重粒子線を照射した熱硬化プラスチック CR-39 を

数分間化学エッチングし観察することにより、今まで方法がなかった、治療状態

での 106 粒子/cm2 以上の高密度照射に対しても、線束、微細線量分布、LET 分

布を観察・解析できる可能性がある。本研究の成果は、重粒子線プロジェクト

「重粒子線効果の微細イメージング解析」としても発展中である。また、長時間

宇宙空間に打ち上げられ宇宙線により高密度照射された検出器の、今まで不可能

であった解析にも道を開くものである 16-31。 
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Imag. Tech.,13, 553-554, 1995.(*Toho Univ.,**Natl.Cancer Center East 
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(9) 山本, 平沢* : 人体科学会第 5 回大会抄録集,74-75, 1995.(*変位指数研究所) 

(10) 平澤, 山本, 河野*, 古川 : 日本超心理学会第 28 回年次大会発表論文集,23-24, 

1995.(*日医大)  

(11) Hirasawa, M., Yamamoto, M. : J. Int. Soc.Life Info. Sci., 14, 32-37, 1996.  

(12) Hirasawa, M., Yamamoto, M., Kawano,K.*,Furukawa, A. : J. Int. Soc. Life 

Info. Sci., 14, 43-48, 1996.(*NipponMed. Sch.)  

(13) Yamamoto, M., Hirasawa, M., Kawano, K.*, Yasuda, N.,Furukawa, A. : J. 
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(15) 山本, 平澤, 河野*, 安田, 古川 :第 43 回応用物理学関係連合講演会講演予稿集, 

No.1, 374, 1996.(*日医大) 

(16) 山本 : 電気学会研究会, NE-95-10, 29-34, 1995.  

(17) 山本, 金井, 石榑,古川, 早田, 長坂*, 小倉** : 放射線, 21(4) , 89-101, 

1995.(*東邦大,**日大) 

(18) 山本, 金井, 石榑,土居, 早田, 古川, 古角, 西川, 蔵野 : 放射線医学物理,15(2) , 

166, 1995.  

(19) Yamamoto, M.,Kanai, T., Ishigure, N., Doi, M.,Hayata, I., Furukawa, A., 

Kokado, T., Nishikawa, M.,Kurano, M., Nagasaka,H. *, Shibuya, H. *, 

Ogura, K. ** : Med. Imag. Tech.,13, 597-598, 1995.(* Toho Univ.,**Nihon 

Univ.)  

(20) 山本, 金井, 石榑, 古川, 古角,西川, 蔵野, 長坂*, 渋谷*, 小倉** : 日本医学物

理学会(JAMP '95)第 12 回研究発表会抄録集,99-100, 1995.(*東邦大,**日大)  



(21) 山本, 石榑, 古川, 金井, 長坂*,小倉** : 第 56 回応用物理学会学術講演会講演予

稿集, 13, 1995.(*東邦大,**日大) 

(22) 貝塚*, 高橋*, 井口*,榑, 貝塚**, 古川, 金井, 小倉*** : 第 13 回固体飛跡検出

器研究会,東京, 1996.3. (*東邦大,**東大,***日大)  

(23) 山本, 安田*, 石榑, 金井, 古川, 平澤, 蔵野,古角, 西川, 長坂*, 小倉** : 研究

会「放射線検出器とその応用」要旨論文集,9-10, 1996.(*東邦大,**日大)  

(24) 安田, 長坂*, 山本, 石榑, 宮原,古川, 金井, 小倉** : 第 43 回応用物理学関係連

合講演会講演予稿集, No.1,9, 1996.(*東邦大,**日大)  

(25) 山本, 金井, 石榑, 安田, 長坂*, 貝塚**,古川, 平澤, 小倉*** : 第 43 回応用物

理学関係連合講演会講演予稿集, No.1,9, 1996.(*東邦大,**東大,***日大) 

(26) 山本, 蔵野, 古角, 古川,安田, 長坂*, 平澤, 西川, 石榑, 金井, 小倉** : 第 43

回応用物理学関係連合講演会講演予稿集,No.1, 9, 1996.(*東邦大,**日大)  

(27) 貝塚*, 高橋*, 井口*, 中沢*,山本 : 日本原子力学会 1996 年春の年会予稿集, 

332, 1996.(*東大)  

(28) 山本, 石榑, 古川, 金井, 小倉* : 第 12 回固体飛跡検出器研究会, 東京, 

1995.4.(*日大)  

(29) 山本, 金井, 石榑, 安田, 長坂*, 貝塚**, 蔵野, 古川, 平澤,中村, 小倉*** : 第

13 回固体飛跡検出器研究会, 東京, 1996.3.  (*東邦大,**東大,***日大) 

(30) 安田, 長坂*, 山本, 石貝塚*, 高橋*,井口*, 中沢*, 山本 : 第 13 回固体飛跡検

出器研究会, 東京, 1996.3.(*東大)中沢*, 山本 : 日本原子力学会 1995 年秋の

大会予稿集,C13, 1995. (*東大)  

(31) 貝塚＊, 高橋＊, 井口＊, 中沢＊, 山本 : 第 13 回固体飛跡検出器研究会, 東京, 

1996.3.（＊東大） 

５）放射線の吸収線量及び線質に関する研究 

平岡 武、福村明史、小俣 要、竹下美津恵、 川島勝弘＊、佐方周防＊＊、谷 英林

＊＊（＊特別研究員、＊＊研究生） 

(1) 電離箱による測定精度向上に関する研究 放射線の線量を測定するために用いられ

る検出器には多種あるが、小照射野での測定に於ても絶対線量測定の面からは電

離箱が最も有利である。ここでは 7 種類の電離箱[ タイプと公称電離体積は

PTW23323(0.1ml),Shonka ,Miniature(0.05ml),Markus(0.05ml),A1(0.05ml)



,Medic(0.01ml),FujitecMicro(0.009ml),A14(0.003ml)] を用い、このうちの 2

種類は A-150 と C-552 の壁材のものを用い、全部で 9 本の小型電離箱の飽和特

性と極性効果について検討した。測定に用いた線源は 10MV-x 線で、極性効果に

ついてはコバルト 60 ガンマ線に対しても測定した。また、極性効果がコンプト

ン散乱によるものかどうかを検証するため、70MeV 陽子線による測定も行った。

極性効果は電離箱によってはかなり大きいものがあり、注意が必要である。イオ

ン再結合損出については Boag の理論による式が、X 線にも陽子線にも適用でき

る。しかし、等価ギャップ間隔の算出に於て、理論的取り扱いが小型電離箱では

極めて難しいことが判明した。 

(2) 陽子線吸収線量の国際相互比較 日本(放医研)、スイス(PSI)、フランス(CPO)、

ロシア(JINR)および南アフリカ(NAC)の五カ国の間で治療用陽子線吸収線量の国

際相互比較を実施した。各研究所の組織等価壁型空気電離箱線量計は、まずコバ

ルト 60 の γ 線標準場で校正された。次に NAC の陽子線治療室内に設置された水

槽の中に各研究所の電離箱を挿入し、一定量の陽子線を順次照射した。この時得

られた収集電荷と、先に求めたコバルト校正定数とから、水中に於ける陽子線の

吸収線量が評価された。測定は、水中飛程 24cm の単色ビームに対し水中深さ

5cm の点、同じ飛程で幅 10cm の拡大ブラッグピークを形成するビームに対し深

さ 19cm の点、そして飛程が 12cm で幅 6cm の拡大ブラッグピークを形成する

ビームに対し深さ 9cm の点の、三点で行われた。吸収線量の評価は、ヨーロッパ

で標準的に用いられているプロトコルに基づいて算定された。得られた結果は、

ロシアの一例を除いて、いずれの場合もプラスマイナス 1%程度の範囲内で良く

一致した。また放医研の電離箱に対するコバルト校正定数についても、予め放医

研で求めた値と NAC で得られた値の差はわずか 0.36%しかなかった。これによ

り陽子線の吸収線量及びコバルト 60γ 線の照射線量に対する国際的な標準化の現

状が確認できた。 

(3) カロリメトリ 電離箱形線量計を用いた線量評価法に必要な物理パラメータとし

て、衝突阻止能および w 値がある。これらが未だ精度良く知られていない放射線

については、カロリメトリとの比較により決定しなければならない。今年度は、

グラファイトを吸収体とする固体素子を用いた熱量計により陽子線の吸収線量の

測定を試みた。測定には、放医研サイクロトロンで発生するビームエネルギー



70MeV のプロトンビームを用いた。測定は Mono エネルギーの表面近傍で行な

い、同じ条件で 3 回の測定を行った。熱量計素子に対する線量率は 1 分あたり約

11Gy で照射した。それぞれ 9 回から 14 回の照射を行なったところ、再現性は

0.7%以内であった。 

[研究発表] 

(1) 平岡:第 51 回日本放射線技術学会学術大会、名古屋、1995.4.14 

(2) 谷*、平岡、関口*、大島*:第 69 回日医放物理学会大会、名古屋、1995.4(*旭化
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(3) 小俣、平岡、福村、竹下、佐方*:第 69 回日医放物理学会大会、名古屋、
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(4) Hiraoka, T., Omata, K., Fukumura, Takeshita, M.:37thAnn. Meetingof 
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(6) 平岡、小俣、福村、入船*、大谷*:第 70 回日医放物理学会大会、弘前、

1995.9(*都立医療短大) 
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前、1995.9(*都立医療短大、**中央医技専) 

(8) 大谷*、入船*、平岡、津田**、斉藤*、副士*、福田*、乳井*:第 70 回日医放物

理学会大会、弘前、1995.9(*都立医療短大、**東海大医放) 

(9) 平岡:第 8 回日本放射線腫瘍学会学術大会、東京、1995。11  

(10) 平岡、谷:放射線科学、Vol.38, No. 6、197ー200、1995  

(11) Hiraoka, T., Omata, K.,Fukumura,Takeshita, M.:Medical Physics, 22, 1541, 
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(12) 平岡、小俣、福村、入船、大谷:日本放射線技術学会雑誌、第 51 巻、12 号、

1764ー1769、1995 

Ⅱ．Ⅴ．２．障害基盤研究部 
１）概況 

 本研究部は本年度新設された研究部であり、3 研究室より構成されている。第 1 研究

室は、放射線による人体の障害に関する調査研究、第 2 研究室は放射線による人体の

障害の防御機構に関する調査研究、第 3 研究室は放射線による人体の障害の予防およ



び早期発見ならびに放射線の線量推定に関する調査研究を行うことを目的として設立

された。研究員数は 5 月から大山と、9 月から英国留学中だった福津が加わり総勢 12

名となった。本年度は設立初年度であるため後述の実験研究を行う傍らで研究室の改

造整備と海外の研究状況の調査を活発に実施した。小島は日伊ワークショップ(ロー

マ、12.10～16)に出席し、イタリア研究者と放射線生物学に関する研究情報の交換を

行った。笠井は米国サンノゼ(放射線科学会)とロスアラモス国立研究所(3.31～4.14)

に出張し、研究発表と共同研究打ち合わせを行った。また、第 5 回医学生物重粒子ワ

ークショップ(独国ダムスタット)と第 10 回国際放射線会議(独国ビュルツブル

グ)(8.22～9.3)に出席し、研究発表と討論を行った。田中はキーストンシンポジウム

(米国タオス、2.14～2.25)に出席し、研究発表と討論を行った。森は米国ロスアラモ

ス国立研究所とカリフォルニア州バーハム研究所(3.31～4.11)を訪問し、研究情報交

換を行った。南久松は英国 NRPB 研究所(2.16～3.19)へ出張し、共同実験を行った。

古川は米国マウントサイナイ医科大学(ニューヨーク、3.5～3.12)に出張し、研究情

報交換を行った。村上は放射線科学会と米国ロスアラモス研究所(3.31～4.20)に出張

し、研究発表と共同研究打ち合わせを行った。また、第 10 回国際放射線会議(独国ビ

ュルツブルグ、8.26～9.3)に出席し、研究発表と討論を行った。そして、9 月 30 日

からロスアラモス国立研究所に 2 年間の予定で出張し、共同研究を開始した。さら

に、本年度は米国マウントサイナイ医科大学のオスマン教授(7.4～8.4)、英国 MRC

研究所のサッカー博士(11.3～25)、英国 NRPB 研究所のブフラー博士(3.24～30)、

ロスアラモス国立研究所のチェン博士(3.17～31)、中国衛生部工業実験所の涛研究員

(1.22～26)、韓国全南大学のチョイ研究員(12.11～12)、伊国カサチア研究所のパチ

エロッチ博士とマリノ博士(3.24～3.31)が来部して研究交流を行った。また、2 月

25 日からはポーランド核化学技術研究所のクルツェウスキー博士が 1 年間の予定で本

研究部にて共同研究を開始した。(早田 勇) 

2）生体の放射線障害とその防護機構に関する研究 
小島栄一、江口-笠井清美、田中 薫 

 本研究は、放射線によって照射された生体における造血系細胞および培養系細胞の放

射線影響とそれを修飾する各種因子の作用機序、ならびに細胞周期、再増殖などの機

構について検討し、放射線障害とそれに対する防護の機構を解明することを目的とす

る。造血系における放射線障害からの回復や防護に関しては未分化造血幹細胞が重要



な役割を果たしている。引き続き、5-フルオロウラシル(5-FU)処理マウスにおける造

血幹細胞(CFU-S)に対するサイトカイン IL-3 の効果を調べた。5-FU をマウスに投与

した後、3 日目に IL-3 を投与した結果、対照群と比べて、骨髄由来の CFU-S はその

後 2-7 日間に顕著な増加を示した。一方、脾臓由来の CFU-S では、IL-3 による効果

が認められなかった。また、CFU-GM、 CFU-Meg などについても検討したが、その

効果は各系列前駆細胞によって異なった。マウス顆粒球・マクロファージ系前駆細胞

(CFU-GM)に対する in vitro 等線量二分割照射の効果について、巨核球系前駆細胞

(CFU-Meg)で得られた結果と比較検討した。骨髄由来の CFU-GM の線量一生存率曲

線は、ほとんど肩のない直線性を示し、CFU-Meg のそれと同じ傾向を示した。脾臓

由来の場合もほぼ同様であった。しかし、CFU-Meg においては分割照射の時間間隔

を変えても回復が見られなかったのに対して、CFU-GM の場合は、骨髄では 1 時間と

3 時間の間隔で分割照射を行った時、また、脾臓では照射間隔が 3 時間の時に回復

効果が認められた。放射線照射による細胞周期制御機構への障害を調べるために、X

線または炭素線照射後の細胞動態をフローサイトメーターを用いて解析した。チャイ

ニーズハムスター由来培養細胞 V79 では、2Gy の 炭素線(HIMAC、290MeV/u、細

胞中での LET=約 75keV/μm)を照射したところ、G2/M 期での集積効果は X 線より

も高かった。一方、DNA 二重鎖切断修復欠損細胞では、X 線、炭素線ともに G2/M 期

での停止時間が長かった。これらの結果と重粒子線誘発 DNA 二重鎖切断が修復され

にくいというこれまでの研究結果とを総合すると、G2 期停止の長さには、修復されず

に残る DNA 二重鎖切断の量が関係すると考えられた。重粒子線による造血組織への

影響に関しては、炭素線(290MeV/u、 LET=50keV/μm)のマウス CFU-S に対する効

果を調べた。骨髄由来の CFU-S の不活化効果に関する RBE(vs.X 線)は 1.2 を示し、

脾臓由来の CFU-S では炭素線の効果は高線量域において現われた。 

[研究発表] 

(1) 坪井, 小島, 田中, 金井:日本医放会誌, 55, 247-252, 1995.  

(2) Eguchi-Kasai,K. et al. :Adv. Space Res., 18, 109-118, 1996.  
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(4) 小島, 田中,古沢:日本放射線影響学会第 38 回大会, 千葉,1995. 11.  

(5) 田中, 小島, 坪井,E.マハイ:日本放射線影響学会第 38 回大会, 千葉, 1995.11. 



(6) Eguchi-Kasai,K.et al. : 5th Workshop on Heavy Charged Particles in Biol. 

and Med.,Darmstadt,1995.8.  

(7) Eguchi-Kasai,K.and Cox, A.B.: 10th Int. Congr. Radiat.Res.,Wuerzburg, 

1995.8.  

(8) Kojima,E.: 2nd Italy-Japan Workshop (RadiationEffects andBiomedical 

Applications), Rome, 1995.12.  

(9) Tanaka, K. andKojima, E. : KeystoneSymposia (Molecular Regulation of 

Platelet Production),Taos, 1996.2. 

3）放射線障害の防御に関する細胞学的および分子生物学的研究 
大山ハルミ、五日市ひろみ、福津久美子、村上正弘、森雅彦、 田沼靖一(東京理科

大、外来研究員) 

 放射線により生じた DNA 損傷等は、一部修復され、あるいは細胞死や組織の障害を

もたらす。従来、放射線による損傷とその修復機構の解明のため、修復遺伝子変異株

を用いて解析を進めてきた。本年度はさらに、放射線障害の防御機構として働くと考

えられている細胞死-アポトーシスについての研究も行った。放射線感受性および

DNA 修復機構解明のため、マウス細胞由来の放射線感受性細胞を用いて相補群の検定

を行い、一部については相補群を明らかにした。さらに、英、MRC との共同研究で新

たな放射線感受性株の樹立を行い、相補群検定を進めている。また、DNA 二重鎖切断

修復に関与する遺伝子のクローニングの準備を進めると共に、修復遺伝子変異株につ

いて細胞遺伝学的および分子生物学的に解析を行った。放射線高感受性と DNA 修復

欠損の関連を明らかにするため、マウス LAT 細胞株から樹立された放射線高感受性、

DNA 修復欠損株 SL3-147 に対する活性酸素の関与に関して検討した。その結果、

SL3-147 は過酸化水素およびパラコート処理に対し LAT より高感受性であるが、メ

ナジオンに対しては逆に低感受性であることがわかった。また、パルスフイールドゲ

ル電気泳動による DNA 切断検出で、過酸化水素およびメナジオン処理により両細胞

ともに DNA 切断が検出されたが、パラコート処理では SL3-147 のみに検出された。

この機構に関して、引き続き検討中である。アポトーシスに関して以下のような研究

を行った。  

これまで研究を進めてきた胸腺細胞の放射線誘発アポトーシスに対するタンパク質分

解の関与を、タンパク質分解酵素阻害剤を用いて検討した。その結果、セリンプロテ



アーゼ阻害剤である TLCK は、DNA 断片化、クロマチン凝縮、細胞サイズ縮小などの

アポトーシス変化を同程度に抑制するのに対し、同じくセリンプロテアーゼ阻害剤で

ある PefablocSC ではクロマチン凝縮の抑制する濃度で、DNA 断片化抑制が低いこと

がわかった。この結果から、アポトーシスの発現に複数のセリンプロテアーゼが関与

していることが示唆された。 

放射線は典型的な酸化ストレスであり、活性酸素生成は細胞障害の要因と考えられて

いる。上記、放射線照射後の胸腺細胞の系での過酸化物を、DCFHDA 蛍光試薬を用い

てフローサイトメトリーにより測定、アポトーシスとの関連を調べた。その結果、過

酸化物濃度は照射直後は低く、アポトーシス細胞で特異的に上昇することが明らかに

なった。同様な過酸化物増加は、グルココルチコイド誘発アポトーシスでも認めら

れ、したがって、過酸化物の生成は放射線そのものによるものではなく、アポトーシ

スの過程で特異的に産生されたものであると考えられた。 

放医研で樹立されたリンパ腫細胞 3SB は、きわめて放射線高感受性にアポトーシスを

起こす。この細胞を用いて、X 線と紫外線照射によるアポトーシスの細胞周期依存性

についての解析を行った。非同調細胞を用いた解析で、両者に著明な違いが認められ

たため、M 期同調剤であるノコダゾールによる同調後、さらに G1、S 期に進めた細胞

について調べた。その結果、X 線ではとくに G1 期細胞が感受性であり、一方、紫外

線では S 期細胞がとくに高感受性にアポトーシスを起こすことがわかった。DNA 損傷

要因たる X 線と紫外線によるアポトーシス誘発の細胞周期が異なる分子機構につい

て、現在検討中である。 

マウス白血病細胞 L5178Y は照射後増殖死型のアポトーシスを起こすことが報告され

ている。そこで、その感受性株 L5178Y-S の放射線誘発アポトーシスについて調べ

た。その結果、L5178Y-S 細胞は、照射後 G2/M ブロックを長時間にわたり生じ、遅

延間期死型のアポトーシスを起こすことが明らかになった。 
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4）放射線の人体への障害の予測に関する細胞遺伝学的研究 
早田勇、南久松真子、古川章、小高武子 

放射線の人体への障害の予測に関する細胞遺伝学的研究を行い、放射線による人体へ

の障害の予防および早期発見と被曝線量推定に関する新知見を得ることが本研究の目

的である。本年度はビキニ、トロトラスト被災者の血液細胞の染色体異常の追跡研



究、放医研で放射線治療を行ったがん患者のリンパ球の染色体解析、中国衛生部工業

衛生実験所と共同で中国広東省の高自然放射線地域住民のリンパ球の染色体解析、白

血病の細胞遺伝学的解析、染色体解析の精度の向上および自動化のための研究を行っ

た。 

Ⅱ．Ⅴ．３．生物影響研究部 
1）概 況 
本研究部は、機構改革の結果、生物研究部と生理病理研究部の構成員が中心となっ

て、本年 4 月 1 日より新研究部として発足した。生命現象と放射線の関わり合いを、

究極的には分子の相互作用として理解できることを目指し、特に、放射線に対する生

物の応答現象の機構を解明することと、放射線による主たる晩発影響である放射線誘

発がんの発生機構と修飾要因を解析することを目的として研究を行っている。 

第 1研究室 

放射線ストレス防御反応、細胞情報伝達、細胞周期制御等の放射線応答機構を、生体

膜の構造と機能、誘導タンパク質、および遺伝子の発現調節から解析し、放射線障害

と防御の機構解明に資することを目指している。本年度は細胞情報伝達系の主要酵素

の PKC が放射線照射により細胞質から膜画分へ移行することで活性化される事実と、

膜脂質過酸化を阻害すると並行して PKC 活性化も阻害されることを明らかにした。ま

た、ストレスによるゲノム変異を解析する目的で蚕のレトロポゾンに着目し、新たに

逆転写酵素の全配列を含む活性型の新規主要レトロポゾンを見出した。この転写活性

上昇には遺伝子と核マトリックスとの相互作用が重要であることが判った。 

第 2研究室 

放射線応答の一つである体細胞突然変異生成における DNA 複製、修復、組換え、お

よび転写の役割を明らかにし、これらに関与する新規機能タンパク質の同定を目指し

ている。ヒトリンパ芽球様細胞 WIL2 の粗抽出液から DNA 構造特異的結合活性を持

つ分子量 8 万のタンパク質を同定した。染色体外相同的 DNA 組換えおよび V(D)J 組

換え能を欠き、X 線誘発 DNA 二本鎖切断再結合能も低下している syngeneic の放射

線感受性亜株 TK6 細胞にはこのタンパク質が欠如していることが判明した。 

第 3研究室 



脳・神経系の組織発生および形態形成と皮膚組織系の分化に及ぼす放射線影響の機構

を細胞と組織環境の相互作用に着目して解析する。これまでにメダカの近交系を確立

し、個体レベルのモデル実験系として放射線生物影響の解析に供してきた。新たに近

交系メダカの雄配偶子に X 線照射又は ENU 処理を行って奇形を伴う新生突然変異 5

種を得た。このうちの 2 つについて奇形の形態形成過程を解析できた。また成熟マウ

スの皮膚よりメラノサイトを無血清で純粋培養する技法を確立した。これを用いて、

紫外線(UVB)がメラノサイトの分化と増殖に影響を及ぼし、皮膚色(黒化)に関与する

可能性を明らかにした。 

第 4研究室 

マウス免疫系細胞の放射線感受性と増殖に関与する遺伝子の単離と遺伝子機能の解明

を目指し、また緊急放射線被曝時の造血臓器移植と骨髄移植による白血病治療の放射

線生物学、免疫学的基盤の確立を目的としている。本年度は正常細胞では S 期に限っ

て発現し、胸線リンパ腫細胞では全周期にわたって発現する未知の核タンパク質に特

異的に反応するモノクローナル抗体 Thー10a を作成し、これを用いて cDNA クロー

ニングに成功した。ホモロジー検索からは新規遺伝子と考えられ、この新規タンパク

質を np95 と命名した。 

第 5研究室 

腫瘍性および前腫瘍性幹細胞の特徴を明らかにし、異なる線量、線量率、線質の放射

線が及ぼす影響を解析する。本年度は中性子線照射によるマウス肝腫瘍の多発と多重

がんの発生、老化マウス造血幹細胞回転の緩徐化、軟骨組織の再構築における補体第

1 成分の関与を明らかにした。 

第 6研究室 

射線生涯リスクを発現の時間的パターンを含めて解析し、低線領域の線量と線量時間

分布の影響、リスク感受性の被爆時年齢依存性、性差、系統差を検討する。本年度は

固形腫瘍誘発効果の解析方法を検討し、腫瘍発生に関して死因競合による影響を受け

ない累積相対リスクを用いて、線量効果曲線が上に凸であることを明らかにした。 

第 7研究室 

放射線や化学物質への被曝による白血病と種々固形腫瘍の発生機構を病理組織学、細

胞学、分子生物学の手法により解析する。本年は放射線照射による胸腺リンパ腫誘発

に抵抗性の STS マウスにおいて、400ppm エチルニトロソ尿素含有飲料水の 4 週間



以上連続投与で 90%以上に胸腺リンパ腫誘発を認めたが、3 日間、1 週間では発生し

ないことを明らかにした。なお、各研究室においては、上記の経常研究のほか特別研

究、指定研究、安全解析研究、原子力基盤技術総合的研究、科学技術振興調整費によ

る総合研究、および重点基礎研究を行った。 

Ⅱ．Ⅴ．４． 内部被ばく研究部 
１）概況 
本研究部は、内部被曝の人体に対する健康影響を動物実験などにより明らかにするこ

とを目的とし、内部被曝としての特徴が最も顕著であり原子力利用にかかわる保健物

理学上重要なプルトニウムの吸入毒性とその防護を中心課題に据え、エアロゾル発生

から生物影響まで広範にわたる領域を取り扱ってきた。特別研究にも参画している

が、経常研究では内部被ばくの基礎的あるいは基盤的課題を中心に研究を進めた。 

第一研究室は放射性核種の代謝に着目し、in vitro 実験系での粒子状物質の溶解生研

究とそれを用いた高分子キレート剤研究、イメージングプレートを用いた研究や遺伝

子改変動物を活用した最新の内部被ばく研究を行った。第二研究室では影響評価にお

ける線量に着目し、固体飛跡検出器の基礎特性の研究を進め、また ICRP 新呼吸気道

モデルによる内部被ばく線量評価コードを作成し、これを用いて種々のパラメータに

よる線量の変動特性を明らかにした。第三研究室では生物効果とその修飾因子に着目

し、組織マクロファージの放射線感受性、サイトカインよび活性酸素産生機構等にお

ける不均一性について知見を得るとともに、骨代謝に及ぼす放射線、栄養、運動、動

力等の影響の研究を行った。また第四研究室では防護技術に関する研究として、蒸発

凝縮法を用いた超微細エアロゾル粒子発生計測技術の研究、エアロゾルの filtration に

関する研究などを基礎に空気汚染評価の精度向上を図った。また、動物実験に伴う空

気汚染の研究を進めた。 

本年度は組織上の変動はなかった。10 月には山田裕主任研究官が米国ロスアラモス研

究所での 1 年間の留学を終え帰国した。一時帰国はあったが原子力留学の期間も含め

ると 2 年間の留学で今後の活躍を期待したい。研究推進の大きな戦力となった科学技

術特別研究員の越本氏は 10 月に任期を終えた。外国出張として、稲葉が 4 月と 9 月

に ICRP 関連の会合に出席し、8 月には稲葉、石榑、小木曽、山田、小泉が第 10 回

ICRP に、12 月に稲葉、小木曽がローマで開催された日伊研究交流ワークショップ



に、また小木曽、山田は 10 月にラドン関連の研究実態調査のためヨーロッパ 6 ヶ国

の関連施設見学と情報交換を行った。(稲葉次郎) 

２）放射性物質の生体内代謝とその修飾要因に関する研究 
高橋千太郎、佐藤宏、久保田善久 

本研究の目的は、内部被曝の影響評価に関する基礎的な知見を得る目的で、放射性元

素の生体内での挙動、組織・臓器沈着量、組織特異的沈着機構ならびにその修飾要因

を定量的に明らかにすることである。本年度は、特に、従来の実験系に加え、バイオ

イメージングアナライザを用いた新しいトレーサ実験法や invitro 実験法、遺伝子改

変動物などを活用して、放射性元素の生体内での挙動・代謝とその修飾要因を解明す

ることを目的として研究を進め以下の成果を得た。 

吸入された放射性粒子の呼吸気道における動態に粒子の溶解性が大きく関与している

ことから、試験管内で粒子の溶解性を評価する invitro 実験系を開発してきた。本年

度は、重金属を多く含み溶解特性の複雑な石炭フライアッシュ粒子、化学性状がよく

分かっている酸化ニッケル粒子などを試験粒子として使用し、生体内での溶解性と

invitro での溶解性の比較を行った。 

実際の環境中における放射性粒子および浮遊粒子状物質の物理化学的特性を明らかに

するため、都内の地下街等におけるラドン濃度や SPM 濃度の測定を行った。 

239Pu をマウスに静注し肝臓におけるの臓器内不均等分布をバイオイメージングアナ

ライザを用いて明らかにするとともに、細胞分画法によって細胞内での分布について

検討し、臓器内の分布パターンには大きな変化が認められないが、経時的に細胞内で

の分布が変化することを見いだした。 

[研究発表] 

(1) 古谷*、山田*、大石*、高橋 : エアロゾル研究討論会、1995. 8. 東京.(*東京理

科大学理学部) 

(2) 高橋、山田、久保田、越本、佐藤 : (社)環境科学会 1995 年会、1995. 10.東京. 

(3) 久保田、高橋、越本、佐藤、権籐*、勝木* : (社)環境科学会 1995 年会、

1995.10. 東京.(*九大医、生体防御研) 

(4) 高橋、鈴木、久保田、佐藤 : 第 1 回日本エアロゾル医学会講演会、1995. 9.東
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(5) 高橋、後藤*、仲本*、江坂*、古谷* : 室内環境研究会平成 7 年度総会・第 1 回

研究発表会、1995.9. 東京.(*東京理科大学理学部) 

(6) 畑下*、石丸*、上野*、田島**、佐藤、高橋:第 54 回日本脳神経外科学会総会、

1995.10.名古屋. (*順天堂大学浦安病院脳神経外科、**順天堂大学伊豆長岡病院
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３）内部被曝の影響評価における線量の研究 
石榑信人、仲野高志、榎本宏子 

(A)ICRP新呼吸気道モデルの解析 

本研究では、現実に内部被ばく管理の対象となっている放射性核種の中で最も厳重な

管理が要求される 239Pu について、被検者の体格、身体運動レベル、呼吸習慣の差異

により内部被ばく線量がどの程度変動するかを、ICRP の新しい呼吸気道モデルを用い

て計算した。本研究の結果は以下のようにまとめることができる。 

体格の差に関し、各組織の重量が体重に比例すると仮定した場合には、実効線量は体

重の比を超えることはなく、体格差による最大の変動幅として、体重の逆比を想定す

れば十分である。 

身体運動レベルが高くなるにつれて単位放射能摂取当たりの実効線量は低くなる。従

って、身体運動レベルによる単位時間当たりの線量の最大の変動幅として、呼吸率の

比を想定すれば十分である。 

呼吸習慣に関し、口呼吸の線量がかなり高くなるという点に注意をはらう必要があ

る。 

(B)成長する人体の内部被ばく線量評価法の検討 

内部被ばく線量の年齢依存性を計算する上で、放射性核種の体内挙動の時間変化を正

しく追うことは重要である。本年度は、ICRP のモデルとパラメータを利用し、プルト

ニウム、アメリシウムおよびストロンチウムの体内挙動の時間変化を摂取年齢別に検

討した。計算の結果、年齢依存性が最も顕著に現われたのは骨中濃度であった。以

下、骨に対する計算結果に注目する。 

これらのどの元素においても、若年齢摂取ほど骨中濃度は速く減衰し、15 歳摂取で最

も遅くなり、成人摂取ではこれよりわずかに速い減衰を示した。 



アメリシウムとプルトニウムは骨のモデルとパラメータが同じであるにもかかわら

ず、異なる年齢依存性を示した。骨以外の臓器のパラメータが影響しているものと思

われる。 

[研究発表] 
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４）内部被曝による生物効果とその修飾因子に関する基礎的研究 

小木曽洋一、福田 俊、山田 裕、飯田治三 

アルファ放射体による内部被曝の生物効果発現を修飾する生物学的要因を標的組織あ

るいは細胞ごとに明らかにする目的で、これまでに(1)増殖因子誘導骨髄性、組織常在

性および炎症滲出性マクロファージによるサイトカイン、酸化窒素等産生能の不均一

性、(2)放射線(X 線あるいは重粒子線)照射ラットの骨代謝におけるカルシウム調節因

子、年齢、性、種あるいは系統、栄養、運動、重量負荷等の諸要因による修飾効果並

びに骨粗鬆症の食塩、遺伝的素因、カルシウム剤、VitaminA の修飾効果、(3)ビーグ

ル犬等の成長に伴う骨形成過程と腫瘍等偶発病変の加齢性変化、および(4)アルファ線

誘発 HPRT 遺伝子突然変異率および変異部位の特性について、それぞれ明らかにして

きた。引き続き、内部被曝に特異的な障害発現におけるそれぞれの修飾要因の役割に

ついての実験的検討を、動物あるいは細胞を用いてすすめているところである。 

[研究発表] 
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(4) 福田, 飯田 : 第 12 回宇宙利用シンポジウム報文集, 103-106, 1995. 

(5) 福田, 飯田, 土倉, 奈良, 家森 : 第 31 回高血圧症ラット学会, 横浜, 1995.9. 

(6) Fukuda, Iida, Koizumi : Proceedings of 10th International Congressof 

RadiationResearch, 345, 1995. 



(7) Fukuda, Iida : XXV Congress of the World Veterinary Association, 

Yokohama,1995.9. 

(8) Fukuda, Tsuchikura, Iida, Ikeda, Nara and Yamori : 

Clin.Exp.Parmacol.Physiol.Suppl.S240-241, 1995. 

(9) 飯田, 福田 : 第 42 回日本実験動物学会, 横浜, 1995. 6. 

(10) 飯田､福田 : 第 38 回日本放射線影響学会, 千葉, 1995. 11. 

(11) Yamada, Y., Park, M. S., Okinaka, R. T., and Chen, D. J. : Radiat.Res.,145, 

481-490,1996. 

５）吸入による内部被曝の防護技術に関する基礎的研究 
小泉 彰、山田 裕司、宮本 勝宏 

本研究はアルファ核種による内部被曝の種々の評価方法に対し、その精度、感度の向

上、評価の迅速化あるいは簡便化に資する基礎データを得ること、および空気中エア

ロ ゾル粒子の様々な存在形態における捕捉、沈着等の挙動を調べ、またエアロゾル粒

子の呼吸気道内沈着の評価法の向 上に有用な知見の集積を目的としている。 

これまでに研究の基盤として、近年肺深部沈着率が注目 されている 0.1μm 以下の粒

子の計測技術を、静電分級法、凝縮核検出法、レーザー式計測法など最新の比較検討

によ って確立した。また、これらを用いてエアロゾルをサンプリングするエアフィル

タの粒子捕集特性に関する基礎データを集積してきた。 

一方、プルトニウム吸入投与実験に付随する安全性確認のための基礎研究を進め、空

気汚染の管理、防止には動物の体表面汚染の低減化を図ることと、汚染のモニタリン

グが重要であることを明らかにしてきた。本年度は、実験動物に投与されたプルトニ

ウムに由来する空気汚染、排泄物、および体表面汚染に対する新たに立案したモニタ

リング方法が、投与動物の飼育装置に移し替 える時期を的確にかつ安全に判断判定で

きることを実務の中で確認した。 

また、これまでのエアフィルタ性能評価技術の応用によ って原子力施設の排気フィル

タ設備の現場における性能評価試験の新しい方法論を提案し、必要な試験粒子発生装

置 の開発、新方式の試験システムの現場試験を実施して、その実用性を確認した。そ

の結果、内部被曝実験棟に設置されているような 2 段の HEPA フィルタの捕集性能が

測定評価できること、プルトニウム使用に対してフィルタ設備 の性能が十分であるこ

とが確認された。 



[研究発表] 

(1) 辺見, 吉田, 横山, 小泉, 福田 : 日本保健物理学会第 30 回研究発表会, 水

戸,1995. 5. 

(2) 山田, 小泉, 稲葉 : 日本保健物理学会第 30 回研究発表会, 水戸, 1995. 5. 

(3) 宮本, 山田, 小泉 : 日本保健物理学会第 30 回研究発表会, 水戸, 1995. 5. 

(4) 山田, 小泉, 宮本, 鈴木 : 日本保健物理学会第 30 回研究発表会, 水戸, 1995.5. 

(5) 山田, 小泉, 稲葉 : 第 12 回エアロゾル科学・技術研究討論会, 八王子, 1995.8. 

(6) 山田, 小泉, 宮本 : 第 12 回エアロゾル科学・技術研究討論会, 八王子, 1995.8. 

(7) 山田 : 空気清浄, 33, 172-177, 1995. 

(8) 宮本, 山田, 小泉 : 保健物理, 31, 33-39, 1996. 

Ⅱ．Ⅴ．５． 環境衛生研究部 
１）概況 

本研究部は、生活環境で生じる電離放射線による被曝線量やその変動要因等を放射線

防護に資する観点から、30 数年間集学的かつ継続的に調査研究を実施してきた。人事

異動が多い年度であり、藤高第一研究室長が第 3 研究グル-プの総括研究官、阿部第四

研究室長が養成訓練部長、柴田主任研究官が放射線科学研究部へ所属が変更になっ

た。10 月に井上第 3 研究室長が国際原子力機関へ環境防護専門官として赴任した。こ

れらの人事異動により 3 研究室の室長は部長兼務となり、再編成への対応も重なり研

究の活性は低下した。平成 8 年 1 月に米原主任研究官を滋賀医科大学から迎えた。  

第 1研究室 

自然環境における電離放射線および関連する放射性核種の調査研究を実施した。7 月

に韓国釜山大学物理学科鄭雲赫教授が環境放射線に関する研究調査に従事した。10 月

に中国核工業総公司ウラン採鉱研究所から Pan Jia Liu 氏を STA フェローとして迎

え、ラドン濃度測定器を共同開発した。商業便の利用で生じる被曝線量の評価には岡

野真治特別研究員の協力を得た。 

第 2研究室 

キチン、キトサン系物質を用いた放射性核種の体内からの除去を、東京農業大学和田

外来研究員を招聘して進めた。石巻専修大学角田研究生および STA フェローとして中

国から迎えた Jia Ming Hong 氏は生理学的側面から、化学的検討については渡利特別



研究員がこれに参加した。PIXE 分析等による生体および環境中の微量元素分析の研究

を岩手医科大学櫻井研究生、東邦大学木村実習生の協力を得た。 

第 3研究室 

14C,3H の個体残留の動物 モデルをヒトに外挿することの検討、マイクロコズムの実

験環境の整備やその手法の予備的検討を行った。東邦大学大学院生の Wang Bing 氏

が武田主任研究官の実験指導を受けた。 

第 4 研 究室は放射化学的手法によるフィ-ルドからの放射能除去ならびにその被曝線

量低減の評価手法を検討した。竹下主任研究官は所の電算機網整備・活用、保守に尽

力した。研究発表等での海外出張や国内の研究集会、特別研究、他の研究機関との共

同研究への参加が活発に行われた。(内山正史) 

２）自然放射線の源、挙動、ならびに線量推定に関する調査研究 

内山正史、古川雅英、松本雅紀、床次眞司、岡野眞治*(*特別研究員) 

国民線量推定に役立てることを目的に、地球から宇宙空間に至る様々な自然環境にお

ける放射線の性質と分布、および変動とその要因について調査研究を行っている。 

これまでに全国調査等で得たバックグランド空間線量放射線レベルのデータを集約す

るとともに地球科学的に解析し、放射線レベルの分布と地質・地質構造との相関を明

らかすることを試みている。この空間線量の変動により公衆の外部被曝線量に地域差

と経年変化のあることを明らかにしてきた。これらの成果を原子力施設モニタリング

の対象データとしても役立てる。さらに測定方法の改善と解析法の開発を行う。  

今年度は、山岳域(富士山、屋久島など)および東京～インド洋間の海面高度において

得た宇宙線データを整理し、特に宇宙線線量率の 3 次元分布について解析した。現

在、これらの結果を基に、高度、気圧、地磁気緯度および地球磁場強度を考慮した宇

宙線線量率算出モデルの作成、ならびに宇宙線中性子成分線量率の地域別評価等を進

めている。 

宇宙線については、航空機搭乗中の宇宙線被曝に関する情報を得るため、航空機に搭

乗する機会を利用し、簡易型計測器を用いた宇宙線線量率の実測を行った。 

地震と断層の発生による自然放射線レベルの変動について兵庫県南部地震によって生

じた地震断層とその周辺(淡路島北淡町)において得た地殻ガンマ線データを解析し、

検討を行った。  



新しいパッシブ型ラドンモニタならびにトロン濃度連続モニタを開発した。また環境

大気中のラドンとその娘核種の挙動(散逸、輸送、沈着など)の計測から呼吸器被曝線

量に対する影響因子の特性を検討するとともに、測定手法ならびに測定器校正法の改

善・改良を進めた。  

外部被曝線量に関して、外部放射線計測値への体内放射性核種の寄与を評価するコン

ピュータシミュレーション手法の開発を進めた。 

[研究発表] 

(1) Furukawa, M.:R/V Hakuho-maru KH93-3 Cruise Report, Ocean 

ResearchInstitute,University of Tokyo, 162-164, 1995.  

(2) Tokonami, S., Kurosawa,R., Iimoto, T. and Doi,M.:J. Nucl. Technol., 32, 

702-712, 1995.  

(3) Fujitaka,K., Furukawa, M., Matsumoto, M.,Tokonami, S., Abe, S. and Kai, 

M.:6thInternational Symposium on the NaturalRadiation Environment, 

Montreal,1995.6.  

(4) Furukawa, M., Radioisotopes, 44, 21-24,1995.  

(5) 黒澤龍平、飯本武志、床次真司:Radioisotopes,44, 225-235, 1995. 

３）環境中の放射性物質の生体内代謝とそれによる被曝評価に関する研究 
西村義一、湯川雅枝、渡辺嘉人、本郷昭三(併任)、渡利一夫*(*特別研究員)、内山正

史 

環境中に放出された放射性物質が飲食物を介して生体に取り込まれたときの挙動や機

構を解明し、これら放射性物質による内部被ばく線量評価および被ばくの低減を目的

とした基礎的研究を行っている。 

ヒトの被ばく線量を高い精度で推定する基礎データを得るため、常食中(青森、秋田、

新潟、福岡、鹿児島、沖縄の各県でぼ蔭膳方式により採取されたもの)の元素の濃度測

定を継続した。京都大学医学部より凍結乾燥した試料の一部(約 400 食分)を入手し、

中性子放射化分析法と PIXE 法により、多元素同時分析を進めた。植物から人体への

移行経路の中で元素の存在形態を明らかにし、消化管吸収との関連で線量に及ぼす影

響を検討するために、米とともに世界的に広範囲に生産されている大豆に着目し、大

豆モヤシ中の微量元素分布の成長に伴う変動を PIXE 法で観察した。元濃度は部位に

よって異なり、Ca、Fe 皮と胚座、K、Cu は子葉と胚軸、Mn、Zn は胚軸で濃度が高



かった。また、根の先端では K、Ca、Mn、Fe、Cu、Zn の濃度が、子葉では K、

Mn、Fe、Cu の濃度が高く、成長にしたがって胚軸や第一葉に移行することなどが明

らかになった。  

これまでに低分子キトサンは放射性ストロンチウムの排泄促進剤、防護剤として有効

であることを動物実験により明らかにした。これを長期連続摂取した場合の生体への

影響を調べるため、血清中の生化学的パラメータや臓器中の微量元素の変動、組織変

化などについての観察を行った。 また、ストロンチウムはカルシウム代謝と密接な関

連を持ったため、これとカルシウム代謝への影響を調べる実験を行った。すなわち、

セルロース及びキトサンを AIN-76 飼料組成に基づいてした完全精製飼料と市販の飼

料(船橋農場 MB-1)に添加し、一定期間飼育した後に 47Ca を投与し、体内残留率の

変化を観察した。市販飼料にキトサンを添加した群では対照群に比べて顕著な体内残

留率の低下が観察されたが、AIN-76 調製飼料摂取群では差が認められず、47Ca 代謝

は飼料中のカゼインなどの共存物質の影響を強く受けていることが推察された。一

方、キトサンは胃腸管内で消化を受け低分子化されるときに種々の機能を発するとい

われている。14C-キトサンを合成し、代謝出納実験を行った結果、キトサンは胃腸管

内で消化を受け体内に吸収されていることが明らかになった。体内被ばく線量計算シ

ステム(IDES)の整備、改良を進めるとともに、当研究所以外で開発された体内被ばく

線量コードを収集し、IDES との比較・検討を行った。 

[研究発表] 

(1) 渡辺、西村、湯川:第 9 回キチン・キトサン・シンポジウム、高松、1995.5. 

(2) 西村、今井、渡利:キチン・キトサン研究、1995  

(3) 湯川、櫻井、渡辺、西村:第 13 回 PIXE シンポジウム、1995.6. 

(4) Uchiyama, M., Ishikawa, T., Matsumoto, M.:9th ICRR, Wurtzburg,1995.7 

４）放射線からの防護と環境保全のための生体構成元素の物質循環に関する基

礎的研究 

武田 洋、宮本霧子、府馬正一、井上義和(IAEA勤務)内山正史 

放射線からの人体の防護と環境保全に資するため、トリチウムや 14C などの生体を構

成する元素の放射性同位体が、植物連鎖を介して環境から生体へ移行し、代謝される

課程の機構を解明するとともに、必要なパラメータを収集する。  



トリチウムに関して環境試料の測定データの速度論的解析や動物実験で得られたデー

タの解析により、移行係数や代謝速度定数などのパラメータを整備し、生体を構成す

る主要元素の一つである水素の環境から生体内への移行と動態をモデル化するための

基礎試料とした。また、自然環境下では困難なパラメータの取得や物質動態のシミュ

レーション実験を可能にするモデル生態系の構築を目指し、情報の収集と実験環境の

整備を行った。 

モデル生態系として、物資移行の環境媒体に重要な水と土壌および生物(微生物、植

物)を含む水田系生態系を対象に、実験室内に設置が可能で、かつ環境条件を変えて繰

り返し実験が可能な実験システムを検討した。この結果、物質動態解析の研究手法と

して土壌-水-植物系からなるライシメータと水-微生物系からなるマイクロコズムの確

立を図った。マイクロコズムについては、研究協力関係にある外部研究期間から導入

し、予備的実験を開始していた。導入したマイクロコズムはこれまで主に生体系の構

造と機能の解析に使用されてきたもので、ミドリムシ植物(ユウグレナ)、原生動物(テ

トラヒメナ)および大腸菌で構成される水界微生物生態系である。このマイクロコズム

は、自然生態系の基本的構成要素である生産者、消費者、分解者の 3 者を包含する

が、きわめてシンプルなモデル生態系であり、本研究の目的である物質動態解析とシ

ミュレーション実験には非常に有効な手法になると期待される。なお、モデル生体系

の構築に関しては、次年度に発足が予定されているグループ研究(比較環境研究)にお

いても、重要な研究手法になることを強く意図して研究を開始した。 

[研究発表] 

(1) Takeda, H.:Fifth topical meeting on Tritium Technology in Fission,Fusion 

andIsotopic Applications, Italy,1995.6.  

(2) Takeda, H.:FusionTech., 28, 964-969, 1995.  

(3) 武田、府馬、岩倉、:第 1 回核融合エネルギー連合講演会、京都、1995.12. 

(4) 武田:科研費総合研究(A)斎藤班「トリチウムの環境内挙動と線量評価」専門研究

会、大阪、1996.2.  

(5) Miyamoto, K., Kimura, K., and Hongo, S.:Fifth topicalmeeting onTritium 

Tecknology infission, Fusion and Isotopic Applications,Italy, 1995.6.  

(6) Miyamoto, K., Kimura, K., andHongo, S.:Fusion Tech.,28, 910-917, 1995.  



(7) 宮本、井上、武田、府馬、本郷、岩倉:第 1 回核融合エネルギー連合講演会、京

都、1995.12.  

(8) Fuma, S. and Inoue, Y.:Appl.Radiat. Isot., 46, 991-997,1995. 

５）放射性物質の挙動と分析測定法の開発に関する基礎的研究 

内山正史、黒龍克巳、米原英典、竹下 洋、今井靖子(併任)、柴田貞夫(併任) 

放射性核種の存在状態と化学的挙動を正確に把握することは環境中の放射性核種を分

析し、その動態を解析する上で必要不可欠である。被ばく線量を評価する上で重要な

核種を対象に、種々の条件下での化合物の構造、水和、吸着、揮発などの現象につい

て元素の周期率に基づいて検討するとともに、新しい分析法の開発をおこなった。 

放射性核種に対するイオン交換能を有する合成繊維は環境中の放射性核種を除去する

汎用性の大きい実用的な材料である。イオン交換基を化学結合させたアクリル繊維に

対する水溶液中のセシウムなどの放射性核種の吸着条件を検討した。  

さらにイオン交換基周辺に導入したさまざまな有機分子の物性を利用してオイン交換

特性を変化させることを検討した。  

人体に大きな影響を与える放射性ヨウ素はヨウ素がきわめて反応性に富んでいるた

め、その挙動が複雑である。ヨウ化物イオンは尿素金属錯体水溶液中でヨウ素に空気

酸化されるが、ヘキサ尿素鉄(Ⅲ)錯体水溶液中ではヨウ素酸イオンまで酸化されるこ

とを見いだした。この現象をサイクリックボルタンメトリーによって検討した。  

放射能除去による被ばく線量低減の評価法としては実際の汚染地域におけるフィール

ド実験と理論的解析を用いるが、フィールド実験において線量を把握する手法として

用いるガラス線量系の測定条件についえて検討を開始した。  

放射性ストロンチウム、ルテニウムなどのキチン・キトサンへの吸着挙動およびマル

チトレーサーの分離分析への応用について検討をつづけた。 

[研究発表] 

(1) Yonehara, H.:Health Phys., 68, 683-688, 1995.  

(2) 米原:日本分析センター広報、28、38-46、1996. 

(3) 今井、西川、竹下、西村、渡利、阿部:第 32 回理同位元素研究発表会、東京、

1995.7. 

Ⅱ．Ⅴ．６．重粒子治療センター 



１）医療情報室 

１．１）概要 
本年度 4 月より当室は重粒子治療センター長直轄の組織として室員 4 人をもって正式

に発足した。当室の母体は旧障害臨床研究部障害臨床第 2 研究室である。 

1.所掌業務  当室の所掌業務は以下の通りである。  

(1) 重粒子線治療に係る医療情報の電子計算機による管理システム(関係医療機関

との間のネットワークを含む。以下、「重粒子線治療医療情報システム」とい

う。)の構築・維持に関すること。 

(2) 重粒子線治療医療情報システムの調査研究に関すること。  

(3) 重粒子線治療医療情報システムに係る関係医療機関との連絡調整に関するこ

と。 

(4) 重粒子線治療に係る医療情報処理に関する調査研究に関すること。 ただし、

昨年度から前述旧障害臨床研究部第 2 研究室の新しい調査研究課題となった

「らせん CT 搭載型肺がん検診車による肺がん検診に関する調査研究」も暫

定的に当室で実施することとなった。 

2.構成人員 

当室の構成員は、重粒子治療センター障害臨床研究部障害臨床第 2 研究室長、同

センター障害臨床研究部主任研究官、同センター治療診断部医長および技術部技

術課データ処理室研究員からの各振替えにより、合計 4 名から構成されている。

なお、障害臨床研究部からの振替主任研究官は医療情報管理官を併任している。 

3.平成 7年度業務概要  

上記所掌に従い以下の業務を実施した。 

(1) 診療情報管理システムの運用および改良 

(2) 重粒子線治療を中心とする病歴情報ファイリング・システムの開発  

(3) 重粒子線治療のための画像情報交信システムの整備 

(4) らせん CT 搭載型肺がん検診車による肺がん検診に関する調査研究 

(1) 「放医研診療情報管理システム」の運用および改良 本システムは平成 5 年度補正

予算により導入され、平成 6 年 3 月に完成したものであり、本年度も引き続き同

システム運転の安定化および取得ステーション増設等に伴う運用ソフトウェアの

改良を行った。本年度における月別モダリティ別収集画像数は、CT45,029 件、



MRI38,646 件、内視鏡画像 1,049 件等となっている。今後、とくに再来患者に

対する画像情報の迅速抽出提供に大きな貢献をはたすものと期待されている。し

かしながら、システムの障害発生件数も少なくなく、今後は一層の装置運用の安

定化をはかることが急務となっている。 

(2) 重粒子線治療を中心とする病歴情報ファイリングシステ ムの開発 速中性子線治

療を含む本研究所病院で治療した患者病歴情報の主要部分は昭和 49 年に開発を

開始した「新病歴登録システム」により登録されてきている。しかしながら、今

般の重粒子線治療では、新たな情報の追加が必須となっているほか、医療現場に

おける多様なニーズに対応するため、新しいシステムの構築が不可欠となってき

た。このため、本年度は各医師の参加の下に基本構造調査を行うとともに新シス

テム開発の設計を開始した。平行して、上記「新病歴登録システム」に対しても

情報の登録・編集作業を継続した。 

(3) 重粒子線治療のための画像情報交信システムの整備 重粒子線治療臨床試行におい

て、関連協力診療機関からの適用患者の症例検討業務は極めて重要である。昨年

度よりこの症例検討業務をネットワークによるテレカンファレンスを通じて実施

するための設備整備が重要課題として挙げられてきた。業務実施は治療・診断部

が主体となるが、当室も重要な関連を有するため引き続き整備計画推進に協力を

行った。具体的には NTT による高速マルチメディア実験を国立がんセンター中央

病院と結び、また、1,500kbps ないし 64kbps の ISDN を国立がんセンター東病

院(柏市)、千葉大学医学部(千葉市)、埼玉医科大学(川越市)などの主要関連機関

と結んで紹介患者の病状検討、治療患者の経過報告等に役立てるものである。 

(4) らせん CT 搭載型肺がん検診車による肺がん検診に関する調査研究 前年度、本研

究所、(財)結核予防会千葉県支部および㈱日立メディコとの共同研究契約を締結

し、本年度から本格的に標記調査研究を開始した。具体的には、検診時の騒音お

よび車内外における被曝線量測定、被検者の被曝線量低減化と画質評価などの基

礎的研究を行う一方、千葉県下に検診モデル地区を設定して CT 検診車を巡回さ

せ、肺がんの二次検診をはじめ結核検診および循環器病検診などへの応用の可能

性を検討した。また、前年度、はからずもこの検診車が阪神大震災に際して救護

活動に参加し、災害時および緊急時の移動診断としても有用であることが確認さ

れ、本年度も引き続き科学技術庁をはじめ多くの関連機関にその経験等につき報



告した。これらが契機となって本年度の補正予算により上記経験に基づく改良型

らせん CT 検診車を新たに製作導入するところとなり、その導入手続き等を実施

した。 

[研究成果] 

1. 医用画像の管理システム開発に関する研究 上記(1)および(3)の業務遂行に必要な

医用画像管理技術に関する開発研究を行った。多種類かつ大量の医用画像を効率

的に利用するには、利用者の主観に基づいた分類をも適用せざるを得ない。この

ために、現行のファイルフォーマット中に利用者分類を記述するエレメントを追

加設定し、読影系ソフトウェアと連携させた。本機能は、標準規格運用の範囲内

で医療機関独自の要求に基づく機能を利用可能としたケースとして関連学界で注

目されている*)。[研究報告] *).佐藤眞一郎、福久健二郎、他:がん診療病歴シス

テムの一環となる PACS の構築.11150 医金情報学連合大会論文集 p.149-

152;1995.11 

2. 医用画像の臨床的有効性の客観的評価に関する研究 本年度に結論を得た主要研究

の概要のみを述べる。 

(1) IAEA/RCA 共同研究による肝臓疾患の肝ｼﾝﾁｸﾞﾗﾑおよび超音波断層像による診

断能の客観的評価につき、最終報告を IAEA へ提出した。開発途上国では超

音波診断が増加しているが、腫瘍の悪性・良性の質的診断基準および肝硬変

ならびに肝炎等の読影基準を教育指導を広める必要性を指摘した。 

(2) 労働省および中央災害防止協会主催の CT によるじん肺症診断に関する調査

研究に参加し、その最終報告をまと めた。従来の X 線直接撮影によるじん

肺診断では長い歴史の中で読影診断の基準が明確に定められているが、CT の

場合は未整備である。しかし、CT 診断では、じん肺による胸部の変化が詳し

く診断できるので、とくに職歴や肺機能検査から石綿症の疑いのある場合お

よび病 変によってじん肺が診断しにくい場合における参考診断として有用で

あること、今後は CT により直接診断できるような基準の策定が重要である

との結論を得た。 

(3) 頭蓋内疾患の MR および CT による診断能の客観的評価研究につき成果をま

とめた。MR による頭蓋内疾患診断診断能は、情報収集法や電磁場強度が変

化すると画質に大きく影響を与える特徴にも係わらず、経験を得た医師は CT



に匹敵する診断能を示すことが判明した。とくに若年患者の放射線被曝を考

えると、MR による診断基準を明確にした上で腫瘍の質的診断や血腫の有無

診断などに活用するのが効果的であるとの結論を得た。 

[成果報告] 

(1) 福田守道、福久健二郎編著:がん画像診断の診断能の 客観的評価に関する総合的

研究-厚生省がん研究助成金 福田班研究成果報告書-.平成 7 年 3 月 

(2) 福久健二郎、佐藤眞一郎、武田 栄子、他:MRI およ び CT による頭蓋内疾患診断

の客観的評価に関する研究.MIT 誌 14:195-203,1996.3  

(3) 福久健二郎、本郷昭三、武田 栄子、他:放医研における汎用分散型電子計算機シ

ステム.放射線科学 38:166- 172, 1995.5 

２）システム開発室 

２．１）重粒子線治療システムの開発に関する研究 
遠藤真広、古山浩子、古川重夫(治療システム開発室)、衰原伸一、宮原信幸(医用重粒

子物理・工学研究部)、森田皓三(重粒子治療センター)  

本研究では、重粒子線治療を高精度かつ円滑に行うことを目的として、患者位置決

め、治療計画、診断画像システム、治療補助具(固定具、ボーラス、コリメータなど)

の製作及び治療データ管理について、装置・システムの開発に関する研究を行う。 

本年度は治療計画装置を Kubota Computer の Titan 750V から Silicon Graphics の

Indigo2 に変更した。このため、計算速度や画像表示機能の向上により、治療計画作

業の能率が良くなった。 

また、皮膚線量分布を視覚的に表示する手法を開発した。ボーラス・コリメータの製

作については、コリメータ製作専用装置(放電加工機)、3 次元測定機の導入により本

研究所内で一貫して製作できる体制を確立し、本年 11 月より、ルーチン生産を行っ

ている。患者位置決めについては、位置決めコンソールの操作性を向上するととも

に、X 線画像の画質向上を図っている。 

【研究発表】 

(1) 遠藤、衰原、古山他:第 12 回日本医学物理学会、東京、1995.7 

(2) 遠藤、衰原、古山他:第 70 回日本医学放射線物理学会、弘前、1995.9 



３）障害・臨床研究部 

３．１）概況 
本研究部は研究所設立目的の第 1 にかかげてある放射線による人体の障害に関する診

断と治療の調査研究と、第 2 にかかげてある放射線の医学利用研究を担当している。

又緊急被ばく医療に関しての業務活動をも行っている。 

放射線の医学利用研究はさらに、放射線診断に関する研究と放射線治療に関する研究

とに分けられる。 

第 1 研究室は、放射線診断および放射線治療の基礎となる化学・薬学的研究を行って

いる。その中心は加速器を利用した放射性薬剤の開発である。 

第 2 研究室は、放射線診断の臨床的研究を担当し、ポジトロン核医学、核磁気共鳴映

像法による新しい診断技術の開発と、X 線および RI による診断に関する有効性の評価

に力を注いでいる。疾患としては中枢神経系の疾患および癌が中心である。 

第 3 研究室においては、血液系に対する放射線の障害に関する研究が中心である。放

射線による p53 に依存しない WAF1 が発現する事を見い出した。正常な p53 を持っ

た細胞では放射線被曝により WAF1 が誘導されるが、p53 を持たない細胞で放射線被

曝により WAF1 が誘導される事を見つけた。また、ある白血病細胞株や繊維牙細胞株

では放射線により MnSOD が発現し放射線被曝に対して一定の防護機構がある事が考

えられた。 

第 4 研究室では、胸腺リンパ球の放射線障害機序、ならびに初期糞化過程との関連に

ついても研究を進めている。緊急被曝医療の業務に関しては、科学技術庁の委託によ

る原子力安全技術センターにおける「SPEEDI ネットワーク調査検討委員会」、「原子

力防災活動資機材調査連絡会」、「原子力防災研修事業検討委員会」に委員として参加

した。放射線安全研究協会での「緊急時医療対策専門委員会」、「原子力施設事故情報

調査専門委員会」に委員として参加した。また、北海道、青森、茨城、新潟、佐賀、

鹿児島各道県の原子力防災教育研修会の講師として参加した。(赤沼篤夫) 

３．２）放射性薬剤の開発に関する基礎的研究 

リンク掲載ナシ 

３．３）画像診断による生体機能解明の研究 
吉田勝哉、須原哲也(障害・臨床研究部)古賀雅久、加藤博敏、吉川京燦(治療・診断

部) 



本研究は放射線を利用した画像診断法に関する基礎的、臨床的検討を行い、臨床医学

の発展に寄与することを目的とする。研究の中心は PET と MR で、昨年度導入された

新装置を用いた研究も開始した。   

PET 研究の面では脳、心臓などのデータを定量化するための研究をすすめた。動脈血

中のトレーサーの画像上での定量化、心筋糖代謝の定量測定法の開発、セロトニント

ランスポーターやノルエビネフリンの主要臓器での動態を研究した。MR では MR 

angiography による全脳血量の測定、炭素 13 スペクトロスコピーの開発などをすす

めた。 

[研究発表] 

(1) Yoshida K., Endo M., Fukuda H., Kagaya A., Himi T., Masuda Y., InagakiY., 

Iinuma T.,Yamasaki T., and Tateno Y.:Measurement of Arterial 

TracerConcentrations from CardiacPET Imges. J. Comput. Assist. Tomogr., 

19 (2):182-187, 1995. 

(2) Obata T., Ikehira H.,Shishido F., Fukuda N., Ueshima Y.,Koga M., Kato H., 

Kimura F. and Tateno Y.:DeuteriumMR in vivo imagingof the rat eye using 

2H2O. Acta Radiologica, 36:552-555, 1995.  

(3) NakagawaK., Namba H., Iyo M., Fukushi K., Irie T., Yamanouchi M., 

Shikama N., HimiT.,Yoshida K., and Masuda Y.:Simplified PET Quantitation 

of MyocardialGlucose Utilization.J. Nucl. Med., 36(11):2094-2102, 1995.  

(4) FardeL., Halldin C., Nagren K., Karisson P.,Swahn C-G, Subara T.:PET 

examinationof the monkey heart with high specificradioactivity [11 C] 

norepinephrineand [11 C]metaraminol. Nucl. Med. Biol., 22:1053-1056, 

1995.  

(5) IkehiraH., Miyamoto T., Yasukawa T., Obata T., Katoh H., Koga 

M.,Yoshikawa K.,Yoshida K.:Differences in Metabolic and Morphological 

Reactions afterRadiation Therapy:Proton NMR Spectroscopy and Imaging 

of Patients withIntracranialTumors. Radiation Medicene., 13(5):199-204, 

1995.  



(6) SuharaT., Farde L., Halldin C.,Nagren K., Karisson P.:Effect of coccaine 

on[11C] norepinephrine and[11C]β-CITuptake in primate peripheral 

organsmeasured by PET. Ann Nuci Med., 10:85-88, 1996. 

３．４）放射線による血液障害を中心とする基礎的及び臨床的研究 

明石真言、下村 智、川瀬淑子、蜂谷みさを、大沢宣明(研究生:東邦大学理学部大学院

生)、 

1)放射線による p53 に依存しない WAF1 の発現細胞の増殖の分子機構は非常に複雑

であり、その制御の破綻は悪性転換につながる。細胞周期は cyclin が発現し、cyclin/ 

cyclin-dependentkinase(CDK)複合体の活性化によって進行する。この調節は CDK

の subunit の燐酸化の生活と阻害によって制御されており、細胞内には、各々異なっ

た細胞周期を監視している check point がある。DNA を損傷する様な物質にさらされ

ると、細胞周期を止めようとする negativeregulation が働き、DNA の損傷が修復さ

れないうちは、次の細胞周期に入らないような機構が働く。ガン制御遺伝子 p53 は、

多くのガンで遺伝子に変異が認められ、p53 活性の損失は細胞増殖の制御に破綻を来

す。また p53 遺伝子産物はガン制御物質として知られており、p53 が遺伝子の

promoter に結合し、下流にある遺伝子の転写活性を上昇させる。正常な p53 を待っ

た細胞では放射線被曝後に DNA の合成は一時停止し、arrest をおこすが、変異型の

p53 を持った細胞では起こらないことが報告されており、p53 が細胞周期の監視に重

要な役割を果たすことが示唆されている。WAF1 (wild-type p53-activated 

fragment) は cyclin-Ckd の inhibitor であり Rb 遺伝子産物の燐酸化を阻害し、

WAF1 の発現は細胞周期を止める。 

この WAF1 遺伝子の promoter の蛋白質をコードしている領域から 2.4kb 上流に

は、p53 の結合部位が存在し、WAF1 の遺伝子の転写は p53 の下流にある事が報告さ

れている。これらの研究によれば、正常な p53 を持つ細胞では、放射線被曝に対し

WAF1 が誘導されるが、正常な p53 を欠く細胞では WAF1 が誘導されない。我々

は、p53 を持たない細胞で、この WAF1 が放射線により誘導される事を見出した。ヒ

ト骨髄系白血病細胞株 KG1 では、codon224 と codon225 の間に 5 塩基が挿入され

ているため p53 を欠き、Northern blotting や Western blotting で p53 の mRNA や

蛋白質は検出できない。照射においてもこれらは発現されない。ところが、この細胞

を照射すると WAF1mRNA は線量依存性に増加し、同時に WAF1 蛋白質も増加が観



察された。KG1 細胞では、照射により tumornecrosis factor(TNF)の産生も増加す

るが、この TNF を抗体により中和すると、WAF1mRNA の増加は阻害された。ま

た、WAF1 mRNA の増加は転写及び転写後調節、即ち mRNA の安定化の両者による

ことも明らかにされた。また、ヒト胎児由来の線維芽細胞では、interleukin-1(IL-1)

により p53 の活性化せずに WAF1 が発現することも見いだした。これらの結果は、

p53 によらない WAF1 発現経路が有る事を示している。 2)放射線による MnSOD の

発現機構 放射線は生体に様々な障害をひきおこす。放射線による apoptosis には 02-

などのフリーラジカルが重要な役割を果たしていると考えられているが、それに対す

る生体の反応に関しては不明な点が多い。Manganese superoxide 

dismutase(MnSOD)は、O2-+O2-+2H+→H2O2+O2 を触媒する酵素である。生体

で発生した O2-は速やかに SOD により消去されるが、MnSOD は細胞質中に存在する

Cu / Zn-SOD などと異なり様々な刺激に対して誘導される。この MnSOD がフリーラ

ジカルからの防御に重要な役割を果たしている。ヒト白血病細胞株、線維芽細胞、卵

巣癌細胞を用い、放射線による MnSOD 誘導について検討した。Monoblast 由来細胞

株 T HP-1、白血病細胞株 HL-60 (promyelocytes)、KG-1(myeloblasts)は無刺激状

態でほとんど MnSODmRNA の発現は見られないが、照射量および照射後の時間に依

存して増加が見られた。ヒト線維芽細胞、卵巣癌細胞(SKOV3)は、無刺激状態におい

ても MnSOD を発現し、放射線刺激に対し増加が認められた。また、この MnSOD 発

現誘導は転写と転写後の両者により制御されている事も明らかにされた。今回のけっ

かは、放射線被曝に対して一定の防御機構が存在することを示唆している。 

[研究発表] 

(1) Osawa Y, Hachiya M, Koefflelr HP. Suzuki G, Akashi M. IL-1 induces 

expressionof WAF1mRNA in human fibroblasts:mechanisms of 
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(2) Akashi M, Hachiya M, Oasawa Y, Spirin K, Suzuki G, Koeffler HP. 

Irradiationinduces WAF1expression through p53-independent pathway in 

KG-1 cell. JBiol Chem 270: 19181-19187, 1995 

(3) Akashi M, Hachiya M, Paquette R, Osawa Y, Shimizu S, Suzuki G. 

IrradiationincreasesMnSOD mRNA levels in human fibroblasts:possible 

mechanisms forits accumulation. JBiol Chem 270:154.64-15869, 1995  
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Hachiya M,Osawa Y, Suzuki G, Koeffler HP:Activator of protein kinaseC 

induces WAF1 expression:evidence of pathway which does not require 
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(6) 1995 年 12 月 1 日-5 日於シアトル、アメリカ、第 37 回アメリカ血液学会。

HachiyaM, Osawa Y,Kawase Y, Suzuki G, Akashi M: Irradiation reudces 

level ofmyeloperoxidase mRNAthrough TNF production in HL60 

promyelocytes. 

(7) 平成 7 年 6 月 29 日-7 月 1 日 第 57 回日本血液学会総会、名古屋。明石真言、

蜂谷みさを、大沢宣明、川瀬淑子、鈴木元。p53 を持たない骨髄系白血病細胞分

化と WAF1 の発現:WAF1 の発現における放射線に対する感受性。 

(8) 平成 7 年 10 月 3-5 日 第 54 回日本癌学会総会、京都。明石真言、蜂谷みさを、

大沢宣明、川瀬淑子、鈴木元。放射線による p53 を介さない WAF1 の誘導。 

(9) 平成 7 年 11 月 8-10 日 第 38 回日本放射線影響学会、千葉。放射線による MPO

遺伝子発現の阻害に於ける TNF の役割。蜂谷みさを、大沢宣明、川瀬淑子、赤沼

篤夫、鈴木元 明石真言。 

(10) 平成 7 年 11 月 8-10 日 第 38 回日本放射線影響学会、千葉。マウスの末梢血か

ら見た急性放射線造血障害:X 線及び重粒子線照射後の白血球、血小板の回復動

態。川瀬淑子、蜂谷みさを、赤沼篤夫、明石真言。 

３．５）第 4研究室 

造血機構及びリンパ系への放射線障害とその治療に関する諸因子の検索に関する研究 

鈴木元、能勢正子、鵜澤玲子、明石真言 

本研究では、生体応答修飾剤 BRM の一種である OK-432 の放射線防護効果を放射線

誘発骨髄障害や敗血症や消化管障害に注目して検討すると共に、輸血や骨髄移植で問

題となる GVH 病の制御に関する基礎的研究を行っている。①OK-432 による敗血症の

治療 これまでの研究で、OK-432 は G-CSF と併用すると放射線照射後でも防護効果

があることが明らかとなった。私達は消化管障害を基盤としたグラム陰性菌感染に伴



う敗血症に注目して、細菌内毒素 LPS によるショックに対する OK-432 の治療効果を

検討した。BDF1,B6,C3H,BALB/c、DBA/2 マウスにおいて、OK-432 の前投与は

LPS によるショック死を防護した。BDF1 マウスにおいては、OK-432 の 24 時間前投

与によって、LPS の LD50 値が 50μg から 500μg に変化した。OK-432 の前投与は、

LPS によるプロ炎症性サイトカイン遺伝子およびタンパクの発現を抑制した。OK-

432 は、重症放射線障害患者の治療に応用できる可能性が示唆された。②GVH 病の制

御に関する基礎研究  輸血後 GVH 病の基礎疾患を検討すると、外科症例で多発し、

内科症例で少ないことが判る。これは、輸血製剤に混入している GVH 病を起こすア

ロ反応性 T 細胞が、外科症例で活性化されやすく内科症例で寛容導入されやすいこと

を示唆している。この点を解析するため、SEB というスーパー抗原に反応する T 細胞

の末梢性寛容をモデルにして、外科手術で誘導されるプロ炎症性サイトカイン IL-1 が

どのように末梢性寛容を修飾するかを検討した。この結果、IL-1 は末梢性寛容の二大

機序である活性化起因性細胞死とアナジーの両機序を阻害し、T 細胞を活性化するこ

とを発見した。プロ炎症性サイトカインの制御が GVH 病の制御の上で重要であるこ

とを示唆する。 

【研究発表】  

(1) M. Nomura, Y. Nakata, T. Inoue et al. J.Immunol. Methods193: 41-49, 

1996.  

(2) M. Nomura, Y. Matsuda, H. Itoh et al.Cytogenet. CellGenet. In press.  

(3) S. Ichikawa, H. Sakiyama, G. Suzuki et al. Proc. Natl.Acad. Sci. USA 93: 

4638-4643, 1996.  

(4) Y. Nakata, K. Matsuda, A. Uzawaet al. J.Immunol. 155: 4231-4235, 1995.  

(5) Harase, T. Moriyama, T.Kaneko et al. Immuno.Cell Biol. 73: 346-352, 

1995.  
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Immunology, 7, 1995, San Francisco, U.S.A.  
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４）医用重粒子物理・工学研究部 

４．１）概況 
平成 7 年度における当研究部の研究内容は、HIMAC からの重イオンビームを医療用

として最大限その特徴を活かしたものにするため、加速装置、並びに照射利用技術の

改良及び高度化に関する開発研究、さらには関連基礎研究を進めた。年度当初より、

臨床試行で採用される炭素ビームの 加速エネルギーを増やし、それぞれの線量分布や

LET 分布などの物理的特性や RBE のファント ム内における変化などの生物学的特性

を調べ、拡大するプロトコールに対応した。  

当研究部は 3 研究室で構成され、第 1 研究室は 重粒子加速装置の入射器系、並びに

低エネルギー重粒子線に関する物理・工学的研究、第 2 研究室 はその主加速器系、ビ

ーム輸送系、並びに高エネルギー重粒子線に関する物理・工学的研究、第 3 研究室は

重粒子線治療・照射システム、並びに重粒子線の医学利用に関する物理・工学・生物

学的 研究を行うことを主たる業務としている。研究部のメンバーは、本年度より新た

に設置された治療 システム開発室、並びに第三研究グループへの等があったために、

専任の研究員は定員削減も含めて 5 名減となった。7 年度末における部の構成は、部

長、併任 5 名、第 1 研究室専任研究官 2 名、客員研究官 1 名、第 2 研究室専任研究官

4 名、客員研究官 4 名、客員協力研究員 2 名、研究生 1 名、第 3 研究室専任研究官 5

名、客員研究官 1 名、科学技術特別研究員 2 名である。  

当研究部においては、加速装置に関する技術開発の分野で、PIG 及び ECR イオン源の

各種多価イオン生成の安定化と収率向上に力が注がれ、ライナックでは高周波系の安

定化に関する研究と、異種粒子時分割加速システムの開発により、治療 室及び実験室

に異なる粒子を同時に供給することを目指した研究を開始した。主加速器系では、電



磁石電源にアクティブフィルタを追加し、ノイズ成分を反転入力することなどによ

り、取り出しビームのリップルも大幅に改良された。 

患者治療において最も期待された呼吸同期照射に関連して、シンクロトロンでも多く

の開発研究が行われた。その主なものは、ビーム取り出しに 関する高速応答性を追求

する研究、また照射に利用しなかったビームの処理法に関する研究等である。一方、

照射系においては呼吸信号の抽出と同期信号の発生、さらには、呼吸に同期した X 線

C T の撮影法等の確立を行い、重粒子による最初の呼吸同期照射法の患者治療への適

用に漕ぎ着けた。   

高エネルギービーム輸送系では、上下リングか らのビームを合流し、85%以上の高

デューティービームの生成に成功した。さらに、治療照射における重粒子の体内にお

ける停止位置を正確に把握できるように、陽電子放出核種を二次ビームとして取り出

し、治療ビームとして使うと同時に、その停止位置から照射領域を確認するためのシ

ステム開発及び製作を開始した。 

照射系では、治療・照射の円滑化のために、治療制御のバージョンアップを行い、治

療効率も大幅に向上した。一方、臨床試行のプロトコールの拡大に伴って、利用エネ

ルギーに対する要望も増え、350 MeV/u 及び 400 MeV/u の炭素ビームに対 する照

射パラメータの決定、並びに物理及び生物学的基礎データの採取が行われ、臨床試行

も順調に進めることができた。 

４．２）重粒子線がん治療装置前段加速器に関する研究 
佐藤幸夫,北川敦志,山田聰,村上健 b,山田孝信 b,吉澤潤 a, 河内清光  (a:客員研究

官,b:運転課併任) 

平成 7 年度に入って重粒子線がん治療装置は, 昼の臨床試行及び夜間と週末の共同利

用研究にほぼ定常的に利用されることとなった。このようなプログラムに対応した運

転を安定に行なうため, 前段加速器に関しては前年度に引続き 1)パルス P IG イオン

源及び 10GHz-ECR イオン源による多価イオン生成の安定化及び収率向上,2)ライナ

ックの高周波系の安定化及びビ-ム輸送効率に関する技 術改良,3)治療室及び実験照射

室に異なる粒子を同時に供給することを目指した「入射器の異種粒 子時分割加速シス

テム」の開発 4)鉄イオン生成を 目指した 18GHz-ECR イオン源開発,5)中低エネルギ

ー重イオンを用いる共同利用実験に必要な技術開発等の性能向上研究を行なった。

1)PIG 及び EC R 両イオン源においては,特に将来の二次ビ-ム利用に対応すべく収率



向上を行なうため,生成されたイオン荷電別生成分布(スペクトル)を測定する装置を設

計した。又,多価イオン生成に関する改良成果としては,10 GHz-ECR では 

Ar12+(0.6eμA)及び Kr13+(5.5e μA)が,パルス PIG では Si6+(145eμA)が得られ

た。2)ライナック系においては,真空管の動作 状況に関する静特性を調べる装置を設

計した。又,前段加速器におけるビ-ム輸送効率に関する性能 向上としては,Si 及び Ar

についても荷電変換後且つ質量分析後の強度(Si13+, Si14+, Ar17+,Ar18+) におい

て数 10eμA 程度(シンクロトロン取り出し強度 2 x 108pps 程度に相当)を上下二つ

のシンクロトロンと中エネルギービ-ムコ-スに安定供給できるようになった(従来の 

10 倍)。3)時分割 加速システム開発においては,イオン源室及び線形加速器室におけ

る既存の DC 電磁石の一部を新しいパルス電磁石に置き換える工事を行なった。加え

て,このシステムの運転と制御系設計に関する 最終的詰め作業を行なった 4)18GHz-

ECR イオン源据え付けにおいては,高圧デッキを既存の二つの イオンの間の上方(床レ

ベル 3m 程度)に設置し, 最大 60 kV の印加試験を行なった。その後,Ar を 用いたビ

-ム試験を開始した。5)中低エネルギー領域における共同利用関係では,DNA や細胞等

の生 物試料を大気中で照射できる装置を設置すると共に,微細試料を安定に照射する

ための金蒸着を施した鏡面仕上の試料板開発及び 10 mmφ 程度の一 様照射野を形成

する技術を確立した。 

[研究発表] 
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４．３）重粒子線がん治療装置主加速器系び 高エネル ギービーム輸送系に関

する研究 
山田聰、荒木夏治 d､板野明史 c､ 小川博嗣 b､金沢光隆、熊田雅之、江田茂 a、高田栄

一、取越正己、野田耕司、遠藤有声 a､佐藤健次 c､ 田辺徹美 a､ 保坂将人 a､松本啓

a､ 溝淵明 a(a:客員研究官、b:客員協力研究員、 c:共同利用研究員、d:研究生) 

重粒子線がん治療装置は臨床試行開始から 2 年目を迎え、治療照射、生物医学及び物

理実験をより高精度、高効率に行うための開発研究が進められている。  

患者の呼吸に同期した治療照射実現するための ビーム制御システムを開発中である。

本システムは、主に高速応答性を持つ高周波ノックアウトビーム取り出し法及び高エ

ネルギービームによる不要な放射化を避けるためのビーム減速からなる。 呼吸を模擬

した動態ファントムでの試験では、呼吸同期照射を行わない場合に比べペナンブラは

19mm から 6mm に低減し、放射線レベルも数分の一に低減することが確認された。

この結果をさらに発展させ実用化を図ることにより、肺がん、肝臓がん 等の治療に効

果を発揮することが期待される。 

ワブラー法を用いた HIMAC の治療照射野の均 一度を向上させると同時にカウンタ

ー実験での効率向上のために、取り出しビームの平滑化を向上 させる研究が続けられ

ている。その結果、QF 電源だけではなく BM 電源の電流リップルもビーム平滑 度を

劣化させることが判り、BM 電源にアクティブフィルターを設置すると共にｸﾛﾏﾃｨｼﾃｨｰ

補正用 6 極磁場を下げることでスピル・リップルを 20dB 以上低減する事ができた。

さらに QF 電源にバンドパ ス・フィルターを設けノイズ成分をアクティブフィルター

に反転入力することで 100Hz 成分を 10d B、1200 成分を 20dB 低減することがで

きた。  

 高エネルギービーム輸送系では、上下 2 リング からのビームを合流し、85%以上の

高デュティー ビームの生成に成功した。このような高デュティー・ビームは呼吸同期

照射での照射線量率及びカウンターを用いた物理実験の効率を画期的に向上 させるこ

とになる。また、MWPC 型プロファイルモニターのセンサー部を大気中に設置するこ

とで、 治療照射野に影響を与えることなく照射中にビームを監視することができるよ

うになり、より信頼 性の高いビーム供給が可能となった。 

治療照射において重粒子の停止位置を正確に把握するために、11C 等のポジトロン・

エミッターを用いた診断・治療技術開発を目的とした照射領域 検出システムの建設が



開始された。本システムの主要部となる二次ビーム・コースは角度及び運動量アクセ

プタンスが各々26mrad,5%になるように光学設計され、現在、電磁石電源を始めと

する機器の設計・製作を行っている。 

[研究発表] 

(1) Paper Contributed to the 10th Symp. on Accelerator Science and 

Technology, Oct.25-27, 1995, Hitachi-naka, NIRS-M-110/HIMAC10, edit., 

S.Yamada, M.Torikoshi 

４．４）医用重粒子線の照射・制御及び利用に関する研究 

金井達明、取越正巳、蓑原伸一、宮原信幸、松藤成弘、河内清光、外村浩美 a、二見

康 之 a、東 明男 b、古山浩子 c、稲田哲夫 d (a:客員研究官、b:共同利用研究員、 

c:シ ステム開発室、d:筑波大学) 

重粒子線がん治療装置照射系及び制御系に関する研究 平成 6 年度 6 月からの炭素線

290MeV/u による重粒子線治療試行を続けるなかで、 治療照射系制御の整備を中心

に、より安全な治療試行が続けられるように治療環境の整備を行なってきた。また、

治療適用範囲が広まっていくにしたがい 350 MeV/u 及び 400 MeV/u の炭素線に

よる臨床試行ができるようにデータの整備を行なってきた。 

1) 照射系機器、制御系の整備 炭素線 290 MeV/u での臨床試行を行 ないな がら、

治療中に発見された照射管理制御、治療 照射制御、患者位置決め制御等のソフト

ウェア の不具合を改修して治療・実験照射の円滑 化 を図るための治療ソフトウ

ェアのバージョンアップをはかってきた。さらに、治療部位を拡大 できるよう 

に、290 MeV/u の垂直・水平ビーム 利用に加え、350MeV/u の垂直ビーム、

400 Me V/u の水平ビーム利用の ための照射ポートの照射パラメータについて

確認実験を行なった。また、 治療数の増加に対応すべく C 室の整備を 行なっ

た。また、治療ビームの QA として、各 治療室および生物照 射室のワブラー電

磁石上流に、連続 測定可能なビームプロファイルモニターを取り付け、治療中の

照射ビームの監視機構を整備した。 

2) 呼吸同期照射法・3 次元照射法の開 発 肺・肝臓など呼吸性移動の大きな治療部

位へ の照射において、正常組織 への照射線量を少なくするための呼吸同期照射

システムを開発した。加速器系の呼吸同期出射システムの開発を受けて、呼吸同

期信号発生・インターロック・システムを構築した。また、呼吸に同期した CT 



画像を得るための呼吸同期 CT 画像取得システムを完成した。また、呼吸同期照

射に伴うシ ステムの整備を行なった。これにより、年度最後に患者への適用に成

功した。 治療部位を 3 次元的に照射し、正常組織への照射線量を軽減する照射法 

の開発・整備をおこない、基本的な 機器の動作確認を行なった。 

3) 治療ビームの物理・生物学的特性の 測定 治療ビームの線質を明らかにするため

の粒子分布測定検出器を開発し、 炭素 90,350,400 Me V/u のビームを使っ

て、試験を行った。また、炭素 線以外の重イオンを含めた最適な治療ビームを見

出すために、ヘリウム、ネオン、アル ゴン、シリコンなどの ビームを使った物

理・生 物学的線質 の実験ができるように照射パラメータの整備、線量分布の測

定などを行なってきた。 

[研究発表] 

(1) Kanai, T. et al., 加速器科学研究 発表会 (1995)  

(2) Torikoshi, M.,et. Al., 加速器科 学研究 発表会(1995)  

(3) Minohara,S. et al., XXIII PTCOGMeeting, (1995)  

(4) Tomura, H, et al., Int.Cong- ress Radiat. Res. (1995) 

(5) Matsufuji, N, et al., Int. Congress Radiat. Res. (1995) 

(6) Futami, etal., 加速器科学研究発表会(1 995) 7) Higashi, A., et. Al., 加速器科

学 研究発表会(1995) 

Ⅱ．Ⅴ．７．環境放射生態学研究部 
1）概況 
本研究部は、放射性物質の環境中での分布、挙動、存在形態および農作物への移行と

食品摂取による放射性物質の人体組織への被曝線量算定のためのパラメータやモデル

に関する調査研究などを実施している。 

第 1 研究室では土壌中の長半減期核種、とくにテクネチウムの挙動、水文学的解析、

線量におよぼす自然・社会的要因についての基礎的研究を行った。 

第 2 研究室では ICP-質量分析法や ICP-発光分析法を用い、環境試料中の微量元素の

測定を行った。また、森林生態系に着目してそこでの放射性 Cs と安定元素(安定 Cs

も含む)の分布に関する研究も実施した。 



第 3 研究室では,ICP-MS 等による代表的食品群の天然アルファ放射能の研究に基づ

き,輸入食品による日本人の被曝線量への影響を検討した。また,人体の標準的データ

の見地から主成分元素の分析測定を行った。 

特別研究「環境における放射性物質の動態と被曝線量算定に関する調査研究」には延

べ 7 つの小課題に参加した。また 5 課題の放射能調査研究を引き続き実施した。 

原子力基盤技術開発研究費による「放射性核種の環境中移行の局地規模総合モデルに

関する研究」を継続して実施した。また,国際共同研究「IAEA-RCA 第 2 期標準アジア

人調整研究」発足のため,セントラル・レファレンス・ラボラトリーの準備を行った。

電源多様化技術開発費による新課題の研究・評価を開始した。 

外国出張に関しては,内田が IAEA 主催の研究調整会合でトルコ,及びクロスオーバー研

究の一環としてカナダを訪問した。また,田上がスペインとオーストラリア,村松がア

メリカ,河村がアメリカ,白石がイタリアに国際研究集会参加のため出張した。クロス

オーバ関係でオランダの Dr.M.Frissel,ドイツの Dr. B. Schnetger,フィンランドの Dr. 

A. H. Rantavaara カナダの Dr.B.D. Amiro 計 4 名が来所した。 平成 8 年 3 月、鈴木

譲が定年退職した。 

２）放射性核種の環境挙動に影響をおよぼす諸要因に関する調査研究 
渡部輝久、内田滋夫、田上恵子、横須賀節子 保田浩志(第 3研究グループ)、 

本研究は、線量評価に係わる放射性核種の環境挙動に影響を及ぼす要因について、そ

の影響の程度を定性・定量的に把握することを目的としている。本年度は、前年度に

引き続き、テクネチウム(Tc)の土壌中挙動、とくに土壌-植物系移行に及ぼす土壌の物

理化学的諸特性の影響に関する検討を行い、また、環境中の放射性核種に起因する線

量当量の地域特性に関して考察を行った。 

Tc の土壌吸着挙動 湛水条件下の水田では還元状態が発達し、Tc は土壌によく吸着さ

れる。しかし,その化学的形態は不明である。今年度は,湛水状態における Tc の吸着形

態およぴ落水による乾燥の影響を抽出実験により検討した。その結果、湛水条件下に

おいて土壌中の水溶性およびイオン交換性フラクションに存在する Tc の割合は時間と

ともに速やかに減少すること、一旦土壌に吸着した Tc は,土壌を風乾してもほとんど

脱離しないこと等が明らかとなった。これらの結果から、水田土壌中の Tc は植物に吸

収されがたい形態に速やかに変化すること、一旦土壌に吸着した Tc は、収穫前の落水



によってもあまり形態が変化せず水稲に吸収されないこと、さらに収穫後から次の年

の田植え期までの乾燥期間においても土壌に強く保持されることが予想される。 

環境中の放射性核種に起因する線量当量の地域特性 環境中に放出された 137Cs の食

品摂取にともなう内部被曝線量(線量預託)を国連科学委員会の評価法を用いて推定し

た。本年度は、石川、福井、京都、大阪、兵庫、鳥取、岡山、および広島の北陸、近

畿、中国 8 県について降下量-摂取量換算係数を求めた。この結果、単位面積(1m2)

あたりに 137Cs が単位量(1kBq)降下したときに生涯を通じ摂取される食品中の

137Cs の積分濃度は、1.8(石川)～3.8(大阪、兵庫、岡山)(Bqa/kg)であり、これによ

る線量当量預託は、9～20(μSv per kBq/m2)と計算された。これらの値は東日本に

おける値とほぼ同等である。 

[研究発表] 

(1) 田上、内田:Radioisotopes, 44, 528-530, 1995. 

(2) Uchida, S. andMuramatsu, Y.:Materials Res., 353, 141-147, 1995. 

(3) Tagami, K. and Uchida,S.: Materials Res., 353,973-979, 1995.  

(4) 内田、田上:日本原子力学会 1995 年秋の大会、東海村、1995.10. 

(5) 内田、田上:日本原子力学会 1996 年春の年会、吹田市、1996.3. 

(6) 田上、内田:第 32 回理工学における同位元素研究発表会,東京,1995.7. 

(7) 田上、矢吹*、内田、岡田*:理研シンポジウム生体微量元素'96、和光市、

1996.3.(*理研)  

(8) Tagami, K. Uchida, S.: 1st InternatinalConfrence on Contaminantsand the 

Soil Environment in the Australasia-Pacific region,Adelaide, 

Australia,1996.2. 

(9) Yasuda, H.: Jpn. J. Risk Anal., 7, 74-80, 1995. 

(10) 保田浩志:京都大学環境衛生工学研究会第 17 回シンポジウム講演諭文集、

1995.7. 

(11) Yasuda, H.:Proc. The 3rd Japan-Russia Joint Workshop on RadiationSafety, 

Tokyo, 1995.9. 

(12) 保田浩志:京都大学原子炉実験所廃棄物専門研究会、京都、1995.11. 

(13) Yasuda, H.: 1995Annual Meeting of Society for Risk Analysis, 

Hawaii,1995.12. 



(14) 渡部:第 23 回放医研環境セミナー、千葉、1995.11. 

3）環境における放射性物質及び安定元素の存在形態と循環に関する生物地球

化学的調査研究 

村松康行,柳沢 啓,吉田 聡,坂内忠明 

放射性及び安定元素の環境における分布と挙動を明らかにし,環境安全評価に資するこ

とを目的として生物地球化学的研究を行っている。本年度は,ICP-質量分析法(ICP-

MS)等を用い種々の環境試料中における微量元素の分析を中心に研究を行った。ここ

では,降水中の微量元素と森林生態系における放射性セシウムと安定元素の分布につい

て得られた結果をまとめる。 

降水試料は,東海施設にて月ごとに採取し,ミリポアフィルターで濾過後分析に供し

た。ICP-MS 及び ICP-AES により測定できた元素

は,Cs,Sr,Co,Mn,Zn,Rb,Ba,La,Ce,Yb,Th,U をはじめ合計約 30 元素であった。それら

の季節変化を調べたところ,U,Th,Cs,La,Ce,Yb は 4 月に高く,8～9 月頃に低い傾向に

あった。一方,Zn,Cd,Mo,Cu,Ni 等はそれ程大きな季節変化は示さなかった。また,元素

間の濃度の関係を見ると,La と Ce,U と Ce,Mn と Co,Al と Mn,Sr-Ba などが良い相関

を示した。これらは,土壌粒子が大気中へ舞い上がり,雨水に溶けだしたものと推定さ

れる。月間及び年間の元素降下量についても試算した。 

森林生態系における放射性及び安定元素の分布に関しては,東海村の松林で,土壌,植物,

キノコを採取し,その中に含まれる放射性セシウム及び種々の微量元素を測定した。そ

の結果,Co,Ba,La,Ce,Pb,Th,U の値は植物・キノコ共に低かった。これに対して

Cu,Zn,Rb,Cd の値は両者共高い傾向にあった。キノコに対して特に高い値を示した元

素は,Cs,Cd,Rb,Zn,Cu であり,逆に Sr,Ba 等のアルカリ土類元素は低い値であった。

137Cs の濃度は植物に比べキノコのほうがはるかに大きかった。 

[研究発表] 

(1) Muramatsu, Y., Yoshida, S. and Ban-nai, T.: J.  Radioanal. Nucl.Art., 194, 

303-310,1995.  

(2) Muramatsu, Y. and Yoshida, S.: J. Radioanal.Nucl. Chem. Art. 197, 149-

159,1995.  

(3) Ban-nai, T., Muramatsu, Y., Yanagisawa,K.: J. Radiation Res., 36, 143-

154,1995.  



(4) Muramatsu, Y., Yoshida, S.and Uchida, S.: Proc. Int. Workshop on 

Improvementof Environmental TransferModels and Parameters, p. 61-71, 

Tokyo, Feb. 1996.  

(5) Yoshida, S., Muramatsu,Y., Tagami, K. and Uchida, S.: Proc. Int. Workshop 

onImprovement of EnvironmentalTransfer Models and Parameters, p. 174-

180, Tokyo,Feb. 1996.  

(6) 村松,吉田:日本地球化学年会,清水,1995.11.  

(7) 吉田,村松,内田:日本地球化学年会,清水,1995. 11. 

4）環境・食品-人体系における放射性物質の移行と被曝線量に関する基礎的研

究 
河村日佐男、白石久二雄 

放射性物質の環境・食品-人体系における移行機構の解明および公衆の被曝線量の算定

モデルの改良に資するため,その基盤となる基礎的研究を行うことを目的とする。 

前年度は、ICP-MS を用い,チェルノブイル事故の関連で旧ソ連地区から採取した陸

水・飲料水中の天然アルファ核種(232Th,238U)の迅速測定を行った。また,人体標準

値の見地から,新しいデータが要求されている各器官の元素組成(C,H,N)に関して測定

を行い ICRP 値と比較した。 

本年度は,食品輸入の増加に鑑み,輸入食品の放射能が国民の被曝線量に与える影響に

つき ICP-MS 分析等を駆使して予備的な検討を行った。すなわち国産の代表的な食品

群について天然アルファ核種 226Ra,232Th および 238U の放射能濃度を測定した。

外国産食品群に関しては国連科学委員会報告値(UNSCEAR 1993 年)を用いた。輸入

食品による各核種の放射能摂取量の増加は,輸入率(統計)を考慮して推定した。その結

果,226Ra,232Th および 238U の 1 人 1 日当たり摂取量は,自給率 100 %の場合に較

べ,輸入食品を加えた場合には各々2 倍,1.3 倍および 1.6 倍になることがわかった。食

品群別摂取量に基づく本法は,高放射線地域からの輸入食品あるいはチェルノブイル等

の原子力施設事故に見られる海外の汚染食品の国民線量への影響を知る方法として有

効である。人体の元素組成に関しては,人体代謝および被曝線量計算の基礎的・標準的

データとして重要である。前年度までに若干の正常組織に対する分析測定値を取得し

て,ICRP 標準人の値と比較を行った。今年度は、いくつかの器官につき,代表的な元素



の炭素,水素および窒素の含有率が文献値と一致を見たものの,さらに検討を続行し

た。今後は上記 3 元素以外の組成についても検討する予定である。 

[研究発表] 

(1) K. Shiraishi and M. Yamamoto: 4th Internat. Congress for Trace 

ElementsResearch inHumans, Taorumina, Italy, 1995.9.  

(2) H. Kawamura and G. V.Iyengar: Guidelines onAnaysis, in Report of the 

Project Formulation Meetingfor Phase Ⅱ of the Reference AsianMan 

Project, IAEA/RCA-95-03 (1995),19-29. 

２．Ⅴ．８．海洋放射生態研究部 
1）概況 
本研究部は、海洋環境中における放射性物質の挙動を検討して、海洋中に入った放射

性物質がヒトへ回帰する時の被曝線量推定に資するために、挙動の一般則 の抽出とこ

れにかかわるパラメータ・データベースを創出することを目的としている。 本研究部

の研究は多様なものがあるが、手法として、 (1)フィールドにおける長寿命放射性核

種と微量安定元素の分布・移行の追跡による挙動の予測、および(2) RI トレーサー実

験による海洋生物の動的な濃縮機構の解析、にまとめられる。 大型原子力施設を念頭

においた沿岸海域の研究に関しては、平成 5 年度に発足した環境特研の中の 2 課題 

で主に実施した。経常研究としては海水中の自然放射能の挙動や海産生物の安定元素

の濃縮機構の研究、調 理による放射能の増減に関する予備実験等を行った。 

一方、国の環境放射能調査の一部を分担し、継続的 な 3 課題を実施した。旧ソ連・ロ

シアの放射性廃棄物の日本近海への投棄事件に関し、日本海沿岸に注目し、海産生物

について放射能の測定・RI トレーサー実験を行った。また、科学技術振興調整費によ

る総合研究 1 課題を国際共同研究として実施した。 

海洋科学技術センターとの共同研究に加えて、本年度より海洋生物環境研究所との共

同研究「海産硬骨魚スズキ等の放射性核種蓄積における環境条件の影響に 関する調査

研究」を開始した。外来研究員として東京理科大学の中井泉助教授を迎え、深海生物

中の硫黄の 化学形の研究を行った。10 月 1 日付で張勁を科学技術特別研究員として

迎え、「海洋におけるランタノ イドとアクチノイド核種の挙動の比較研究」が開始さ

れた。(中村清) 

２）海洋環境中における放射性物質の移行循環とそれに影響する因子の研究 



平野茂樹、石川昌史、山田正俊、青野辰雄、中村清 張勁(科学技術特別研究員) 

西部北太平洋は、日本を中心にてオホーツク海、日本海、東シナ海、南シナ海などの

縁辺海を有する特徴的な海域で、大陸から大量の栄養塩や金属化合物等の物質が河川

や大気を通じて供給されることにより生物生産性が高いことが知られている。そこ

で、縁辺海における物質循環を明らかにして海洋全体での役割を解明することを目的

とした。ウラン系列に属する鉛-210(半減期:22.3 年)とポロニウム-210(半減期:138

日)は、天然放射性核種であり、両者共に海水には難溶性で、そのために粒子表面に対

する反応性が高く、海水からの除去トレーサーとして 用いられている。そこで東シナ

海の揚子江河口域から陸棚および沖縄トラフにおける海水中の鉛-210 および ポロニ

ウム-210 を測定し、得られた結果から海洋における物質の除去過程を解明することを

目的とした。  

東シナ海陸棚でポロニウム-210 および鉛-210 濃度は 19 93 年冬季に比べて 1994 年

秋季では 4-6、5-9dpm/100l と 2 倍高い濃度を示した。この陸棚上での鉛-210 の平

均 滞留時間は冬季が 2 ヶ月に対して秋季は 6 ヶ月と 3 倍長く、これは夏季に形成さ

れる温度躍層形成に伴い除 去速度が遅くなったためと考えられる。陸棚縁辺部では、

秋季におけるポロニウム-210 および鉛-210 濃度は、10-18、11-24dpm/100l で冬

季に比べ 1.5-2 倍高い濃度を示した。また沖縄トラフ表層付近とポロニウム-210 お

よび鉛-210 濃濃度は近似しており、これは、縁辺部が黒潮の影響を受けているが、夏

季は陸棚で温度躍層が 形成され、そこへ黒潮が流入するためと考えられる。これらの

結果より、冬季の東シナ海では、上下混合に より温度躍層が形成されず、そのために

大気より供給された鉛-210 は除去されやすく、黒潮と陸棚上の海水 の接する陸棚斜

面上の海域で、ポロニウム-210 が比較的早い速度で海水から除去されていることが、

また秋 季では夏季に形成される温度躍層によってポロニウム-210 および鉛-210 の平

均滞留時間が冬季よりも長くなることが明らかとなった。 
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３）元素の水圏挙動と生物濃縮に関する研究 

中村良一、中原元和、石井紀明、松葉満江 

 水生生物は生息水中の微量元素を水中濃度よりも高い濃度で蓄積する場合が多く、食

品としての水産物はミネラル供給源の一つとしても重要である。他方、海洋の放射能

汚染に関しては、水産食品からの人体の放射線被曝を無視することはできず、水生生

物による放射性同位元素の濃縮は水産食品として不都合な現象である。そのため今回

は生物による元素の濃縮にとどまらず、食品として調理・加工した場合、生物に濃縮

された放射性物質の濃度や分布がどのように変化するかを RI トレーサー実験により調

べた。また、前年にひき続き、水生生物による元素の濃縮機構解明の一環として、軟

体動物によるヨウ素の特異的高濃縮について放射化分析法および誘導結合プラズマ質

量分析法を用いて検討した。水圏生態系に放出された放射性核種に起因する人間 の放

射線被曝を考える上で、水産物の可食部の放射能汚染の程度を知ることが重要と考え

られ、非可食部は あまり問題とされてこなかった。しかし、人間が水産物を食する場

合、刺身の様に生で食べる以外は人間が 口にするまでに調理という手続きが入ってく

る。この調理の手続きで、水産物の可食部・非可食部の放射能の分布割合に変動がな

いか、また人間が口にする部分(食事としての可食部)の放射能がどのように変化する

かは興味のあるところである。今回は、

125I,85Sr,137Cs,54Mn,57Co,103Ru,141Ce を水槽実験で取り込ませたシジミを調

理して、以上の点を検討した。実験には、上記の 7 核種が入っている汽水中で 6 日間

飼育したシ ジミを用いた。この時点でシジミを殻、軟体部、体液に分けて放射能の分

布を見ると、137Cs 以外の核種は大 部分(60～90%)が殻に存在した。137Cs は殻へ

の分布が低く、軟体部に 80%以上が存在した。このシジミ 10 個体 (合計 38.6g)を

200ml の蒸留水で 5 分間煮沸して、各部位から煮汁への放射能の移行を観察した。そ



の結果、 54Mn,57Co,103Ru,141Ce ではシジミ全身の放射能の 10～15%が煮汁に

移行 したのに対し、85Sr では 37%,125I では 42%,137Cs では 96%が煮汁に移行

することが判った。さらに、54Mn,57C o,103Ru,125I では煮汁に移行した放射能の

大半は殻に由来し、85Sr,141Ce は体液から、137Cs は軟体部からの 移行割合が大

きいことも判った。シジミ汁の場合は、煮汁も飲むことになり、水産物を食べること

による人間の放射線被曝を考える上で非可食部からの放射能の寄与も調理法によって

は無視できない場合があること が示唆された。 海洋生物 100 種について全体及び各

部位に含まれるヨウ素濃度を放射化分析法で測定した。その結果、軟体動物を除く海

洋生物中のヨウ素濃度は概ね 0.1-50μg /g・生の範囲にあることが分かった。一方、

軟体動物のソデガイ科に属する貝類はヨウ素に対して非常に高い 濃度を示し、特に硬

組織である蓋の中にはヨウ素が 18,000μg/g・生も含まれていた。なお日本の沿岸水

のヨウ 素濃度は誘導結合プラズマ質量分析法で 0.6μg/ml であることを確認している

から、蓋における濃縮係 数は 3X105 と計算された。このように軟体動物のソデガイ

科に属する貝類は蓋の中にヨウ素を高濃度に濃縮する能力を持っていることが分かっ

たが、蓋の中に高濃度に存在しているヨウ素の存在状態について高エネルギー物理学

研究所の放射光実験施設を利用した広域 X 線吸収微細構造解析法で研究するととも

に、ソデガイ 科に属するマガキガイを用いてヨウ素の特異的濃縮機構を室内での RI

トレーサー実験で検討する予定である。 

[研究発表] 
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Ⅱ．Ⅵ．安全解析研究 

Ⅱ．Ⅵ．１．放射線のリスク評価研究（総括安全解析研究官） 

1）概況 
 この組織は当研究所で得られた研究成果を健康と安全確保の立場から社会的に利用

可能な形に纏め上げる こと、更にはその成果を行政等に反映させることを目的として

昭和 59 年 4 月に発足された。発足以来その目的達 成のため、全研究員の協力の下に

努力してきた。限られた人員、時間、予算の中で、HESANS の開発、国際対応、 マ



スメディア対応、リスク比較評価等に取り組み成果を上げてきた。しかし、平成 5 年

に開始された放医研のリ ストラの最終年に当たる平成 7 年度において、総括安全解析

研究官を含む環境系のリストラが行われ、その結 果、当組織は今年度をもって解散と

なった。当研究部が担っていた主な研究内容は、従来の環境衛生研究部、総 括安全解

析研究官、環境放射生態学研究部が融合した人間環境研究部において新たな出発をす

ることとなる。今 回の年報は総括安全解析研究官という組織の最終報告である。今年

度は長年放射線のリスク評価研究を先導して きた小林定喜総括安全解析研究官が退官

され、業務遂行上例年に増して苦難の年となった。更に土居雅広主任研 究官が 10 月

から 9 ヶ月間スウェーデンの放射線防護研究所へ原子力留学生として派遣された。し

かしながら、一 方では環境科学技術研究所（青森県六ヶ所村）に出向中であった中村

裕二主任安全解析研究官が平成 8 年 2 月 1 日 帰任し、出向者 1 名を含めて実定員は

7 名で研究活動が進められた。 以下に活動の状況を I. リスク情報収集、整理、II. リ

スク評価手法開発、および III. リスク評価、について述べる。実際の研究業務は当研

究組織発足以来の特徴として、これら３分野の研究室の枠 を超えて全研究員の協力の

下に実施されている。 

I. リスク情報収集・整理研究室（研究員１名）では、国連科学委員会(UNSCEAR)

関連の情報の収集整理、並 びに、リスクデータベース構築のための基礎データ収

集作業に当たった。また、人工放射線による人類の被曝の 中で最も多い事が知ら

れている医療被曝に関し、データの収集を開始した。本年度は X 線診断に関する

資料収集 を行い、特に CT に着目して装置条件と臓器線量・実効線量に付いて調

査した。 

II. リスク評価手法開発研究室では所内外の研究者の協力を得て、健康環境安全評価

ネットワークシステム （Health and Environmental Safety Assessment 

Network System, HESANS）の開発を進めて来た。平成 5 年までの第一期 計画

において放射線人体影響評価に関するコンピュータ・コードの大枠が完成してお

り、種々の影響予測が可能 となっている。また、環境中での放射性核種移行に関

する予測システムの枠組みの整備が行われた。引き続きこ れらのコードシステム

を改良、充実するための第 2 期開発計画の作業を平成 6 年度より行っている。平

成 7 年度 は、新しいハードウェア環境の整備とコードシステムの移植、放射線の

遺伝影響評価コードのバージョンアップ 等を行った。 



III. リスク評価研究室では、前年度に引き続き、「旧日ソ科学技術協力協定」に基づく

「放射線医学分野に おける日ソ科学技術協力計画 － 放出された放射性核種によ

る低レベル放射線の健康及び環境への影響についての共同研究」の枠組みに従 

い、環境衛生研究部などとの共同作業として「チェルノブイリ事故による環境影

響の評価に係わる住民の被曝線 量の算定、特にホールボデｲカウンタを用いての

体内放射能量の測定と、これに基づく内部被曝線量の算定」の 研究を進めた。な

おこの課題に関連して「日ソ外相覚書き」に基づく外務省の研究協力計画があ

り、この計画に 基づいてロシアの研究者の受け入れが 3 月に行われ、環境衛生研

究部、物理研究部、環境放射生態学研究部とと もに当組織もこれに協力した。 

(1) 安全解析に関する情報の収集・整理   

放射線リスクの解析評価に必要な各種のデータの収集と整理を行うと共に、国連

科学委員会（UNSCEAR）へ の協力ならびに、国際放射線防護委員会（ICRP）や

国際原子力機関（IAEA）等の放射線リスクに係わる情報の収 集と紹介を行っ

た。これらのうち主なものは以下の通りである。UNSCEAR 第 44 回会議に向け

て事務局から送付されたドラフトに関し、国内の専門家にコメントを依頼するた

めリスク検討委員会において検討し、コメントを依 頼・収集した。ドラフトは

「被曝源」、「放射性核種に対する線量評価」、「環境への放射線影響」、「DNA 修 

復と突然変異」、「放射線の遺伝的影響」、「放射線発がんの疫学評価」、「放射線と

他の因子による複合影 響」、「チェルノブイリ：地域線量と影響」が示された。こ

れらのドラフトについて国内の専門家から寄せられた意見は整理され、

UNSCEAR 第 44 回会議に提出された。リスク評価に関連して、（財）放射線影響

研究所に「放 射線リスク評価に係わる広島・長崎の疫学情報の収集－原爆被爆者

におけるがん死亡率の研究」、（財）体質研 究会に「放射線リスク評価に係わる職

業被曝の疫学情報の収集－診療放射線技師における職業被曝のリスク評 価」を委

託し、疫学データの収集を行った。これらの収集データは放射線リスク評価研究

委員会に設けられた疫 学部会で検討された。昨年まで委託研究を行っていた甲状

腺の RI 投与による患者の健康に関する調査が終了し た。本年度は甲状腺に関し

医学利用放射線による被曝に拘る資料の収集を行った。また、医療放射線による

外部 被曝に関し、主に CT による被検者の被曝に係る資料の調査収集を行った。 

(2) リスク評価手法の開発   



前年度に引き続きコンピュータコードシステム「健康・環境安全評価ネットワー

クシステム」（Health and Environmental Safety Assessment Network 

System, HESANS）の開発に重点を置いた。HESANS は原子炉等か ら環境中へ

放出された放射性核種の濃度(または量)、あるいは環境中の放射線の線量（率）

を出発点として、① 放射性核種の環境移行、②食物連鎖、③体外・体内被曝線量

の算定を経て、④放射線の健康影響（急性、晩発性、 および遺伝性の影響）を算

定するための「総合的な安全評価コンピュータ・コードシステム」である。

HESANS は 平成元年度に着手し５カ年計画で開発を進めてきたが、使用するコ

ンピュータ（ワークステーション）などの ハード設備の欠如や財政面での制約、

担当研究者の出向転出による移動など、様々な困難があり、そのために開 発の過

程で計画の軌道を順次修正し、第一次 5 か年計画では細部にこだわらず全体の枠

組みを組み上げた。具体 的には「健康影響評価」と「放射性核種の環境移行評

価」の各モジュールについてそのサブプログラム群の開 発・改良・総合化、各種

周辺ユーティリティの開発、このコードで使用される各種のパラメータデータベ

ースの 基本的部分の整備などが終了し、発生源から健康影響に至るまでの基本的

枠組みが完成した。このコードシステ ムの開発に際しては、当初予定したプラッ

トホームオペレイティングシステムがその後のコンピュ－タ情報科学 の進歩と世

界の趨勢の変化により共通性を失ってしまったこと、データベースの整備が不十

分であったことな ど、技術的な面での見通しの不備による失敗もあり、これらの

経験をふまえて平成 6 年度より第二期計画をス タートさせた。第二期計画では、

環境移行モデルの高度化、健康影響評価モデルの改良、パラメータデータベー ス

の改良、拡充整備、ネットワーク上への展開を目指すこととしている。平成 7 年

度は、ソフトウェア開発では 健康影響評価モデル、特に遺伝影響評価コードの改

良（BEIR-V モデル）を行った。またネットワーク上でのコードシステム運用を

考慮し、ハードウェア機器の整備を行った。  

(3) リスク評価 

放射線リスク評価研究では、被曝線量評価に重点をおいてこれまで研究を進めて

きた。特に、線量寄与の 大きいラドンおよびトロンを対象に研究を進めている。

全国屋内ラドン濃度測定調査に関しては、昨年度に引き 続き日本分析センターに

よる調査に測定器・測定法の品質管理、英国の国立放射線防護庁における国際校



正の面 で協力支援を行った。また、特殊環境として職場環境のラドン濃度に関

し、タイマーを取り付けた静電捕集型ラ ドン測定器を用いて一日の平均濃度と労

働時間中の濃度を区別して測定し、オフィスによっては両者にかなりの 差がある

ことを見いだした。これまで「リスク認知」に係わる研究として原子力発電をむ

くむ 30 項目の順位づけ 調査を行ってきた。しかし、この各項目のリスクの大き

さは米国において推定されたものであって、わが国の値 とは異なり、また項目と

してもわが国にはふさわしくない項目が含まれていた。これを解消する第一歩と

してわ が国における各種リスクの大きさの調査を行った。調査の対象は、各種疾

病、自然災害、職業別リスク、日常の 様々な活動に伴うリスクである。これまで

推定されていたリスクの値とかなり異なるものも見いだされた。この 調査におい

てリスク推定のための母集団の推定の難しさが浮き彫りになった。この母集団の

推定のため今後さら に研究を進めて行く予定である。 
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2）急性放射線障害における造血機能障害の細胞・分子レベルでの解析 
相沢志郎、五十嵐美徳、神作仁子（生物影響研究部） 

 放射線被曝による急性障害において感染防御に重要な役割を持つ免疫機能もまた重

大な 障害を受ける。免疫担当細胞である T 細胞の回復には骨髄での造血幹細胞およ

び preT 細 胞の再生が必要となるが、特に preT 細胞の回復動態についての知見は限

られている。本研 究では、T 細胞の回復に重要であると考えられる造血幹細胞、preT

細胞及び骨髄、胸腺の 造血微小環境の放射線障害からの回復動態について細胞・分子

レベルで明らかにすること を目的とする。これまでに、分割照射（1.6 Gy x 4）後の

preT 細胞、preB 細胞を含めた免疫系細胞の 回復が造血幹細胞や顆粒球系細胞の回復

に較べて遅れること、そして、このリンパ系全体 の回復の遅れは B10 及び C3H 両系

統マウスで共通して観察されることを示した。今年度 は、一回照射（6Gy）の場合に

も分割照射と同様のリンパ系全体の回復の遅れが観察されるかを検討した。分割照射

の場合と異なり、照射後直後の一過性の preB 細胞の増加が観察され、その後は分割

放射と同様の顆粒系細胞の回復そしてリンパ系細胞の回復が観察された。preT 細胞の

回復については現在検討中である。分割照射後のリンパ系特に T 細胞の回復の著しい

遅れの原因 を明らかにするために、造 血・免疫系の分化に関与するサイトカインの

遺伝子発現を Northern 法により調べた。そ の結果、分割照射後に胸腺において

IL7、TNF、胸腺リンホーマ刺激因子（TLSF）の発現 が観察され、特に IL7 の発現は

照射後 4 週目まで増加した状態のままであった。このことは、分割照射後の preT 細



胞の回復の遅れにより胸腺内 T 細胞分化が正常に回復しないままであるためと考えら

れ る。 
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3）急性放射線障害の治療に関する基礎的研究 
 チェルノブイリ事故以降、従来救命の対象とはならなかった高線量急性被曝患者の

救命のために、最新の 生命科学を応用する方向性が打ち出されている。事故症例では

放射線による骨髄障害、免疫障害、消化管障害、 皮膚障害、感染症など複数の障害を

併発する例が多い。個々の障害は他の障害の増悪要因になり、また骨髄障害 の特定の

サイトカイン療法は、皮膚障害や消化管障害を増悪させる事が知られている。これら

の事態に対処する ために、急性放射性障害の諸側面を定量的解析する方法論を確立

し、もって、新たな治療法の評価に役立てることを目的とする研究を平成 6 年度より

組織した。 

(1) 急性放射線障害の治療に関する基礎的研究 

鈴木元、能勢正子、鵜澤玲子、明石真言、赤沼篤夫（障害・臨床研究部） 

本研究では、生体応答修飾剤 BRM の一種である OK-432 の放射線防護効果を放

射線誘発骨髄障害や敗血症や消 化管障害に注目して検討すると共に、輸血や骨髄

移植で問題となる GVH 病の制御に関する基礎的研究を行っている。これまでに、

各種サイトカインの ELISA 法による定量法を確立し、また消化管障害の定量化の

ために腸内細 菌のトランスロケーションの定量、エンドトキシンの定量を進めて

いる。 

I. OK-432 による敗血症の治療これまでの研究で、OK-432 は G-CSF と併用する

と放射線照射後でも防護効果が あることが明らかとなった。私達は消化管障害を

基盤としたグラム陰性菌感染に伴う敗血症に注目して、細菌内 毒素 LPS による

ショックに対する OK-432 の治療効果を検討した。BDF1, B6, C3H, BALB/c、

DBA/2 マウスにおいて、OK-432 の前投与は LPS によるショック死を防護した。

BDF1 マウスにお いては、OK-432 の 24 時間前投与によって、LPS の 50％致死

量（LD50）が 50μｇから 500μｇに変化した。OK-432 の前 投与は、LPS によ



るプロ炎症性サイトカイン遺伝子およびタンパクの発現を抑制した。以上の結

果、OK-432 は重 症放射線障害患者の治療に応用できる可能性が示唆された。 

II. GVH 病の制御に関する基礎研究  輸血後 GVH 病の基礎疾患を検討すると、

外科症例で多発し、内科症例で少 ないことが判る。これは、輸血製剤に混入して

いる GVH 病を起こすアロ反応性 T 細胞が、外科症例で活性化されや すく内科症

例で寛容導入されやすいことを示唆している。この点を解析するため、ＳＥＢと

いうスーパー抗原に 反応するＴ細胞の末梢性寛容をモデルにして、外科手術で誘

導されるプロ炎症性サイトカイン IL-1 がどのように 末梢性寛容を修飾するかを

検討した。この結果、IL-1 は末梢性寛容の二大機序である活性化起因性細胞死と

アナジーの両機序を阻害し、Ｔ細胞を活性化することを発見した。プロ炎症性サ

イトカインの制御が GVH 病の制御の上で重要であることを示唆する。 
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(2) サイトカイン誘導物質の放射線防護作用 

第一研究グループ  常岡和子、古瀬雅子 



不慮の放射線事故や癌の放射線療法などにより生ずる骨髄障害の回復を促進する

薬剤の開発をめざし、サ イトカイン誘導物質の放射線防護作用に関する基礎研究

を行った。サイトカイン誘導物質の一つ、乳酸菌加熱死 菌体(LC 9018) が、被

曝後に一回皮下投与するだけで、致死線量の放射線を被曝したマウスの 30 日生

存率を著しく上昇させることを報告してきた。LC 9018 は造血組織中の未分化細

胞の増殖分化を促進す ることによりその効果をあらわすと考えられることから、

フローサイトメトリにより造血系細胞の回復状況の詳 しい解析を試みた。昨年度

は顆粒球／単球系細胞の回復を中心に解析し、顆粒球の著しい増加が被曝マウス

の 30 日生存率の上昇に不可欠であることを明らかにした。引き続き本年度は、

LC 9018 の被曝マウスに対する延命効果へのリンパ球の関与について解析した。 

 LC 9018 投与群での Thy-1.2 陽性細胞の回復は末梢血、脾臓、骨髄のすべて

の組織で遅く、回復の動態も Saline 投与群との間に殆ど差が認められなかっ

た。一方、B220 陽性細胞の回復は LC 9018 投与群ではむしろ saline 投与群

より遅く、骨髄死に決定的な被曝後、8, 13 日目で saline 投与群を下回った。以

上の結果は、LC 9018 の被曝マウスに対する延命効果のメカニズムの中 にリン

パ球が関与していないことを示唆している。一方、フローサイトメトリの解析と

並行し、照射後に LC 9018 を投与したマウス造血組織の組織標本を作り、回復

状況を病理学的に解析した。その結果、LC 9018 投与により放射線障害の程度が

軽減されるのではなく、未分化細胞の増殖分化が促進されることが確認さ れた。

また、LC 9018 投与により顆粒球系細胞の回復が促進されること、saline 投与

群の脾臓、骨髄中で観察される細胞増殖 は、リンパ球様細胞であることが明らか

となり、フローサイトメトリによる解析結果と一致した。 

［研究発表］ 

(1) 常岡、古瀬、色田、野本、横倉 : 日本放射線影響学会 38 回大会、千葉、

1995. 11. 

(2) 常岡、古瀬、色田、内田、野本、横倉 : 日本薬学会第 116 年回、金沢、

1996. 3. 

(3) 急性放射線骨髄障害に対する各種造血因子の修飾効果に関する研究  
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本研究は、造血幹細胞や前駆細胞などに対する放射線効果が、各種造血刺激因子

あるいは抑制因子によっていかに修飾されるかを検討し、放射線によって誘発さ

れる造血系障害の防護および治療に役立ち得る基礎的知 見を得ることを目的とす

る。造血系障害に対する防護に関しては、未分化造血幹細胞の回復能が重要であ

ること が示唆されている。5-フルオロウラシル（5-FU）処理マウスにおいて、

特定な時期に放射線抵抗性の造血幹細胞 が存在し、それらは未分化の非分裂増殖

系造血幹細胞であり、高い増殖能を有している。引き続き、IL-3 の未分 化造血

幹細胞(CFU-S)に対する効果について検討した。マウスに 5-FU（150mg /kg）

を投与した後, 3 日目に, 5μg/kg の量の IL-3 を腹腔内投与した結果、骨髄由来

CFU-S は、再生期にある対 照群（5-FU 投与のみ）に比して、その後 2 - 7 日

間に顕著な増加を示した。一方、脾臓由来 CFU-S の反応は、骨髄の場合と異な

り、IL-3 投与による効果 がみられなかった。サイクロフォスファミド（CY) 処

理マウスにおける造血能に及ぼす SCF（幹細胞因子）の効果について調べ た。

CY（250 mg/kg)をマウスに投与する前に、SCF を 20μg/kg/日、1 日 2 回、3 

日間皮下注した結果、対照群に比して、マウ スの骨髄および脾臓における造血能

全般に回復促進効果がみられ、この効果は脾臓で顕著であった。そこで、摘 脾マ

ウスを用いて、骨髄由来の CFU-S、Mix-CFC、GM-CFC、Meg-CFC などに対す

る SCF の効果を検討した。普通マウ スの場合と同様に、CY の処理前に SCF を

投与することによって造血能の回復が促進し、なかでも、Mix-CFC で顕著 な効

果が認められた。また、マウス造血幹細胞(CFU-S)および巨核球系前駆細胞

(Meg-CFC)の放射線障害に対する抗血小板血清の防護 機構について検討し、

CFU-S や Meg-CFC の回復促進がマウスの全身的障害の防御に重要な役割を果た

している確証 を得た。 
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(4) 放射線皮膚障害の定量化とその修飾因子の検討 



研究担当者 溝江純悦、鎌田 正、松岡祥介 

種々の放射線治療に於いては、急性期の皮膚反応が治療制限因子となることが多

く、治療成績向上に於ける障害となっている。従って、皮膚反応の修飾因子を解

明し、より軽度の皮膚反応で治療することにより、腫瘍 に対しより高線量の放射

線治療が可能となり、治療成績の向上に連なる可能性がある 2）。 

 今までに、光子線・速中性子線・炭素イオンにて治療を行った症例の皮膚反応

を、画像デ－タ（ビデオ・ 35ｍｍスライド）として記録してきた。さらに、こ

れらの記録された皮膚反応を他覚的に評価するためのシステ ムを開発し、放射線

線量との関連を研究した 3）。このシステムは、記録された画像データを使用し、

放射線皮 膚反応の部位の色調変化を RGB の 3 原色に分解し、その変化を解析す

るシステムである。又、炭素イオンの治療症 例はボーラスの使用により皮膚の部

位によって線量が異なるために、皮膚表面線量を 3 次元表面モデルに表示 し、皮

膚反応部位の線量を評価した 1）。その結果、本システムにて評価された皮膚反応

と放射線線量との間に は良い相関が見られ本他覚的評価システムの実用性を確認

した。 

 照射線量以外の修飾因子として、皮膚の部位・皮膚の体積・線量分割法・体

質・併用薬剤等が考えられ、今後 の例数の増加に伴ってその関連を解明する。

又、照射皮膚のクーリングによる皮膚炎軽減の効果は良く知られて おり、反応の

程度と皮膚温度の関係、及びクーリングの時間による軽減の程度の関連について

のデータを集積中 である。 
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(5) 急性放射線障害における造血機能障害の細胞・分子レベルでの解析 

相沢志郎、五十嵐美徳、神作仁子（生物影響研究部） 

放射線被曝による急性障害において感染防御に重要な役割を持つ免疫機能もまた

重大な障害を受ける。免 疫担当細胞であるＴ細胞の回復には骨髄での造血幹細胞



および preT 細胞の再生が必要となるが、特に preT 細胞の回復動態についての知

見は限られている。本研究では、Ｔ細胞の回復に重要であると考えられる造血 幹

細胞、preT 細胞及び骨髄、胸腺の造血微小環境の放射線障害からの回復動態につ

いて細胞・分子レベルで明ら かにすることを目的とする。 これまでに、分割照

射(1.6 Gy x 4)後の preT 細胞、preＢ細胞を含めた免疫系細胞の回復が造血幹細

胞や顆粒球 系細胞の回復に較べて遅れること、そして、このリンパ系全体の回復

の遅れは B10 及び C3H 両系統マウスで共通して観察されることを示した。今年

度は、一回照射(6 Gy)の場合にも分割照射と同様のリンパ系全体の回復の遅れが

観察されるかを検討した。分割照射の場合と異な り、照射後直後の一過性の

preB 細胞の増加が観察され、その後は分割照射と同様の顆粒系細胞の回復そし

てリンパ系細胞の回復が観察された。preT 細胞の回復については現在検討中であ

る。 分割照射後のリンパ系特にＴ細胞の回復の著しい遅れの原因を明らかにする

ために、造血・免疫系の分化に関与 するサイトカインの遺伝子発現を Northern

法により調べた。その結果、分割照射後に胸腺において IL7,TNF,胸腺 リンホー

マ刺激因子(TLSF)の発現が観察され、特に IL7 の発現は照射後４週目まで増加し

た状態のままであっ た。このことは、分割照射後の preT 細胞の回復の遅れによ

り胸腺内Ｔ細胞分化が正常に回復しないままであるためと考えられる。  

［研究発表］ 

(1) 相沢、神作、五十嵐、佐渡 : 第 25 回日本放射線影響学会、千葉、1995. 

11. 

(2) 五十嵐、久保、武藤、相沢、神作、蜂谷、明石、鈴木 : 第 25 回日本免疫学

会、千葉、1995. 11. 

４）放射線の適応応答の誘導機構に関する研究 

大山ハルミ、能勢正子、湯川修身、中嶋徹夫、五日市ひろみ 

 低線量放射線による生体反応として“適応応答”が生じ、多様な系での放射線抵抗性

の誘導が報告されてい る。適応応答は限られた条件で成立することが示唆されてい

る。本研究では、低線量放射線による適応応答誘導 現象を各種の指標で検出し、その

成立条件を明らかにすると共に、機構解明のため、以下の実験を行った。 

（1）放射線前照射による造血系での適応応答誘導   



 0.5Gy の X 線照射により、２週間後の高線量照射に対する抵抗性が誘導されること

が報告されている。本研 究では、この抵抗性誘導は造血系への影響を介して生じるの

ではないかと考え、その点を明らかにするため、 0.5Gy 前照射効果が高いことが報

告されている C57BL マウスを用い検討した。 

 C57BL、オスマウスを X 線 0.5Gy 前照射、2 週間後には高線量（5.5-7.0Gy）照射

した。高線量照射後、2 週間後の 骨髄および脾臓造血幹細胞 CFU-C および末梢血球

数の測定も行った。また、生存率測定のためには、6.5-7.0Gy 照 射後、30 日間の生

存に対する 0.5Gy 前照射の影響についても調べた。 

 6.5Gy の照射により全数 30 日までに死亡した。しかし、0.5Gy 照射群は 80％以上

が生存し、著明な救命効果が確 認された。造血系については、骨髄 CFU-C が 5.5Gy

単独照射群(n=15)では大腿骨あたり 1437.2±454.9 に対して、0.5Gy 前照射群

(n=14)は 3098.6±586.3、（空照射群は 45429±1614）、脾臓の CFU-C は、前者が

脾臓あたり 194.3±80.7 に対し、後者が 446.7±124.5、（空照射群で 601.3）とな

った。これらの値は、前照射群は単独照射群よりいずれも有意に高い。また、末梢血

の白血球、赤血球、血小板数に関しても、0.5Gy 前照射群は 5.5Gy 単独照射に比較し

て有意の増加が検出された。この結果は、前年度検討した BDF1 マウスに おける効果

より著明であった。これらの知見から、0.5Gy 前照射による抵抗性誘導は、造血能へ

の影響を介する ことを示していると考えられた。 

［研究発表］ 

(1) Fujita, K., Ohyama , H. and Yamada, T. : 10th Int.Cong. Radait. Res. , 
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(2) 大山、能勢、五日市、山田: 日本放射線影響学会第 38 回大会、千葉、1995. 11. 

(3) Ohyama, H. and Yamada, T. : Proc. 10th Int. Cong. Radait. Res., I, 141, 
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(4) 福田、清水、大山、山田 : 日本放射線影響学会第 38 回大会、千葉、1995. 11. 

(5) 下川、大山、山田 : 日本放射線影響学会第 38 回大会、千葉、1995.11. 
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(7) 大山、山田 : 遺伝、49 巻、43-48、1995. 

(2) 低線量放射線によるラジカル消去能の誘導とその生理機能 



 低 LET 放射線の生物影響のほとんどが放射線により生ずる活性酸素・フリーラジカ

ルに起因していることか ら、低線量放射線による適応応答の機構の１つとしてラジカ

ル消去能の誘導による生体防御機能の昂進が考えら れる。我々はこれまでにこの観点

から解析を行い、ラット全身を５cGy のＸ線で照射すると肝細胞質のラジカル 消去能

が上昇すること、消去物質の検索により GSH 還元酵素の上昇が認められたことからラ

ジカル消去能のきわめて高い GSH の生成効率の上昇が消去能の上昇に関連すること、

および 7.1Gy 照射による肝小胞体膜の薬物代謝酵 素活性の著しい低下が 5cGy 前照

射により防御されること、等を明らかにしてきた。今年度は、この薬物代謝酵素 系の

防御機構を明らかにするため、酵素系の構成成分の解析を行った。7.1Gy 単独照射に

より、NADPH 酸化速度、 NADPH チトクローム P-450 還元酵素活性、チトクローム

P-450 量、ヘキソバルビタールに対するチトクローム P-450 の結合能はいずれもか

なり低下したが、5cGy 前照射によりこれらの低下は著しく抑制され、特にチトクロ

ーム P- 450 の量と薬物に対する結合能は非照射の対照とまったく同じレベルであっ

た。我々はすでにこの酵素系の失活 が放射線により生ずる活性酸素・フリーラジカル

による小胞体膜の脂質過酸化が原因で生じることおよびこの脂 質過酸化は細胞質のラ

ジカル消去物質により抑制されることを報告している。従って、今回の結果は、低線

量放 射線照射による肝細胞質のラジカル消去能の上昇が大線量放射線により生じたラ

ジカルを消去して小胞体膜脂質 の過酸化を抑制し、その結果、特に脂質過酸化により

容易に失活するチトクローム P-450 の構造と機能の防御を 含め酵素系の一連の反応

系を正常により近い状態に維持していることを示していると考えられる。小胞体膜内

の 消去物質の解析に関しては現在行っている。 
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Ⅱ．Ⅶ．実態調査 

Ⅱ．Ⅶ．１．ビキニ被災者実態調査 
明石真言、下村 智、蜂谷みさを、赤沼篤夫（障害・臨床研究部） 

昭和 29 年 3 月 1 日ビキニ環礁で行われた核実験で放射性沈降物により静岡県焼津市 

の第五福龍丸の乗組員 23 名（当時 18-39 歳）が被曝した。この実態調査はこれら被 

曝者の健康状態を長期的に調査し、晩発性放射線障害を調査・研究するものである。 

以来 40 年以上にわたる被曝例の調査追跡は世界でもあまりなく、貴重なデータとな

るものである。被曝様式は、混合被曝であり推定線量は 1.7-6.0 Gy である。これま

で に 8 名が死亡しており、3 名が肝癌、2 名が肝硬変、1 名が肝線推症、1 名が大腸

癌、 1 名が交通事故である。平成 7 年度は被災者が集中している焼津市において焼津

市立 病院の協力の元に 3 名、当研究所で 7 名につき調査した。3 名は来所希望はある

が、 健康状態から来所出来なかった。   

 今回調査した 10 名は、特に通常の日常生活に支障のあるものはなく、腹部と頭部 

に認められる皮膚障害も色素脱失、毛細血管拡張、皮膚萎縮等の所見はなく悪性化の 

傾向はない。眼科学的にも年齢相当の水晶体混濁以上の病的所見は認められなかっ

た。 悪性腫瘍の検索では早期胃癌と眼瞼周囲の悪性黒色種がそれぞれ 1 名手術を受け

て いるが、甲状腺機能は全員正常で甲状腺腫は認められていない。全生存者 15 名中

こ れまでに、3 名が原発性肝癌であり現在加療中である。また多くの症例で肝機能異

常 があり、ウイルス検査では、A、B、C 型とも陽性率が異常に高い。被曝当時全員

が 全血もしくはプラズマの輸血を受け手いるが原因については不明な点が多く、放射

線 との因果関係に関してもはっきりとしない。また患者の中には脳梗塞の者が出るな

ど 高齢化の傾向も出はじめている。これまでのところその他の悪性腫瘍の所見はない

が、 長期的に全被災者の経過を追跡調査することが不可欠である。 

Ⅱ．Ⅶ．２．トロトラスト沈着症例に関する実態調査 
明石真言、下村 智、蜂谷みさを（障害・臨床研究部）、南久松真子（障害基盤）、 今

井靖子（養成訓練部）森武三郎（特別研究員）  

二酸化トリウムを主成分とする造影剤トロトラストは、1930 年にドイツのハイデン 

社により製品化された血管造影剤で、我が国では主として 1932 年から 1945 にかけ



て戦傷者を中心に使用された。その数は 10000-20000 任と推定されている。この調 

査の目的は、血管内に注入後、長期生存例：トロトラスト沈着症例について 232Th 沈 

着量の推定と癌床症状、特に悪性腫瘍との関係を明らかにし、長期内部被曝の人体に 

与える影響を解明しようとするものである。平成 7 年度は 5 名が入院し検診をうけ

た。 障害・臨床研究部設置以降は当部が患者を病院部に入院させ、対外測定は養成訓

練部、 染色体は障害基盤研究部の研究者が担当していた。最近では、患者の年齢の高

齢化、 体力の低下、家庭的問題などから放医研を訪れる数の減少と患者の固定化が進

んでいる。今後特殊な症例に限定 して調査を行う等調査のあり方を考え直す時期に来

ている。 

過去 14 年間における患者数の推移 

 
 

Ⅱ．Ⅶ．３．医療および職業上の被曝による国民線量推定のための

実態調査 －Ｘ線診断の全国実態調査－ 
西澤かな枝、神田玲子（総括安全解析研究官付） 隈元芳一（放射線科学研究部）、岩

井一男（研究生） 

 Ｘ線診断（集団検診を除く）による被検者の被曝は医療被曝の中で最も大きな集団

線量を与える事が知ら れている。放医研では 1960 年以来およそ 5 年毎に調査を行

い、診断件数、照射数などの推移を報告してきている。実態調査はアンケ－ト方式に

より、性別、部位別、年齢群別の撮影・透視条件および撮影数、透視数、検査件 数を

調査する。調査対象は厚生省の調査(1994 年)によれば日本全国の診療用Ｘ線装置を保

有している病院はおよそ 9900 施設、また、診療所等は 50000 をこえる。これらをベ

ッド数 1000 以上、～300、～20、20 床未満および特 殊病院の 5 グル－プに分類

し、それぞれ 100%、10%、5%、1.2%、2%を抽出した。調査期間は比較的検査数

が安定していると思われる月の連続した１週間ないし 300 床以上の施設では平均的な

１日とした。また、調査日を含む月 の全撮影・透視数の記入も依頼した。一方、近年



コンピュータ技術の発達にともない、CT、血管造影検査装置、Ｘ線による骨塩定量装

置等の特殊な装 置の普及が著しく、CT、血管造影検査装置などは被曝線量の増加の

方向に寄与している。図Ⅰにこれらの推移を示した。 

 

    
図 1 特殊Ｘ線診断機器の設置数 

 これら CT および血管造影装置による検査は検査数の増加はもとより、個々の検査

に於ける被曝線量も増加 の傾向にあり、前回までの検査でも国民線量を引き上げる要

因の一つと成っている。個人被曝低減の立場からも 今後とも推移を注目して行くべき

と考えられる。 

Ⅱ．Ⅷ．受託研究 

Ⅱ．Ⅷ．1．施設間医療情報テレカンファレンスの開発研究 
 宮本 忠昭、溝江 純悦（治療・診断部） 

平成６年度に引き続き、重粒子プロジェクト研究・臨床研究班の研究課題「施設間テ

レカンファレンスの研究」と関連し、ＮＴＴデータ通信社の受託研究を行った。具体

的 には、デジタル情報通信網ＩＮＳＩ５００を介して遠隔地間で共有するテレカンフ

ァレンスシステムを用いて各種医 療情報データ（Ｘ線、ＣＴ、ＭＲＩ、音声、カルテ

情報）の授受の実用性についての評価を行った。本年度は、がんセンター東病院、千

葉大学医学部付属病院、埼玉医科大学脳外科との間の共同研究契約締結の実績にもと

づき、放医研と上記施設の間に 1500ｋｂ／ｓと 64ｋｂ／ｓの回線を開設した。この

回線を用いて、昨年度テレカンファレンス用に開発されたソフト機能の評価と改良を

行った。その要点は以下のとおりである。 



1. テレカンファレンスシステムの効率を上げるための「フリュケントリーユーズ」

画面の使用評価とデレクトリーの改良。 

2. Ｍａｃシステムからの文章化された診療情報および画像の同画面への取り込みに

よる多機能的機能の賦与。 

3. テレカンファレンスサマリーの作成。 

Ⅱ．Ⅸ．原子力基盤技術総合的研究 
Ⅱ．Ⅸ．１．新たなＤＮＡ解析手法を応用した放射線突然変異の検

出・解析技術の開発 
 本年度は原子力基盤技術クロスオーバー研究で本研究を担当する国立予防衛生研究

所、国立衛生試験所、国立国際医療センター研究所、および理化学研究所と合同で、7

月に東京で国際シンポジウム「突然変異誘発の分子機構」を開催すると共に、3 月の

大阪大学での原子力学会においてスペシャルセッションを設けて成果報告会を行い、6

月と 12 月には上記 4 研究機関と技術検討会を行った。また、米国マウントサイナイ

医科大学のオスマン教授と英国 MRC 放射線生物学研究所のサッカー部長を招聘して

計算機構造生物学と DNA 突然変異の研究につき指導、助言などを受けた。 本研究は

2 年目に入り DNA の構造変化を画像として捉えるために必須のツールである超高感度

蛍光画像入力システムと原子間力顕微鏡の一部が使用可能な状態になってきた。遺伝

子座が既知の遺伝子の突然変異細胞株の解析と染色体の特定部分の蛍光標識法の改良

については計画通りに研究が進んでいる。計算機構造生物学による変異 DNA の解析

については、米国マウントサイナイ医科大学のオスマン教授との共同研究が進み、上

記国際シンポジウムにおいて成果の一部が報告された。この共同研究をさらに効果的

に推進する環境を作るために 3 月 5 日から 12 日まで古川がマウントサイナイ医科大

学に出張しオスマン教授の指導を受けた。 

1) ＤＮＡ変異検出技術の開発および構造変化の画像解析に関する研究 

早田勇、古川章、南久松真子、村上正弘、森雅彦（障害基盤）、 佐藤弘毅（科学

研究官）、巽紘一、福士育子、高萩真彦（生物影響）、山口寛（第３Ｇ）、神田玲子

（安全解析） 

昨年度はチャイニーズハムスター細胞にヒトの 11 番染色体１本を導入した細胞

に放射線を照射して、ヒトの 11 番染色体の長腕に座位する遺伝子ＭＩＣ１に変



異を生じた細胞を多数分離した。本年度はこれらの細胞についてＭＩＣ１遺伝子

及び 11 番染色体上の様々な部位のＤＮＡ断片をプローブとしてサザン法で解析

した結果、分離した変異細胞にはＭＩＣ１遺伝子が完全に欠損しているものや、

部分的に変化しているもの、11 番染色体全体が欠損しているもの等、様々な構造

変化が生じていることが解った。染色体着色法でヒト 11 番染色体のみを蛍光着

色してこれらの変異細胞を解析したところ、サザン法による解析結果と良く一致

した結果が得られた。一方、サザン法では 11 番染色体全欠損を示唆したが、実

際には切断端断片がハムスター染色体に転座しているものも発見された。現在、

これらの変異部分をマーク付けして画像表示する方法を開発中である。 ＤＮＡ損

傷の計算機構造生物学的解析については、本年度までに以下のような成果が得ら

れた。まず、ブルックヘブンデータバンクのデータを使い、10 塩基対のＤＮＡ

（G-C-G-G-T-T-G-G-C-G）をコンピュータ上に構築し、チミンダイマーと呼ば

れる紫外線による損傷をチミンダイマーの化学的構造を量子化学的計算で定めて

このＤＮＡの中に導入した。そして分子動力学法に従い、300K の水溶液中のこ

れらＤＮＡのダイナミックスを計算し、熱的平衡になったと思われる状態で構造

の解析を行ったところ、チミンダイマーのあるＤＮＡはそのチミンダイマーのと

ころで屈曲が観測された。その形態変化はこの損傷の修復に関与する酵素の結合

状態の幾何学形と矛盾しないものであった。また、この酵素と変化したＤＮＡの

相対する面の表面電荷分布を解析したところ静電気的に引き合う分布になってい

ることが観察された。さらにＤＮＡ分子近傍の水分子を解析したところ、チミン

ダイマーのところで水分子がゆるく結合していることが示された。これらのこと

すべては修復酵素がチミンダイマーを認識して結合するのに有利な条件になって

いることを示しており、これまでに報告されている磁気共鳴法による構造解析研

究の結果とも矛盾しない。現在さらにこれら複合系に対する計算機構造生物学的

解析を行うための準備を進めている。 

［研究発表］ 

(1) Murakami, M., Eguchi-Kasai, K. and Sato, K. : Mutat. Res., 336, 215-

221, 1995． 

(2) Cui, X., Eguchi-Kasai, K., Hayata, I., Sutou, S. and Sato, K. : Mam. 

Mutagenicity Study Group Comm., 3, 87-94, 1995. 



(3) Kanda, R. and Hayata, I. : Int. J. Radiat. Res. (in press) . 

(4) Pinak, M., Yamaguchi, H. and Osman, R. : J. Radiat. Res. (in press). 

(5) Tatsumi, K., Tachibana, A., Fujimori, A. and Sasaki, M. : Int. Sym. Mol. 

Mech. Mut. Ind., Tokyo ,1995. 7. 

(6) Osman, R., Yamaguchi, H., Luo, N. and Miaskiewicz, K. : Int. Sym. 

Mol. Mech. Mut. Ind., Tokyo , 1995. 7. 

(7) 古野, 高萩, 巽：日本放射線影響学会第 38 回大会, 千葉, 1995. 11. 

(8) 山口, 古川, Osman：日本放射線影響学会第 38 回大会, 千葉, 1995. 11. 

(9) 神田, 鈴木, 早田：日本放射線影響学会第 38 回大会, 千葉, 1995. 11. 

Ⅱ．Ⅸ．２．放射性核種の環境中移行の局地規模総合モデルに関す

る研究 
 内田滋夫，保田浩志，吉田 聡，村松康行，中島敏行（環境放射生態学研究部） 

 宮本霧子，井上義和（環境衛生研究部） 

 本研究は，放射性核種の発生源から生態系への移行について，局地的な環境条件

（地形，気象，土壌，植生等）に対応した精密な移行モデルの開発を目的として，平

成３年度から５ヶ年の計画で実施している。この研究を担当する機関は，放射線医学

総合研究所，日本原子力研究所，動力炉・核燃料開発事業団，理化学研究所及び気象

研究所である。 放医研においては，１）環境移行パラメータの地域特性および２）陸

圏水循環モデルの適用性の２つのテーマに関して調査研究を行っている。それぞれの

テーマにおける平成５年度の研究成果を下記に示す。なお，本年度は，「原子力基盤技

術総合的研究における外国人招へい制度」により，オランダの M.J.Frissel 博士

(IUR)，カナダの R.M.Brown 博士(AECL)，ドイツの B.Schnetger 助教授

(Oldenburg 大)，さらにフィンランドの A.Rantavaala 博士(CRNS)が来日し，放医

研および本クロスオーバー研究に参加している上記研究機関において共同研究を実施

した。また，本年度は５ヶ年計画の最終年度であるため，９月に水戸でシンポジウム

を，２月に東京で国際ワークショップを開催した。それぞれ百名を越える参加者があ

り，本クロスオーバー研究の成果発表だけでなく，他研究機関の発表も行われた。各

発表において活発なディスカッションが行われ，大変有意義なシンポジウムおよびワ

ークショップであった。 

1) 環境移行パラメータの地域特性   



今年度は，土壌－植物への放射性核種の移行量予測に用いられる移行係数（TF）

の変動要因について検討した。残念ながら我が国には TF のデータベースは満足

なものがなく，国際放射生態学者連合（IUR）が収集した Cs のデータベース

（1072 個）を用いた。本データベースは実験条件等，多くの情報が記載されて

いる。統計解析の結果，(1)フィールド実験で得られた TF の方がライシメータお

よびポット実験の値より有意に大きい，(2)土質の違いについて検討した結果，砂

質土で得られた TF は，ローム質土壌のものよりも大きい，さらにその変動は，

砂質土の方がローム質土壌よりも大きい，(3)土壌 pH と TF との相関は認められ

なかった。これらの結果から，TF に関しては変動幅が４桁程度認められるが，実

験条件，土質，作物種ごとにまとめることにより，その変動幅は２桁程度まで小

さくできることがわかった。また，理化学研究所との共同研究により，マルチト

レーサによりこれまでほとんど得られていなかった放射性核種の土壌－土壌液間

の分配係数値を求めることができた。 

[研究発表] 

(1) 保田，内田，安部＊:第 32 回理工学における同位元素研究発表会，東京，

1995.7.（＊理化学研究所） 

(2) 内田，保田，吉田，村松：クロスオーバー研究シンポジウム，水戸，

1995.9. 

(3) 内田，清水＊編：「汚染物質の環境移行予測に関する局地規模詳細モデルなら

びにその移行パラメータ」，1995.(＊:東大) 

(4) Frissel,M.J., Brown,R.M., Uchida,S. (Eds.): "Improvement of 

Environmental Transfer Models and Parameters", (Nuclear Cross-Over 

Research International Workshop Proceedings), 1996. 

(5) Yasuda, H., ＊Ambe, S., Uchida, S.: RIKEN Review, No.13, 13-

14.(＊:RIKEN) 

2) 陸圏水循環モデルの適用性 

陸圏中の放射性核種移行に大きく影響する水循環機構に着目して，実サイト周辺

の気象・地質・水理・土地利用などの地域特性を考慮した詳細な局地規模の水収

支モデルを構築し，適切なパラメータを選定する手法を確立することを目標に研

究を進めてきた。具体的には対象の局地を青森県六ヶ所村にして，平成３年度よ



り５ヶ年に亘って環境水中のフォールアウトトリチウム濃度を測定し，水循環挙

動解明のトレーサとして利用した。以前に行った関東平野の同様な研究から構築

した水収支モデルは，まず地表に供給された降水は一旦地下へ浸透して地下水に

なること，そして地下水は３層の帯水層から成り，各層から一定の割合で地表面

流出して河川や湖沼などの地表水を涵養すること，とした。この構造をコンパー

トメントモデルで表し，移行係数を仮定して，各コンパートメント間のトリチウ

ム収支関係式を立て，地下水３層と地表水のトリチウム濃度の経年変化を合計４

つの式で表した。本研究では，観測した地下水・河川水のトリチウム濃度の水

平・垂直分布から，六ヶ所村も関東平野と同様のモデルを適用できることがわか

った。しかし，その濃度レベルは，六ヶ所村の方が関東平野よりも相対的に高

く，降水中濃度の年平均値も六ヶ所村の方が関東平野の 1.5 倍高かった。したが

って，降水中トリチウム濃度の経年変化を上述の４つの式に代入し，実測した六

ヶ所村の地表水中トリチウム濃度の経時変化をシミュレートするためには，地下

水の第二帯水層の保水量を関東平野の３分の１と仮定する必要があった。この仮

定は両者の平野の規模から見て合理的なものと思われる。本研究の結果，パラメ

ータを地域固有の値に修正することにより，関東平野について開発した水循環モ

デルを六ヶ所村に適用することができた。 

［研究発表］ 

(1) Miyamoto, K., Kimura, K. and Hongo, S.: Fusion   Technol., 28, 

910-917, 1995. 

(2) 宮本：クロスオーバー研究シンポジウム，水戸，1995.9. 

(3) Miyamoto, K.: Proc. Nuclear Cross-Over Research International 

Workshop, 226-236, 1996. 

(4) 宮本，井上，岩倉，五代儀＊:日本放射線影響学会 第 38 回大会，千葉，

1995.10. （＊環境研） 

(5) 宮本，井上，岩倉，五代儀＊:日本原子力学会 1996 年 春の年会，大阪，

1996.3.（＊環境研） 

Ⅱ．Ⅹ．放射能調査研究 

Ⅱ．Ⅹ．1．環境中の空間ガンマ線線量調査 



 古川雅英、松本雅紀、床次眞司（環境衛生研究部）、岡野眞治＊（＊特別研究員） 

 生活環境の変化にともなう環境放射線レベルの変動について調査研究を進めてい

る。変動の要因に は、都市化や社会・生活習慣等の変化による人為的なものと、火山

噴火や地震など自然条件の変化によるものとがある。本年度は主に、宇宙線線量率の

高度変化とその緯度効果、および平成７年１月１７日に発生した兵庫県南部地震によ

る空間ガンマ線線量率の変動を捉えることを目的として、屋久島 黒味岳、岩木山、開

聞岳、神戸市、淡路島北淡町において調査を実施した。 

 測定には、1"φ×2"NaI(Tl)、3"φ×3"NaI(Tl)、3"φ球形 NaI(Tl)の検出器から成る

３種類のスペ クトルサーベイメータを使用し、核種寄与スペクトルならびに宇宙線電

離成分データを同時に入手し た。さらに、中性子レムカウンタにより宇宙線中性子成

分線量率を測定した。また、核種分析用の土壌・地質試料を採取した。 

 図１に、3"φ×3"NaI(Tl)スペクトルサーベイメータ によって得られた宇宙線電離

成分線量率の高度変化を示す。宇宙線線量率は標高が高くなるにしたが って増加する

が、地磁気緯度 32.1゜に位置する岩木山と、同様に約 23.5゜に位置する九州南部

（開聞岳、屋久島）で得られた高度変化のプロファイルを比較した結果、緯度効果が

認められた。緯度効果 については、今後さらに異なる地磁気緯度において測定を実施

し、詳細な解析を行う予定である。淡路島の北淡町（５サイト）で行った空間ガンマ

線線量率測定からは、地震断層直上とその周辺で ガンマ線レベルの大きな差異は認め

られなかった。神戸市内で得たデータについては、現在解析中である。以上の他、土

壌試料の核種分析を行うとともに、火山による空間ガンマ線線量率の違い等につい

て、最新の地球科学的知識に基づいた解析作業が進行中である。さらに高精度の評

価・解析を行うため、 様々なタイプの火山における調査を計画している。また、新た

に得られた宇宙線データを用いて、これまでに全国調査によって蓄積してきた空間放

射線データに含まれる地殻ガンマ線寄与と宇宙線電離 成分寄与の分離評価を進めてい

る。 

 

 

 

 

 



図１ 

 
[研究発表] 

(1) 古川, 松本, 床次, 藤高, 岡野: 放射能調査研究報告書（平成６年度）, 放射線医

学総合研究所, NIRS-R-30, 19-22, 1995. 

(2) 古川, 松本, 床次, 藤高: 第 37 回環境放射能調査研究 成果発表会, 千葉, 

1995.12. 

(3) 松本, 古川, 床次, 藤高, 中村: 第 32 回理工学における同位体元素研究発表会, 

東京, 1995. 7. 

Ⅱ．Ⅹ．2．居住環境中のラドン濃度の調査 
床次眞司，松本雅紀，古川雅英，内山正史（環境衛生研究部），藤元憲三（総括安全解

析研究官付） 

 ラドン娘核種の吸入による被曝量は、公衆が受けるとされる被曝量の約半分を占め

ていることはよく知られている。諸外国では線量評価のためのラドン濃度調査が実施

され、その結果がまとめられて いる。わが国においても、現在全国ラドン濃度水準調

査を実施しデータを収集している段階である。この調査では、家屋を対象として調査

が行われているが、正確な国民線量を評価するためには、家屋 調査に留まらず、今後

種々の環境において調査を行うことが必要であろう。そのため、我々は、１日 の約

1/3 を過ごすとされる職業環境での調査を、小規模ではあるが、平成 6 年 8 月より開

始した。職業環境では人が終日その場所にいるわけではなく、また人がいる場合とい

ない場合の環境パラメータ（空 調設備の使用・窓の開閉）が異なるため、ラドン濃度

が変動することは容易に予想される。 



 調査を行っている場所は、東京都新宿駅周辺の５軒のオフィスビルで、１軒につ

き、静電型ラドン モニタを２台ずつ設置した。１台は静電モニタの印加電圧をウィー

クリータイマーで制御することに より、一般的な就業時間とされる月曜日から金曜日

の 9:00～17:00 の間のラドン濃度を測定した。これ と同時にタイマーの付いていな

い従来のモニタ（この測定器により終日の平均ラドン濃度が得られる）も設置し、並

行測定を行った。 

 図 1 に１年間を通して測定した就業時間帯の平均ラドン濃度（２ヶ月毎）を示す。

この結果からは、 有為な季節変動を見出すことはできなかったが、ある場所では比較

的高いラドン濃度レベルを観測し た。終日の平均ラドン濃度と就業時間の平均ラドン

濃度の濃度比について検討を行ったところ、0.5 ～1.0 の範囲で変動していることが

明らかとなった。 

 我々が用いている測定方法は職業環境での調査に適しているが、この方法で大規模

な調査を行うことは難しい。将来職業環境の調査を行うとしても、コストやメインテ

ナンスの点を考慮すると、現在 進行中の全国調査で使用されている拡散付着を利用し

たラドンカップ（この種のモニタでは時間制御 を行えない）を使用せざるを得ないで

あろう。したがって、上述の調査を継続して行うことによって、 今後、終日平均と就

業時間帯平均のラドン濃度差に関するデータを数多く蓄積し、信頼性の高い補正 係数

を得て、終日のラドン濃度から就業時間帯のラドン濃度を評価する方式を採用できる

と考えている。 

図１就業時間帯のラドン濃度の季節変動 

 
[研究発表] 

(1) Tokonami, S., Iimoto, T. and Kurosawa, R.: 6th International Symposium 

on the N atural Radiation Environment, Montreal, 1995.6. 



(2) 黒澤、飯本、床次：低濃度レベルのラドン娘核種 測定法の開発, Radioisotopes, 

44, 225-235, 1995. 

Ⅱ．Ⅹ．３．人体臓器中の２３９・２４０Pu濃度 
 湯川雅枝、渡辺嘉人、西村義一（環境衛生研究部）、阿部享、滝澤行雄（秋田大

学）、田中千枝子、 佐藤愛子（技術補助員） 

１）緒言 
 核爆発実験等によって大気圏内に放出されたプルトニウム等超ウラン元素は徐々に

地表に降下して 蓄積されている｡これらの元素は、大気、食品などの経路を通じて人

体内に取り込まれる。これらの放 射性元素による国民の被曝線量評価のために環境か

ら人体への移行の機構を知ることは重要である。 このような見地から、環境試料及び

人体臓器中のプルトニウム等超ウラン元素の濃度測定を継続実施 している。 

２）調査研究の概要 
(1) 試料採取 

人体臓器試料は秋田大学医学部のご協力により、フォールアオウトレベルの比較

的高かった日本海 側に居住していた人の主要臓器を毎年採取している。本年度は

灰化試料としたものを５体分入手した。 

(2) 試料の前処理 

人体臓器試料を湿式灰化する前に、灰化時の硝酸使用量の低減と作業時間の短縮

を目的として、試 料の凍結乾燥を行っている。凍結乾燥の前後に試料の重量を測

定し、臓器中の水分含量を求めておく。 なお、１９９１年度より採取臓器の水分

量の測定及び乾式灰化を秋田大学で分担している。 

(3) プルトニウムの分離定量 

科学技術庁編の「プルトニウム分析法」に従って、灰化試料から陰イオン交換樹

脂（Ｄｏｗｅｘ１ ×８）を用いてプルトニウムを分離し、ステンレス板上に電着

した。 ２３９．２４０Pu の定量はアルフ ァ線スペクトロメータにより実施し

た。 

３）結果  
今年度は昨年度に引き続き、前年度採取分の４体分の主要臓器についてプルトニウム

の定量を行っ た。結果を表－１に示す。臓器中のプルトニウム濃度は、試料の保存時



や解凍時に失われる組織水を考慮して乾燥重量当たり とした。また、湿重量当たりへ

の換算を可能にするため水分含有量も併記した。 

４）結語 

 人体臓器中のプルトニウム等超ウラン元素の濃度測定を継続する。また、環境から

人体への移行を 把握するために、必要に応じて大気浮遊塵、食品等の分析を行うとと

もに、移行に関して他の元素と の関連等についても検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－１ 人体臓器中のプルトニウム濃度 

 



N.D.;検出限界以下  （ ）； 湿重量当り 

[研究発表］ 

(1) 湯川雅枝、田中千枝子、佐藤愛子、阿部享、滝澤行雄：第 37 回環境放射能調査

研究成果論文抄 録集、91－92、1995. 

Ⅱ．Ⅹ．4．大気浮遊塵中の放射性核種濃度 
 湯川雅枝、渡辺嘉人、西村義一（環境衛生研究部）、本郷昭三（技術部）、田中千枝

子、佐藤愛子（技 術補助員） 

１）緒言 
 大気浮遊塵中の放射性核種の濃度を調査するために、千葉市穴川にある放射線医学

総合研究所構内 の地上 1～1.5ｍの外気浮遊塵を採取し、放射性核種の放射能測定を

昭和 40 年 10 月より実施し てきた。昭和 56 年 3 月までは静電式集塵機を用いて試

料採取を行ったが、同年 4 月からは本研究所 で開発試作した集塵器による試料採取を

継続している。 

２）調査研究の概要 
(1) 試料採取 

浮遊塵は大口径のハイボリュームエアーサンプラーを用いて、捕集効率が 0.995

以上の大型グ ラスファイバー濾紙（20.3cm×25.4ｃｍ）に連続して集めた。 

サンプラーの流量は、マイクロコンピュータによって一定量を保つよう制御され

ている。濾紙の目詰まりのために流量が下がっても、積算流量は正しく表示され

るように設計されている。 

(2) 放射性核種の分析及び放射能測定 

90Sr はマイクロコンピュータによる自動解析装置付きの低バックグラウンドベー

タ線スペクトロ メータにより定量を行った。また、平常時と緊急時の両方に対応

可能なように開発された、大気浮遊塵大容量連続集塵分析装置 による連続モニタ

リングを開始した。従来の集塵器によるデータとの整合性をチェックするため、

平行して運転している。 

３）結果 
 本年度は 1994 年 2 月 18 日から 1995 年 3 月 17 日までの採取試料についてのガ

ンマ線計測 結果と 1989 年 12 月 22 日から 1991 年 3 月 4 日までの９０Ｓｒの分析



結果についてまとめた。 表-1 にガンマ線放出核種（137Cs のみ検出できた）の分析

結果を、表-2 に 90Sr の分析結果 について示した。 

４）結語 
 大気浮遊塵中の放射性核種の詳細かつ経時的濃度変動に対応するための放射能の自

動モニタリング 装置の開発が必要である。この装置を用いて、放射能レベルの変動を

認めた時点から浮遊塵サンプルの詳細な分析測定を行うなど、モニタリング方法の再

検討を行う。既存の集塵装置で得られるデータ との整合性を図るため、当分の間大容

量連続集塵分析装置と平行して、既存の装置の運転も行う。 

 

表１ 大気浮遊塵中のγ線放射性核種濃度 

--

検出限界以下 

 



表－２ 大気浮遊塵中のストロンチウム濃度 

--検出限界以下 

［研究発表］ 

(1) 本郷昭三、湯川雅枝、田中千枝子、佐藤愛子：第 37 回環境放射能調査研究成果

論文抄録集、1-2、 1995． 

Ⅱ．Ⅹ．５．放射能迅速評価システム(ERENS－Enviromental 

radiation Estimation Network System－) 
 本郷昭三(技術部)、竹下 洋（環境衛生研究部）、 内田滋夫（環境放射生態学研究

部） 

 放射能、放射線は最も良く管理できているものの一つで あるが、コンピュータネッ

トワークを利用することにより、より確実な管理が可能になる。ERENS は分散処理型 

のコンピュータネットワークを用いて構築しているので、 従来の大型汎用コンピュタ

ーを中心と中央集中型のネットワークでは難しかった 

＊ 世界規模の通信(インターネット)に参加する。 

＊ 研究者がそれぞれのコンピュターでデータを解析する。 

＊ 異なるオペレーティング・システム間でデータを共有する。 



＊ 既存の機器や・ソフトウエアを無理なく統合する。 

ことが容易にできる。 

 平成 7 年度は、インターネット、 無線、電話回線から計測データを監視、計測デー

タの転送の実験 が行われ、実用化の見通しを得た。ERENS の計測器としては、Ge 半

導体検出器 2 台、β線スペクトル・ アナライザー、空間γ線スペクトル・アナライザ

ー、大気浮遊塵放射能モニタ一 が接続され稼働して いる。平成 7 年度も、異常値は

観測されていない。 

 放射能調査研究においても、線量解析のためには、核種分析が不可欠になり、デー

タも巨大化し、 データ管理保存が容易ではなくなりつつあるが、本システムのような

ネットワーク・システムを構築 することにより、大量データの保存管理が可能とな

る。また、現在では、ネットワークが急速に発展 しており、許可さえ与えれば、世界

中のステーションから、インターネットを介して、データや解析 コードがお互いに利

用可能であり、さらに、高次の資源の共有化、調査研究の能率化、迅速な緊急時 対応

も可能となるものと期待される。 

Ⅱ．Ⅹ．６．環境中のトリチウムの測定調査 
 井上義和（IAEA勤務）、宮本霧子（環境衛生研究部） 加瀬由美子（技術補助員） 

 一般環境及び原子力施設周辺環境における環境試料中の 3H 濃度を長期に亘って継

続測定し、その分布と時間変化に関するデ－タを蓄積してきた。これらの空間分布デ

－タ・時系列デ－タは、まず 3H の環境中における動態を明らかにし、 3H 環境移行

モデルを構築するために解析される。またモデル を運用するときの基盤デ－タベ－ス

としても利用される。3H 環境移行モデルは、3H による環境汚染 を予測するツ－ル

として利用することによって、原子力施設の通常モニタリング法の改善や、ヒトの 線

量評価法の改良に役立つ。 

 最近は一般環境として千葉市を、施設周辺環境として茨城県東海村、青森県六ヶ所

村を対象にして、 デ－タを蓄積している。今年度も引き続き、月間降水、地下水、河

川水、海水などの環境水中の３Ｈ濃 度を測定した。 降水は、核実験により成層圏に

多量に発生した３Ｈを、 人間の生活圏にもたらした重 要な媒体であったが、現在で

はその濃度レベルはかなり低下している。一般環境である千葉市の、1995 年平均値

は、0.47±0.19Bq/l であった。 ±1SD の範囲で昨年の年平均値 0.46±0.10Bq/l と

等しく、 既に日本列島中心部における宇宙線自然生成レベルに到達したことが考えら



れる。一方青森県六ヶ所 村は、村内尾駮の月間降水の 1995 年平均値が 0.76±

0.17Bq/l であり、1994 年の平均値 0.77±0.29Bq/l と大差なかった。六ヶ所村での

測定結果を、一般環境である千葉市と単純に比較すると 1.6 倍高い が、この差は、六

ヶ所村の稼働施設の状況から判断して、自然現象である緯度効果で説明できる。緯 度

効果とは、宇宙線生成の核種量とフォ－ルアウト核種量が緯度の高い地点に多いこと

であり、その 原因は、成層圏における３Ｈ の生成数が極地方の方が多いこと、また

成層圏から対流圏への気流の降 下量も緯度の高い地方に多いことによる。今年度は、

日本列島の中で 2 地点の降水を並行して測定した結果として、その緯度効果を鮮明に

観測することができた。 

河川水や地下水もまた、原理的には緯度効果が表れるはずである。しかし降水は一旦

地下水になり、 ある滞留時間を経た後、河川へと表面流出する。またその地下の帯水

層も 3H 濃度の異なる層が 2 層から 3 層見られることがある。従って地点の異なる河

川水の 3H 濃度を単純に 比較することは避けなければならない。最近 5 年間の測定に

よると、青森県六ヶ所村の河川水の 3H 濃度は関東平野に比べ 25％程高い。河川水の

涵養源である降水の緯度効果と、地下帯水層の構造の違いによる滞留時間の相 違と、

どちらがどの程度影響を与えているのか、今後モデルを利用したデ－タ解析により明

らかにしていきたい。 

 
[研究発表] 

(1) 井上、宮本、後藤、加瀬：放射能調査研究報告書、(平成 6 年度)、NIRS-R-30、

放射線医 学総合研究所、 43-49、1995.11. 



(2) 井上、宮本、加瀬、後藤：第 37 回環境放射能調査研 究成果論文抄録集、(平成 6

年度)、 科学技術庁、11-12、1995.11. 

２．Ⅹ．７．環境中の 14Cの濃度調査 
 府馬正一（環境衛生研究部）、井上義和(IAEA勤務) 

 環境中の 14C の主な起源は、自然生成、大気圏核実験および核燃料サイクル関連施

設などである。14C は半減期（5730 年）が長いために、集団線量預託への寄与が、

無視出来ないと考えられて いる。14C が集団に及ぼす線量影響を起源毎に評価する

ためには、施設の影響のない自然環境施設と 周辺環境における 14C レベルの長期間

の推移と変動および地域分布などに関するデ－タが不可欠である。 

 自然生成および核実験起源の 14C の環境レベルを把握する目的で、1960 年代初頭

より現在に至 るまで、主に日本産の植物精油と発酵アルコ－ルを測定試料として

14C 濃度（比放射能、dpm/gC）を測定してきた。植物では、ある年に生育した部分

の炭素中の 14C 濃度は、その年の大気中の二 酸化炭素中の 14C 濃度を良く反映する

と考えられので、測定値は、飲食物の摂取を通じて人体に摂取 される 14Ｃ濃度を推

定し、線量評価を行う際の有用なデ－タとして使用出来ると考えられる。 

 今年度測定した試料は、1995 年に日本で収穫されたブドウを原料として発酵醸造

されたワイン が主である。蒸留精製し、約 90-96％のアルコ－ルを調製した。比重

を測定して正確なアルコ－ ル濃度を決定後、その 10ml を同量のトルエンシンチレ－

タと混合し、液体シンチレ－ションカウ ンタ－ Packard 社製 TRI-CARB 2260XL

で 1 試料当たり 500 分測定した。バックグラウンド（B.G） 計測試料は、同量の合

成アルコ－ルを用いて調製した。この測定法では、1 試料に導入できる炭素量 は約

4g であり、測定効率は約 60%、B.G 計数率は、約 3.3cpm であった。測定結果を表 

に示した。日本の各地の 14C 濃度は、15.0±0.1dpm/gC～15.5±0.1dpm/gC の範

囲であった。平均値は、15.3±0.2dpm/gC であった。測定誤差を考慮すると、 14C

濃度の地域差は認められず、日本の 14C 濃度は工業地帯を除いてほぼ均一に分布して

いると考え られる。1980 年から 1989 年までの 10 年間の 14C の濃度は、年減少

率、約 0.20dpm/gC でで低下してきた。その後、1990 年から 1995 年の最近 6 年間

は、15.6dpm/gC か ら 15.3dpm/gC と緩やかな減少傾向を示した。 1995 年現在

のレベルは、自然レベルの約 12%増である。1980～1995 年の間の 14C 濃度 のゆ



るやかな減少傾向は、炭素循環モデルに基づく対流圏の 14C 測濃度（NCRP）と良い

一致を示し た。 

 今後は、核燃料再処理施設などの運転に伴い環境に放出される 14C が、局地的に環

境濃度を上昇させる可能性があるので、施設周辺の環境試料を定期的に採取し、14C

濃度を測定し、経年変化に関するデ－タを蓄積する必要がある。 

表 日本の 1995年度産ワインの 14C濃度 
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射線医学総合研究所、1995.11. 

Ⅱ．Ⅺ．科学技術振興調整費による研究 

Ⅱ．Ⅺ．1．生体制御物質の分子設計と精密合成のための共通基盤

技術の開発に関する研究  ポリヒドロキシアミン系生体制御物質

の合成に関する研究 
 小沢俊彦、伊古田暢夫（第一研究グループ）、入江俊章（障害・臨床研究部） 

 ポリヒドロキシピロリジン類はグリコシダーゼ阻害作用、抗生物質としての作用な

ど種々の興味ある生理作用を有している。今回は、(S)-ピログルタミン酸誘導体から

(-)- アニソマイシン誘導体の合成を検討した。(S)-ピログルタミン酸から容易に導か



れる N-tert-ブトキシカルボニルー５ートリチルオキシメチルー３ーフェニルセレノピ

ロリジノンをアルカリ加水分解後、メチルエステル化、脱セレノ化することにより対

応するトランスーα、βー不飽和エステル体に導いた（収率８０％）。この化合物にヒ

ドロキニン９ーフェナンスリルエーテル存在下オスミウム酸によるシスージヒドロキ

シル化を行うと、(1R,2S,3R)-体が優位に得られてくる（62%de）。このジアステレ

オマーの混合物をブチルジメチルシリル体に導きカラム分離し、主生成物を還元して

アルコール体とし、メシラートを経てピロリジン体に閉環する（収率４８％）。保護基

をベンジル基に変換後、トリチル基の除去ならびに一級アルコールの酸化によりアル

デヒド体とし、４ーメトキシフェニルマグネシウムブロミドを反応させて二級アルコ

ールを得る（収率５９％）。この化合物をトリフルオロ酢酸存在下、トリエチルシラン

処理にて水酸基を除去した後、ベンジル基を還元的に脱離させ、ベンジルクロロホル

メート処理して N-ベンジルオキシカルボニルデアセチルアニソマイシンを合成した。 
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13) Ozawa,T., Ueda,J. and Matsushima,Y.:1995 Inter- national Chemical 

Congress of Pacific Basin Societies, Honolulu, Hawaii, USA, 1995, 12. 

14) 伊古田、中川、小沢：日本薬学会第１１６年会、金沢、 1996､3. 

Ⅱ．Ⅺ．２．科学技術振興調整費による研究（総合研究）エイズ等

感染・発症制御のための基盤技術の開発に関する研究 
 相沢志郎（生理病理研究部）、池田秀利（家衛試）、 北川昌伸（東京医歯大） 

 本研究は、マウス白血病ウイルスに対し強い干渉作用を発揮し、極めて強いウイル

ス抵抗性形質を示す Fv4r 遺伝子を用い、干渉作用によるウイルス抵抗性形質の獲得

の機構の解明、骨髄細胞への遺伝子導入によるウイルス感染・発症阻止技術の開発を

目的としている。 本年度は、（１）Fv4r 遺伝子を含む欠損ウイルス粒子高産生株を作

製し、この細胞と Fv4r 抗原陰性の C3H マウス由来骨髄細胞を共培養し、骨髄移植後

の血液細胞の Fv4r 抗原の発現を経時的に調べ、Fv4r 遺伝子の導入効率及び遺伝子の

発現効率とウイルス抵抗性の獲得に必要な条件を検討した。（２）C4W マウス血清中

に存在する Fv4r 遺伝子産物によるウイルス抵抗生獲得の機構を明らかにするため

に、C4W マウスの血清を用いて Fv4r 抗原陰性の C3H マウス由来胸腺細胞を処理す

ることにより Fv4r 抗原を発現するか、この血清処理によりフレンドウイルスの結合

が阻害されるか、また血清中に存在する Fv4r 遺伝子産物の生化学的性状について検

討した。 その結果、（１）レトロウイルスベクターを用いて Fv4r 遺伝子を骨髄細胞

へ導入し、骨髄移植後の血液細胞に導入遺伝子を一定程度発現させることが出来た。

しかし、この場合リンパ系細胞での発現は常に低かったが、赤牙球、顆粒球系細胞で

の導入遺伝子の発現程度に応じてフレンドウイルスに対する抵抗性の獲得が可能であ

った。（２）Ｃ４Ｗマウス血清中に存在する Fv4r 遺伝子産物は 78 kDa と 80-85 

kDa の２種類の分子量からなり、Fv4r 抗原の発現組織によって２種類の分子種の存



在比合は変化した。リンパ系細胞では細胞表面に存在し、Fv4r 抗原を発現するウイル

ス粒子の存在は検出出来なかった。一方、唾液腺では細胞表面だけでなく細胞内の小

胞体においても Fv4r 抗原が認められ、抗原蛋白の合成が盛んなことが示された。 

[研究発表] 

(1) Kitagawa, M., Aizawa, S., Kamisaku, H., Ikeda, H., Hirokawa, K. and Sado, 

T.: Blood 86, 1557-1563, 1995. 

(2) Aizawa, S., Kamisaku, H. and Sado, T.: Bone Marrow Transplantation 16, 

603-609, 1995. 

(3) 北川、相沢、池田、佐渡、神作、広川：第５４回日本癌学会、京都、1995, 10. 

(4) 相沢、神作、五十嵐、佐渡：第３８回日本放射線影響学会、千葉、1995,11. 

(5) 相沢、神作、五十嵐、佐渡：第２５回日本免疫学会、福岡、1995,11. 

Ⅱ．Ⅺ．３．調整費による研究 
１）総合研究 

(1)ヒト遺伝子地図作製技術の開発に関する研究 

 1) モデル２－ヒト第１１番染色体遺伝子地図 

   a)11q13 領域および 11q23 領域を中心とした詳細な遺伝子 

    地図作製   

    堀 雅明、今井高志、松田洋一、斎藤俊行、山内正剛、 伊藤綽子（第２研究

グループ） 

ヒト１１番染色体の特定ゲノム領域(11q13 および 11q23)につ いて、YAC クローン

によるコンティグを作製し、領域内の特定遺 伝子座位をカバーする YAC クローンに

ついてはコスミド・クロー ンによる整列化を図るとともに、そのゲノム領域で発現さ

れている遺伝子領域(cDNA)を同定することを目的とする。 

［研究成果］ 

① 11q13 領域における遺伝子の検索多発性内分秘腺腫瘍症１型(MEN1)遺伝子領域

の転写地図を作 製するためにすでに単離した YAC、またはコスミドを用いて遺

伝子の同定を試みた。方法はこれまで行っていた zoo ブロット法、エクソントラ

ップ法に加え、cDNA ハイブリッドセレクション法や CpG 領域のレスキュー

PCR 法など新しい方法も導入して行った。これまでにエクソントラップ法により



８種類のオープンリーディングフレーム、cDNA ハイブリッドセレクション法に

より 11 種類、 哺乳動物間で保存されている配列の検索により 1 種類、CpG アイ

ラ ンドレスキューPCR により 9 種類の DNA 断片をそれぞれ単離した。これら

DNA 断片をそれぞれプローブとしてノーザンブロット解析、 胎児脳、精巣、卵

巣、骨髄性白血病細胞などの cDNA ライブラリー スクリーニング、さらに塩基

配列の解析を行ったところ、現在までに少なくとも６種類の新しい遺伝子を同定

した。 

② 11q23 領域の AT 遺伝子座（毛細血管拡張性運動失調症、放射線高感受性好発が

ん性の劣性遺伝性疾患）における YAC コンティグの構築 AT 遺伝子座に含まれる

YAC のスクリーニングを行い、合計 20 クローンを得た。11q13－q23 境界領域

にマップされる 16 個の STSs を用いてこれらクローンのコンティグ化を行っ

た。その結果これらの YAC は 4 グループに分類でき、またこれらコンティグのオ

ーダー、各コンティグ内のクローンオーダー､重なりを明らかにした｡このうちひ

とつのコンティグは、10 個の YAC から成る 2Mb のコンティグで D11S1818 と

D11S1819 によって挟まれる主 AT 遺伝子座を完全 にカバーしていた。 

［研究発表］ 

(1) Imai, T.,  Seki, N.,  Saito, T., Yamauchi, M., Matsuda, Y., Ito, H., 
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Gordon, R., Nakamura, Y. and Imai, T.: Genes Chromosomes & Cancer, 12, 

73-75, 1995. 

(3) Miyoshi, H., Ohira, M., Shimizu, K., Mitani, K., Hirai, H., Imai, T., 

Yokoyama, K., Soeda, E. and Ohk i, M.: Nicleic Acids Res., 23, 2762-2769, 

1995. 

(4) Imai, T., Seki, N., Yamauchi, M., Saito, T., Nagase, T., Sugawara, T., 

Ishikawa, K., Nomura, N. and Hori, T. : 10th International Congress of 

Radiat ion Research, August 27- September 1, 1995, Wurzburg, Germany. 

(5) Inoko, H., Ando, A., Kimura, M., Kikuchi, Y., Kawata, H., Sugaya, K., 

Fukagawa, T., Matsumoto, K., Na gata, T., Taketo, M., Fujimoto, H., 



Okumura, K., Imai, T., Soeda, E. and Ikemura, T.: International Symposiu 

m "Large-scale DNA Sequencing" Mar 16-18, 1994, Toky o. 

Ⅱ．Ⅺ．４．縁辺海における物質循環機構の解明に関する国際共同

研究 

粒子状物質の海水中輸送過程の研究 

放射性核種を用いた物質輸送の研究 
山田正俊、青野辰雄（海洋放射生態学研究 部） 張 勁（科学技術特別研究員） 

海洋における物質循環を考えるうえで縁辺海は重要 な海域であり、縁辺海の物質循環

における役割、外洋への影響を解明することは極めて意義深いことである。第Ⅱ期に

おいては東シナ海陸棚縁辺部に海域を絞り、海水、懸濁粒子、海底堆積物やセジメン

トトラップによる沈降粒子の採取を行い、その放射性核種の測定から、海水からの物

質の除去過程と水平的な物質の輸送 過程を定量的に解明することを目的とする。本年

度は、東シナ海陸棚外縁、陸棚斜面域、沖縄トラフにおけるセジメントトラップ実験

を中心に研究を 行った。東シナ海陸棚外縁、斜面上の水深 132m, 301m, 604m の

３測点に簡易型セジメントトラップをそれぞれ３層ずつ９日間係留し、沈降粒子を採

取した。得られた成 果は以下の通りである。 

① 水深 132m(Stn.F-8)における全粒子束は、上層（海底 から 60m）中層（海底

から 35m）でそれぞれ、484, 557mg /m２/day と小さい値を示したが、下層

（海底から 12m） で急激に増加し 9080mg/m２/day となり、わずか 23m の 

間に 16.3 倍になった。 

② 水深 301m(Stn.F-6)における全粒子束も上層（海底から 60m）中層（海底から

35m）下層（海底から 12m）においてそれぞれ 1220, 2250, 5850mg/m２

/day と深さと ともに増加する傾向を示した。 

③ 水深 604m(Stn.F-4)における全粒子束は、他の２点に 比べ 顕著に大きく、上層

（海底から 110m）中層（海底か ら 35m）下層（海底から 12m）においてそれ

ぞれ 9710, 17800, 23300mg/m２/day であった。下層を他の２点と比較す る

と F-8 の 2.6 倍、F-6 の 4.0 倍という高い値を示した。 またこの点において同

時に海底から 30m と 102m の２ 層に時系式セジメントトラップも係留し、半日



毎の 試料を採取した。それによると、わずか９日間の間 でも全粒子束が 5540

から 14700mg/m２/day までの範囲 で大きく変動し、イベント的に起こる粒子

の輸送は 半日未満の時間スケールで瞬時に行われることが明らかになった。 

④ 沈降粒子中の鉛-210 濃度は F-8 において 42～47dpm/g と深さによらずほぼ一

定であった。F-6 においては 83, 7 4, 63dpm/g と深くなるにつれ濃度が減少

し、全粒子 束の増加は比較的古い粒子の流入によると考えられる。F-4 において

は 80dpm/g 前後で一定であった。 

⑤ 鉛-210 のフラックスはいずれの測点においても深さとともに増加し、海底から

12m 層でのフラックスは F-8, F-6,F-4 においてそれぞれ 435, 369, 

1880dpm/m２/da y であった。この値は大気からの流入フラックスに比べ、９

倍から 44 倍であり、水柱中からの粒子束以外に海底直上での大量の輸送機構が

あることを解明した。 
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(8) Aono,T., M.Yamada and H.Narita:1995 International Chemical Congress of 
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(9) 山田正俊：シンポジウム「海洋同位体地球化学 の展望」、東京、1996. 2. 

Ⅱ．Ⅺ．５．重点基礎研究 水田土壌中におけるテクネチウムの挙

動に関する研究 
 柳澤啓、村松康行、坂内忠明 （環境放射生態学研究部） 

 テクネチウム-99 は半減期が極めて長い(2.1 x 105y)核種である。しかも土壌から

農作物への移行係数は他の放射性核種と比較して高いことが知られている。これは好

気的な条件下で安定な化学形である過テクネチウム酸（TcO4-）が植物に吸収されや

すいためである。一方、水稲においては予備実験の結果、土壌から玄米への移行係数

が他の農作物（小麦および陸稲の穀粒）と比較して著しく低い事が明 らかになった。

これは水田のような湛水条件下では水田土壌が還元状態となり還元されたテクネチウ

ムが水に不溶 性の TcO2 または土壌固相（主として土壌有機物）との結 合体に変化

して水に不溶性となり稲に吸収されにくくなるためであろうと推察される。土壌の種

類が異なると移行 係数がどのように変動するかという点について日本に広く分布する

黒ボク土と灰色低地土に 95mTcO4-を添加して水稲を栽培し、水稲玄米への移行係数

を比較する実験を行った。その結果、両者における移行係数は黒ボク土では 0.00005

であったのに対して灰色低地土では 0.0006 であった。栽培期間中採取した土壌溶液

中の 95mTc 濃度は黒ボク土と比較して灰色低地土の方が高かった。このように土壌

溶液中のテクネチウム濃度は玄米中のテクネチウム濃 度と関係のある事が示唆され

た。しかしながらこれは土壌 中の還元化の指標である酸化還元電位の変化とは必ずし

も一致せず栽培期間中の酸化還元電位は灰色低地土の方 が低かった。この事は土壌の

種類が異なると還元条件下に おいて生成する土壌溶液中の水溶性テクネチウム濃度は 

異なり酸化還元電位の低下以外に水溶性テクネチウムの 濃度に影響を及ぼす要因のあ

る事を示唆している。本研究 の目的はこのような湛水条件下におけるテクネチウムの 

挙動をテクネチウムの化学形の変化について性質を異なる土壌を用いて研究し、土壌

から水稲へのテクネチウムの移行に関わる特徴を解明しようとするものである。実験

は 黒ボク土壌と灰色低地土に 95mTcO4-を添加して嫌気的に 培養しこれらを土壌に

吸着して水に不溶性のテクネチウ ムと水に可溶性のテクネチウムに分離した。水溶性

のテク ネチウムについてはゲル濾過クロマトグラフィーで分析 して有機物との結合

の有無を調べると同時に分離した水 溶性テクネチウムを水耕液に添加して稲幼植物に



よる吸 収実験を行った。実験の結果、培養液中の水溶性テクネチウムと水溶性有機物

質の濃度は灰色低地土の方が黒ボク 土よりも高い濃度であった。両者から得られた水

溶性テクネチウムは全て水溶性有機物との結合体であり、その濃度 は土壌溶液中に生

成する水溶性有機物の濃度と密接な関 係のある事が明らかになった。またこの結合体

は TcO4-と 比較して稲に吸収されにくいことがわかった。 

Ⅱ．Ⅺ．６．重点基盤研究 電離放射線感受性に関する DNA切断

修復遺伝子の研究 
笠井清美、佐藤弘毅、五日市ひろみ、福津久美子、村上正弘、早田勇、南久松真子、

森雅彦（障害基盤研究部） 

マウス細胞から樹立した DNA 二重鎖切断修復欠損細胞株群を用いて、細胞障害にお

ける DNA 二重鎖切断修復系の役割、および相補性群の解析について研究を行った。

DNA 二重鎖切断修復欠損細胞はＸ線、ガンマ線に対して感受性が高い。活性酸素発生

薬剤は、DNA に障害を起こすことが知られている。主として DNA 一重鎖切断を引き

起こす過酸化水素よりも DNA 二重鎖切断を起こすと言われるパラコートの方が細胞

の DNA 二重鎖切断修復能力の有無により効果に差を生じることから、その致死効果

に細胞側の修復能力が関係していることが示された。しかしながら同じ DNA 二重鎖

切断を生じるメナディオンでは正常細胞の方に高い致死効果を示し、薬剤の膜親和性

などの ファクターが大きく影響すると考えられた。細胞融合法による相補性試験で

は、種類の異なる DNA 二重鎖切断修復欠損細胞同士を PEG1500 処理により融合さ

せ、極低線量連続照射による選別法を試みた結果、我々の樹立した５つの細胞株群

は、それぞれ別の相補性群であること、またその内少なくとも２種類が既存の相補性

群とは異なることが判明した。 

［研究発表］ 
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Ⅱ．Ⅻ．国際研究協力 

Ⅱ．Ⅻ．１．国内外関係機関との交流 旧ソ連との研究協力 
河内山正史、古川雅英、松本雅紀、床次真司、渡辺嘉人、黒瀧克己、米原英典(環境衛

生)、藤元憲三、土居雅広、神田玲子、石川徹夫 、吉永信治(安全解析)、白石久二雄

(環境放射生態学)、藤高和信、保田浩志(第 3グル-プ)隈元芳一、野田豊(放射線科学) 

1989 年に始まる「放出された放射性核種による低レベル放射線の健康及び環境影響

についての研究(放出)」、1992 年に始まる「チェルノブイリ事故後の健康影響の緩和

についての国際協力」(日-旧ソ外相覚書に基づくプロジェクト研究)、「微量の放射線

量が人体及び環境に与える影響についての共同研究」(日露科学技術協定に基づくプロ

ジェクト共同研究)が鼎立して実施されている。(放出)は主としてウクライナとの間で

行われてきたが、交流の根拠となる科学技術協定が締結されていず、共同研究の実施

が困難な状況となったため、改善の努力が継続さ れた。平成 8 年 3 月協定案をキエ

フで検討したが調印までには至らず、今後の展開に待つこととなった。ただし研究者

間では交流が継続されてキエフの食品と食事試料の 232U と 238U を分析して、一日

摂取量をそれぞれ 2.9±2.6 mBq/p/d、9.9±7.7 mBq/p/d と推定し、特に高いこと

はないこと、従ってサンプリング地域においては事故影響は認められないことを見い

だした。ベラル-シとの間は国家間の科学技術協定が必要で、再開まで時間が必要な情

勢にある。外相覚書に基づく研究協力は平成 8 年 3 月派遣された米原、吉永がロシア

の MedicalRadiol ogicalResearch Center との間で、線量登録、疾病登録および線量

再構築について、また Institute ofRadiationHygiene との間で高度に汚染された地域

の線量計測の方法、健康影響と交絡因子について検討した。同 3 月下旬には上述セン

タ-と研究所から各 1 名を招聘して、ガラス線量計等の実験と情報交換を行った。在日

中に全身の放射性核種の定量を行い、ノバシコフ地方が現在なお放射性セシウムのう

ち 5%の 134Cs を含みオブニンスクの約 320 倍の 137Cs 体内量を持つことが示され

た。環境中のセシウムを除去する材料としてセシウムに対するイオン交換能を有する

合成繊維の合成法について検討した。 

[研究発表] 

(1) Shiraishi, K. and Yamamoto, M*.:J. Radioanal. Nucl. Chem., 196, 89-

96,19 95.*Kanazawa Univ.  



(2) 白石、田上、山本*1、村松(環境放射生態学)、Los*2, Phedosenko*2, 

Korzun*2,Tsigankov*2, Segeda*2  *1Kanazawa Univ. *2 ウクライナ放射線

医学センタ 

(3) Yasuda,H.: J. Risk Anal.,:7, 74-80, 1995. 

 

Ⅱ．Ⅻ．２．IAEA-RCA第Ⅱ期標準アジア人調整研究(CRP):放射

線防護における重要微量元素の摂取と器官組成 
河村日佐男、白石久二雄(環境放射生態)、湯川雅枝(環境衛生)、石井紀明(海洋放射生

態) 

被曝線量評価の基盤となる標準人および代謝線量算定モデルの構築を目標として、体

格データ等に関する標準アジア人 CRP(I 期)の成果の上に、放射線防護における重要

元素の代謝データの拡充のため、摂取と器官含有量に関する各国の標準的データを取

得することを目的とする。 

第Ⅱ期 CRP は、所内での検討の結果、放射性核種による被曝線量算定モデルに関連す

る、重要元素(Sr、I、Cs、U、Th 等)の摂取量および体内器官含有量につき、アジア

各国における代表値を取得することとした。平成 7 年度末までに 8 ヶ国が IAEA と研

究契約を交わし、放医研は次年度初頭、所長と IAEA との間で正式に研究合意書を交

わすこととなった。 

1) プロジェクト策定会合(前年度末那珂湊支所開催)で合意された 5 ヶ年計画に従

い、IAEA および米国 NIST と協力して報告書(文献参照)を作成した。参加予定者

に対してはインターネットなどを利用してプロトコル作成上の支援を行った。 

2) 放医研に要請されたセントラル・レファレンス・ラボラトリーの機能を果たすた

め、外国研究者の研修、標準的方法(ICP-AES、ICP-MS、放射化分析、PIXE)に

よる各国との比較分析、およびその他の事項の実行可能な方策につき、企画室の

協力を得て検討するなど、準備を行った。また、国内他研究機関との協力関係に

ついては、放射化分析の一部および食事標準試料について、条件により協力が得

られる可能性が開けた。 

【文献】 



Report, Project Formulation Meeting for Phase Ⅱ of the ReferenceAsianMan 

Project, CRP on In- gestion and Organ Content of Trace ElementsofImportance 

in Radiologcal Protection, Hitachinaka City, Japan, 27 February- 3March 1995, 

IAEA/RCA -95-03, Regional Co-operative Agreement, IAEA. 

Ⅱ．XIII．官民特定共同研究 

Ⅱ．XIII．１．多様同時計測による生体機能解析法の研究 
山本幹男、平澤雅彦、安田仲宏、蔵野美恵子、古角智子、西川正子(放射線科学研究

部)、福田信男*、河野貴美子**、町好雄**、松本徹(医療情報室)、古川雅英(環境衛

生研究部)、古川章(障害基礎研究部)、 諸江輝義***、竹内義雄***、佐藤耕一

***、鈴木廣信***、小林泰男***、石井昭浩***(*特別研究官、**客員協力研究

員、***共同研究者) 

 本研究は、様々な精神状態下での人体について、その生理的計測(脳波、呼吸、等)に

体外での物理計測(各種光子、磁場、電場、音波、等)を加え、またその環境計測をも

含めて、多様に同時計測し、生体機能の総合的な計測解析方法を確立し、肉体と精神

の結び付きをも含めた人体機能のシステム的解明の基盤を築くことを目的とする。本

目的のために次の 3 研究項目を年次計画に基づき具体化し推進した。  

1. 多様な情報の同時計測システムの設計開発  

2. 人体機能のシステム的総合解析方法の研究  

3. 様々な状況下での人体の多様同時計測と解析  

1.に関し本年度は、第 1 期分として主に、脳波を中心とした生理的計測システムとデ

ータ収集・記録システムの開発・構築を行った。2.と 3.に関し本年度は、新しい計測

解析法が最も真価を発揮できると考えられる生体特異機能である気功と感覚外情報伝

達に焦点を当て、以下の脳生理情報を中心に、計測解析法を開発し、測定分析実験を

行い、その計測解析法の試験・改良を行った。本研究は、国民の関心が高く、本年度

内に大手新聞 5 件と大手週刊誌 1 件に、それぞれ大きく掲載された。 

気功における対人遠隔作用での脳波測定実験 気功の熟練者による遠当てと呼ばれる現

象が暗示によるものであるかないかを確認するために、感覚伝達を遮断したビルの 2

階と 5 階の 2 部屋に気功師とその弟子を配置し、遠当てを行ってもらい気功師側の作

用時刻と弟子側の反応時刻を記録した。1 秒以下の時間差で時刻が一致する場合が 16



試行中に 6 回あった。このようなことが偶然に起こる確率は 0.0058 であり、十分に

有意な一致を示していると言え、未知の伝達機能の存在が示唆された。約 1 秒差で遠

当ての作用と反応の時刻が一致した場合の、気功師とその弟子の脳波のα波(8～13Hz)

振幅トポグラフの時間変化を比較した。変化は 0.5 秒刻みで表示し比較した。上述の

気功師の安静時における、脳波の α 波平均振幅トポグラフを検討した。振幅が数 μV

と小さいこと、および、前頭中央に大きな振幅を示すスポットが見られることが特徴

的であった。なお、前頭中央のアルファ波振幅は一般に精神集中時に大きくなること

が知られている。 

下意識に於ける未知情報伝達に関する聴覚誘発電位実験 本実験では、4 つの音を聞き

その 4 音の中からコンピュータが事前に無作為に非公開で選定していた 1 音を識別す

るという試行を一般の被験者に繰り返させた。その結果、被験者が通常感覚では選定

されていた音を有意に識別することができない場合でも、被験者の脳は選定されてい

た音を識別している可能性があるという事を、選定されていた音を聞いた時の被験者

の聴覚誘発電位ピーク潜時の有意な変位の存在から示した。人間の下意識に於ける未

知の情報伝達の存在可能性が示唆された。 

感覚外情報伝達に関する脳波測定実験 情報送信者と情報受信者を感覚伝達を遮断した

2 部屋に配置し、感覚外情報伝達を試み、その時の受信者の脳波を測定した。感覚外

情報送信は継続した 2 分間の内の無作為に選ばれた前半または後半において行い、受

信者はその送信時間帯と送信内容を推測する。20 回の試行の結果、受信者は送信時間

帯を統計的に有意に推測することができなかったが、感覚外情報送信時と非送信時の

脳波の α 波平均振幅の間には統計的に有意な差が見られ、下意識における感覚外情報

伝達の存在が示唆された。 

[研究発表] 

(1) 山本 : Med. Imag. Tech., 13, 1-2, 1995.  

(2) 山本 編 : Med. Imag. Tech., 13, 23-73, 1995.  

(3) 平沢, 山本 : 日本超心理学会第 27 回大会発表論文集, 7-8, 東京, 1995.  

(4) 山本, 平沢 : 第 56 回応用物理学会学術講演会講演予稿集, 330, 1995.  

(5) 山本, 平沢 : 人体科学会第 5 回大会抄録集, 74-75, 1995.  

(6) 平澤, 山本, 河野, 古川 : 日本超心理学会第 28 回大会発表論文集, 23-24,1995.  



(7) Hirasawa, M. and Yamamoto, M. : J. Int. Soc. Life Info. Sci., 14, 32-

37,1996.  

(8) Hirasawa, M., Yamamoto, M., Kawano, K. and Furukawa, A. : J. Int. 

Soc.Life Info.Sci., 14, 43-48, 1996.  

(9) Yamamoto, M., Hirasawa, M., Kawano, K., Yasuda, N. and Furukawa, A.: J. 

Int. Soc.Life Info. Sci., 14, 97-101, 1996.  

(10) 山本, 平澤, 河野, 古川 : 第 43 回応用物理学関係連合講演会講演予稿集,No.1, 

374, 1996.  

(11) 山本, 平澤, 河野, 安田, 古川 : 第 43 回応用物理学関係連合講演会講演予稿

集,No.1, 374,1996. 

Ⅱ．XIV．電源多様化技術開発評価費による評価試験 

Ⅱ．XIV．１．大型処理施設環境安全試験研究放射性廃液試験の技

術評価 「放射性核種の化学形を考慮した環境安全評価」 
村松康行、内田滋夫、吉田聡、坂内忠明、田上恵子(環境放射生態学研究部) 

大型処理施設環境安全研究の一環として、廃液の蒸発濃縮処理過程における放射性核

種の移行挙動を明らかにするための試験が民間企業によって実施された。しかし、環

境安全評価を行うためには、環境に放出された放射性核種の化学形を考慮した移行に

ついての知見を得る必要がある。再処理に起因する長寿命核種(I-129,Tc-99 など)は

様々な化学形態を取り、環境挙動も大きく異なることが予想される。ここでは、放射

性核種の化学形に注目し、廃液処理試験における挙動を評価するとともに、放射性核

種が環境に放出された場合の移行について環境安全の観点から研究を行う。  

本年度は、再処理施設及び環境の両視点から特に重要とみなされているヨウ素を中心

にその化学形に注目して評価を行った。ヨウ素は、マイナス 1 価からプラス 7 価まで

の原子価をとり、化学形態が多様に変化するため、複雑な化学挙動をとることで知ら

れている。放射性廃液処理に係わる試験に関しては、「ヨウ素の蒸発処理試験」「ヨウ

素の気液平衡試験」「ドデシルヨウ素の移行試験」について化学的及び環境科学的視点

から検討した。放射性ヨウ素の水溶液中における主要なイオンである、I-(ヨウ化物イ

オン)と IO3-(ヨウ素酸イオン)の分離測定法を開発した。原理的には、同位体交換反

応あるいはイオン交換反応を利用し、短時間で放射性ヨウ素の形態を同定することが



できた。この手法は、環境中および廃液処理過程でのヨウ素の化学形態の評価に利用

できる。また、中性子放射化分析法と ICP-質量分析法を用い I-129 の分析法を検討し

た。放射化分析法は感度的にも優れ環境レベルの濃度でも充分測定できることが分か

った。 また、ICP-質量分析法は、Xe-129 が妨害になるため、感度的には悪いが操作

が比較的簡便であるためサイト内におけるモニタリング等の評価には有効と思われ

る。ヨウ素の環境中での挙動評価に関しては土壌が重要な意味をもっている。それ

は、ヨウ素は土壌に吸着され蓄積する傾向にあるためである。ここでは、土壌への吸

着特性について、化学形を I-と IO3-に調整したトレーサを用い実験を行い、土壌-溶

液分配係数(Kd)を求めた。その他の核種として、テクネチウム-99 を取り上げ、文献

調査を行い、その化学形と環境中での挙動についてまとめた。 

Ⅲ．技術⽀援 
Ⅲ．Ⅰ．概況 
技術部においては、各課が連係を保ちつつ所定の諸業務を実施し、技術⽀援を⾏っ

た。 

施設関係業務では、各棟の円滑な運⽤を図るため、給電・冷暖房設備等の運転及び保

守に努めた。また、本年 度は第 1 ガンマ線棟・RI 棟・付属棟等の電気設備及び空調設

備等の 改修⼯事を実施した。 

共同実験施設関係業務では、原⼦間⼒顕微鏡、エレメントモニタ・卓上型蛍光 X 線分析計

等を新規に設置し、 純⽔製造装置等を更新した。また、機器の効率的利⽤を図るため、 機

器及び各実験室の整備等を⾏った。 

照射関係業務では、X 線棟に⼯業⽤X 線装置を設置した。また、バンデグラフ型加速器にお

いては、年 1 回の定 期オーバーホールを⾏うとともに、腫瘍部品である加速管及びイ オ

ンソース等を交換した。 

この他、共同実験施設等のより有⽤な運営に期すること⽬的に、共同実験機器の整備計画及

び設置場所等について⾒直しを⾏うため、共同実験施設運営委員会合同部会に 2 つの ワ

ーキンググループを設け調査検討を⾏った。 

内部被ばく実験棟施設関係業務では、前年度に引き続き各設備は 24 時間フル稼動運転を

継続した。また、各係 においては研究の進展に伴い原⼦炉等規制法に基づく保安規定に係 

わる安全作業基準及び作業マニュアル等に従って作業を実施した。 



情報処理業務では、平成 5、6 年度に所内ネットワークの整備、分散型電⼦計算機シ

ステムの更新、STA ネット ワークへの接続を⾏った。平成 7 年度にはセキュリティ管

理システ ムと研究情報発信システムを導⼊した。これにより、従来のデータ処理業務以

外に所内外 のネットワーク管理運営業務が急増し、これらに対応する体制、及び将来計画

を検討し、平成 8 年度概算要求に反映させた。 

放射線安全管理業務では、放射線障害防⽌法及び原⼦炉等規制法に基づく各種申請、放射線

安全取扱いに関する管理、放射線業務従事者の個⼈被ばく管理、健康管理及び、教育 訓練

並びに放射性廃棄物処理等の諸業務を遂⾏した。RI 棟においては、放射性同位元素の使

⽤、保管等の管理システムの整備及び同棟への⼊退域の管理の強化を⾏った。 

申請業務の主なものとしては、重粒⼦線がｎ治療装置のイオン種の追加、重粒⼦線棟にお

ける⾮密封放射性同 位元素の使⽤等の変更承認申請を平成 8 年 2⽉28⽇に⾏った。 

動植物管理業務では、各種実験動物の⽣産、供給及び動物施設の向上を図った。また、実

験動物系統維持の効率化のため、本年度も積極的にマウス受精卵の凍結保存を推進し

た。 

さらに、前年度改修を⾏った哺乳動物実験観察棟内の整備等を⾏い、年度後半から使⽤を開

始した。 

Ⅲ．Ⅱ．技術業務 

Ⅲ．Ⅱ．１．施設関係 
変電、ボイラ及び空調の各施設は､おおむね順調に稼動した。 

受電関係では、前年度同様 9,700KW の契約電⼒であった。実際の最⼤⽉間需要電⼒は､ 

平成 7 年 7⽉に最⾼9,336KW を記録し、最低は平成 8 年 3⽉の 6,264KW であった。

年間 総使⽤量に対する腫瘍施設ごとの使⽤割合は、重粒⼦線棟 55%、内部被ばく実験棟

19%、 サイクロトロン棟（冷却⽔循環施設含む。）5%、晩発障害実験棟 4%であり、4

施設の合計は所内の使⽤電⼒の 83%余りを占めている。 

電気設備関係では、⽼巧化の著しい第 1 ガンマ線棟キュービクルの更新⼯事及び RI 棟⾼    

圧受変電設備の改修⼯事を⾏った｡また、耐⽤年数が過ぎている晩発障害実験棟の直流

電源 装置⽤整流器の更新⼯事を⾏った。 

空調設備関係では、⽼巧化により使⽤不可能となった附属棟第 2 ボイラ室の 4 号ボイラの

更新⼯事並びに⽼巧化    の著しい晩発障害実験棟の貯湯槽及び滅菌⽤蒸気ボイラの更新⼯

時を⾏った。また、晩発棟空調⾃動制御機器 （ACU-5 系統）が⽼巧化により、故障が



⽣じたため修理を⾏ったが、他の空調⾃動制御機器の系統についても、 ⽼巧化が著し

いため、 修理が望まれている。 

他に、SPF 動物照射実験棟を DNA 情報解析棟として利⽤するため、建屋、空調設

備、 電気設備の改修⼯事を⾏った。本年度における物品⼯作の申込みは、⽊⼯関係で 45

件、⾦⼯関係で 39 件の合計 84 件あり、所定の⼯作を⾏った。 

Ⅲ．Ⅱ．２．共同実験施設 
共同実験⽤機器では、原⼦間⼒顕微鏡（Digital Instruments 社製 NanoScopeⅢ）、 

エレメントモニタ・卓上型蛍光 X 線分析計（セイコー電⼦⼯業社製）マイクロエレメ

ントモニタ SEA5120）及び CHN⾃動分析装置（LECO 社製 CHNS-932 型 4 元素 同

時分析装置）等を新規に設置し た。その他、純⽔製造装置（ヤマト科学社製-オート 

スチル WF-12 型）等を更新した。これらの共同実験⽤機器は､多くの研究分野におい 

て、今後とも広く活⽤されることが期待される。また、その他の共同実験⽤機器につ

いても、前年度同様活発 な使⽤がみられた。不要機 器の使⽤状況を表 1 に⽰す。 

共同実験施設及び機器の運⽤⾯では、前年度に引続き本年度も次のような技術業務を実施し

た。 

① 研究棟関係については、機器の効率的利⽤を図るため、機器及び各実験室の整備

に努めた。 

② 組換え DNA 実験施設関係についえて、第⼀研究棟組換え DNA 第 1 実験室及び RI 棟

組換え DNA 実験室の安全キャビネットの定期点検を⾏った。 

③ ヒューマンカウンタ測定装置 NaI 検出器のクリスタル部及び鉄室扉の蝶番交換を

⾏った。 

共同実験施設の円滑な運営を期することを⽬的に、共同実験施設運営委員会合同部会に、

「共実機器等⾒直 しワーキンググループ」を設置し、共実機器及び共同実験施設に設置さ

れた各研究部の機器を整理することにより新たに導⼊する機器等の設置場所の確保、 共実機

器の管理運⽤の⾒直し、及び共実機器の更新計画等について検討を⾏った。 

表１ 平成７年度 共同実験⽤主要機器使⽤状況 

 

機器名 

 

台

数 

 

使⽤研究部等 

使⽤件数 使⽤時間 



 

分光光度計 

 

各

種 

 

⽣物影響、環境衛⽣、第１研究グ

ループ、障害・臨床 

 

３４ 

 

７５ 

核磁気共鳴装置 １ 第1研究グループ ５８ ２６３ 

液体シンチレーションカウ

ンタ 

 

３ 

⽣物影響、環境衛⽣、第１研究グ

ループ、障害・臨床 

 

９３ 

 

４１７ 

 

放射線計測装置 

 

各

種 

 

⽣物影響、環境衛⽣、第１研究グ

ループ、障害・臨床 

 

３４ 

 

１２７ 

 

遠⼼機 

 

各

種 

 

⽣物影響、障害基盤、環境衛⽣、

第3研究グループ、障害・臨床 

 

５２９ 

 

３０４２ 

 

真空凍結乾燥機 

 

３ 

 

⽣物影響、環境衛⽣、第１研究グ

ループ、障害・臨床 

 

３２ 

 

２１９６ 

 

電⼦スピン共鳴装置 

 

 

２ 

 

第1研究グループ 

 

６８ 

 

２９１ 

 

ヒューマンカウンタ 

 

 

１ 

 

企画室、環境衛⽣、養成訓練、障

害・臨床 

 

４２ 

 

３３６ 

 

DNA塩基配列決定装置 

 

１ 

 

第2研究グループ 

 

４５９ 

 

６００５ 

 

原⼦間⼒顕微鏡 

 

 

１ 

 

放射線科学 

 

８４ 

 

５１６ 



 

組換えDNA実験施設 

 

  

第1研究グループ 

 

１６２ 

 

７９８ 



Ⅲ．Ⅱ．３．照射棟 
(1) X線棟；信愛号-250型X線装置の製造中止に伴い、第3照射室に設置されている

同型 のX線装置（老巧化）の代替えをして、工業用X線装置（パンタックHF-

320型）を 設置した。 

他のX線発生装置、ガンマ線照射装置ともほぼ順調に稼動し、マウス・ラット・

メダ カ・マウス受精卵・培養細胞・血液・イースト等の生物照射、TLD及び線

量計等の校 正、医療被ばく線量測定、養成訓練部における実習等の物理実験及

びマウス・ラット等 の撮影に使用された。 

(2) 第一ガンマ線棟；第1照射室の回転シャッタ式ガンマ線照射装置（60Co-

111TBq）は、 年1回の定期保守点検の実施により順調に稼動し、イースト・細

胞構成物質・DNA等 の高線量照射及び細胞・ラット等の低線量照射実験に使用

された。 

第2照射室の137Cs吊上式ガンマ線照射装置（370GBq）は、タイマの老巧化に

よる故 障の他は順調に稼動し、マウスの長期低線量率連続照射実験に使用され

た。 

(3) 中性子線棟；226Ra-Be 37GBqは、レムカウンタ等の線量計の校正に使用され

た。 

(4) バンデグラフ棟；バンデグラフ型加速器は、比較的低エネルギーの陽子線・重陽

子線専 用の粒子加速器である。 設置以来38年の長期にわたり、低エネルギー

の放射線照射装置として使用されている。 主要な交換部品については、製造メ

ーカー（米国High Voltage Engineering Co）と技 術提携している日新ハイボ

ルテージ（NHV）社から供給されている。本加速器には定 期的に交換しなけれ

ばならない部品があるが、主要部品の交換作業については、年1 回のオーバホ

ール時に、NHV社に委託し、行っている。本年度は、加速管・イオンソ ース等

を交換した。 

これらにより、本加速器は比較的順調に稼動しているが、システム全体の老巧化

が進ん でいるため、保守・修理に要する時間が年々長くなってきており、マシ



ンタイムをユー ザの希望通りに供給することが、年々難しくなってきている。

加速器本体の部品については、現在のところ、 NHV社を通事、特に支障なく供

給されているが、今後とも供給 が継続されるかについては不明である。 利用面

では、種として陽子線はPIXE分析法（荷電粒子励起X線による微 量元素の同 時

多元素解析法）、中性子線は線量測定等に利用されている。利用は、8部課

（171件） に及んだ。 

なお、年間の稼動時間は619時間で、利用の割合は陽子線が96%、中性子線が

4%であ った。 X線装置、密封線源照射装置、バンデグラフ型加速器の使用状

況は表2のとおりである。 

(5) 線量管理；照射業務の一環として、アイオネクス線量計（標準線量計）及び広領

域線量 計（準標準線量計）の標準線源による安定性試験を定期的に実施し、精

度の維持管理に 努めた。また、X線照射のモニタとして使用しているAE1320型

線量計、AE-1321型 線量計、RI棟のA-1142型線量計、その他の線量計の校正

試験及びX線装置の出力試 験を定期的に実施し、照射実験の精度の向上に努め

た。 

(6) 液体窒素；液体窒素貯留槽については、年2回の定期保守点検および日常巡回点

検を行 っているため、供給管理面は順調であった。なお、液体窒素取り出し用

フレキシブルホ ースが破損したためホースを交換した。 

液体窒素は、主に半導体検出器の冷却、細胞組織等の凍結保存に使用された。使

用量等 については、液体窒素タンク・ローリーの受入れ回数42回、受入量

32,123Kg、使用 量17,262kg、使用している部課室グループは23とほぼ前年並

みであるが、重粒子治療 センター等個別に購入している部課があるため、全体

として年々増加している。 

(7) その他； 
① 照射機器の整備等について検討するため、共同実験施設運営委員会合同部会

に「照射機器ワーキング・グルー プ」を設置し、照射機器の更新計画、維

持管理体制等について検討を行った。 



② 晩発障害実験棟 X 線装置（信愛号-6 号）に関してはモニタ線量計の定期校

正の実施、照射に関する技術支援等 を行ってきたが、パンタック HF-320

型 X 線装置に更新したため、測定、調整等を行い、従来の実験が継続でき

る ように技術支援を行った。 また、前年度購入した哺乳動物舎の X 線装

置（パンタック-320 型）については、 モニタ線量計（AE-1320M 型）の

試験及び校正、照射技術の指導及び支援を行った。 

表２ 平成７年度照射装置使用状況 
装置名 件数 使用時間 

ＫＸＯ－１２型 Ｘ線装置 15 48.9 

信 愛－２５０型 〃 （７号） 682 423.2 

パンタック－Ｓ型  〃  508 268.1 

パンタック－ＨＦ型 〃 7 10.5 

信 愛－２５０型   〃（ＲＩ棟） 90 87.6 

Ｍ７０ＷＥ－特型 軟Ｘ線装置 24 98.4 

ＥＭＢ型 3 2.2 

Ｘ線装置 （計） 1,329 ９３８、９ 

標準線源遠隔操作装置 0 0 

スタンド型 γ線照射装置 22 149.4 
６０Ｃｏ－１１１ＴＢｑ 〃 （第１γ線棟－１） 92 119.5 
１３７Ｃｓ－３７０ＧＢｑ 〃 （  〃 －２） ** ２３ **８、６６０．０ 

Ｒａ－Ｂｅ－３７ＧＢｑ 中性子線照射装置 35 44.1 

密封線源照射装置 （計） 149 313 

バンデグラフ型加速器 171 619 

合計 1,649 1,870.90 

**印は連続照射のための使用件数・時間数の合計から除いた｡ 

Ⅲ．Ⅱ．４．部被ばく実験施設管理業務 

(1) 施設管理 

 全棟の各設備は、平成 7 年度についてもフル稼動運転を行った。プルトニウム

の使用に 伴い、原子炉等規制法に基づく保安規定に定められた給排気設備、非常



用発電機、無停電電源装置、通報連絡設 備の自主検査を実施するとともに自動制

御設備、中央監視盤等 の各種点検整備を行い、施設・設備の保全を図った。ま

た、老巧化対策として、平成５年度・６年度に引続き設備診断調査（建屋及び電

気設備）を行い、老巧化の 現状及びその原因を明らかにし、その対策を立案し

た。 また、設備診断その 1・その 2 に基づき、空調設備及び衛生設備の一部改修

工事を行った。また、各種機器の修理等を行い、各設備等の維持・保全に努め

た。 

(2) 中型動物管理 

 本年度のビーグル犬の 1 日の平均飼育頭数は、放射線管理区域側：106 頭、非

管理区域側：107 頭の 213 頭であった。生産数は、繁殖系統維持を目的とした 2

産の計 10 頭（雄 6 頭、雌 4 頭）であった。疾病及び実験用に伴う減少は 10 頭

であった。内部被ばく研究部への払い出し数は、雄 4 頭、雌 4 頭の計 8 頭であっ

た。ビーグル犬の健康管理を目的とした定期的な血液及び血清生化学的検査は、1

頭当たり 4 回実施し、疾病犬に関しては診断や治療の必要に応じて血液、血清生

化学検査及び尿 検査等の検査を随時実施した。平成 4 年度に酸化 239Pu を吸入

させた長期観察実験を目的としたビーグル犬 4 頭のうち 1 頭病死、残り 3 頭を犬

代謝室において引続き飼育観察を続けている。小動物（ラット、マウス）の 1 日

の平均飼育頭数は放射線管理区域側：1083 頭、非管 理区域側：300 頭であっ

た。小動物の搬入数はラット 1025 頭、マウス 56 頭の計 1081 頭であった。こ

の中で 239Pu の吸入、静注実験等に使用された数は、ラット 108 頭であった。

239Pu を投与した長期観察群の年度末の飼育数は、昨年度から飼育数も含めラッ 

ト 196 頭であった。 

(3) 廃棄物処理設備管理 

 平成 7 年度実施した乾留灰化設備（焼却炉）による放射性廃棄物の焼却量は、

以下の通りであった。 

可燃性雑固体   2,988kg 

動物死体等     121kg 

回収毛（Wet）   383kg 

脱水汚泥    11,536kg 

有機廃液    28.425m3 



 焼却処理の結果発生した焼却灰は、817kg で一方、排水処理設備は、

12,121m3 の処理を行い、この内 9,611m3 を 中水として再利用し、放出水総

量は 5,435m3 であった。処理設備の保全については、定期点検及び保安規定に

基づく自主検査を例年通り実施し た。また、焼却炉の劣化したアームの交換工事

を行い、設備の健全性を確保した。 

Ⅲ．Ⅱ．５．データ処理室業務 

平成 5 年度補正予算により完成した所内ネットワークおよび、平成 6 年度 6 月に更

新した分散処理型電子計算 機システムを運営してきた。平成 8 年 3 月の時点での登

録ユーザー数は 722 名、接続計算機は 740 台となっており、 平成 6 年度に比べ、そ

れぞれ、62 任、130 台増加している。   

 ネットワークトラブルは大小含めると週に数回程度発生しており、業務に重大な支

障を 与えるような大きなトラブルには到っていないものの、その危険性は小さくない   

 表 3 に平成 7 年度に発生したサーバ類等影響の大きいトラブルを示した。 

表 3 平成 7年度の主なトラブル 

96/3/10 

【日】 
cp0 にディスク障害 

96/3/ 1 【金】 支所、本所の通信不能 

96/2/27 

【火】 
支所 NetWare サーババージョンアップがハードエラーのため中断 

96/2/26 

【月】 
重粒子サブネット IPX が通信不能の原因は不良ケーブル一本 

96/2/22 

【木】 
重粒子サブネット IPX が通信不能 

96/2/19 

【月】 
重粒子サブネット通信不能..停電に際し nnr4_04 の fddi が障害 

     

【月】 
那珂湊ファイルサーバ障害 



96/1/16 

【火】 
外部通信不能...上部(STA)ルータ経路情報の間違い 

96/1/ 9 【火】 メインプリンター(GWP)故障 

96/1/ 8 【月】 メール送受信不能...DNS のディスク破損..交換 

95/12/25

【月】 
重粒子-ポジトロン通信不能....経路変更 

95/10/16

【月】 
cp0 がオートリブートした。/Var が lpNet のため 100%を超えていた 

95/10/12

【木】 
cp0 からプリンターに出力不能 

95/10/3 

【火】 
cp0 のプリンテットスケジューラ(lpsced)が停止した 

95/10/1 

【日】 
cp0 のディスク(/Var)が FULL 

95/9/29 

【金】 
cp0 からプリンターに出力不能 

95/9/21 

【火】 
fs0 ファイルサーバ故障..メディアが詰まった裏を開けて取り出した 

95/9/20 

【水】 

"メインプリンター停止..nirsfio のシステムディスク不良, 交換再インストー

ル" 

95/9/19 

【火】 
cp0 不調..情報処理室サブネット異常発生 

95/9/11 

【月】 
fs1 ファイルサーバ故障..マイグレーションファイルが見えない 

95/9/ 6 【水】 fs2 ファイルサーバ故障..管理データが壊れていた 

95/8/28 

【月】 
fs1 ファイルサーバ故障..レイドディスク故障 

95/8/25 

【金】 
"fs1 ファイルサーバ故障..レイドディスク故障, 予備と交換" 



95/8/22 

【火】 
cp0 不調..情報処理室サブネット異常発生..NFS マウントエラー多発 

95/8/21 

【月】 
fs1 ファイルサーバ故障..レイドディスクのアラームリセットで解消 

95/8/10 

【木】 
fs3 ファイルサーバの ups が障害..8/11 に急速充電して復帰 

95/8/ 6 【日】 重粒子のルータが熱のため障害 7 日にボード交換で復帰 

95/8/ 1 【火】 CPI ディスク電源故障 

95/7/25 

【火】 
cp0 の/Var が full lpNet を削除 

95/7/11 

【火】 
那珂湊支所メールトラブル DNS の nirsena MX cp0 に変更 

95/7/10 

【月】 
那珂湊支所メールトラブル 

95/04/下旬 フルバックアップ不可能ドライブ交換 

95/04/中旬 ファイルサーバのメディア不良別メディアへコピー 

95/04/初旬 ネットワークプリンター利用可能 

  



図１ ファイヤーウォールとホワイトセグメント 

 
図２ メールシステム 

 
  



図３ ＷＷＷプロキシシステム 

 

Ⅲ．Ⅱ．６．研究業務 
(1) 実験⽤ビーグル⽝の繁殖及び育成技術の開発に関する研究 

福田 俊、飯田治三、杤木満弘 

1. これまでに死亡した 134 例（雄 56 例、雌 78 例）を対象にして、自然発症

による疾患 および平均寿命について検討した。全例の平均寿命は 9.2 歳で、

雄（8.7 歳）より雌（9.5 歳）の方がやや長い傾向を示した。平均寿命に達

するまでの疾患は、てんかん、椎間板 突出症状、子宮蓄膿症、肺炎など非腫

瘍性であった。平均寿命以上の年齢では、雌に乳 腺腫が多くみられるように

なり、その後に全例の 23.9%に癌の発生がみられた。好発部 位は消化器系

が最も多かった。いわゆる老衰と判断された例は 10.6%で、その平均寿命 

は 14.3 歳であった。 

2. 突発性痙攣個体については、臨床観察および処置を行った。死亡個体の脳に

ついては 詳細な病理検索を引続き行った。 

3. 自然発生した顎変形およびビーグルの上下顎に関する標準値の作成を歯科学

的な形態測定法で解析した。 

［研究発表］ 

(1) 田中良成*、角田典隆*、夏目長門*、佐奈正敏*、山田晃弘*、宮島邦彰*、

河合 幹 *、飯塚哲夫*、大野紀和*、福田 俊、：第 35 回日本先天異常学会

学術集会、東京、 1995.7.（*愛知学院大学歯学部）  



(2) 福田 俊：第 11 回日本獣医畜産大学学術研究交流会、東京、1995.11. 

(2) 電子計算機ネットワークの高度利用に関する調査研究  

本郷昭三、四野宮貴幸、竹下洋、福久健二郎、武田栄子、今関等、田端寛子 

 インターネットの接続により、電子計算機ネットワークの利用も国際的になっ

ている。 平成 7 年度は一般ユーザーが、安全にネットワークを利用できるように

整備を行った。 以下にその主なものを記す。 

 1. ファイヤウオールの導入 

 2. WWW（ワールドワイドウェブ）専用サーバの導入 

 3. FTP、ニューズサーバの導入 

 4. メールシステムの再構築 

 5. WWW プロキシシステムの構築 

 6. 各種マニュアル、メニュの作成整備   

ユーザーがネットワークを利用する目的としては、コミュニケーション・情報検

索、アプリケーション処理、計 算処理等があげられる。従来、計算処理・アプリ

ケーション処理が主体であったが、ネットワーク環境の整備に 従って、コミュニ

ケーション・情報検索の方に主体が移りつつある。平成 7 年度の整備もこの観点

から行った。 ネットワークセキュ リティを保つために、ファイヤウォールを導

入し、WWW サーバ、ニューズサーバ、FTP サーバ等外部向けのものは『ホワイ

トセグメント』と名つけた情報公開専用のサブネット に配置した。概要を図 1 に

示した。ユーザーの増大に対応してメールシステムおよび WWW プロキシシス

テムを再構築した。その概要を図 2、図 3 に示した。7 台のポップサーバはユ ー

ザーが一々メールサーバにログインしなくても、パーソナルコンピュータでメー

ルを受 け取ることができる。また、4 台の多段プロキシサーバはより多くの人が

WWW を利用可 能としている。 

平成 7 年度もまた、ネットワークの拡張、維持管理業務に追われ、必ずしも十分

な整備、 調査研究が出来なかったが、インターネットを利用する基盤は整備され

た。 

［研究発表］ 



(1) ⽥中良成*、⾓⽥典隆*、夏⽬⻑⾨*、佐奈正敏*、⼭⽥晃弘*、宮島邦彰*、

河合幹 *、飯塚哲夫*、⼤野紀和*、福⽥俊、︓第 35 回⽇本先天異常学会学

術集会、東京、 1995.7.（*愛知学院⼤学⻭学部） 

(2) 福⽥俊︓第 11 回⽇本獣医畜産⼤学学術研究交流会、東京、1995.11. 

Ⅲ．Ⅲ．放射線安全業務 

Ⅲ．Ⅲ．１．申請業務 
本年度においては、放射性同位元素等による放射線障害の防⽌に関する法率（以下

「放 射線障害防⽌法」という。）並びに核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する

法率（以下「原⼦    炉等規 制法」という。）に基づき科学技術庁⻑官の承認を受け､ま

た は届出したものは、次のとおりである。（那珂湊⽀所等を含む。） 

放射線障害防⽌法に基づく変更承認申請 

承認使⽤に係る変更の承認申請（重粒⼦線棟及び⾮密封放射性同位置元素使⽤施設）（平

成 8    年 2⽉28⽇申 請） 

放射線障害防⽌法に基づく使⽤の場所の⼀時的変更の届出 

① 承認使⽤に係る使⽤の場所の⼀時的変更届（養成訓練︓養成訓練部研修⽣の実習

の ため） 

（平成 7 年 4⽉28⽇届出） 

② 承認使⽤に係る使⽤の場所の⼀時的変更届（養成訓練棟︓養成訓練部研修⽣の実

習 のため） 

（平成 7 年 10⽉30⽇届出） 

放射線障害防⽌法に基づく報告 

① 放射線取扱主任者選解任届（本所）（平成 7 年 8⽉28⽇届出） 

② 放射線管理状況報告書（平成 6 年度本所分）（平成 7 年 5⽉31⽇科学技術庁⻑官 

あて提出） 

③ 放射線管理状況報告書（平成 6 年度那珂湊⽀所、東海施設分）（平成 7 年 7⽉22 

⽇科学技術庁⻑官あて提出） 

原⼦炉等規制法に基づく届出 

① 核燃料物質の使⽤に係る変更届（本所）核燃料物質の予定使⽤期間の延⻑（平成

7 年 4⽉15⽇届出） 



② 核燃料物質の使⽤に係る変更届（那珂湊⽀所）核燃料物質の予定使⽤期限の延⻑

（平成 7 年 4⽉15⽇届出） 

③ 国際規制物資の使⽤に係る変更届（本所）国際規制物資の予定使⽤期間の延⻑（平成

7 年 4⽉15⽇届出） 

④ 核燃料物質の使⽤に係る変更届（那珂湊⽀所）核燃料物質の予定使⽤期間の延⻑（平

成 7 年 11⽉25⽇届出） 

⑤ 核燃料物質の使⽤に係る保安規定の変更届（平成 8 年 3⽉8⽇届出） 

原⼦炉等規制法に基づく報告 

① 核燃料物質の収⽀報告及び実在庫量明細報告書（本所） 

(イ)核燃料物質在庫変動・受払間差異・リバッチング報告書、(ロ)核燃料物質在庫変

動等供給当事国別 明細報 告書(1)、(ハ)核燃料物質収⽀報告書、(ニ)核燃料物質

実在庫量明細報告書、(ホ)核燃 料物質実在庫量供給当事国別明細報告書(1)）

（平成 7 年 4⽉14⽇科学技術庁で⻑ 官あて提出） 

② 核燃料物質の収⽀報告及び実在庫及び実在庫量明細報告書（那珂湊⽀所）（(イ)核 

燃料物質収⽀報告書、(ロ)核燃料物質実在庫量明細報告書及び(ハ)核燃料物質実在庫量供

給当事国別明細報告書(1)）（平成 7 年 4⽉14⽇科学技術庁⻑官あて提出） 

③ 核燃料物質の収⽀報告及び実在庫量明細報告書（本所）（(イ)核燃料物質在庫変

動・ 受払間差異・リバッチング報告書、(ロ)核燃料物質在庫変動等供給当事国別明

細報 告書(1)、(ハ)核燃料物質収⽀報告書、(ニ)核燃料物質実在庫量明細報告書、

(ホ)核燃    料物質実在庫供給当事国別明細報告書(1)）（平成 8 年 2⽉9⽇科学技

術庁⻑官あて提出） 

④ 平成 6 年度下半期放射線管理報告書（平成 7 年 4⽉27⽇科学技術庁⻑官あて提

出） 

⑤ 放射線管理報告書（平成 6 年度下半期本所分）（平成 7 年 4⽉27⽇原⼦⼒安全局

⻑あて提出） 

⑥ 放射線管理報告書（平成 6 年下半期那珂湊⽀所分）（平成 7 年 4⽉27⽇原⼦⼒安全局

⻑あて提出） 

⑦ 核燃料物質受払計画等報告書（平成 7 年 7⽉1⽇から平成 7 年 12⽉31⽇まで） 

（平成 7 年 6⽉9⽇科学技術庁⻑官あて提出） 



⑧ 平成 7 年度上半期放射線管理報告書（平成 7 年 10⽉28⽇科学技術庁⻑官あて提

出） 

⑨ 放射線管理報告書（平成 7 年度上半期本所分）（平成 7 年 10⽉28⽇原⼦⼒安全

局 ⻑あて提出） 

⑩ 放射線管理報告書（平成 7 年度上半期那珂湊⽀所）（平成 7 年 10⽉28⽇原⼦⼒

安 全局⻑あて提出） 

⑪ 核燃料物質受払計画等報告書（平成 7 年 1⽉1⽇から平成 7 年 6⽉30⽇まで）(平

成 7 年 11⽉27⽇科学技術庁⻑官 あて提出) 

Ⅲ．Ⅲ．２．放射線安全会議 
会議は、本年度 3 回開催され、審議された主要な議題は次のとおりである。 

放射線施設の安全性に関する事項 

① サイクロトロン棟及びポジトロン棟の安全対策 

② 那珂湊⽀所及び東海施設の安全対策 

③ 重粒⼦線がん治療装置の作業計画の放射線安全性 

④ その他放射線施設の使⽤に基づく安全対策 

放射線障害の防⽌に関する事項 

① 短寿命 RI を投与する患者及び取扱い作業者の安全性に関する事項 

② 重粒⼦線棟の使⽤に係る変更承認申請⼿続きに関する事項 

③ 放射線障害予防規定及び関係規定類の改定に関する事項 

④ 放射線管理区域の設定に関する事項 

本年度の会議の構成員は、議⻑に河内重粒⼦治療センター医⽤重粒⼦物理・⼯学研究部⻑、 

委員に⼩泉内部被ばく研究部内部被ばく第 4 研究室⻑、（本所、放射線取扱主任者）、 

鎌倉技術部放射線安全課安全係⻑（本所、放射線取扱副主任者、平成 7 年 8⽉1⽇まで）、 

中⼭企画室総括研究企画官補佐（同取扱副主任者、平成 7 年 8⽉1⽇から）、内⽥環境放    

射⽣態学研究部主任研究官（那珂湊⽀所東海施設、放射線取扱主任者）、保⽥環境放射⽣

態学研究部研究員（那珂湊⽀所東海施設、放射線取扱副主任者）、平野海洋放射⽣態学研

究部海洋放射⽣態学第 1 研究室⻑（那珂湊⽀所、放射線取扱主任者）、⽯井海洋放射⽣態

学研究部主任研究官（那珂湊⽀所、放射線取扱福主任者）、⼩⽥管理部⻑、近藤技術部

⻑、左藤技術部放射線安全課⻑、森⽥重粒⼦治療センター⻑、隈元放射線科学研究部⻑、

稲葉内部被ばく研究部⻑、武⽥環境衛⽣研究部主任研究官、上島養成訓練部指導室⻑、藤



⾼第 3 研究グループ総合研究官、吉⽥重粒⼦治療センター障害・臨床研究部障害・臨床第

2 研究室⻑、中村海洋放射⽣態学研究部⻑の 19 名であった。また、会議の下に設けら

れた専⾨委員会その審議された主要な議題は次のとおりである。 

① サイクロトロン安全専⾨委員会 

本委員会は、サイクロトロンの利⽤に伴う放射線に対する安全管理並びに安全対策を

審議するため設置 されている。本年度は、（イ）サイクロトロンの使⽤に係る作業

計画の安全性、（ロ）使⽤施設に係る安全測定の結 果に対する評価等の審議を⾏っ

た。委員会は、本年度 5 回開催された。 

② 那珂湊⽀所放射線安全専⾨委員会 

本委員会は、那珂湊⽀所における放射線施設に関する放射線の安全管理について調査

審議するため設置 されている。 本年度は、（イ）那珂湊⽀所と那珂湊⽀所東海施

設の安全管理及び使⽤RI 核種の検討、（ロ）那珂湊⽀所放射線作業計画に基づく

安全対策、（ハ）那珂湊⽀所東海施設の核燃 料物質使⽤承認申請の検討等の審議

を⾏った。委員会は、本年度 4 回開催された。 

③ 重粒⼦線安全専⾨委員会 

本委員会は、重粒⼦線がん治療装置の使⽤に係る作業計画の安全性に関する事項、重

粒⼦    線がん治療装 置の運転時の安全性に関する事項及び重粒⼦線棟における作

業要領・各種マニュアルに関する専⾨的事項を調査 審議するため設置されている。 

本年度は、（イ）重粒⼦線棟の承認使⽤に係る変更承認申請の安全評価、（ロ）

作業計画の安全性等について審議を⾏った。委員会は、本年度 7 回開催された。 

Ⅲ．Ⅲ．３．核燃料安全会議 
会議は、本年度 2 回開催され、審議された主要な議題は、次のとおりである。 

核燃料物質使⽤施設の安全性に関する事項 

① 内部被ばく実験棟における核燃料物質の使⽤計画について 

② 内部被ばく実験棟における核燃料物質の使⽤等に係る施設の安全対策 

③ 内部被ばく実験棟焼却炉アーム更新⼯事に関する安全評価及び安全対策 

核燃料物質等の使⽤等に係る放射線障害の防⽌並びに安全性に関する事項 

① 内部被ばく実験棟における核燃料物質の取扱いに係る作業者の安全性に関する事項 

② 核燃料物質等の使⽤施設に係る安全測定の結果等に対する評価 

③ 保安規定に基づく定期の実施事項 



放射線医学総合研究所核燃料物質使⽤施設保安規定及び計量管理規定等の⼀部改正 

本年度の会議の構成員は、議⻑に早⽥障害基盤研究部⻑、委員に⻄澤総括安全解析研

究 官付主任研究官（核燃料取扱主務者）、曽我企画室⻑、⼩⽥管理部⻑、近藤技術部

⻑、 鈴⽊技術部技術課⻑、左藤技術部放射線安全課⻑、森⽥重粒⼦治療センター⻑、稲

葉内 部被ばく研究部⻑、⼩泉内部被ばく研究部内部被ばく第 4 班研究⻑、内⼭環境衛⽣研

究部⻑、今井養成訓練部主任研究官、明⽯重粒⼦治療センター障害・臨床研究部障害・臨 

床第 3 研究室⻑の 13 名であった。 

Ⅲ．Ⅲ．４．個⼈被ばく管理 
放射線業務従事者の安全を確保するために、放射線障害予防規定に基づき、外部被ばく測

定、内部被ばく測定並びに教育訓練を実施し、個⼈被ばく管理に⼀層の充実を図っ

た。 

放射線業務従事者の記録 

平成 7 年度の放射線業務従事者は 1,004 名（⽀所を除く）であり、その内訳は、次のとお

りである。 

職員 307 名 

外来研究者 251 名 

養成訓練⽣ 62 名 

請負業者 384 名 

なお、上記の外来研究者のうち、重粒⼦線がん治療装置等の共同利⽤研究員は、143 名で

あった。 

外来被ばくの線量当量の測定 

放射線業務従事者に対しては、フィルムバッジを主体に補助線量計としてポケット線

量 当量計、熱蛍光線量計（TLD）により測定した。現在使⽤しているフィルムバッジ

は、M 型（X 線・γ 線・β 線⽤）と A 型（X 線・γ 線・β 線⽤・中性⼦線⽤）の 2 種類を

⽬的に応じて使⽤し 1 ヶ⽉ごとに交換した。医療関係者等不均等被ばく対象者には、フ

ィルムバッジを更に頚部（衿）にも装着させ測定した。また、⼿の線量当量の測定につ

いては、β 線を放出する⾮密封 RI を取扱う放射線業務従事者を対象に、X・γ 線の他、 

β 線まで測定できる TLD 指リングを装着させ、1 ヶ⽉ごとに交換して測定した。ま

た、 ⼀時⽴⼊者に対しては､ポケット線量当量計、TLD により測定した。なお、フィ

ルムバッジ及び TLD 指リングの測定については、外部機関に委託した。 



内部被ばくの測定 

⾮密封放射性同位元素を取り扱う放射線業務従事者については、使⽤量、作業かんきょう

から空気    中濃度を計算 で求め､内部被ばくのないことを確認した。また、核燃料物質 

を取扱う施設の放射線業務従事者については、肺モニタ（年 2 回）及びバイオアッセ

イ法（年 1 回）により確認モ ニタリングを実施し、測定を⾏った。内部被ばく線量当量

の 測定結果は、全員検出限界未満で異常はなかった。 

個⼈被ばく評価結果 

平成 7 年度における放射線業務従事者の被ばく線量当量は、法令で定められた線量当量    

限度以下であった。実効線量当量の評価結果は表 1、検出された組織線量当量（⽪膚） 

の評価結果は、表2 のとおりである。 

教育訓練 

管理区域に⽴ち⼊った後の 1 年を越えない期間ごとに⾏う教育訓練は、（社）⽇本アイソ

トープ協    会の池⽥正道 ⽒を迎え「阪神・淡路⼤震災の経験を踏まえて」と題しての講

演のほか、「放射線安全管理」について、放射線 業務従業者のうち対象者303 名に対し

実施した。 

 

 

表１ 平成７

年度放射線

業務従事者

の実効線量

当量分布 

線量当量 

（ｍＳｖ/ 

年） 

 

０．１ 

以下 

 

０．１

を超え

０．５ 

以下 

 

０．５

を超え

５．０

以下 

 

５．０を

超え 

１５．０ 

以下 

 

１５ 

を超え 

２０．０ 

以下 

 

２０ 

を超え

２５ 

以下 

 

２５ 

を超え 

５０ 

以下 

 

５０ 

を超える

もの 

 

総

 

数 

 

 

職

員 

研究者 １６７ ４       １７１ 

医療関 

係者 

 

６７ 

 

５ 

 

１ 

      

７３ 



管理担 

当者 

 

５９ 

 

３ 

 

１ 

      

６３ 

⼩計 ２９３ １２ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ３０７ 

外来研究者 ２４９ ２       ２５１ 

養成訓練⽣ ６２        ６２ 

請負業者 ３７７ １ ４ ２     ３８４ 

 

合計 

 

９８１ 

 

１５ 

 

６ 

 

２ 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

１、０ 

０４ 

 

表２ 平成７年度放射線業務従事者の⽪膚の組織線量当量分布（０．１ｍＳＶ以上） 

 

線量当量 

（ｍＳｖ/ 

年） 作業者区

分 

 

１．０

以下 

 

１．０

を超え

１０ 

以下 

 

１０ 

を超え 

５０ 

以下 

 

５０ 

を超え 

１００ 

以下 

 

１００ 

を超え 

２００ 

以下 

 

２００ 

を超え 

３００ 

以下 

 

３００を 

超えるもの 

 

総 数 

（⼈） 

職

員 

研究者 ４       ４ 

医療関係 

者 

６ １      ７ 

管理担当 

者 

３   １    4 

⼩計 １３ １  １ ０ ０ ０ １５ 



外来研究員  １ １     ２ 

請負業者 ２  ４ １    ７ 

合計 １５ ２ ５ ２ ０ ０ ０ ２４ 

注）フィルムバッチとＴＬＤを併⽤している場合には、その中の⼤きい値で評価し

た。 

Ⅲ．Ⅲ．５．健康管理 
放射線障害防⽌法、⼈事院規則及び所内規定に基づき放射線業務従事者の健康診断を

実施した。健康診断の実施状況は､新規の職員、外来研究者に対し就業前の健康診断を

実施するとともに、年 4 回（被ばく歴の調査及び末しょう⾎液については年 2 回）対象

者（述べ年間 1,451 名）に対して問診票（⾃他覚症状の調査）により実施した。問診票

の調査結果から健康管理医の指⽰により 3 名に対し⾎液､⽪膚、眼の検査、1 名に対し⽪

膚の検査を実施した。診断結果については、委託専⾨医の報告を踏まえた健康管理医の判

断により、放射線作業による被ばくに起因する異常は認められなかった。 

Ⅲ．Ⅲ．６．放射線安全管理 
(1) 放射性同位元素の受⼊れ及び管理 

本年度に受け⼊れた放射性同位元素の種類及び数量は、表 3 のとおりである。⼊荷し

た放射性同位元素は、個々に管理番号を付け、所定の貯蔵庫に保管され、配分し

使⽤された。放射性同位元素の使⽤に当たっては、6 ヶ⽉⼜は 3 ヶ⽉（那珂湊⽀所）

ごとに作業計画書により、核種、使⽤数量、実験⽅法等に把握するとともに、貯蔵

中の放射性同位元素 についても、定期的に在庫調査を実施し、管理に万全を期し

た。 

(2) 線量当量率、表⾯密度及び排気中濃度の測定 

秘密封放射性同位元素を使⽤する施設（以下「RI 使⽤施設」という。）の管理区

域内の⼈が常時⽴⼊る場所及び同区域境界における線量当量率の測定は、1 ヶ⽉ご

と、その他の放射線施設については、6 ヶ⽉ごとにサーベイメータにより実施し、法

令で定められた線量当量限度以下であることを確認した。RI 使⽤施設の管理区域内の



放射性同位元素による表⾯密度の測定は、1 ヶ⽉ごとにスミア法またはサーベイメー

タにより実施し、汚染の早期発⾒及び被ばく防⽌に努めるとともに、法令で定め

られた表⾯密度限度以下であることを確認した。排気中の放射性同位元素の濃度の

測定は、排気モニタによる連続測定及び計算により算出したが、法令で定められた

濃度限度以下であった。 

(3) 放射線施設の維持管理 

放射線施設並びにその周辺に設けている管理区域は、24 ヶ所であるが、定期的に⾃主

点検を⾏い、建物のクラックの補修、標識の張替え、フィルタの交換等施設の維

持管理に努めた。 

(4) 放射線安全管理者 

管理区域ごとに放射線安全管理者（那珂湊⽀所を含む）18 名をおき、放射線安全管理

に努めた。 

(5) ⼀般管理 

サーベイメータ等の測定機器類の校正を⾏うとともに、施設ごとにサーベイメータ 等を

配置し、安全管理の強化に努めた。X 棟、晩発障害実験棟に設置した X 線装置並び

らせ CT 検診⾞について、使⽤前の測定、管理区域の設定等、所要 の⼿続きを⾏っ

た。本所及び那珂湊⽀所において放射性同位元素の⼊荷、使⽤、保管、廃棄等の在庫

管 理を⾏っているが、従来のシステムでは年々蓄積されるデータの処理に困難を来してき

たため、システムを更新し、ネットワーク上においてデータ等の処理が実施できる RI

管理システムを導⼊した。 

表３ 平成７年度ＲＩ⼊荷量 

１．⾮密封ＲＩ 

＜研究用＞  ＜診療用＞ 

＜第１群＞ ＜第 3 群＞  ＜第 3 群＞ 

90Sr 3.7MBq 32P 3.7GBq  67Ga 10.5GBq 

＜第 2 群＞ 35S 185.0MBq  99Mo-99mTc 129.5MBq 

45Ca 37.0MBq 59Fe 129.5〃  111In 74.0〃 

65Zn 37.1〃 131I 2.6〃  201Tl 999.0〃 

85Sr 111.0〃 ＜第 4 群＞    



100Cd 37.0〃 3H 1.1GBq  2.密封 RI（3.7MBq をこえるもの） 

125I 111.0〃 14C 158.2MBq  63Ni 3.7MBq 

129I 17.0kBq 51Cr 426.7〃  68Ge-68Ga 18.5〃 

137Cs 740.0〃     9.3〃 

185W 37.0kBq      

Ⅲ．Ⅲ．７．アルファ線管理 
(1) アルファ線棟関係 

環境試料等のプルトニウムの分析及び測定が実施された。放射線管理いついては、線

量当量率等    の測定を⾏ い、法令で定められた値以下であることを確認した。 

(2) 内部被ばく実験棟関係 

① 施設及び作業管理 

過去にプルトニウムを投与したビーグル⽝、ラット及び、マウスについて現在

も⻑期飼育中である。今年度は、ラット及びマウスへのプルトニウム吸⼊投与実験

が 4 回、注射投与実験が 2 回実施された。プルトニウムの取扱いはグローブボック

ス内で⾏われ、測定⽤試料やオートラジオグラフィー⽤試料をグロー ブボックスか

ら取出し、フード内で汚染拡⼤防⽌上の必⽤な処置を施し、放射能測定や各種観

察・試験が実施さ れた。これらのプルトニウム取扱作業については事前に作業計画

を確認し、必要により汚染検査・作業への⽴会いを実施した。プルトニウム及び実験

動物の取扱い並びに使⽤設備の操作等について安全に⾏われたことを確認 した。作業

終了後の汚染検査では、作業室への漏洩・表⾯汚染等は認められなかった。排気・排

⽔系及び焼却設備等の機器の開放を伴う点検・修理を実施するにあたっては、

事前に作業計画の安全性を⼗分に検討し、汚染拡⼤防⽌を⽬的とした作業場所の養

成、作業者の内部被ばく防護に注意を払う等の措置 を⾏い、安全な作業の遂⾏

を確認した。このように安全に係る作業管理に努めた結果、作業者への内部被ばく

や作業場周辺等へのプルトニウムによる汚染及びその拡⼤は認められなかった。ま

た、各作業室    内の空気中プルトニウム濃度の管理については、主にエアースニフ

ァシステムを⽤いて⾏い、法令で定められた値以下であることを確認した。 

② 廃棄物管理 



排⽔管理については、法令等で定められた値以下であることを確認し、約 5244m3

の排⽔を 55 回    に分けて放出し た。排気管理については、α 線及び β（γ）線

を放 出する核種は検出されず、法令で定められた値以下であることを確認した。

管理区域内で発⽣した可燃性及び不燃性廃棄物は、地下廃棄物処理設備で焼却・保管

排気した。    なお、焼却灰 を含む固体廃棄物は不燃性廃棄物ドラム⽸（200l/

本） 28 本（内、焼却炉改修⼯事で発⽣した廃棄物 12 本）発⽣し、また焼却炉

改修⼯事 でアーム収納容器 6 本が発⽣し、地下廃棄物保管庫内に保管廃棄し

た。 

③ 地下焼却炉内アーム更新⼯事 

放射性廃棄物の処理設備である焼却炉について、炉内灰掻き出し⽤アームが

経年劣 化により、⻲裂、脱落が⽣じたため、アーム更新⼯事が実施された。当

該作業に関し、放射線管理を以下のとおり実施し、安全に作業を⾏うことが

できた。 

1. 作業期間 平成 7 年 11⽉27⽇〜平成 8 年 3⽉9⽇ 

2. 作業概要 

所内⼿続き（従事者申請等） 

焼却炉上部ハッチ及び側部ハンドホール部の汚染防⽌対策並びに機器類設

置（グリーン・ハウス等）及び 緩衝物撤去 

焼却炉内放射線状況確認 

本作業（アーム取出し、炉内清掃、新アーム取付） 

現場復旧及び退所⼿続き 

3. 放射線管理更新⼯事前に炉内放射線状況について事前モニタリングを実施

し、特殊放射線管理計画書を作 成した。それに従い、放射線管理を実施

した。ほぼ、予想された放射線状況であり、それに対応した防護策を講 

じ、安全に作業を⾏うことができた。 なお、作業者の個⼈被ばく値

は、全て検出限界値未満であった。 

Ⅲ．Ⅲ．８．中性⼦線安全管理 
(1) 放射線安全管理⽤機器等整備 

サイクロトロン棟及びポジトロン棟においては、ガスモニタ（3 基）、ダストモニタ

（2    基）、排⽔モニタ、ゲートモニタ等により安全管理に努めた。重粒⼦線棟



においては、新たにゲートエリアモニタ（管理区域 1︓1 基）を設置した。また、棟    

内エリアモニタ （γ 線⽤／28 基、n 線⽤／10 基）、管理区域境界エリアモニタ

（専⽤︓γ 線⽤2 基、n 線⽤／2 基、共⽤︓γ 線⽤／4 基、n 線⽤／4 基）、ガス

モ ニタ（6 基）、ダストモニタ（3 基）、排⽔モニタ（3 基）、及び測定機器等を

整備し、安全管理の強化に努めた。管理区域の出⼊り管理は、ID カードにより総合

的に管理す るなど、安全管理に万全を期した。 

(2) 線量当量率・表⾯密度及び排気中濃度の測定 

線量当量率の測定は、照射線発⽣装置使⽤施設（重粒⼦線棟・サイクロトロン棟

及び ハンデグラフ棟）、照射装置使⽤施設（中性⼦線棟）の各管理区域内で⼈の常

時⽴⼊る 場所及び管理区域境界等については、6 ヶ⽉を超えない期間ごとにサーベ

イメータ及び レムカウンタにより実施した。このほか、重粒⼦線棟にフィルムバッ

ジを 51 ヶ所、TLD を13 ヶ所、サイクロトロン棟にフィルムバッジを 34 ヶ所、バ

ンデグラフ棟にフィルムバッジ及び TLD を 3 ヶ所設置して施設の放射線監視を⾏っ

た。 表⾯密度・室内線量当量率及び放射性核種分析 等の測定は､重粒⼦線棟・サイク

ロトロ ン棟及びポジトロン棟の各施設に応じて 1 ヶ⽉あるいは 6 ヶ⽉ごと及び随時

に、スミヤ、サーベイメータ及び核種分析器等により実施した。排気中の放射能濃

度の測定は、重粒⼦線棟・サイクロトロン棟及びポジトロン棟におい てガス及び

ダストモニタで連続測定し、1 ヶ⽉及び 3 ヶ⽉間の平均濃度をそれぞれ算出し

た。これらの測定結果は法令で定められた値以下であった。ビーム照射室において

は、照射直後の室内空間線量当 量率の測定及びビーム照射された 物については、表

⾯の線量当量測定を⾏い装斜線作業従事者の安全を図った。また、重粒⼦線がん治療

装置の運 転及び研究の進展に伴い、 

イ) 直線加速装置、シンクロトロンの運転時間の延⻑及びイオン種の追加 

ロ) 管理区域 4（RI 実験室）での、⾮密封 RI の使⽤ 

ハ) 管理区域 3（処理室）での、ポジトロン CT 装置設置に伴う密封 RI の使⽤等の変

更申請を⾏い利⽤の便を 図った。 

Ⅲ．Ⅲ．９．環境放射線監視 
(1) α線の環境放射線監視 

環境試料等のプルトニウムの分析及び測定が実施された。放射線管理については、線

量当量率等の測定を⾏い、法令で定められた値以下であることを確認した。 



(2) 事業所の境界における線量当量率の測定 

事業所の境界における線量当量率の測定は、野外エリアモニタを 8 ヶ所、フィルムバ

ッジ及び TLD を 17 ヶ所設置 して環境放射線の監視を⾏った。その結果は、通常

の範囲内であった。 

Ⅲ．Ⅲ．１０．放射性廃棄物処理 
所内（那珂湊⽀所を除く。）の各放射線施設から発⽣した放射性廃棄物の処理の概要は次

のとおりである。 

(1) 固体廃棄物 

可燃物、難燃物及び不燃物は、主に RI 使⽤施設から排出されたものであった。塩ビ

等の⼤型容器、⼤型の⾦属などについては、減容し⾮圧縮性不燃物とした。これら

放射性廃棄物は、それぞれ専⽤のドラム⽸（50l/本及び l/本）に詰替後、廃棄業者に

引き渡し⼀部は廃棄施設に保管している。 

(2) 液体廃棄物 

⾼レベル液体（37Bq/cm3**）、中レベル液体（0.37Bq/cm3 以上 37Bq/cm3 未

満）は専⽤の     容器に封⼊後、液体廃 棄物保管庫に保管した。低レベル廃液

（3.7×10-4Bq/cm3 以上 0.37Bq/cm3 未満）については、排⽔処理設備による

イオン交換、凝集沈殿等の科学的処理を実施し、法令に定められている排⽔濃度限度

以下であることを確認したのち、放流した。極低レベル廃液（3.7×10-4Bq/cm3

未満） についても法令に定められた排⽔濃度限度以下であることを確認し たの

ち、放流した。 トリチウム廃液については、トリチウム廃液専⽤の希釈槽を⽤い

て⼀部希釈処理を実施し、法令に定められた濃度限度以下であることを確認した。な

お、平成 7 年度の放流はなかった。有機廃液は、法令で定められた核種については

有機廃液焼却装置で廃液処理を⾏い、それ以外の核種について は専⽤の容器に封⼊

後、液体廃棄物保管庫に保管した。なお、有機廃液焼却装置にて焼却した後の残渣は

対⽕容 器に詰替後、保管棟に保管した。 

(3) 動物死体等廃棄物 

動物死体、しきわら等の動物死体等廃棄物は、専⽤の冷凍庫に保管した。 

平成 7 年度の放射性廃棄物の発⽣量、処理状況及び廃棄業者への引き渡し数量を

表 4 に⽰す。 

表４ 平成７年度放射性廃棄物の発⽣量、処理状況及び廃棄業者への引き渡し数量 



種類 発生量 処理方法 

引き渡し

数量 

固

体 

可燃物 200l ドラム缶 3 本 保管中 0 本 

可燃物 50l ドラム缶 33 本 同上 0 本 

難燃物 50l ドラム缶 67 本 同上 0 本 

不燃物 50l ドラム缶 31 本 同上 0 本 

非圧縮性不

燃物 50l ドラム缶 26 本 廃棄業者に引き渡し 26 本 

動物死体等 

10l カートンボックス 100 個

(266.3Kg) 専用冷蔵庫に保管中  

排気フィルター 

ヘパフィルター50 個 廃棄業者に引き渡し 29 個 

プレフィルター12 個 同上 8 個 

チャコールフィルター5 個 保管中 0 個 

種類 放流又は回収量 処理状況 

引き渡し

数量 

液

体 

高・中レベ

ル 193l 保管中 0 本 

低レベル 395.15m3 化学処理し、測定後放流  
極低レベル 1013.6m3 測定後放流  
トリチウム 23.0m3 貯留中  

有機廃液 46l 

焼却量 274.5l 残渣

量.0Kg は保管中  



Ⅳ．養成訓練業務 

Ⅳ．Ⅰ．概況 
放医研の養成訓練業務は、本研究所の設置目的の 1 つ「放射線による人体の障害の予

防・ 診断および治療ならびに放射線の医学利用に関する技術者の養成訓練」に従い、

昭和 34 年 から養成訓練部において実施されてきた。以来 37 年間、表 1 にみられる

ごとく、平成 7 年度末で 5,467 人の研修生を送り出し、我が国の原子力・放射線関

連分野においてこれら の卒業生は第 1 線で活躍しており、本養成訓練業務の存在は、

きわめて重要な位置を占め ている。内容面においても、時代の要請に即応しながら各

課程の科目一覧に示されているように 放射線・アイソトープの取扱い及び安全教育を

重視してそれには、多くの時間を割いている。平成 7 年度の養成訓練業務は、所内は

もとより所外の関連機関からの協力を得て、「放 射線防護課程」3 回、「RI 利用生物

学・基礎医学課程」1 回、｢緊急被ばく救護訓練課程｣ 2 回、「環境放射線モニタリン

グ課程」1 回および「放射線看護基礎課程」2 回を実施した他、海上保安庁と科学技

術庁の委託による「海上原子力防災課程」1 回と「原子力軍艦放 射能調査技術研修

会」1 回をそれぞれ行った。以下に各課程の概要を示す。また表 1 に修了者の機関別

概要を、表 2 に各課程の科目内 容を示す。 

1) 放射線防護課程 本課程は、昭和 34 年に開設され、放射線の防護、放射線および

放射性物質の安全取扱 い、放射線施設の管理等に必要な知識と技術を習得させる

ことを目的とし、研究期間 4 週間、定員 30 名、年 3 回実施している。最近の応

募者の傾向は原子力・放射線施設または病院等で放射線防護、放射線取扱いに従

事する関係者の増加が目立っている。 

2) RI 利用生物・基礎医学課程 本課程は、昭和 36 年開設の「放射線・核医学基礎課

程」と昭和 40 年度に開設の「RI 利用生物学課程」を平成 5 年度から合併して新

たに開設したものであるが、医学、生物 学、農学、薬学、生化学等の研究に

RI、放射線を利用する人を対象にしたもので必要 な知識と技術を習得することを

目的としている。応募者は多岐の分野にわたっている。 

3) 環境放射線モニタリング課程 本課程は、昭和 53 年に開設されたものであり、主

に都道府県の放射能調査担当者を対 象とし、環境放射線調査の標準化、技術水準



の向上を図ることを目的としている。研修 期間 2 週間、定員 24 名、年 1 回実施

している。応募者は各地方自治体の衛生公害研究 所等の実務担当者である。 

4) 緊急被ばく救護訓練課程 本課程は、昭和 54 年度に開設されたものであり、主に

原子力発電所等原子力施設また は放射線施設において従業員の健康管理あるいは

診療所等に従事する看護要員、救急要 因を対象とし、放射線およびその人体に対

する影響に関する基礎知識を与えるとともに、 放射線管理区域における労働災害

の発生に際しての被害者の救急医療に必要な基礎知 識と技術を習得させることを

目的としている。研修期間 1 週間、定員 20 名、年 2 回実 施している。応募者は

原子力施設の救急要員および関連機関病院、消防関連要員が大部 分である。 

5) 放射線看護基礎課程 本課程は、平成 6 年度に開設されてものであり、放射線診断

や放射線治療にかかわる看 護婦（士）にたいして、放射線い関する基礎知識や放

射線防護のために必要な知識・技 術を提供し、放射線看護における看護婦（士）

の役割等を習得させ、もって医療放射線 利用の円滑化を図ることを主目的として

いる。応募者は殆どが病院等で放射線診療にかかわる看護婦（士）である。 

Ⅳ．Ⅱ．養成訓練業務   
平成 7 年度の養成訓練業務は、計 9 回を次の様に実施した。 

(1) 放射線防護課程 第 95 回 平成 7 年 5 月 8 日～平成 7 年 6 月 2 日まで 第 96 回 

平成 7 年 6 月 12 日～平成 7 年 7 月 7 日まで 第 97 回 平成 7 年 11 月 15 日～

平成 7 年 12 月 13 日まで  

(2) RI 利用生物・基礎医学課程 第 31 回 平成 8 年 1 月 22 日～平成 8 年 2 月 16 日

まで 

(3) 環境放射線モニタリング課程 第 18 回 平成 7 年 10 月 9 日～平成 7 年 10 月 20

日まで 

(4) 緊急被ばく救護訓練課程 第 31 回 平成 7 年 4 月 17 日～平成 7 年 4 月 21 日ま

で 第 32 回 平成 7 年 9 月 25 日～平成 7 年 9 月 29 日まで  

(5) 放射線看護基礎課程 第 3 回 平成 7 年 7 月 11 日～平成 7 年 7 月 14 日まで 第 4

回 平成 7 年 10 月 30 日～平成 7 年 11 月 2 日まで以上、本年度は 9 課程を通し

て 205 名が受講した。受講者を選定するには、その都度所 長を長とする選考委

員会を開催した。 



(6) 課程別の応募者数および受講者数 放射線防護課程 応募者数 受講者数（女性数） 

第 95 回 14 14（2） 第 96 回 20 20（0） 第 97 回 25 25（1） RI 利用生

物・基礎医学課程 第 31 回 16 16（0） 環境放射線モニタリング課程 第 18 回 

11 11（1） 緊急被ばく救護訓練課程 第 31 回 29 28（3） 第 32 回 41 30

（7） (5)放射線看護基礎課程 第 3 回 160 30（30） 第 4 回 104 31（31） 

表 1 修了者の所属機関別一覧表 

平成 7年度末現在（※印は現在実施していない） 

 
  



表 2 各課程の科目内容 

放射線防護過程 

 
RI利用生物・基礎医学課程 

 
  



生物系 

 
 

医学系 

 
  



環境放射線モニタリング課程 

 
緊急被ばく救護訓練課程 

 
放射線看護基礎課程 

 
Ⅳ．Ⅲ．研究業務 
(1) 放射線教育の質の向上と高度化にかかわる調査研究 

安部道子、上島久正、今井靖子、根井 充、金原 進 



原子力開発利用、放射線と RI の利用の進展に伴い、原子力・放射線関連科学技術

者・ 研究者などの放射線教育は重要かつ不可欠である。そのため放射線防護・放射線

影響な どの観点から調査研究を行い、放射線教育の質の向上・高度化に資する。 

① 気圏における放射性物質の挙動と呼吸器被ばく線量評価に関しては、千葉市で 5

年 間観測した比較的正確な地表大気中 Be の AMAD から日本付近の大気中の滞

留時 間を Papastefanou らの計算式により求めた結果、6.6-8.3 日が得られた。

本結果は 種々の物質の環境挙動予測に役だてられる。 

② 赤血球造血能の放射線障害からの回復と防護に関しては、免疫腑活剤 OK-432 の

放 射線防護剤としての有用性の検討を行った。OK-432 は最高 756cGy の X 線

に照射 された脾臓摘出マウスにおいても照射後の生存率を高め、赤血球造血能の

回復促進 に有効であることが示された。これまでに得られた結果を総合すると、

OK-432 は ヒトにおいても赤血球造血能の照射後の回復を促進するものと期待さ

れた。 

③ 放射化学に関する基礎的研究に関しては、キチン・キトサン類などへの各種放射

性 核種の吸着挙動を検討している。本年度は主に放射性 Ru について調べ、塩化

物、 高酸化状態いずれの化合物でもキトサンに効果的に吸着すること、さらに他

の核種 に比べ容離しにくいことを明らかにした。 

④ DNA 損傷誘導性遺伝子の発現制御に関する研究においては、様々な DNA 損傷誘 

導性遺伝子について、それらの誘導に機能する転写調節因子を同定し、DNA 損傷 

に起因する遺伝子転写調節機構を明らかにする研究を実施している。本年度はヒ

ト のユビキチン遺伝子 UbC の紫外線誘導機構を明らかにするために、インビボ

フッ トプリント法を用いて UbC 遺伝子の上流近接領域に存在する転写調節因子

認識配 列群での DNA-因子相互作用を検出した。 

⑤ 原子核の構造および反応における相関効果の微視的研究に関しては、重イオンと

物 質との相互作用のメカニズムを計算機シュミレーションの方法を用いて微視的

に 解明している。本年度は重イオンを構成する原子核構造を理解するための数値

計算 プログラムを開発し、重イオン破砕反応の計算を行った。 

［研究発表］ 

(1) 安部：エアロゾル研究、10(4)、283-288, 1995.  

(2) 安部：日本分析センター広報(jcac)、 29, 42-44, 1996. 



(3) 安部：保健物理、31、 16-23, 1996. 

(4) Joshima, H and Tamanoi, I：10th ICRR, Germany, 1995.9.  

(5) 今井、西川、竹下、西村、渡利、安部：第 32 回理工学における同元素研究発表

会、千葉、1995.7. 

(6) 根井：放射線化学, 38, 251-258, 1995.  

(7) 根井、市村：放医研重粒子線がん治療装置等共同利用研究生物班成果報告会、千

葉、1996.2.  

(8) 根井､三田、市村：日本放射影響学会第 38 回大会、千葉、1995.11.  

(9) 根井、三田、市村：第 18 回日本分子生物学会年会、名古屋、：1995.12. 

(10) Kinpara, S：Prog. Theo. Phys., 93, 1157, 1995. 

(11) Kinpra, S：Prog. Theo. Phys., 94, 657, 1995.  

(12) Kinpara, S Prpg. Theo. Phys., 94, 1157, 1995. 

(13) 金原：日本物理学会秋の分科会、名古屋、1995.9. 

(14) 金原：核理論・実験合同研究会、大阪、1995.11. 

Ⅳ．Ⅲ．１．職員研究発表 （養成訓練部） 

A. 原著 

1. 安部：エアロゾル研究、10(4）、293-288, 1995. 

2. Kanda, R., Joshima, H. and Kobayashi, t. ：Jan. J. Risk Analy., 7,67-73, 

1995. 

3. Mita, K., Tsuji, H., Morimyo, M., Takahasi, E., Nenoi, M., Ichimura, S., 

Yamauchi, M., Hongo, E. and Hayashi, A.：Gene, 159, 285-286, 1995. 

4. Mita, K., Nenoi, M., Morimyo, M., Tsuji, H., Ichimura, S., Sawai, M. and 

Hamana, K.：Gene, 162, 329-330, 1995. 

5. Kinpara, S：Prog. Theo. Phys., 93, 1157, 1995. 

6. Kinpara, S：Prog. Theo, Phys., 94, 657, 1995.  

7. Kinpara, S：Prog. Theo. Phys., 96, 1157, 1995. 

B. プロシーディング 

C. 総説等 

1. 安部：日本分析センター広報（JCAC）、29, 42-44, 1996. 

2. 安部：保健物理、31, 16-23, 1996. 



3. 上島：放射線科学、38, 60-65, 1995. 

4. 根井：放射線科学、38, 251-258, 1995. 

D. 口頭 

1. 玉野井、仲村、星川、加地、松本、上島、今関、遠藤：第 13 回 PIXE 研究会、東 

京、1995.9. 

2. Joshima, H. and Tamanoi, I.：10th ICRR, Germany, 1995.9. 

3. Tamanoi, I., Nakamura, A., Hoshikawa, K., Kachi, M., Joshima, H. and 

Matsumoto, M.：10th ICRR, germany, 1995.9. 

4. Inaba, J., Nishimura, Y., Takeda, H. and Joshima, H.; 10th ICRR, Germany 

1995.9. 

 

Ⅴ．診療業務 

Ⅴ．Ⅰ．概況 
 平成７年度は、治療・診断部にとっていろいろな意味で多忙な一年であった。重粒

子線治療臨床試行の２年目に当 たり、新たに３部位のプロトコールと放医研独自のプ

ロトコール（総合）をスタートさせ、さらに平成８年度開始に向けて新規６種類のプ

ロトコールを作成した。重粒子線関 連の委員会がネットワーク会議を筆頭に数多く開

催されたが、その回数は外部委員が加わったものは実に３０回以上になり、内部委員

だけのものは倫理審査部会２９回を筆 頭に合計５０回以上に及んだ。次に、新病院の

完成を一年 後に控え、各種の大型医療機器購入の選定作業を行った。 これが今年度

から高額機器の選定法が変更になったということで、これまでにはなかった作業量を

強いられた。 

1. 重粒子線臨床試行 

重粒子線治療は班研究方式で遂行することが決まり、その予算措置がなされてか

ら２年目になる。始めは不慣れで、せっかくの研究費も十分に活用されなかった

感もあった が、今年度はそろそろその成果が出始めたことを実感できる年でもあ

った。また、すべての患者さんにがんを告知しインフォームドコンセントを取得

することもほぼ完全に軌道に乗り、臨床試行実施に伴う照射技術も重要なものが

いくつか開発された。照射室が３室同時に使用可能になったのも７年度末のこと

である。   



平成７年度までに作成したプロトコールは「重粒子臨床試行プロトコール」集と

してまとめた。これまでに完成したプロトコール、及び８年度開始に向けて新規

に作成したプロトコールは次の通りである。 

平成６年度 頭頸部腫瘍(9301) 

 中枢神経腫瘍(9302) 

 非小細胞肺癌(9303) 

 T3/4 舌癌(9304)   

平成７年度 肝細胞癌(9401) 

 前立腺癌(9402) 

 子宮頸癌(9403) 

 総合研究(9404) 

平成８年度予定  骨・軟部腫瘍 

 食道癌（術前） 

 食道癌（根治） 

 頭頸部腫瘍Ⅱ 

 頭蓋底腫瘍 

 眼腫瘍 

新規のプロトコールについても冊紙として出版を計画した。 

2. 新病院開設に向けて医療機器の整備状況   

平成８年度末に新病院を開設することが本決まりになったのを受けて、各種大型

医療機器の購入選定を行った。主なものは、立型Ｘ線ＣＴ装置、医療情報システ

ム、スペ クトガンマカメラ、対向型ガンマカメラ、ＣＲ装置、高エ ネルギーリ

ニアック、Ｘ線ＣＴスキャナー（ＣＴシミュレータ）、自動化学分析装置、Ｘ線シ

ミュレータ装置、ポジ トロンＣＴ装置、Ｘ線コンピュータ断層撮影装置、磁気共 

鳴断層撮影装置、リモートアフターローディング治療装置（高線量率）、リモート

アフターローディング治療装置（低線量率）、デジタル・ラジオグラフィー装置な

ど、これまでの内容をほぼ一新するものであった。 

3. 診療体制の整備   

診療業務を充実させるためには人材の補充が不可欠である。治療面では現在の医



師に加えてレジデントの強化に努めた。診断面では専門医を一名補充し、ＣＴ、

ＭＲＩ、核医学などの診断業務の整備を行った。 

Ⅴ．Ⅱ．放射線治療技術開発に関する研究 
森田新六、宮本忠昭、向井 稔、溝江純悦、中野隆史、鎌 田 正、松岡祥介、寺原敦

朗、青柳壽幸、石井秀始、石川 敦子、高村 大、富澤 稔、吉岡 大、坂下邦雄、熊

谷和 正、砂岡正良、柴山晃一、渡辺秀雄、石居隆義、佐藤弘史、 鶴岡伊知郎、金津

州亮、田尻 稔、黒岩俊隆、加藤博敏、 古賀雅久、吉川京燦、辻井博彦、森田皓三

（治療・診断部）、 中村譲、古川重夫、遠藤真広、伊藤浩子（治療システム開 発

室）、佐藤眞一郎（医療情報室）、赤沼篤夫（障害・臨 床研究部） 

 重粒子治療も順調に遂行され、それに伴った治療技術も確実に進歩発展した。毎週

月曜日夕方の治療症例検討会では個々の症例毎の詳細な治療方針、照射方法などが、

治療医、診断医、放射線技師、医用物理士の間で活発に討議されている。放射線治療

の副作用を出来るだけ少なくすることが重粒子線治療の主目的の一つであり、更にこ

れを通常のＸ線治療に還元することが我々の大切な使命である。近年益々充実してき

た放射線診断分野の腫瘍の局在、大きさ、浸潤範囲、周辺臓器との位置関係などに関

する正確な診断にもとずいて、重要正常器官への被曝をさけて、いかに最小必要限度

の照射範囲を照射するかという治療技術は患者を対象にしているので、複雑な事項の

からみ合いとなる。患者用固定具の開発では患者に負担をかけないことを念 頭に置い

て、①どのような患者にも適合するユニバーサル固定ベッド、②うつぶせ用頭部固定

具、③全身固定用の大型シェル、④ＭＲＩ撮影と照射で同一体位をとることが可能な

固定具、などが完成した。パッチフィールド照射とは腫瘍全体を一つの治療体積で囲

む照射野の多方向、複数門照射のことで、腫瘍周囲に耐容線量の低い重要臓器が存在 

するとき、照射範囲を分割して、重要臓器の照射を避ける角度に、それぞれの照射方

向を設定して照射する。側方散乱が少なく、加速エネルギーに従ったブラッグピーク

を有する重粒子線照射では特に有効な照射技術である。実際の 臨床でも、頭頸部腫瘍

で眼球や脊髄を避けるために実用された。呼吸同期照射法も小さな照射体積の治療が

可能な重粒子線治療では欠かせない治療技術である。患者の呼吸は胸壁と横隔膜の動

きを伴っている。従って肝臓癌や下肺野肺癌、腎癌などでは呼吸に伴って、頭足方向

への移動がくり返されている。通常の治療計画ではその移動量を計算に 入れた、たて

長の照射範囲を設定する。呼吸同期照射法では患者の体表面に置いた呼吸周期モニタ



ーの情報から、比較的規則正しい呼吸周期の呼気終末に合わせて照射を行うことで、

平均で約４０％の照射体積の現象を実現させた。将来の副作用の減少に結びつくもの

として考えられている。 

Ⅴ．Ⅲ．放射線障害の臨床的研究 
宮本忠昭、石井秀始、青柳壽幸、向井 稔、溝江純悦、森 田新六、辻井博彦（治療・

診断部）、赤沼篤夫、鈴木 元、 明石真言（障害・臨床研究部） 

1) 障害・臨床研究部によるビキニ被災者、トロトラスト症例の追跡調査研究に診療

協力を行った。 

2) a)悪性リンパ腫、肺小細胞癌などの進行性腫瘍患者に対する化学療法後の造血器

障害を緊急時の外部被曝者のモデルとして無菌室治療を行った。無菌室治療使用

患者は２名で延べ７８日間使用した。 

3) 免疫制御剤スパガリンの放射線防護作用の基礎的研究をマウスを用いて行い、そ

の成果を発表した。Nemoto,K.,Horiuchi,K.,and Miyamoto,T.:Radiat Res., 

141,223-226,1995. 

Ⅴ．Ⅳ．癌の集学的治療の基礎的・臨床的研究 
向井 稔、辻井博彦、森田新六、宮本忠昭、中野隆史、鎌田 正、松岡祥介、寺原敦

朗、青柳壽幸、阿部敦子、溝江 純悦、加藤博敏 

［研究経過］ 

放射線や化学療法の防護剤として用いられているＢＲ Ｍ(biological response 

modifier)のなかで、ある種のものは腫瘍局所に投与すると放射線の治療効果の増感作

用を有する事を、抗原性が弱く放射線抵抗性の腫瘍を用いた 基礎的検討にて見いだし

た。溶血連鎖球菌の凍結乾燥製剤である OK-432（ピシバニル）の増感率は 1.38

で、ＢＣＧ の核酸成分であるＭＹ－１（増感率 1.2）や、かわら茸の 抽出成分であ

るソニフィラン（増感率 1.0）に比較し最も 強い増感効果が認められた。乳酸菌製剤

であるラクトバチ ラスカゼインも、局所投与により放射線増感効果が認められてい

る。現在、OK-432 の局所投与と放射線の併用療法を臨床症例、特に消化器癌に応用

し、研究継続中である。臨床では、食道癌症例１００例に応用し、その５年生存 率は

30.6％であった。この治療成績は、Ｘ線やニュートロ ンの治療成績をはるかに凌ぐ

ものばかりでなく、手術療法 にも勝るとも劣らない成績であった。その他、膵癌、胆

管 癌、直腸癌症例に、OK-432 の局所投与と放射線の併用した集学的治療を継続施行



中である。さらにシスプラチン誘導体であるカルボプラチンの少量投与を併用した食

道癌の集学的治療について、スタディが継続中である。 

［研究発表］ 

(1) Mukai,M.,Kubota,S.,Morita,S.,Akanuma,A.:CANCER, 75, 2276-2280,1985 

(2) 向井、森田、辻井、森田：第 49 回食道疾患研究会、大津、1995.6. 

(3) 向井、森田、辻井、森田：第 33 回日本癌治療学会総会、札幌、1995.9. 

(4) 向井：第 8 回日本ＢＲＭ学会総会、岐阜、1995.12. 

Ⅴ．Ⅴ．画像診断による臓器疾患の評価研究 
中野隆史、辻井博彦、森田新六、宮本忠昭、向井 稔、鎌 田 正、松岡祥介、寺原敦

朗、加藤博敏、古賀雅久、溝江 純悦、坂下邦雄、熊谷和正、柴山晃一、石居隆義、砂

岡正 良（治療・診断部）、佐藤眞一郎（医療情報室） 

［研究経過］ 

1) ＣＴ画像やＭＲＩ、超音波断層像などの画像診断法を用いて癌病巣の進展範囲、

転移部位等の診断を行い、治療領域の決定や放射線治療方針の決定に用いられ

た。 

2) ＭＲＩ画像はＣＴ画像で抽出不可能な腫瘍の抽出や生化学的性状の検出に有効で

ある。これを利用して、肺癌の脳転移の早期発見の試みがなされ、早期の治療に

役立てている。また子宮癌でも腫瘍の抽出にはＭＲＩが威力を発揮している。特

に体部方向の腫瘍の浸潤の診断価値が高い。 照射前の腫瘍量と照射後の腫瘍量の

比較により、定量的な 照射効果の解析が行われているのみならずＭＲＩ信号の照

射に伴う変化の研究も行われた。特にＴ２強調画像が腫 瘍の抽出に有効であっ

た。これに用いて重粒子線治療の照 射効果の追跡を行う事が可能であり、今後、

照射効果の有力なパラメーターとなる事が考えられた。 

3) ＲＩは肝臓、肺、腎臓を中心に転移病巣の検出や生理学的機能の変化を検索し放

射線照射に伴う変化を研究することができた。特に骨シンチは骨転移の早期診断

に有用にであった。 

4)Ｘ線ＣＴ画像を用い、治療計画を行い、患者の皮膚上に レーザービームで照射

野を描画するＸ線シュミレーター 装置により、Ｘ線透視で見えない腫瘍病巣の治

療計画が可 能となり、精度の良い放射線治療が行われている。 



4) ＣＴ画像による陽子線治療計画システムにより眼球悪性黒色腫の治療計画を行

い、精度が 0.5 ㎜以内の精度で治療が行われた。 

6)ポジトロンＣＴにより頭頸部癌や肺癌、肝臓癌、子宮癌 へのメチオニンの取り

込みと照射による変化の研究を行い、照射効果の早期診断が可能であることが判

った。 

Ⅴ．Ⅵ．子宮癌の放射線治療における予後因子と照射による癌細胞

の病理学的変化 
中野隆史、石川敦子、寺原敦朗、大内隆三、清水一範、森 田新六、辻井博彦（治療・

診断部）、佐藤眞一郎（医療情報室）、安藤興一（第３研究グループ） 

［研究経過］  

放射線治療の対象となる子宮癌組織を免疫病理組織学 的に検討し、予後因子ならびに

放射線感受性の先行指標を検索した。また、癌に対する放射線治療効果の判定のため

の組織学的判定基準を確立する研究を行った。癌細胞の照射による病理形態や細胞動

態を検討し、これにより重粒子線治療の照射効果の病理組織学的指標を確立する基礎

研究を行った。Ｘ線治療を行った子宮頸癌患者の照射前の生検組織材料を用いて癌遺

伝子 C-erbB-2 蛋白や P53 蛋白の腫瘍発現と 細胞増殖関連因子 Growth 

Fraction,pMI との関連や照射効果ならびに予後の相関について研究した。   

この結果、癌遺伝子 C-erbB-2 蛋白を発現する子宮頸癌は Growth Fraction が低

く、pMI が高いことが明らかとなった。これによりこの遺伝子が発現する腫瘍は細胞

回転が早く、細胞増殖が旺盛な一方で、休止期の細胞集団を多く含んでいることが示

唆された。さらに予後解析によると、C- erbB-2 癌遺伝子産物の発現陽性例の５年生

存率は 48.5％で、陰性例の 68.7％に対し有意に予後不良であった。この遺伝子の発

現する腫瘍患者は局所制御率と生存率ともに 対照患者に比べ有意に低いことが明らか

となった。 また Mn-SOD が発現している子宮頸癌はそうでないものに比べ、照射効

果が劣り、局所再発が多く、予後が不良で あることが明らかとなった。   

これらのデータはＩＡＥＡの Co-ordinated Research Program 「放射線治療に寄与

する放射線感受性因子の共同研究」国際会議において報告された。 

［研究発表］ 
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6. Oka,K.,Nakano,T.,Hoshi,T.:Cancer 77,2280-2285, 1996. 
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Ⅴ．Ⅶ．陽子線治療に関する臨床的評価研究 
中野隆史、森田新六、辻井博彦、寺原敦朗、石川敦子、宮本忠昭、溝江純悦、向井 

稔、鎌田 正、松岡祥介、柴山 晃一、石居隆義、森田皓三、（治療・診断部）、遠藤真

広、 古川重夫、中村 譲（治療システム開発室）、佐藤眞一郎 （医療情報室）、平岡 

武、福村明史（物理研究部）、金 井達明（医用重粒子物理工学研究部） 

［研究経過］  

ぶどう膜悪性黒色腫に対しては視力や眼球を温存して腫瘍を制御する方法として陽子

線治療が注目され、欧米では治療の主力となっているが、本邦においてはその発生率 

が欧米に比べ極めて低いところから陽子線治療が一般化 されるに至っていない。放医

研では１９８５年からシャープな線量分布を実現できる陽子線を用いてこの疾患の治 

療経験を蓄積してきた。治療開始後１０年が経過したので長期の治療成績を分析し

た。この治療システムは重粒子線治療とほとんど同じであるところから重粒子線治療

の適 応および治療システムの開発研究の基礎研究としての役 割を果たしてきた。重

粒子線治療が始まったが、極めて小さい照射容積の腫瘍の重粒子線治療システムの完

成には 依然、基礎研究が必要である。また本研究は陽子線治療により超小照射容積の

治療システムの開発を継続すると同 時に治療経験を積み、来るべき超小照射容積の精

密重粒子 線治療に備える目的も持っている。 

［対照と方法］   

１９９５年１２月までに４７名のぶどう膜悪性黒色腫 患者が陽子線で治療された。う

ち１例は術前照射で４６名が陽子線単続照射例であった。腫瘍の大きさと発生部位を 

みると（表１）、18 例 28.3％が小－中腫瘍で、29 例 61.7％ が大－特大腫瘍患者で

あった。さらに、視神経乳頭、黄斑、毛様体や光彩に浸潤しているものが 26 例

55.3％も認められた。腫瘍の小さいものはほとんどが視神経乳頭に発生し たもので

あった。21 例 44.7％のみが重要部位から離れているものであり、腫瘍径が大きいも



のの眼球保存ならびに視 力保存の期待できる対象であった。放医研のサイクロトロン

により加速された陽子線のエネルギーは 70MeV であり、ビームの最大飛程が約 36 ㎜

である。陽子線治療には垂直ビームポートを使用するので、患者は 仰臥位に設定し、

照射方法は前方１門照射法により週１回 法で、10Gy-14Gy／回、総線量 50Gy-

70Gy、治療期間 4-5 週 間で治療した。治療計画には眼球のＣＴ画像を用い、眼球 

強膜にマーカリングを逢着し、陽子線治療計画システムに より照射野、コリメータ、

飛程を決定した。毎回の治療位 置の照合にはＸ線写真によりリングをマーカーに 0.5

㎜以 内の照合精度で治療を行った。 

［結果］ 

照射後の腫瘍の縮小は極めてゆっくりと起こることが 特徴的であり、数年後も縮小を

示すものが多く認められた。47 例の患者の治療成績は累積５年生存率=94.5％、１０

年 生存率 89.1％であった。また、累積５年、１０年局所制御 率はともに 85.1％で

あり、腫瘍再増殖例は７名認められた。３名が原病死しており、その死因は肝臓転移

（２名）、脳転移（１名）であった。   

これまで１３例が何らかの理由で眼球摘出されたため５年累積眼球保存率 69.2％とな

った。眼球摘出の原因は再発が７名、網膜出血や緑内障などの合併症によるものが６ 

例であった。主な合併症としては大線量照射のため全例が 照射された網膜に放射線網

膜症が発生したが、網膜出血が５名、緑内障は７名、白内障が２名に認められた。   

腫瘍のために治療前に視力障害が多数認められ、0.1 以 上の視力が残存したものは２

７例であり、照射後も 0.1 以 上の視力が保存された症例は１２名おり、0.1 以上の視

力 温存率は 44.4％であった。眼瞼皮膚の放射線による色素沈 着や色素脱失は照射後

１年以内に強く認められたが、数年 後には回復し、外見上ほとんど目立たなくなり美

容上問題 ない程度となった。 

［考察］ 

ぶどう膜悪性黒色腫の治療は古くから眼球摘出術が施 行されていたが、術後患者の長

期生存率は必ずしも良好ではなかった。そこで、少なくとも眼球摘出と同等またはそ 

れ以上の長期生存率が得られ、且つ視機能を保存すること ができるような治療法が近

年、欧米を中心に積極的に試みられるようになってきた。光凝固、局所切除術は比較

的小さな腫瘍を主たる対象とし、中等度大の腫瘍では Cobalt-6 0、 I-125 による強

膜逢着照射、陽子線治療などの放射線治療 が中心となっている。   



本来、悪性黒色腫は極めて放射線抵抗性の腫瘍であり、１回線量を多くして、大線量

を照射しないと局所制御を得ることができないことから、小さな照射野でもシャープ

な線量分布を実現できる陽子線は本疾患にはよい適応である。本疾患に対しては欧米

ではすでに 4000 例以上の陽子線 治療報告があり、その局所制御率は 96％以上で５

年生存率 は約 80-88％という優れた成績が得られている（研究発表 1､ 2）。放医研

の本治療成績は治療患者数が少ないものの、進行症例が多いにも関わらず、５年、１

０年生存率 94.5％､ 89.1％、局所制御率 85.1％、眼球保存率 69.2％と良好な成積を

示している。この成績は本邦の眼球摘出術の５年、１ ０年生存率（全例１４１名）

78.5％、65.9％と比較しても良好な成績であった。また、容貌変化や皮膚反応などは

美容上問題ない程度であり、眼球保存や視力温存の点でも多くの症例に機能の温存を

計ることもできた。このことから、ぶどう膜悪性黒色腫に対する陽子線治療は眼球や

視力の温存が期待できるとともに高い生存率が望める治療法であることが確認でき

た。 

［研究発表］ 

1. 森田、中野：眼科学体系 8B 眼腫瘍､29-35､1994.  

2. Nakano,T.et al.:PTCOG21,Chiba,1994.  

3. 中野他：日医放総会、横浜、1993.4.  

4. 中野：日本眼科学会総会、京都、1996.5. 

Ⅴ．Ⅷ．子宮癌の腔内照射治療の最適化に関する臨床的研究 
中野隆史、寺原敦朗、石川敦子、森田新六、辻井博彦、森 田皓三（治療・診断部）、

中村 譲、古川重夫（治療システム開発室）、佐藤眞一郎（医療情報室） 

［研究経過］  

子宮癌の放射線治療は腔内照射法により腫瘍に十分な線量を集中させることにより良

好な治療成績を上げているが、腫瘍の大きな進行癌に対しては未だに線量分布が最適

化されていない。そこで色々な医用画像を用いて子宮癌の形状に即した線量分布を実

現するための臨床的研究を行った。  

放医研では高線量率腔内照射法によりこれまで約 1500 例以上の子宮癌患者に根治治

療を行って、その実績を基に子宮癌の放射線治療の基準化に大きく貢献してきた。し

かし、腫瘍の大きな子宮頸癌は局所制御が不十分であり、その原因として腔内照射の

線量分布が根治線量で腫瘍を包含していないことが考えられる。そこで、腔内照射の



線量分布の最適化プログラムを開発し、他施設間との共同研究によりその有用性の検

討を行う研究を開始した。またＭＲＩを用いて腫瘍の局在を診断し、線量分布の最適

化に努めている。 ＣＴ画像やＭＲＩを駆使して子宮癌の局在診断を行うとともに腔内

照射治療時のアプロケータ挿入ＣＴ画像により腔内照射の線量分布を計算し、最適な

線量分布となるよう線源位置と照射時間を自動的に算出する治療計画装置の開発を行

った。本年度は前年度に引き続いて線量分布計算システムの開発を開始し、基本プロ

グラムの一部を完成させた。一方、子宮癌患者の腔内照射治療の線量分布を ＤＶＨを

用いて解析し、線量分布と局所制御と放射線障害の関係を分析し、最適な線量分布を

分析する研究を開始した。前年度に２３例の症例について局所制御された患者と再発

患者の腔内照射線量分布をＤＶＨにより解析し、再発 例は２４Ｇｙ以下の線量容積が

大きいことが明らかとなったことから本年度は子宮頸癌の腔内照射線量を最適化して

治療を行い、患者治療データを収集・蓄積している。 

1) 院内医学画像管理システムからＣＴ画像やＭＲＩ画像をオンラインで転送し、こ

の画像により腔内照射の治療計画や線量計算を行うシステムのほとんどが完成し

た。これは空間座標もあわせて取り込みこのＣＴ画像から正確な腫瘍や臓器輪郭

を抽出するためのシステムである。この画像に腔内照射の線量分布を重ね合わせ

臓器の線量容積の解析を行う。 

2) 子宮癌の腔内照射治療における局所制御と線量分布の関連の研究   

これまでに放医研で治療され２年以上経過観察された子宮頸癌の腔内治療患者を

ＤＶＨ解析により検討した。その結果、局所再発例は腫瘍の２４Ｇｙ以下の線量

容積が大きい症例に多く、局所制御された症例は２４Ｇｙ以下の線量容積が著し

く小さかった。この結果から腔内照射の局所 再発には腔内照射の線量分布が不十

分なことが一因と考えられた。また、ＤＶＨの評価は一般に相対線量容積で分析

される傾向が強いが、絶対線量容積の方が局所制御とより相関が強く、絶対線量

容積での評価が重要と考えられた。さらに、腫瘍の大きさに対応した個別化治療

が不十分であることが分かった。 

3) 子宮頸部腺癌の放射線治療成績の解析   

これまで放医研で治療された５８名の子宮頸部腺癌の放射線治療成績を解析し

た。５年生存率はⅠ期Ⅱ期Ⅲ期Ⅳ期それぞれ、85.7%､66.7%､32.3%､9.1%で

子宮頸部扁平上皮癌に比べて成績が低かった。腔内照射と外部照射で治療さ れた



が、腔内照射を高線量率線源で治療した患者の局所制御率は低線量率線源の場合

に比べて低下していることが特徴的であった。 

［研究発表］ 

1. Arai,T., Nakano,T.,Oka,K.:Int.J.Radiat.Oncol.Biol. Phys. 27,811-816,1993.  

2. Nakano,T., Arai,T., Morita,S.,Oka,K.:Int.J.Radiat. Oncol.Biol.Phys. 32,1331-

1336,1995.  

3. Terahara,T.,Nakano,T.,Ishikawa,A.Morita,S.,Tsujii, 

H.:Int.J.Radiat.Oncol.Biol.Phys. 1995. 

Ⅴ．Ⅸ．医事統計 
表１ 外来入院別患者統計 

 
表２ 年令階級別、性別、放射線障害による入院患者数     表３ RI診断患者数 

 
表４－I 年令階級別、性別、悪性新生物による入院患者数 

 
 

  



表４－II 疾病分類別悪性新生物による入院患者数 

 
表５ 照射方法別、線源種類別、悪性新生物の放射線治療件数 

 
表６ Ｘ線診断件数   

 件数 

透視 １１３４ 

撮影 ８０７７ 

表７ Ｘ線ＣＴ診断件数   

字数 延数 

２２２４ ６７９３５ 

 

  



表８ ＭＲＩ診断件数 

字数 延数 

５１３ ３８１６８ 

表９臨床病理検査件数 

 
 

表１０ 病理解剖件数 

 
 

  



表１１ 入院患者給食統計 

 
表１２ 解剖記録  ○印は死因にあたる副病変を示す。 

 

Ⅵ．那珂湊支所管理業務 
Ⅵ．Ⅰ．一般管理 
那珂湊支所における管理業務は、大別して一般管理業務（庶務、会計、技術支援）と

放射線安全管理業務とがある。一般管理業務のうち庶務的事項としては、庁舎の管

理、公印管理、文書の接受、福利厚生、職場環境 の改善及び安全対策等である。会計

業務としては、資金前途官吏、分任契約担当官及び分任物品管理官に係る業務から施

設維持管理等会計 事務全般にわたる業務がある。 

また、研究業務への技術支援業務として、受変電設備、ボイラー、空調設備、特定装



置の運転保守等があるが、本年度もこれらの業務を積極的に実施した。特に施設の老

朽化対策として、各種の屋外塗装、給湯ボイラの取替工事、海水揚水ポンプの交換及

び配管補修等各種の修理、修繕を行い職場環境の改善に努めた。その他国際交流面で

は、原子力基盤クロスオーバー研究による外国人の招聘制度の一環としてオランダ、

ドイツ、フィンランドの各国より研究者を招聘し、共同研究を行った。 

1. オランダ、ＩＵＲ（国立公衆衛生・環境防護研究所）からＤｒ. Ｍ. Ｊ. Ｆｒｉｓ

ｓｌ氏が、放射性核種 の環境移行パラメータのデータベース化に関する調査研究

のため、平成８年１月１６日～平成８年２月１６日 まで滞在 

2. ドイツ、国立オルデンブルク大学海洋・化学・生物学研究所から Ｄｒ. Ｂｅｒｎ

ｈａｒｄ ＳＣＨＮＥＴ ＧＥＲ氏が、放射性及び微量元素の環境試料分析と環境

移行パラメータに関する研究のため、平成８年１月１ ９日～平成８年３月３１日

まで滞在   

3. フィンランド、フィンランド原子力研究センターからＡｉｎｏ Ｈｅｌｅｎａ Ｒ

ａｎｔａｖａａｒａ 女史が、食物連鎖における放射性核種の移行及び濃縮に影響

を及ぼす変動要因に関する調査研究のため、平成 ８年３月１８日～平成８年３月

２９まで滞在 

Ⅵ．Ⅱ．放射線安全管理業務 

当支所で行っている放射線安全管理業務は、放射線障害防止法に基づく核種の申請、

個人被ばく管理、健康管 理、放射線業務従事者等の教育訓練及び放射性廃棄物処理

等、さらに地域協定（茨城県原子力安全協定）に基づく環境放射線監視と、その測定

記録の結果の業務連絡である。平成７年度の業務概要は、次のとおりである。 

(1) 申請・承認事項 

放射線障害防止法に基づく科学技術庁長官への申請 及び届出を行ったものは以下

のとおりである。なお、科学技術庁長官への申請・届出は、本所の放 射線安全課

の協力を得て水戸原子力事務所経由で行った。 

①放射線医学総合研究所放射線障害予防規定の一部改正に伴う変更届（那珂湊支

所・東海施設） 

放射線医学総合研究所の組織改正 

届出日 ：平成７年４月 



(2) 個人被ばく管理   

平成７年度の支所及び東海施設における放射線業務従事者等は３９名で、その内

訳は次のとおりである。 

１. 職員及び外来研究者 ３１名 

２. 請負業者 ８名 

放射線業務従事者の外部被ばくについては、フィルムバッジによる線量当量の測

定結果主体に評価した。その結果は表１のとおりであり、すべて法定の実効線量

当量限度以下であった。また、一時立入者に対して は、ポケット線量当量計等に

より測定及び評価を行った。 内部被ばくについては、本所と同様の方法により線 

量当量を評価したが、確認モニタリングを行うまでの 対象者はいなかった。 

(3) 健康管理   

問診票により放射線業務従事者等に対して健康診断を実施した。この問診票の調

査結果により、健康管理医から検査及び検診（血液、皮膚及び眼の検査）の対象

者に指名 された者はなく、放射線作業による被ばくに起因する異状は認められな

かった。 

(4) 放射性同位元素等の受け入れ   

本年度受け入れた密封されていない放射性同位元素の種類及び数量は、表２に示

すとおりであった。 

(5) 放射性廃棄物の処理   

支所及び東海施設の放射性廃棄物処理状況は、表３に示すとおりであった。支所

における放射性廃棄物及び東海施設における固体廃棄物は、日本原子力研究所東

海研究所に処理を委託し、引き渡した。 

(6) 放射線の量及び放射性同位元素による汚染の状況の測定   

支所及び東海施設における管理区域内の人が常時立ち入る場所、同区域の境界及

び事業所の境界における線量当量率の測定は、１ヶ月ごとにサーベイメータによ

り実施し、いずれも法令で定められた線量当量限度以下であることを確認した。

また、管理区域の汚染の状況の測定は、１ヶ月ごと及び随時にサーベイメータま

たはスミヤ法により実施し、汚染の早期発見に努めた。排気中の放射性同位元素

の濃度の測定は、連続して行っているが、年間を通じて放射線障害防止法に定め



られた排気中濃度限度以下及び茨城県原子力安全協定に定められた管理の目標値

以下であった。 

(7) 環境放射能監視等 

排気、排水中の放射性同位元素の濃度の測定結果については、茨城県環境放射線

監視計画に基づき、茨城 県東海地区環境放射線監視委員会あて四半期ごとに所定

の連絡書により連絡を行った。また、放射性同位元素の使用、放射性廃棄物の処

理状況及び教育訓練実施状況等については、茨城県原子力安全協定に基づき茨城

県知事、ひたちなか市長及び東海村長あて四半期ごとに所定の連絡書により連絡

を行った 

 

表１ 平成７年度放射線業務従事者の実効線量当量分布 

 
表２ 非蜜封放射性同位元素の受入れ  表３ 放射性廃棄物処理状況 

 



Ⅶ．図書及び編集業務 
Ⅶ．Ⅰ．図書業務 
 平成 7 年度は、図書購入地予算 60,109 千円を計上して下記の業務を行った。 

 機器利用分については、受益部負担である。 

1) 収集 

 洋書 和書 

購入 寄・交 購入 寄・交 

単行本（冊） 119 15 112 49 

雑 誌（誌） 285 14 43 33 

新 聞（紙） 2 0 11 2 

レポート

（冊） 

62 111 31 282 

製本雑誌

（冊） 

13 10 1 13 

＊ 寄・交＝寄贈交換であり、外国資料は 22 ヶ国のものを、国内資料は大学紀要等

の 他に 142 機関のものを受入、整理、説欄に供している。 

＊ 新着資料案内他利用者へのお知らせとして、らいぶらりーニュース（月刊）を発

行、配布している。 

2) 蔵書（平成 8年 3月末現在） 

 洋書 和書 合計 

単行本（冊） 7700 4918 12618 

製本雑誌（冊） 36619 4175 40794 

  



3) 資料、機器の利用（支所を除く） 

 
4) 相互利用 

 
５) 職員業績のまとめ 

平成 6 年度の職員原著業績の収集、編集を行い、業績数 176 件を A4 版 2 冊に製本し

た。 

６) 図書委員会等 

雑誌選定等図書室の運営に関して委員会を 3 回開催し、他に委員会の下に作った情報



システム化ワーキング・グループは千葉大学図書館システムの見学およびユニックス

対応 図書システムの検討、選定等を行った。 

７) 対外 

放医研図書室は対外的に①国立国会図書館支部科学技術庁図書館分館、②専門図書館

協 議会会員、③千葉市図書館情報ネットワーク協議会連絡館であるため、各会議出

席、関連事務処理等を行った。 

8) 特記事項 

懸案であった①CD 検索（MEDLINE）及び②図書業務システムの各 LAN 対応が情報 

システム化ワーキング・グループ（情報処理質）の協力を得て実現した。前途のよう

に①の利用は、stand alone（図書室での利用）に比べ 10,3 倍、実に 143 名 が利用

している。②は、従来の図書館内 netware 利用のシステム「情報館」（プレイ ンテッ

ク）から unix 対応の LIMEDIO（リコー）への切換えであり、稼動開始は平成 8 年度

である。 

Ⅶ．Ⅱ．編集業務 
本研究所は、毎年実施した研究の成果を、年報及び特別研究の報告書にまとめて刊行

している。 

平成 7 年度は次のとおりである。 

(1) 定期刊行物 

1)  Annual Report, April 1993-March 1994（英文年報）：NIRS-33 (ISSN 0439-

5956) 

平成 5 年度中の研究発表を、PHYSICS, CHEMISTRY, BIO-MEDICAL SCI-

ENCES (Biochemistry and biophysics,Cell Biology, Immunology and 

Hematorlogy, Pathology and Physiology, Genetics, 

Radiotoxicology),CLINICAL RESEARCH, ENVIRONMENTAL SCIENCE に分

類、61 編を収録、その他職員研究発表論文リス ト等を編集。平成 8 年 3 月刊

行、A4 判、96 頁。 

2) Radioactivity Survey Data in Japan （放射能調査英文季報）：NIRS-RSD-106

～109 (ISSN 0441-2516) 



国内の指定した機関、科学技術庁、厚生省、農水水産省、運輸省を始め 32 都道

府県 の放射能調査研究実施機関の放射能調査データを収録。年 4 回刊行、A4

判、毎号 30 頁。 

3) 放射能調査研究報告書（平成 6 年度）：NIRS-R-30 本研究所が科学技術庁の放射

能調査研究の一環として、平成 6 年度に実行した「環 境・職員・人体の放射能レ

ベル及び線量調査」、「原子力施設周辺のレベル調査」、「放射能データセンター業

務」、「放射能調査結果の評価に関する基礎研究」、「環 境放射線モニタリング技術

者の研究」、及び「緊急被曝測定・対策に関する調査研究 等」等の研究成果を編

集。平成 7 年 11 月刊行、A4 判、105 頁。 

(2) 不定期刊行物 

1) 第 22 回放医研環境セミナー報文集 「生活と放射線」：NIRS-M-105 平成 7 年

10 月刊行、A4 判、246 頁。 

2) 第 26 回放医研シンポジウム報文集 「放射線生物影響とリスクのモデル化」：

NIRS-M-106 平成 7 年 12 月刊行、A4 判、153 頁。 

3) 安全解析研究資料「全国県市別全悪性新生物及び白血 病死亡数値表（1972 年-

1987 年）」：NIRS-M-107 平成 7 年 7 月刊行、A4 判、75 頁。 

4) 平成 6 年度重粒子線がん治療装置等共同利用研究報告書：NIRS-M-108 平成 7

年 7 月刊行、A4 判、153 頁。 

5) 特別研究「HIMAC レポート」重粒子線がん治療建設総合報告書：NIRS-M-109、 

HIMAC-009 平成 7 年 5 月刊行、A4 判、144 頁。 

6) 特別研究「HIMAC レポート」Paperscontributed to 10th Symposium on 

Accelerator Science and Technology：NIRS-M-110、HIMAC-101 平成 7 年

12 月刊行、A4 判、49 頁。 

7) 特別研究「HIMAC レポート」Analysisofthe Ripple Current in the HIMAC 

Synchrotron：NIRS-M-111、HIMAC-011 平成８年 1 月刊行、A4 判、42 頁。 

8) 特別研究「HIMAC レポート」Synchrotron Power Supply of Sub-ppm Ripple 

Current：NIRS-M-012 平成 8 年 1 月刊行、A4 判、56 頁。 

9) Anatomical and Physiological Characteristics for Asian Reference Man-Male 

of Different Ages：Tanaka Model-：NIRS-M-115 平成 8 年 3 月刊行、A4 判、

217 頁。 



Ⅷ．国際協力 

Ⅷ．Ⅰ．国際協力 
科学技術分野における政府の活発な政策を反映して、本研究所としても先進国、開発

途上国、国際原子力機関（IAEA）等との間の研究協力、技術協力を積極的に推進すべ

く、本研究所の研究者を海外に派遣し共同研究を行うとともに、国際研究集会等で研

究発表を行う等、研究者の交流を盛んに行った。また、海外からも多数の研究者の招

へいや訪問があり、講演会や研究に関する意見交換が行われた。科学技術庁の原子力

交流制度、ＳＴＡフェローシップ制度等による外国人研究者の長期受入れも行った。

これらの中で平成７年度の主な活動は次のとおりである。 

Ⅷ．Ⅰ．１．44回国連科学委員会（ＵＮＳＣＥＡＲ）出席  

ＵＮＳＣＡＥＲ第 44 回会議は、平成７年６月 12 日～６月 16 日までの５日間オース

トリア・ウィーン市の国際センター（VIC）会場において開催された。参加者は、委

員構成加盟国の 20 ｶ国の代表と､代表代理、アドバイザー５つの国連・国際機関（Ｗ

ＨＯ、ＩＡＥＡ、ＣＥＣ、ＩＡＲＣ、ＩＣＲＵ）のオブザーバー、事務局とドラフト

作成のコンサルタント等を含めて約 80 名であった。 日本からは、代表として本研究

所の平尾泰男所長、アドバイザーとして巽紘一生物影響研究部長等を含む５名が出席

した。 

Ⅷ．Ⅰ．２．国際原子力機関（ＩＡＥＡ）関連会議等の出席 
(1) 「第３回熱帯及び亜熱帯地域における放射性核種の環境移行パラメータ会議」（平

成７年 11 月４日～平成７年 11 月 12 日、トルコ・イスタンブール）に内田滋夫

環境放射生態学研究部主任研究官が出席した。 

(2) 「海洋汚染とその移行現象に関するプロジェクト策定会合」（平成７年 11 月 20

日～平成７年 12 月 26 日、モナコ公国・モナコ）に平野茂樹海洋放射生態学研究

部第１研究室室長が出席した。 

(3) 「ＩＡＥＡ放射線防護基盤に関するプロジェクトＲＣＡ専門家会合」（平成８年２

月 17 日～平成８年２月 25 日、オーストラリア・シドニー）に藤元憲三総括安全

解析研究官付研究官が出席した。 

Ⅷ．Ⅰ．３．国際放射線防護委員会(ICRP)関連会議の出席 

「ICRP 第２専門委員会、内部被ばく線量に関するタスクグループ(INDOS)」（平成７



年４月 22 日～平成７年４月 30 日、米国・サンタフェ）に稲葉次郎内部被ばく研究部

長が出席した。 

Ⅷ．Ⅰ．４．重粒子線がん治療に関わる国際協力 
(1) 本研究所とドイツ・重イオン研究所(GSI)及び米国・ロマリンダ大学等と重粒子

線がん治療に関わる調査・情報交換を実施した。 

(2) 第 23 回陽子線治療共同グループ会議(PTCOG)が、南アフリカ共和国で、オース

トリアでは､ＩＡＥＡ国際会議「重粒子線がん治療応用」が開催され、本所医用重

粒子物理・工学研究部より３名が参加した。 

Ⅷ．Ⅰ．５．日本・旧ソ連国際共同研究 
(1) 日露科学技術協力協定（旧ソ連科学技術協力協定）に基づく、放射線医学分野で

の「微量の放射線が人体及び環境に与える影響」について、ウクライナ放射線医

学科学センター及びベラルーシ共和国放射線医学研究所と共同研究を実施中であ

る。 

(2) 日ソ外相覚書（チェルノブイリ原子力発電所事故の住民の健康に対する影響を緩

和するための日本国ソビエト社会主義共和国連邦との間の協力に関する覚書）に

基づき、平成年月日～月日、旧ソ連邦（ロシア・オブニンスク、サンクトペテル

ブルグ）に専門家として米原英典（環境衛生研究部）と吉永信治（総括安全解析

研究官付）を派遣した。 

Ⅷ．Ⅰ．６．日伊ワークショップの開催   

第２回日伊ワークショップは、平成７年 12 月 12 日～平成７年 13 日までの２日間で

イタリア・ローマの新技術・エネルギー・環境庁(ENEA)のカサチア研究所において開

催された。参加者としては、本研究所と岡山大学、社団法人科学技術国際交流センタ

ー(JISTEC)と ENEA の研究者等の約 40 名であった。日本からは、佐藤弘毅科学研究

官を団長に障害基盤研究部、生物影響研究部、岡山大学等を含む 18 名が出席した。 

Ⅷ．Ⅰ．７．環境放射能に関するスタディミーティングの開催   

昭和 56 年度に開始したＪＩＣＡ（国際協力事業団）の集団研修コース「アイソトー

プ・放射線の医学・生物学的利用」は、今回で 15 回目を迎え、東南アジア諸国連合

（ＡＳＥＡＮ）諸国の９ｶ国より９名の環境放射能の専門家を迎え、平成７年９月４日

～９月 29 日までの間、講義及び実習が行われた。 



Ⅸ．総 務 

Ⅸ．Ⅰ．組織及び人員 
試験研究の企画調整機能の拡充・強化を図るため、企画室を設置し、研究推進体制の

整備・強化を図るため、物理研究部、薬理科学研究部、生物研究部、遺伝研究部、生

理病理研究部及び障害基礎研究部を廃止し、放射線科学研究部、障害基盤研究部、生

物影響研究部、第 1 研究グループ、第 2 研究グループ及び第 3 研究グループを設置し

た。また、研究支援体制の整備・強化を図るため、技術部技術課データ処理室を廃止

し、技術部技術課情報処理室 を設けるとともに新たに技術部技術課施設管理室を設置

した。さらに、重粒子線がん治療体制の整備・強化を図るため、重粒子治療センター

治療・診断部治療課業務室及び 重粒子治療センター障害・臨床研究部障害・臨床第 3

研究室を振替え、重粒子治療センター医療情報室及び重粒 子治療センター治療システ

ム開発室を設置した。 

 定員については、宇宙環境生物医学研究に着手するため、第 3 研究グループ第 3 サ

ブグループリーダー（研究職 4 級）1 名及び重粒子線がん治療体制の整備・強化のた

め、重粒子治療センター治療・診断部治療課粒子線治療室 診療放射線技師（医療職

（二）2 級）1 名の計 2 名を増員した。これにより、第 8 次定員削減計画による定員

削減 3 名を含め、平成 7 年度末定員は 393 名となる。 

 

  



第１図 機 構 図 

 



 



 
 

研究員等等出身専門分野別内訳            平成８年３月３１日現在 

 
※指定職・研究職２Ｇ以上・医療職（－）                                        

（   ）は博士学位取得者を内数で示す。 

 



Ⅸ．Ⅱ．予算及び決算 
７年度予算額 

 
 

 

 

 

予算額累計額 

 
 

昭和３２以降予算の推移 



 
 

試験研究費 

 
 

平成 7 年度 当初予算額 平成 7 年度当初予算額は、前年度予算額 13,567,679 千円

に対し、3,091,367 千円増の 16,659,046 千円（122.78%）であった。 

 

表１ 平成７年度予算事項別内訳    （単位：千円） 



 
  



表２ 平成７年度歳出決算科目別内訳 

 



 
 

表３ 平成７年度歳入決算科目別内訳     （単位：円） 

 
 

Ⅹ. 付 録 

Ⅹ. Ⅰ．職員研究発表（掲載ナシ） 



Ⅹ. Ⅱ．職員海外出張及び留学（掲載ナシ） 

Ⅹ. Ⅲ．来所外国人科学者（掲載ナシ） 

Ⅹ. Ⅳ．外来研究員・客員研究官・特別研究委員・客員協力研究員 
平成７年度 外来研究員一覧 

外来研究員公募課題 受⼊研究部 ⽒名 ふりがな 所属機関名 

所属・職名 

1.プロラクチン受容体

の動態と乳腺の放射線

感受性に関する研究 

第1研究グル

ープ 

⼭内洋 やまのうち 

ひろし 

和歌⼭県⽴医科⼤学 

第⼀解剖学教室助⼿ 

2.⼤脳⽪質ならびに海

⾺神経細胞の分化に対

する放射線影響の細胞

⽣物学研究 

⽣物影響研

究部 

伏⽊信次 ふしき 

しんじ 

京都府⽴医科⼤学付属

脳・⾎管系⽼化研究セン

ター助教授 

3.個体発⽣、湿潤転移

における補体第⼀成分

Clsの新たな⽣理機能 

⽣物影響研

究部 

岡⽥保典 おかだ 

やすのり 

⾦沢⼤学がん研究所分⼦

免疫部⾨教授 

4.造⾎系細胞と造⾎微

⼩環境との相互作⽤お

よび⾻髄性⽩⾎病の発

症機構の解明 

⽣物影響研

究部 

佐々⽊秀樹 ささき 

ひでき 

横浜市⽴⼤学医学部⼩児

科講座助教授 

5.α放射体被曝のバイ

オドシメトリに関する

研究 

内部被ばく

研究部 

⽣島隆治 いくしま 

たかじ 

京都教育⼤学教育学部理

学科教授 

6.⼤気中⻑期半減期核

種の濃度レベルと粒度

分布に関する研究 

養成訓練部 ⼩村和久 こむら 

かずひさ 

⾦沢⼤学理学部低レベル

放射能実験施設助教授 

7.キチン・キトサン摂

取が物質代謝に及ぼす

影響に関する研究 

環境衛⽣ 

研究部 

和⽥政裕 わだ 

まさひろ 

東京農業⼤学学科講師農

学部栄養 



8.アポトーシスの分⼦

機構に関する研究 

障害・臨床

研究部 

⽥沼靖⼀ たぬま 

せいいち 

東京農業大学農学部栄養

学科講師 

9.深海の熱⽔鉱床付近

における⻑半減期核種

の物質循環に関する基

礎的研究 

海洋放射⽣

態研究部 

中井泉 なかい 

いずみ 

東京理科⼤学科学科助教

理学部応⽤ 

平成７年度 客員研究官⼀覧 
 ⽒名 所属 受⼊研究部 期間 研究課題 

1 ヤスダ 

ナカヒロ 

安⽥仲宏 

東邦⼤学病院理学

研究科博⼠課程

（H8.3. 学位取得

込） 

放射線科学研

究部 

7.10.1

〜 

8.3.31 

重粒⼦線効果の微細イメージ

ング解析に関する研究（重プ

ロ） 

2 イケムラ 

トシミチ 

池村淑道 

国⽴遺伝学研究所

進化遺伝研究部⾨

教授 

⽣物影響研究

部 

7.4.17

〜 

8.3.31 

ゲノムサブストラクション法

等によるがん化に伴う遺伝的

変化の検出及び、変異遺伝⼦

の分離に関する研究 

3 ナカガタ  

ナオミ 

中潟直⼰ 

（財）⽇本⽣物科

学研究所研究員 

技術部 7.4.17

〜 

8.3.31 

マウスの精⼦・卵⼦及び胚の

凍結保存に関する研究 

4 ウツミ 

ヒデオ 

内海英雄 

九州⼤学薬学部教

授 

第1研究グルー

プ 

7.4.17

〜 

8.3.31 

⽣体計測⽤ESRによる⽣体内

での⽣理活性物質の動態及び

フリーラジカル反応の画像化 

5 ドウケ 

タダヨシ 

道家忠義 

早稲⽥⼤学理⼯学

総合研究センタ教

授 

第3研究グルー

プ 

7.4.17

〜 

8.3.31 

宇宙放射線の計測並びに防護

に関する調査研究 

6 コバヤシ 

サダヨシ 

⼩林定喜 

 総括安全解 

析研究官付 

7.4.17

〜 

8.3.31 

放射線の環境健康影響に関わ

る安全解析研究 



7 ニシムラ 

カツユキ 

⻄村克之 

茨城県⽴医療⼤学

放射線技術科学科

教授 

重粒⼦治療セ

ンター治療シ

ステム 

開発室 

7.4.17

〜 

8.3.31 

重粒⼦線治療計画における診

断画像技術に関する調査研究 

8 オオトウ 

マサオ 

⼤藤正雄 

 治療・診断部 7.4.1〜 

8.3.31 

肝癌における重粒⼦線治療の

有⽤性に関する研究 

9 オカ 

クニユキ 

岡邦行 

⽔⼾済⽣会総合病

院病理部⻑ 

治療・診断部 7.4.17

〜 

8.3.31 

重粒⼦線治療の照射効果の病

理学的研究 

10 タテノ 

ユキオ 

館野之男 

放射線医学総合研

究所客員研究官 

障害・臨床 

研究部 

7.4.17

〜 

8.3.31 

癌の標的容積診断の精度向上

に関する研究 

11 スズキ 

マサオ 

鈴⽊雅雄 

放射線医学総合研 

究所 客員研究官 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学研究

部 

7.4.1〜 

7.8.31 

重粒⼦線がん治療のための⽣

物学に関する基礎研究 

12 ミゾブチ  

アキラ 

溝淵明 

東京⼤学名誉教授 

元東京⼤学原⼦核

研究所教授 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学 

研究部 

7.4.17

〜 

8.3.31 

重粒⼦線がん治療装置開発研

究－その超⾼真空の改良－ 

13 マツモト 

サトル 

松本啓 

獨協医科⼤学 

教養医学科教授 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学 

研究部 

7.4.17

〜 

8.3.31 

重粒⼦線がん治療装置に関す

る調査研究 

14 エンドウ

クニノリ 

遠藤有聲 

⾼エネルギー物理

学研究所加速器研

究部教授 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学 

研究部 

7.4.17

〜 

8.3.31 

重粒⼦線がん治療装置⾼度化

に係る調査研究 

15 ヨシザワ 

ジュン 

吉澤潤 

放射線医学総合研

究所客員研究官 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学研究

部 

7.4.1〜 

7.9.29 

7.10.1

〜 

7.8.30 

加速器におけるソフトウェア

研究開発 



16 タナベ 

テツミ 

⽥邊徹美 

東京⼤学原⼦核研

究所教授 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学 

研究部 

7.4.17

〜 

8.3.31 

重粒⼦線がん治療装置⾼度化

開発研究 

17 タマノイ 

イツロウ 

⽟野井逸

朗 

 医⽤重粒⼦物

理・⼯学研究

部 

7.4.17

〜 

8.3.31 

移植腫瘍細胞の重粒⼦線照射

による細胞動態変化及び関連

経常研究 

18 ホサカ 

マサト 

保坂将⼈ 

 医⽤重粒⼦物

理・⼯学研究

部 

7.4.1〜 

7.9.30 

重粒⼦線がん治療装置の⾼度

化に関する開発研究 

19 フタミ 

ヤスユキ 

⼆⾒康之 

東京⼤学原⼦核研

究所核物理研究部

研究⽣ 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学研究

部 

7.4.1〜 

7.9.30 

重粒⼦線がん治療装置照射シ

ステムの開発⾼度化に関する

研究 

20 コウダ 

シゲル 

江⽥茂 

九州⼤学⼤学院病

理学研究科博⼠後

期課程学⽣ 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学研究

部 

7..〜 

8.3.31 

重粒⼦線がん治療装置照射シ

ステムの開発⾼度化に関する

研究 

平成７年度   特別研究員一覧 

⽒名 
所属・職

名 

委嘱期

間 
助⾔等を得る研究課題 

受⼊れ研究部

等 

阿部史

郎 
  

7.4.17

〜

8.3.31 

放射線環境ならびに⼈とのかかわり

に関する種々の課題 
企画室 

岩倉哲

男 

（財）⽇

本分析セ

ンター技

術参与 

7.4.17

〜

8.3.31 

環境特研「環境における放射性物質

の動態と被ばく線量算定に関する調

査研究」 

環境衛⽣ 

岡野眞

治 

（財）放

射線影響

協会研究

参与 

7.4.17

〜

8.3.31 

環境放射線の測定法と解析法の改良

に関する研究 
環境衛⽣ 



渡利⼀

夫 

東邦⼤学

理学部⾮

常勤講師 

7.4.17

〜

8.3.31 

放射性物質の体内代謝とそれによる

被ばく評価に関する研究 
環境衛⽣ 

佐伯誠

道 
  

7.4.17

〜

8.3.31 

放射⽣態学研究に関する全般 那珂湊⽀所 

中島敏

⾏ 
  

7.4.17

〜

8.3.31 

環境中における放射性物質の動態と

被曝線量算定に関する調査研究（特

研）と緊急時被曝線量評価法の調査

研究（放調） 

環境放射⽣態

学 

⽥中義

⼀郎 

明治薬科

⼤学⾮常

勤講師 

7.4.17

〜

8.3.31 

重要核種の環境および⼈体移⾏パラ

メータの整備と線量評価モデルの開

発に関する研究 

環境放射⽣態

学 

岩崎⺠

⼦ 

（財）放

射線影響

協会 研

究参与 

7.4.17

〜

8.3.31 

発⽣過程における中枢神経系等の組

織構築とその放射線損傷に関する研

究 

⽣物影響 

⽥ノ岡

宏 

（財）電

⼒中央研

究所 狛

江研究所

研究顧問 

7.4.17

〜

8.3.31 

発がんに関与する突然変異の解析 ⽣物影響 

佐渡俊

彦 
  

7.4.17

〜

8.3.31 

特研「放射線被ばくのデトリメント

とその修飾因⼦に関する⽣物学的調

査研究」 

⽣物影響 

安⽥徳

⼀ 
  

7.4.17

〜

8.3.31 

特研「放射線リスク評価のための実

験的研究、低線量率被曝による発が

んに関する研究」 

⽣物影響 



⾊⽥幹

男 

明治薬科

⼤学⾮常

勤講師 

7.4.17

〜

8.3.31 

放射線防護剤の薬理科学的研究 
第 1 研究グ

ループ 

花⽊昭 

静岡⼤学

応⽤化学

科教授 

7.4.17

〜

8.3.31 

⽣体制御物質に関する探索研究 
第 1 研究グ

ループ 

⼾張巌

夫 

（財）放

射線影響

協会 研

究参与 

7.4.17

〜

8.3.31 

「ゲノム解析と遺伝情報解析研究」 
第 2 研究グ

ループ 

⽯原隆

治 

⽂教⼤学 

国際学部

教授 

7.4.17

〜

8.3.31 

特研「放射線被ばくのデトリメント

とその修飾因⼦ 
障害基盤 

⽥中栄

⼀ 

浜松ホト

ニクス

（株） 

顧問 

7.4.17

〜

8.3.31 

計測技術の開発に関する基礎的研究 放射線科学 

川島勝

弘 

北⾥⼤学 

医療衛⽣

学部 教

授 

7.4.17

〜

8.3.31 

重粒⼦線の線量評価精度の向上に関

する研究 
放射線科学 

野原功

全 

国債医療

福祉⼤学

保健学部 

教授 

7.4.17

〜

8.3.31 

計測技術の開発に関する基礎的研究 放射線科学 

坪井篤   

7.4.17

〜

8.3.31 

⼦宮頚癌の重粒⼦線治療並びに光⼦

線治療の照射効果の解析研究 
障害基盤 



福⽥信

男 
  

7.4.17

〜

8.3.31 

サイクロトロン⽣産核種による先導

的トレーサー法の開発と⽣体機能解

明に関する総合的調査研究 

障害・臨床 

宍⼾⽂

男 

福島県⽴

医科⼤学

医学部 

教授 

7.4.17

〜

8.3.31 

⾼度核医学特研及び重粒⼦プロジェ

クト研究 
障害・臨床 

飯沼武 

埼⽟⼯業

⼤学基礎

⼯学課程 

教授 

7.4.17

〜

8.3.31 

肺癌検診⽤CT に関する研究 障害・臨床 

森弐三

郎 

横浜市⽴

⼤学医学

部講師 

7.4.17

〜

8.3.31 

トロトラスト沈着症における実態調

査 
障害基盤 

丸⼭隆

司 

（財）放

射線影響

協会企画

部⻑ 

7.4.17

〜

8.3.31 

医療及び職業被ばくによる国⺠線量

の推定、原爆線量などの推定に関す

る研究 

養成訓練 

荒居⿓

男 

本島総合

病院副病

院⻑ 

7.4.17

〜

8.3.31 

⼦宮癌放射線治療における晩期障害 治療・診断 

恒元博   

7.4.17

〜

8.3.31 

重粒⼦プロジェクト研究及び臨床試

⾏ 

重粒⼦治療セ

ンター 

松岡理 

（財）電

⼒中央研

究所顧問 

7.12.1

〜

8.3.31 

安全研究成果促進システムの内「放

医研での⽣物影響研究データベー

ス」について 

企画室 

⼭⽥武 

東邦⼤学

教授医学

部 

7.12.1

〜

8.3.31 

安全研究成果促進システムの内「放

医研での⽣物影響研究データベー

ス」について 

企画室 



 

平成７年度 客員協力研究員一覧 

  ⽒名 所属 
受⼊研究部・

研究者 
研究課題名 期間 

1 

篠原 広⾏

(シノハラ

ヒロユキ) 

昭和⼤学

藤が丘病

院放射線

科講師 

放射線科学研

究部 

放射型放射線イメージン

グに関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

2 

河野 貴美

⼦(カワノ 

キミコ ) 

⽇本医科

⼤学基礎

医学情報

処理室主

任研究員 

放射線科学研

究部 

⽣体情報イメージングに

関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

3 

外⼭⽐南⼦

(トヤマ ヒ

ナコ) 

東京都⽼

⼈総合研

究所ポジ

トロン医

学研究部

⾨主任研

究員 

放射線科学研

究部 

ポジトロン CT による⽣体

情報イメージングに関す

る研究 

7.4.1〜

8.3.31 

4 

平沢雅彦

(ヒラサワ

マサヒコ) 

（社）環

境情報科

学センタ

ー主任研

究員 

放射線科学研

究部 

多様同時計測による⽣体

機能解析法の研究 

7.10.1

〜

8.3.31 

5 
町好雄(マ

チヨシオ) 

東京電機

⼤学⼯学

部電⼦⼯

学科教授 

放射線科学研

究部 

多様同時計測による⽣体

機能の解明 

7.12.15

〜

8.3.31 



6 

天⽻ 優⼦

(アモウ ユ

ウコ) 

東京⼤学

先端科学

技術研究

センター

協⼒研究

員 

放射線科学研

究部 

核医学機能画像の定量化

およびデータベース化、

ネットワーク化に関する

調査研究 

7.12.15

〜

8.3.31 

7 

⽊崎治俊

(キザキハ

ルトシ) 

東京⻭科

⼤学⽣化

学講座教

授 

障害基盤研究

部 

放射線誘発アポートシス

のシグナル伝達系による

制御機構に関する研究 

7.7.17

〜

8.3.31 

8 

⻘⽊⼀⼦

(アオキカ

ズコ) 

  
⽣物影響研究

部 

放射線による発⽣分化異

常（奇 形）に関する⿂類

を⽤いた実験的研究 

7.4.1〜

8.3.31 

9 

本間正充

(ホンママ

サミツ) 

厚⽣省国

⽴衛⽣試

験所 変異

遺伝部研

究員 

⽣物影響研究

部 

放射線誘発突然変異にお

ける DNA 組換えの関与 

7.4.1〜

8.3.31 

10 

井上達(イ

ノウエトオ

ル) 

厚⽣省国

⽴衛⽣試

験所安全

性⽣物試

験研究セ

ンター毒

性部⻑ 

⽣物影響研究

部 

放射線誘発⾻髄性⽩⾎病

の発症機構について 

7.5.1〜

8.3.31 

11 

藤森ゆう⼦

(フジモリ

ユウコ) 

  
⽣物影響研究

部 

DNA 組み換え修復におけ

るトポイソメラーゼ作⽤

の解析 

7.12.1

〜

8.3.31 



12 

⼤野茂(オ

オノシゲ

ル) 

（財）⾼

輝度光科

学研究セ

ンター 特

別研究員 

第 1 研究グル

ープ 

⽣体⾼分⼦の薬理化学的

調査研究 

7.4.1〜

8.3.31 

13 

⾺嶋秀⾏

(マジマ ヒ

デユキ) 

  
第 3 研究グル

ープ 

放射線抵抗性選別のため

の先⾏指標法の開発 

7.7.1〜

8.3.31 

14 

菱川良夫

(ヒシカワ

ヨシオ) 

兵庫県保

健環境部

地域保健

課粒⼦線

治療施設

担当参事 

重粒⼦治療セ

ンター（治

療・診断部） 

重粒⼦線治療の臨床研究 
7.4.1〜

8.3.31 

15 

伊豫雅⾂

(イヨマサ

オミ) 

国⽴精

神・神経

センター

精神保健

研究所薬

物依存研

究室⻑ 

障害・臨床研

究部 

サイクロトロン⽣産核核

種による先導的トレーサ

ー法の開発と⽣体機能解

明に関する総合的調査研

究 

7.4.1〜

8.3.31 

16 

⼩川博嗣

(オガワヒ

ロツグ) 

千代⽥興

産（株）

東京⽀社 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学研究

部 

重粒⼦線がん治療装置性

能向上に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

17 

遠⼭満(ト

オヤマミツ

ル 

杏林⼤学 

医学部助

教授 

医⽤重粒⼦物

理・⼯学研究

部 

重粒⼦線の線量評価に関

する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

18 

⽊村健⼀

(キムラケ

ンイチ) 

  
海洋放射⽣態

学研究部 

環境特研 =淡⽔及び汽⽔

を含む⽔圏におけるパラ

7.4.1〜

8.3.31 



メータとモデルに関する

研究 

Ⅹ. Ⅴ．研究生・実習生 
平成 7年度 研究生受入れ一覧 

所属研究

部 
⽒名 所属機関 研究テーマ 期間 

放射線科

学 

室⼭俊

浩 

名古屋⼤学⼤学

院理学研究科 

HIMAC による重イオン核反応の

研究。重イオン照射で⽣成する

RI を測定・定量し、反応断⾯積

を求める 

7.9.1〜

8.3.31 

  
⾙塚洋

志 

東京⼤学 ⼤学院

⼯学系研究科 

原⼦間⼒顕微鏡を⽤いる粒⼦線

イメージング解析法に関する研

究 

7.10.1

〜

8.3.31 

  
井上貴

和 

⼤阪⼤学⼤学院

理学研究科 

重イオン核反応⽣成物の超微量

元素分析 

7.9.1〜

8.3.31 

  向和彦 
⼤阪⼤学⼤学院

理学研究科 

重イオン核反応⽣成物の超微量

元素分析 

7.9.1〜

8.3.31 

  ⾦珠 

東北⼤学サイク

ロトロン RI セン

ター 

重粒⼦線による⽣成 2 次粒⼦と

核破砕⽣成物媒質内分布、100-

500MeV/核⼦のエネルギーの重

イオンによる 2 次粒⼦⽣成と核

破砕⽣成物に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⿊澤忠

弘 

東北⼤学⼤学院

⼯学研究科 

重粒⼦線による⽣成 2 次粒⼦と

核破砕⽣成物媒質内分布、100-

500MeV/核⼦のエネルギーの重

イオンによる 2 次粒⼦⽣成と核

破砕⽣成物に関する研究 

7.5.1〜

8.3.31 

  ⾕英林 
旭化成情報シス

テム（株）サイ

⼈体臓器のモデル化に関する研

究 

7.4.1〜

8.3.31 



エンスソフト事

業部開発部 

  
⻄川慶

⼀ 

東京⻭科⼤学⻭

科放射線学講座 

⽣体情報イメージングに関する

研究、⽣体画像を得、必要な情

報を抽出するための研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⼤⾕浩

樹 

東京都⽴医療技

術短期⼤学 助⼿ 

速中性⼦線および陽⼦線の線量

評価に関する研究 

7.10.1

〜

8.3.31 

  
佐⽅周

防 

千葉県がんセン

ター放射線治療

部 

放射線の吸収線量及び線質に関

する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⽊村裕

⼀ 

東京医科⻭科⼤

学医⽤器材研究

所 

放射線放射型イメージングに関

する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
長谷川

智之 

北⾥⼤学医療衛

⽣学部助⼿ 

放射線放射型イメージングに関

する研究 

7.10.1

〜

8.3.31 

  
岩井⼀

男 

⽇本⼤学 ⻭科病

院放射線科 

放射線防護に関する基礎的研究

及び医療被曝の線量評価に関す

る研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  三浦正 
東京電⼦専⾨学

校 
放射線防護に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

障害基盤 渋⾕功 東邦⼤学 ⼤学院 
放射線誘発アポトーシスのシグ

ナル伝達系による制御機構 

7.7.1〜

8.3.31 

⽣物影響 
北川昌

伸 

東京医科⻭科⼤

学医学部 

フレンド⽩⾎病ウィルス誘発⽩

⾎病に対する新しい治療モデル

の確⽴ 

7.4.1〜

8.3.31 

  
松村琢

也 

陸上⾃衛隊武⼭

駐屯地業務隊 

造⾎系細胞と造⾎微⼩環境との

相互作⽤及び⾻髄性⽩⾎病の発

症機構の解明 

7.4.1〜

8.3.31 



  
平林容

⼦ 

横浜市⽴⼤学医

学部 

造⾎系細胞と造⾎微⼩環境との

相互作⽤及び⾻髄性⽩⾎病の発

症機構の解明 

7.4.1〜

8.3.31 

  
笹川澄

⼦ 

（財）環境科学

技術研究所 

低線量放射線⽣物影響評価研究

のための事前評価研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⻫藤幹

男 

（財）環境科学

技術研究所 

低線量放射線⽣物影響評価研究

のための事前評価研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
箭内敬

典 

（財）環境科学

技術研究所 

低線量放射線⽣物影響評価研究

のための事前評価研究 

7.7.1〜

8.3.31 

  
中川晃

⼀ 

千葉⼤学 ⼤学院

医学研究科 

軟⾻組織における補体第⼀成分

Cis の機能に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
福村⿓

太郎 

東邦⼤学 ⼤学院

理学研究科 

放射線発がんとアポトーシスに

関する研究 

7.7.1〜

8.3.31 

  
⾼橋寛

⼈ 

（株）薬物安全

性試験センター

埼⽟研究所 

薬物及び放射線により惹起され

た臓器障害の病理組織学的研究 

7.4.1〜

8.3.31 

内ばく 
⼯藤裕

幸 

クリーンテクノ

サービス（株） 

エアロゾル計測技術に関する基

礎的研究 

7.4.1〜 

8.3.31 

  ⼟倉覚 
（株）船橋農場

品質管理部 

ラットの⾻代謝の特性とくに⾻

組織動態の形態計測法による研

究 

7.4.1〜

8.3.31 

  ⾼⽊久 

岩⼿⼤学農学部

獣医学部家畜内

科学教室 

⽜のハイエナ病の病因に関する

研究－⾻代謝を形態計測学的に

検索 

8.2.1〜

8.12.31 

  松本聡 

常磐薬品⼯業

（株） 研究開発

部基礎研究課 

⾻形態計測の関する技術修得 
7.7.1〜

8.3.31 



  
望⽉伸

⼀ 

雪印乳業（株）

研究開発部基礎

研究課 

⾻形態計測の技術修得のため 
7.4.1〜

8.3.31 

  元鍾漢 

岩⼿⼤学農学部 

獣医学部家畜内

科学教室 

飼料中の陽陰イオンバランスに

よる⾎液の酸塩基平衡変化が⾻

代謝に及ぼす影響－⾻代謝を形

態計測学的に検索 

8.2.1〜

8.12.31 

  
⼭崎先

也 

京都⼤学 ⼤学院

⼈間・環境学研

究科 

重粒⼦照射の⾻格筋線維の酸素

化学的特性及び⾎液性状につい

ての解析 

7.10.1

〜

8.9.30 

  
⼩河繁

彦 

京都⼤学 ⼤学院

⼈間・環境学研

究科 

重粒⼦照射の⾻格筋線維の酸素

活性に及ぼす影響についての解

析 

7.10.1

〜

8.9.30 

  
千家弘

⾏ 

京都⼤学 ⼤学院

⼈間・環境学研

究科 

重粒⼦照射の⾻格筋線維の酸素

活性に及ぼす影響についての解

析 

7.10.1

〜

8.9.30 

  
畑下鎮

男 

順天堂⼤学浦安

病院脳神経外科 

脳虚⾎における脳循環代謝動態

に対する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⽯丸純

夫 

順天堂⼤学浦安

病院脳神経外科 

脳虚⾎における脳循環代謝動態

に対する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

環境衛⽣ 
櫻井四

郎 

⼤妻⼥⼦⼤学社

会情報学部 

PIXE 分析による⽣体及び環境試

料中微量元素の定量 

7.4.1〜

8.3.31 

  
甲嶋洋

平 

千葉⼤学⼤学院

医学研究科 

MRI による腫瘍の信号パターン

と⾦属元素の相関について 

7.4.1〜

8.3.31 

  ⾓⽥出 
⽯巻専修⼤学理

⼯学部 

キチン・キトサンの放射性物質

代謝の及ぼす影響に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  

  王冰 
東邦⼤学医学部

⽣物学研究室 

マウス中枢神経系細胞におよぼ

すトリチウム⽔の影響 

7.10.1

〜

8.3.31 



  
福⽥浩

之 

千葉⼤学医学部

付属病院 
肝組織⾦属分析 

7.7.1〜

8.3.31 

  
岡部真

⼀郎 
千葉⼤学医学部 肝組織分析 

7.7.1〜

8.3.31 

  
池内嘉

宏 

（財）⽇本分析

センター 研

修・技術部 

放射性核種の分析法の開発 
7.4.1〜

8.3.31 

  
北村清

司 

（財）⽇本分析

センター 研

修・技術部 

放射性核種の分析法の開発 
7.4.1〜

8.3.31 

  平義之 

（財）⽇本分析

センター 研

修・技術部 

放射性核種の分析法の開発 
7.4.1〜

8.3.31 

  
⽯川清

正 

（財）⽇本分析

センター 研

修・技術部 

放射性核種の分析法の開発 
7.4.1〜

8.3.31 

第 1 グ

ループ 

庄司洋

史 

神奈川⻭科⼤学

助⼿ 

⽣体フリーラジカルの体内挙動

に関する研究 

7.7.1〜

8.3.31 

  
丸⼭通

広 
千葉⼤学医学部 

放射線による初期障害とその防

御に関する薬理化学的研究 

6.10.1

〜

7.9.30 

  
⼤沼徳

吉 

千葉⼤学医学部

付属病院 

放射線障害の初期過程における

薬理化学的研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⼩椋康

光 

千葉⼤学⼤学院

薬学研究科 

放射線障害の初期過程における

薬理化学的研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⿊⽥俊

之 

千葉⼤学⼤学院

薬学研究科 

放射線障害の初期過程における

薬理化学的研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  茗 
千葉⼤学⼤学院

薬学研究科 

放射線障害の初期過程における

薬理化学的研究 

7.4.1〜

8.3.31 



  
⽶⽥信

次 

千葉⼤学⼤学院

薬学研究科 

放射線障害の初期過程における

薬理化学的研究 

7.4.1〜

8.3.31 

第 2 グ

ループ 

菅原剛

彦 

筑波⼤学⼤学院 

バイオシステム

研究科 

ヒトゲノム解析にかかわる研究 
7.1.1〜

7.12.31 

第 3 グ

ループ 
⼭⼝亮 

慶応義塾⼤学⼤

学院理⼯学研究

科 

酸素効果に及ぼす重粒⼦線 LET

の影響 

7.10.1

〜8.7.1 

  
安藤総

⼀郎 

千葉⼤学⼤学院

医学研究科 

重粒⼦線照射による呼吸器系機

能への影響に関する研究 

7.5.1〜

8.3.31 

  
中丸典

彦 

千葉⼤学⼤学院

薬学研究科 

放射線照射による腸管吸収能へ

の影響と PIXE 法による⾎漿中

の元素分析 

7.7.1〜

8.3.31 

  
曽野和

彦 

⽇本技研（株）

原⼦⼒事業部 

ラドントロン測定とそのリスク

評価に係わる技術的課題の検討 

7.4.1〜

8.3.31 

  
五代儀

貴 

（財）環境科学

技術研究所 環境

動態研究部 

屋内ラドン・トロン濃度の家屋

形態による違いに関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  ⽯井覺 
（社）⽯膏ボー

ド⼯業会 

建設中 Rh 放射能基準値設定に

かかわる調査研究 

7.4.1〜

8.3.31 

センター

運転課 

佐々⽊

基仁 

住友重機械⼯業

（株）量⼦機器

事業センター設

計部 

18F 及び 13N 標識化合物の薬剤

化に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
原⽥平

輝志 
新技術事業団 

⾼⽐放射能 11C-、18F 標識化

合物製造法の研究 

7.4.1〜

7.6.30 

  
⿅野直

⼈ 

東京理科⼤学⼤

学院薬学研究科 

短寿命放射性核種標識化合物の

製造に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 



  
佐々⽊

正⼤ 

東京理科⼤学⼤

学院薬学研究科 

短寿命放射性核種標識化合物の

製造に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

治療・診

断 

⻤頭昭

三 

放送⼤学教養学

部 

ステロイドホルモンの neuron 

survival に与える影響 

7.4.1〜

8.3.31 

  
新郷明

⼦ 

放送⼤学教養学

部 

ステロイドホルモンの neuron 

survival に与える影響 

7.4.1〜

8.3.31 

  
滝⼝恭

男 
千葉⼤学医学部 

ヒト肺癌細胞の放射線感受性に

関する基礎的研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⻘⼭博

道 

千葉⼤学医学部

第 2 外科 

乳癌縮⼩⼿術と重粒⼦線照射

（特に乳房温存療法に対する応

⽤） 

7.7.1〜

8.3.31 

  
松崎弘

志 

千葉⼤学 医学部

第 2 外科 

乳癌縮⼩⼿術と重粒⼦線照射

（特に乳房温存療法に対する応

⽤） 

7.7.1〜

8.3.31 

  
滝⼝裕

⼀ 

千葉⼤学 医学部

⽂部教官助⼿ 

肺癌の放射線治療、化学療法に

ついての分⼦⽣物学的研究 

7.7.1〜

8.3.31 

障害・臨

床 

⼟⽅康

義 
千葉⼤学医学部 MRS、PET による⼼疾患の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⼩⾕庸

⼀ 

帝京⼤学医学部

付属市原病院 

MR を⽤いた組織内脂肺量の判

定 

7.4.1〜

8.3.31 

  
島⽥和

浩 

千葉⼤学 医学部

付属病院 
NMR、PET による⼼疾患の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
橘川志

延 
千葉⼤学 医学部 NMR、PET による⼼疾患の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⼭内雅

⼈ 

千葉⼤学 医学部

付属病院 
PET による⼼疾患の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
相⽣真

吾 

千葉⼤学 医学部

付属病院 
PET による⼼疾患の研究 

7.4.1〜

8.3.31 



  
⼤久保

善明 

東京医科⻭科⼤

学医学部付属病

院 

PET による神経精神障害の研究 
7.4.1〜

8.3.31 

  
寺崎太

洋 

東京医科⻭科⼤

学医学部付属病

院 

PET による神経精神障害の研究 
7.4.1〜

8.3.31 

  
今井康

則 
⿅島労災病院 PET を⽤いた臨床的研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  ⾼⾒徹 
千葉県救急医療

センター 

PET 及び MR による循環器疾患

の研究を⽤いた臨床的研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
朝⽇奈

正⼈ 

千葉⼤学 医学部

付属病院 

ジストニーを呈する疾患におけ

る脳内ドーパミン（DI 及び

D2）受容体の Positoron 

EmissionTomography (PET) 

による評価 

7.4.1〜

8.3.31 

  篠遠仁 
千葉⼤学 医学部

付属病院 助⼿ 

ポジトロン CT による神経疾患

の研究パーキンソニズム、ジス

トニアにおける神経受容体の研

究 

7.10.1

〜

8.3.31 

  
須藤康

彦 

東京⼤学 ⼤学院

医学系実験科 

ポジトロン CT による脳内受容

体の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
中嶋義

⽂ 

東京⼤学 医学部

付属病院 

ポジトロン CT による脳内受容

体の研究 

7.8.1〜

8.3.31 

  
難波宏

樹 

千葉県がんセン

ター 

ポジトロン CT のためのトレー

サー開発とその評価 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⽥所裕

之 
⽇本医科⼤学 

ポジトロン CT を⽤いた⼼機能

の解析 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⻘墳章

代 

国⽴療養所千葉

東病院 

ポジトロン CT 及び MR による

神経疾患の臨床的研究 

7.4.1〜

8.3.31 



  
中野貴

之 

東京理科⼤学⼤

学院薬学研究科 

ラジオアイソトープを⽤いた神

経伝達系の機能測定 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⼤澤宜

明 

東邦⼤学⼤学院

理学研究科 

遺伝⼦の転写・発現に対する放

射線の影響 

7.4.1〜

8.3.31 

  堀信⼀ 釧路中央病院 

⾎管内⽪細胞を⽤いた転移機構

解明、マウス臓器由来⾎管内⽪

細胞と腫瘍細胞の相互作⽤に関

する実験・研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
福⽥幸

弘 

東邦⼤学⼤学院

理学研究科 
細胞周期とアポトーシス 

7.4.1〜

8.3.31 

  ⼤淵徹 千葉⼤学医学部 

腫瘍に対する重粒⼦線の治療効

果を培養細胞や移植腫瘍を⽤い

て実験 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⼩林信

義 

千葉県がんセン

ター 
重粒⼦線治療に関する動物実験 

7.4.1〜

8.3.31 

  
氷⾒寿

治 

千葉⼤学医学部

付属病院 

循環器領域でのポジトロン CT

の臨床利⽤について 

7.4.1〜

8.3.31 

  
岩川眞

由美 

筑波⼤学臨床医

学系⼩児外科 

⼩児悪性腫瘍に対する放射線療

法の基礎的検討 

7.4.1〜

8.3.31 

  
井上寿

久 

船橋市⽴医療セ

ンター 

⼼疾患に対する MRI を⽤いた新

しい評価法について 

7.4.1〜

8.3.31 

  
秋⼭芳

久 

千葉県がんセン

ター 

体内の放射能の定量測定に関す

る研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  ⼩林薫 
埼⽟県⽴がんセ

ンター 

放射性物質を⽤いたトレーサー

による中枢神経レセプターの研

究 

7.4.1〜

8.3.31 

  ⼭⽥滋 
東邦⼤学 ⼤学院

理学研究科 
放射線の増感作⽤に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 



  
⽥伏勝

義 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

放射線治療における最適な線量

投与の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
下川卓

志 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

放射線誘発アポトーシスに伴う

諸変化の発現機構 

7.4.1〜

8.3.31 

医⽤重粒

⼦ 

深尾哲

博 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

21F の電機四重極モーメント測

定のための 21F の⽣成及び偏極

機構の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
松本康

寛 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

21F の電機四重極モーメント測

定のための 21F の⽣成及び偏極

機構の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
佐藤和

則 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

21F の電機四重極モーメント測

定のための 21F の⽣成及び偏極

機構の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  南園啓 
⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

21F の電機四重極モーメント測

定のための 21F の⽣成及び偏極

機構の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⽯賀健

⼀ 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

21F の電機四重極モーメント測

定のための 21F の⽣成及び偏極

機構の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⻫藤正

憲 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

21F の電機四重極モーメント測

定のための 21F の⽣成及び偏極

機構の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
池⽥隆

之 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

21F の電機四重極モーメント測

定のための 21F の⽣成及び偏極

機構の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
丸⼭由

紀⼦ 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

21F の電機四重極モーメント測

定のための 21F の⽣成及び偏極

機構の研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
松本晶

⼦ 

⼤阪⼤学 ⼤学院

理学研究科 

21F の電機四重極モーメント測

定のための 21F の⽣成及び偏極

7.4.1〜

8.3.31 



機構の研究 21F の電機四重極モ

ーメント測定のための 21F の⽣

成及び偏極機構の研究 

  中村正 
早稲⽥⼤学⼤学

院理⼯学科 

AFM を⽤いた低速重粒⼦に対す

る個体⾶跡検出器 CR-39 の応答

感度測定 

7.7.1〜

8.3.31 

  
佐藤⼀

雅 

ソニー（株）中

央研究所情報通

信研究部⾨ 

3 次元 X 線 CT の再構成アルゴ

リズム研究と、再編成結果の重

粒⼦線治療計画への適⽤ 

7.4.1〜

8.3.31 

  岡崎勉 

ソニー（株）中

央研究所情報通

信研究部⾨ 

3 次元 X 線 CT の再構成アルゴ

リズム研究と、再編成結果の重

粒⼦線治療計画への適⽤ 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⼩林繁

雄 

ソニー（株）⽣

産技術部⾨ FA

システム部 

3 次元 X 線 CT の試作および、

再編成結果の重粒⼦線治療計画

への適⽤ 

7.4.1〜

8.3.31 

  
坂⼝貴

男 

早稲⽥⼤学⼤学

院理⼯学研究科 

RRMD(Real time Radiation 

Monitoring Device)の重粒⼦に

対する性能評価 

7.7.1〜

8.3.31 

  
猪狩嘉

延 

千葉⼤学 ⼤学院

理学研究科 

きわめて⻑寿命のアイソマーの

探査（重イオンビームによる⽣

成・観測の実験） 

7.5.1〜

8.3.31 

  
照井和

志 

千葉⼤学 ⼤学院

教育研究科 

きわめて⻑寿命のアイソマーの

探査（重イオンビームによる⽣

成・観測の実験） 

7.7.1〜

8.3.31 

  
荒⽊夏

治 

⽇⽴造船（株）

ロボット電⼦事

業部 

加速器制御の習得及びビームク

オリティ向上のための研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  ⽊内宏 
埼⽟⼤学 ⼤学院

理⼯学研究科 

逆運動学による(p,2p)準弾性散

乱によるテスト実験 

7.10.1

〜

8.3.31 



  
宮崎光

介 

九州⼤学 ⼤学院

理学研究科 

⾼エネルギー重イオンビームに

よる核異性体の探査 

8.1.1〜

8.3.31 

  槇亙介 
東京⼤学 ⼤学院

理学系研究科 

⾼エネルギー多荷イオン衝突に

よる励起・電離機構および多荷

イオンの分光学的研究 

7.5.1〜

8.3.31 

  
三⽊敬

⼤朗 

甲南⼤学 理学部

⾃然科学研究科 

重イオン検出⽤⾼速 MWDC の

開発 

7.4.1〜

8.3.31 

  
⼭上宗

隆 

甲南⼤学 理学部

⾃然科学研究科 

重イオン検出⽤⾼速 MWDC の

開発 

7.4.1〜

8.3.31 

  岩瀬修 

東京⼯業⼤学 ⼤

学院 総合理⼯学

研究科 エネルギ

ー科学専攻 

重粒⼦線とプラズマの相互作⽤

に関する研究 

7.5.1〜

8.3.31 

  遠藤剛 

東京⼯業⼤学 ⼤

学院 総合理⼯学

研究科 エネルギ

ー科学専攻 

重粒⼦線とプラズマの相互作⽤

に関する研究 

7.5.1〜

8.3.31 

  
中村匡

志 

東京⼯業⼤学 ⼤

学院 総合理⼯学

研究科 エネルギ

ー科学専攻 

重粒⼦線とプラズマの相互作⽤

に関する研究 

7.5.1〜

8.3.31 

  
牧野佐

平 

東京⼯業⼤学⼤

学院総合理⼯学

研究科 

重粒⼦線とプラズマの相互作⽤

に関する研究 

7.10.1

〜

8.3.31 

  
野村俊

⽂ 

東京⼯業⼤学⼤

学院総合理⼯学

研究科 

重粒⼦線とプラズマの相互作⽤

に関する研究 

7.10.1

〜

8.3.31 

  
伊藤幹

彦 

東京⼯業⼤学⼤

学院総合理⼯学

研究科 

重粒⼦線とプラズマの相互作⽤

に関する研究 

7.10.1

〜

8.3.31 



  
⾼⼭賢

⼀ 

東京⼯業⼤学⼤

学院総合理⼯学

研究科 

重粒⼦線とプラズマの相互作⽤

に関する研究 

7.10.1

〜

8.3.31 

  ⼭内知 

東京⼯業⼤学⼤

学院総合理⼯学

研究科 

重粒⼦線とプラズマの相互作⽤

に関する研究 

7.10.1

〜

8.3.31 

  
駒⾒英

明 

東京⼯業⼤学⼤

学院総合理⼯学

研究科 

重粒⼦線とプラズマの相互作⽤

に関する研究 

7.10.1

〜

8.3.31 

  
千歳範

壽 

東京⼤学 ⼤学院

⼯学系研究科 

重粒⼦線の⽣物作⽤に関する化

学基礎研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
伊藤⾼

⾂ 

東京⼤学 ⼤学院

総合⽂化研究科 

相対論的重イオンビームによる

核オコロコフ効果の研究 

8.1.1〜

8.3.31 

海放⽣ 
⼤⽵⼆

雄 

東京⼤学海洋研

究所 

ウナギ⽬レプトケファルス幼⽣

の溶存態有機物の取込みと代謝

に関する研究 

7.4.1〜

8.3.31 

  
丸茂恵

右 

（財）海洋⽣物

環境研究所 

海産⿂の放射性核種の蓄積に対

する塩分濃度及び餌料の効果 

7.4.1〜

8.3.31 

平成 7年度 実習生受入れ一覧 

所属研究部  氏名 所属機関 研究テーマ 期間 

放射線科学 
大樂 

知久 

名古屋大学 理学

部 化学科 

HIMAC による重イオン核反応

の研究。重イオン照射で生成

する RI を測定・定量し、核反

応断面積を求める 

7.9.1

～

8.3.3

1 

  
岸  

謙介 

慶応義塾大学 理

工学部 

CT 像からの肺がんの自動特徴

抽出法による関する研究 

7.11.

1～

8.3.3

1 

  
藤枝さ

やか 
東邦大学 理学部 

ポジトロン CT の画像再構成に

関する研究 

7.4.1

～



8.3.3

1 

  
長坂 

英俊 
東邦大学 理学部 

原子力顕微鏡による粒子線飛

跡の解析法に関する研究 

7.5.1

～

8.3.3

1 

  
森本 

真哉 

大阪大学 理学部 

化学科 

重イオン核反応生成物の超微

量元素分析 

7.9.1

～

8.3.3

1 

障害基盤 
松島  

正 
東邦大学 理学部 

放射線誘発アポトーシスに関

する研究 

8.1.1

～

8.3.3

1 

  
橋本 

繁成 
東邦大学 理学部 

放射線誘発アポトーシスに関

する研究 

8.1.1

～

8.3.3

1 

  
三田村

孝子 
東邦大学 理学部 

放射線誘発アポトーシスに関

する研究 

8.1.1

～

8.3.3

1 

生物影響 
本庄  

翠 
東邦大学 理学部 

腫瘍細胞の湿潤転移における

Cls の生理学的機能 

7.4.1

～

8.3.3

1 

環境衛生 
木村 

礼美 
東邦大学 理学部 

PIXE 法による食品中の微量元

素分析 

7.4.1

～

8.3.3

1 



  
石川 

正三 
東邦大学 理学部 

無機イオンの吸着挙動に関す

る放射化学的研究 

7.4.1

～

8.3.3

1 

技術 
荒川  

睦 
東京動物専門学校 実験動物の飼育管理について 

7.9.1

8～

7.10.

14 

  
木村 

輝美 
東京動物専門学校 実験動物の飼育管理について 

7.9.1

8～

7.10.

14 

  
佐保 

智子 
東京動物専門学校 実験動物の飼育管理について 

7.9.1

8～

7.10.

14 

  
高橋 

正敏 

東京ニュークリア

株式会社 

低線量放射線動物照射実験に

関する技術習得 動物飼育管

理に関する技術習得 

7.9.1

1～

7.10.

16 

第 2 グル

ープ 

加藤 

真樹 
東邦大学 理学部 

ヒト特定ゲノム領域からの発

現遺伝子の同定に関する研究 

7.4.1

～

8.2.2

8 

第 3 グル

ープ 

扶川 

武司 

慶応義塾大学 理

工学部 

酸素効果に及ぼす重粒子線

LET の影響 

7.10.

1～

8.3.3

1 

  
北村美

一郎 

慶応義塾大学 理

工学部 

酸素効果に及ぼす重粒子線

LET の影響 

7.10.

1～



8.3.3

1 

  
中村 

恭志 
立教大学 理学部 

重粒子線による乾燥 DNA 主鎖

切断の誘発機構の研究 

7.10.

1～

8.3.3

1 

  
富田 

雅典 
立教大学 理学部 

重粒子線による乾燥 DNA 主鎖

切断の誘発機構の研究 

7.10.

1～

8.3.3

1 

  
檜枝美

和子 
立教大学 理学部 

重粒子線による乾燥 DNA 主鎖

切断の誘発機構の研究 

8.1.1

～

8.3.3

1 

  
荒川 

深雪 
東海大学 工学部 

培養細胞に対する重粒子線作

用における活性酸素の関与 

7.7.1

～

8.3.3

1 

  
石堂 

宏一 
千葉大学 薬学部 

放射線照射及び薬剤投与によ

る腫瘍細胞の増殖能への影響

と PIXE 法による血漿成分の分

析 

7.7.1

～

8.3.3

1 

センター運

転課 

永津弘

太郎 

東京理科大学 薬

学部 

短寿命放射性核種標識化合物

の製造に関する研究 

7.4.1

～

8.3.3

1 

治療・診断 
川崎 

博司 

東京電子専門学校 

診療放射線学科 

放射線治療技術学実習及び放

射性同位元素検査技術学実習 

7.9.1

～

7.10.

20 



  
渡邊  

修 

東京電子専門学校 

診療放射線学科 

放射線治療技術学実習及び放

射性同位元素検査技術学実習 

7.9.1

～

7.10.

21 

医用重粒子 
富岡 

義典 
東邦大学 理学部 

重粒子線によるアポトーシス

の LET 依存性の研究 

7.4.1

～

8.3.3

1 

  
斉藤 

瑞穂 
東邦大学 理学部 

重粒子線によるアポトーシス

の LET 依存性の研究 

7.4.1

～

8.3.3

1 

Ⅹ. Ⅵ．養成訓練部講師 

Ⅹ. Ⅵ．１．所外講師 
氏名 所属機関 氏名 所属機関 

上蓑 義朋 理化学研究所 池平 博夫 千葉大学病院 

小野 耕治 コニカ 服部 淳彦 聖マリアンナ医科大学 

鈴木  修 日本アイソトープ協会 五十嵐順子 聖マリアンナ医科大学 

伊東 範行 千葉県救急医療センター 佐久間峰男 松戸消防局 

衣笠 達也 三菱重工業 石高  宙 聖マリアンナ医科大学 

青木 芳朗 東京大学 土器屋卓志 東京第二病院 

中尾  六高台病院 塚本 信宏 慶応義塾大学病院 

喜多尾憲介 前放医研物理研究部 伊藤富佐子 東京慈恵会医科大学 

岡野 伸一 富士フィルム 南保 俊雄 生体化学応用研究所 

久保田雅博 東芝メディカル 坂本 幸夫 日本原子力研究所 

岩倉 哲夫 日本分析センター 渡辺 直行 群馬大学 

沢井  健 都立アイソトープ総合研究所 中村佳代子 慶応義塾大学 

渡利 一夫 前放医研養成訓練部 福田  寛 東北大学 

越島得三郎 CIS ダイアグノスティックス 丸山 隆司 放射線影響協会 



別所 遊子 福井医科大学 野原 功全 国際医療福祉大学 

宮野 敬治 日本分析センター     

長岡 和則 日本分析センター     

松本  健 日本品質保障機構     

出雲 義朗 国立公衆衛生院     

福山  繁 原子力安全技術センター     

赤津 康夫 動力炉・核燃料開発事業団     

岩崎 民子 放射線影響協会     

若林 克己 群馬大学     

西川 潤一 東京大学     

Ⅹ. Ⅵ．２．所内講師 
放射線科学研究部  隈元 芳一  技術部放射線安全課  佐藤  肇 
  山口  寛    鎌倉 幸雄 
  平岡  武    児玉 紘一 
  村山 秀雄    三門富士夫 
  柴田 貞夫    高倉 伸夫 

生物影響研究部  田口 泰子    斎藤 和典 
  湯川 修身    宮川  学 
  福士 育子  総括安全解析研究官  石川 徹男 
  座間 光雄    西沢かな枝 
  三田 和英    藤元 憲三 
  広部 和久  重粒子治療センター  森田 晧三 
  村磯 知採    宮本 忠昭 
  相沢 志郎    向井  稔 
  島田 義也    入江 俊章 

障害基盤研究部  早田  勇    松本  徹 

内部被ばく研究部  稲葉 次郎    安藤 興一 
  石槫 信人    吉田 勝哉 
  小泉  彰    赤沼 篤夫 
  久保田善久    明石 真言 



環境衛生研究部   内山 正史    鈴木  元 
  武田  洋    遠藤 真広 
  宮本 霧子    藤森 節子 
  府馬 正一    村上ちえみ 
  松本 雅紀    山下 曜子 
  古川 雅英  医用重粒子物理・工学部  河内 清光 
  床次 眞次  環境放射生態学研究部  渡部 輝久 
  湯川 雅枝  海洋放射生態学研究部  中村  清 

第 1 研究グループ  稲野 宏志    中原 元和 
  石原  弘  特別研究官  大津 祐二 

第 2 研究グループ  堀  雅明  養成訓練部   阿部 道子 
  佐伯 哲哉    上島 久正 
  塩見 忠博    今井 靖子 
  森明 充興    根井  充 

第 3 研究グループ  藤高 和信    金原  進 

技術部技術課  菅原 幸喜    

  前田  武    

Ⅹ. Ⅶ．職員名簿 
（平成 8 年 3 月 31 日現在） 

所長  
平尾 泰

男 
 主任研究官  

安西 和

紀 

科学研究官  
佐藤 弘

毅 
 主任研究官  

島津 良

枝 

企画室長  
曽我 文 

宣 
 第 2 サブグループリーダ

ー  

常岡 和

子 

総括研究企画官  中原 徹  主任研究官  石原 弘 

研究企画官  
土居 雅

弘 
  古瀬 雅

子 

企画官補佐  
中山   

隆 
 第 3 サブグループリーダ

ー  

稲野 宏

志 



国際研究協力官  
佐藤 孝

司 
 主任研究官  

鈴木 桂

子 

専門職（併） 
小川 清

一 
 主任研究官  

小野田  

眞 

企画係長   
桜井 清

一 
 第 4 サブグループリーダ

ー  

伊古田暢

夫 

 鶴田 善

文 
 主任研究官  

稲葉 浩

子 

 鏡  俊

之  
  中川 秀

彦 

 直江 政

明 
 

第 2 研究グループ（ゲノ

ム解析及び遺伝子情報解

析）総合研究官  

堀  雅

明 

調査係長  
河野 耕

二 
 第 1 サブグループリーダ

ー  

三田 和

英 

統計係長  
川上 利

彦 
  菅谷 公

彦 

図書係長  
森田 恭

子 
 第 2 サブグループリーダ

ー  

森明 充

興 

主任  
松本 清

子 
 主任研究官  

本郷 悦

子 

放射能資料係長  
鵜澤 勝

己  
  東  智

康 

 佐藤 博

信  
 第 3 サブグループリーダ

ー（併）  

堀  雅

明 

 好永 聡  主任研究官  
今井 高 

志 

管理部長  小田公彦  主任研究官  
斎藤 俊

行 



庶務係長  佐藤 勇   伊藤 綽

子 

課長補佐  
田辺 寿

男 
 第 4 サブグループリーダ

ー  

佐伯 哲

哉 

専門職  足立仁勇  主任研究官  辻 秀雄 

専門職  
金山   

貴子 
 主任研究官  

山内 正

剛 

庶務係長  
遠藤 忠

一 
  辻 さつ

き 

主任  
松本登美

子  
 第 5 サブグループリーダ

ー  

塩見 忠

博 

 岩田 公

平 
 主任研究官  

原田 良

信 

人事係長  
加藤 利

明  
  小池 学 

 河内 修   
第 3 研究グループ（宇宙

環境生物医学及び粒子 線

生物学）総合研究官   

藤高 和

信 

 鈴木 智

子 
 第 1 サブグループリーダ

ー  

安藤 興

一 

給与係長  
石澤 義

久  
 主任研究官  

小池 幸

子 

 榎本 昇

一  
 第 2 サブグループリーダ

ー（併）  

藤高 和

信 

 大野 典

子 
 主任研究官  

古澤 佳

也 

厚生係長  
黒澤 正

弘  
 主任研究官  

鈴木 雅

雄 

 熱田 英

史 
 第 3 サブグループリーダ

ー  
山口  寛 



会計課長  
細川 一 

夫 
  保田 浩

志 

課長補佐  
海老原  

正 
  高田真志 

専門職  
川又 昭

男 
 第 4 サブグループリーダ

ー  
松本信二 

専門職（併）  西米秀男  総括安全解析研究官

（併）  

佐藤 弘

毅 

予算係長  
佐藤 泰

司  
 主任安全解析研究官  

藤元 憲

三 

 小島謙次

郎 
 主任安全解析研究官  

中村 祐

二 

契約係長  
田茂山  

晋  
 主任研究官  

西澤かな

枝 

 米倉 友

昭 
 主任研究官  

神田 玲

子 

  
山本   

篤  
  石川 徹

夫 

 平 敬二   吉永 信

治 

 中  禎

弘  
 特別研究官 

大津 祐

司 

 伏見 淳

一 
 重粒子治療センター  

森田 晧

三 

物品係長  
小塚 光

男  
 管理課長  

菊池   

勝 

 三井 正

紀  
 課長補佐  

山崎 友

吉 

経理係長  広岡 隆    専門職  
橘 登志

雄 



 鈴木 寛

子 
 庶務係長  

春山   

広 

監査係長（併）  
佐藤 泰

司 
 主任  

石澤 昭

子 

車庫長  
藤野 輝

雄 
  櫻井 瑞

穂 

放射線科学研究部長  
隈元 好

一 
 会計係長（併）  

橘 登志

雄 

放射線科学第 1 研究室長  
富屋 武

浩 
  横塚 哲

也 

主任研究官  
柴田 貞

夫 
  田村奈美

子 

放射線科学第 2 研究室長 

（併）  

隈元 好

一 
 医事係長  矢田高 雅 

主任研究官  白貝彰宏  栄養係長  
小林 道

彦 

主任研究官  
野田   

豊 
  小林   

平 

放射線科学第 3 研究室長  
山本 幹

男 
  瀬尾 典

子 

主任研究官  村山秀雄   安室 和

子 

放射線科学第 4 研究室長  
平岡   

武 
  寺田 岩

夫 

 福村 明

史 
 運転課長（併）  山田  聰 

 小俣 要  専門職  
長澤 文 

男 

 竹下美津

恵 
 専門職  

吉川喜久

夫 



障害基盤研究部長  
早田   

勇 
 専門職（併） 

野田 利

治 

障害基盤第 1 研究室長  
小島 栄

一 
 サイクロトロン運転係長  

鈴木 直

方 

主任研究官  
笠井 清

美 
  須田   

充 

田中   薫   アイソトープ係長  
秋葉   

繁 

障害基盤第 2 研究室長  
大山ハル

ミ 
 主任研究官  山田孝信 

主任研究官  
五日市ひ

ろみ 
 重粒子運転室長  高田栄一 

 村上 正

弘 
 重粒子運転第 1 係長  

田代 克

人 

 森  雅

彦 
  村松 正

幸 

 福津久美

子 
 重粒子運転第 2 係長

（併） 
高田栄一 

障害基盤第 3 研究室長（併）  早田 勇   佐藤 眞

二 

主任研究官  
南久松真

子 
 重粒子業務室長  

村上   

健 

 古川   

章 
  田中 昭

好 

 小高武子  医療情報室長  
福久健二 

郎 

生物影響研究部長  
巽  紘

一 
 主任研究官  

松本   

徹 

生物影響第 1 研究室長  
湯川 修

身 
 主任研究官  

佐藤眞一 

郎 



主任研究官  
沼田 幸

子 
 主任研究官  

武田 栄

子 

主任研究官  
村磯 知

採 
 医療情報管理官（併） 

松本   

徹 

 中島 徹

夫 
 治療システム開発室長

（併）  
森田晧三 

生物影響第 2 研究室長 
座間 光

男 
 主任研究官  

中村   

譲 

主任研究官  
福士 育

子 
 主任研究官  

遠藤 真

広 

 高萩 真

彦 
 主任研究官  

古川 重

夫 

生物影響第 3 研究室長 田口泰子  主任研究官  
伊藤 浩

子 

主任研究官  
石川 祐

二 
 治療・診断部長  

辻井 博

彦 

主任研究官  
廣部 知

久 
 治療課長  

森田 新

六 

生物影響第 4 研究室長  武藤 正  医長  
向井  

弘実 

主任研究官  
相澤 志

郎 
  青柳 壽

幸 

主任研究官  
久保ゑい

子 
  石川 敦

子 

主任研究官  
神作 仁

子 
  石井 秀

始 

 木村 正

子 
 診療放射線技師長  

坂下 邦

雄 

生物影響第 5 研究室長（併）  
巽  紘

一 
 主任診療放射線技師  

熊谷 和

正 



主任研究官  
崎山比早

子 
  柴山 晃

一 

主任研究官  
古瀬   

健 
  砂岡 正

良 

主任研究官  
吉田 和

子 
  渡辺 秀

雄 

主任研究官  
野田 攸

子 
  石居 隆

義 

主任研究官  
安倍 真

澄 
  佐藤 弘

史 

生物影響第 6 研究室長  
佐々木俊

作 
  黒岩 俊

隆 

生物影響第 7 研究室長  
萩生 俊

昭 
  鶴岡伊知

郎 

主任研究官  小林      金津 州

亮 
 森    

主任研究官  
石井 洋

子 
  田尻   

稔 

主任研究官  
島田 義

也 
 薬局長  

渡邊   

伸 

 西村まゆ

み 
  我妻美登

里 

内部被ばく研究部長  
稲葉 次

郎 
 粒子線治療室長  

宮本 忠

昭 

内部被ばく第 1 研究室長  
高橋千太

郎 
 医長  

中野 隆

史 

主任研究官  
佐藤   

宏 
 医長  

松岡 祥

介 



主任研究官  久保田善  医長  
鎌田 久

正  

内部被ばく第 2 研究室長  
石槫 信

人 
  寺原 敦

朗 

主任研究官  
仲野 高 

志 
 診断課長（併）  

赤沼 篤

夫 

 榎本 宏

子 
 検査係長  

進士 賀

一 

内部被ばく第 3 研究室長  
小木曽洋

一 
 主任  

野口 徇

子 

主任研究官  
福田   

俊 
 臨床検査技師長  

三浦 正

司 

主任研究官  
山田  

宏 
 主任臨床検査技師  

守屋 弘

子 

 飯田 治

三 
  清水 一 

範 

内部被ばく第 4 研究室長  
小泉   

彰 
  大内 隆

三 

主任研究官  山田祐司  放射線診断室長 
溝江 純

悦 

 宮本 勝

宏 
 医長  

神立   

進 

環境衛生研究部長  
内山 正

史 
 医長  

加藤 博

敏 

環境衛生第 1 研究室長（併）  
内山 正

史 
  古賀 雅

久 

主任研究官  
古川 雅

英 
  姜  京

燦 

 松本 雅

紀 
 総看護婦長  龍田祐子 



 床次眞司  外来看護婦長  
北根フサ

子 

環境衛生第 2 研究室長  
西村 義

一 
 2 階病棟看護婦長  

藤森 節

子 

主任研究官  
湯川 雅

枝 
 3 階病棟看護婦長  

村上ちゑ

み 

 渡辺 嘉

人 
 4 階病棟看護婦長  

岡崎 悦

子 

 小平 和

子 
 主任看護婦  

須納瀬昭

子 

環境衛生第 3 研究室長（併）  
内山 正

史 
 主任看護婦  

森谷 八

重 

主任研究官  
武田   

洋 
  上林 紘

子 

主任研究官  
宮本 霧

子 
  羽右 綾

子 

 府馬 正

一 
  徳山 憲

子 

環境衛生第 4 研究室長（併）  
内山 正

史 
  阿部 玉 

枝 

主任研究官  
黒瀧 克

己 
  鈴木 明

子 

主任研究官  
竹下   

洋 
  菅  恒

子 

主任研究官  
米原 英

典 
  萩原 洋

子 

（派遣職員）  
井上 義

和 
  竹内知映

子 

技術部長  
近藤 龍 

雄 
  高垣 房

子 



技術課長  
鈴木 信

安 
  遠藤千代

美 

課長補佐  
曽我 健

吾 
  飯塚 順

子 

技術第 1 係長  
菅原 幸

喜 
  鹿俣多喜

子 

主任  
元吉 貞

子 
  田島ウタ

子 

 前田   

武 
  山下 曜

子 

技術第 2 係長  
長澤志保

子 
  三上 恵

子 

主任  
遠藤 節

子 
  竹俣 幸

江 

内部被ばく実験施設管理室長 

（併）  

小泉   

彰 
  小山ルミ 

特殊実験管理係長  
根本 和

義 
  芳野 幸

子 

中型動物管理係長  
朽木 満

弘 
  南  鈴

代 

 岡田 和

夫 
  高橋 幸

子 
     

汚染動物管理係長  
種田 信

司 
  北島 幸

子 

施設管理室長  
駒谷 恒

夫 
 障害・臨床研究部長  

赤沼 篤

夫 

施設管理係長  
森  貞

次 
 障害・臨床第 1 研究室長  

鈴木 和

年 



 宮原 文 

男 
 主任研究官  

福士   

清 

 榎本 昭

雄 
 主任研究官  

入江 俊

章 

 内田 晴

康 
 主任研究官  

原田平輝

志 

 黒沢   

進 
 障害・臨床第 2 研究室長  

吉田 勝

哉 

 館林 幹

夫 
 主任研究官  

須原 哲

也 

 立石  

実 
 障害・臨床第 3 研究室長  

明石 真

言 

管財係長（併）  
川又 昭

男 
 主任研究官  

川瀬 淑

子 

 小畑 浩

明 
 主任研究官  

下村   

智 

 山本 節

子 
  蜂谷みさ

を 

 貝沼 育

子 
 障害・臨床第 4 研究室長  

鈴木   

元 

安全係長  
河合   

徹 
 主任研究官  

能勢 正

子 

情報処理室長  
本郷 昭

三 
  鵜沢 玲

子 

 四野宮貴

幸 
 医用重粒子物理・工学研

究部長  

河内 清

光 

放射線安全課長  
佐藤   

肇 
 医用重粒子物理・工学第

1 研究室長  

佐藤 幸

夫 

課長補佐  
村越 善

次 
  北川 敦

志 



専門職  
魚路 益

男 
 医用重粒子物理・工学第

2 研究室長  
山田  聰 

健康管理係長（併）  
魚路 益

男 
 主任研究官  

金澤 光

雄 

主任  
橘  幸

子 
 主任研究官  

熊田 雅

之 

 崎野 貴

光 
 主任研究官  

野田 耕

司 

 三門富士

夫 
 医用重粒子物理・工学第

3 研究室長  

金井 達

明 

安全係長  玉手和彦  主任研究官  
取越 正

己 

 高倉 伸

夫 
 主任研究官  

蓑原 伸

一 

汚染処理係長  
田澤   

賽 
  宮原 信

幸 

 宮川   

学 
  松藤 成

弘 

 森川 康

弘 
 那珂湊支所長  

鈴木   

譲 

アルファ線管理係長  
児玉 浩

一 
 管理課長  

長谷川芳

夫 

中性子線管理係長  
宮後 法

博 
 課長補佐  

池田   

保 

動植物管理課長  
佐藤 虎 

三 
 管理係長（併）  

池田   

保 

専門職  
小藤田  

満 
  黒沢 勝

治 

生産係長  
早尾 辰 

雄 
 会計係長  

木村 裕

一 



 上野   

渉 
  笠井 利

彦 

管理第 1 係長  
富田 静

男 
 放射線安全係長  

伊藤 幸

久 

管理第 2 係長  
鈴木 正

幸 
  佐々木  

昭徳 

動物衛生係長  
川島 直

行 
 環境放射生態学研究部長

（併）  

鈴木   

譲 

主任研究官  
松下   

悟 
 環境衛生生態学第 1 研究

室長  

渡部 輝

久 

 河野 明

広 
 主任研究官  

内田 滋

夫 

検疫室長  
山極 順

二 
  田上 恵

子 

開発室長  
北爪 雅

之 
  横須賀節

子 

主任研究官  
岡本 正

則 
 環境衛生衛生学第 2 研究

室長  

村松 康

行 

特殊動物専門官（併）  松下 悟  主任研究官  
柳沢   

啓 

（研究休職）  松本恒弥  主任研究官  
吉田   

聡 

養成訓練部長  
阿部 道

子 
  坂内 忠

明 

教務室長  
淵上 辰 

雄 
 環境衛生衛生学第 3 研究

室長  

河村日佐

男 

（併）  
篠原 和

彦 
 主任研究官  

白石久二 

雄 

（併）  
進士 賀

一 
 海洋放射生態学研究部長  

中村   

清 



指導室長  
上島 久

正 
 海洋放射生態学第 1 研究

室長  

平野 茂

樹 

主任研究官  
今井 靖

子 
 主任研究官  山田正俊 

主任研究官  
根井   

充 
 主任研究官   

石川 昌

文 

 金原   

進 
  青野 辰 

雄 

第 1 研究グループ（生体制

御）総合研究官  

小澤 俊

彦 
 海洋放射生態学第 2 研究

室長  

中村 良

一 

第 1 サブグループリーダー

（併）  

小澤 俊

彦 
 主任研究官  

中原 元

和 

主任研究官  
上田 順

一 
 主任研究官  

石井 紀

明 

    松葉 満

江 

Ⅹ. Ⅷ．人事異動 
採用・転入者 

所属・職名 ⽒名 ⽇付 前任官署等 

技術部⻑ 個⼈情報保護

の為、 

⾮公開 

H7.4.1 科学技術庁 

管理部会計課⻑ 〃 ⾦属材料技術研

究所 

技術部放射線安全課⻑ 〃 科学技術庁 

技術部動植物管理課⻑ 〃 〃 

重粒⼦治療センター管理課医事係⻑ 〃 農林⽔産省 

企画室国際研究協⼒官 〃 国⽴療養所東京

病院 

技術部放射線安全課アルファ線管理係

⻑ 

〃 科学技術庁 



重粒⼦治療センター運転課 〃 動⼒炉・核燃料

開発事業団 

第 2 グループ第 1 サブグループ 〃 宇宙開発事業団 

第 2 グループ第 5 サブグループ 〃 採⽤ 

重粒⼦治療センター管理課 〃 〃 

重粒⼦治療センター治療・診断部治療

課医師 

〃 〃 

〃 〃 〃 

重粒⼦治療センター医⽤重粒⼦物理・

⼯学研究部 

主任研究官 

〃 〃 

重粒⼦治療センター医⽤重粒⼦物理・

⼯学研究部 

医⽤重粒⼦物理・⼯学第 3 研究室 

〃 〃 

重粒⼦治療センター治療・診断部看護

課  看護婦 

H7.5.1 〃 

〃 〃 〃 

管理部庶務課⻑ H7.7.1 科学技術政策研

究所 

管理部庶務課厚⽣係⻑ 〃 防災科学技術研

究所 

管理部会計課 〃 採⽤ 

重粒⼦治療センター障害・臨床研究部

主任研究官 

〃 〃 

管理部庶務課 H7.7.16 〃 

重粒⼦治療センター治療・診断部診断

課医⻑ 

〃 〃 

技術部放射線安全課 H7.8.1 〃 

技術部放射線安全課安全係⻑ H7.9.1 科学技術庁 



第 1 研究グループ第 1 サブグループ 〃 東京⼤学 

第 3 研究グループ主任研究官 〃 採⽤ 

重粒⼦治療センター障害・臨床研究部

主任研究官 

H7.10.1 〃 

重粒⼦治療センター治療・診断部治療

課診療放射線技師 

〃 〃 

環境衛⽣研究部主任研究官 H8.1.1 滋賀医科⼤学 

第 3 研究グループ第 3 サブグループ H8.2.1 採⽤ 

⽣物影響研究部主任研究官 H8.3.1 〃   
  

 

転出・退職者 

所属・職名 ⽒名 ⽇付 転出先等 

管理部会計課予算係⻑ 個⼈情報保護

の為、 

⾮公開 

H7.4.1 科学技術庁 

⽣理病理研究部⽣理病理第 2 研究室

⻑ 

〃 国⽴衛⽣試験所 

重粒⼦治療センター管理課 〃 国⽴療養所⻄新 

潟病院 

重粒⼦治療センター障害・臨床研究部

障害・臨 

床第 1 研究室⻑ 

〃 ⼤阪⼤学 

重粒⼦治療センター医⽤重粒⼦物理・

⼯学研究 

部主任研究官 

〃 東京⼯業⼤学 

重粒⼦治療センター管理課 H7.6.10 辞職 

管理部庶務課⻑ H7.6.30 理化学研究所 

管理部会計課⻑補佐 〃 科学技術庁 

技術部放射線安全課安全係⻑ H7.8.1 〃 

技術部放射線安全課健康管理係⻑ H7.8.16 〃 

企画室 H7.8.31 辞職 



第 2 研究グループ主任研究官 H8.1.1 名古屋⼤学 

技術部放射線安全課 H8.3.16 科学技術庁 

科学研究官 H8.3.31 定年退職 

那珂湊⽀所⻑ 〃 〃 

養成訓練部⻑ 〃 〃 

特別研究官 〃 〃 

那珂湊⽀所会計課⻑ 〃 〃 

管理部庶務課専⾨職 〃 〃 

⽣物影響研究部主任研究官 〃 〃 

技術部技術課 〃 〃 

重粒⼦治療センター管理課庶務係⻑ 〃 〃 

重粒⼦治療センター治療・診断部診断

課臨床検 

査技師⻑ 

〃 〃 

重粒⼦治療センター治療・診断部看護

課看護婦 

〃 〃 

重粒⼦治療センター運転課 〃 辞職 

重粒⼦治療センター治療・診断部治療

課医師 

〃 〃 

重粒⼦治療センター治療・診断部看護

課看護婦 

〃 〃 

Ⅹ. Ⅸ．栄誉 
年⽉⽇ 受賞名 ⽒名 受賞内容 

H7.4.

20 

科学技術庁功

労者表彰 

平尾   

泰男 

重粒⼦がん治療装置の開発育成 

〃 研究功労者表

彰 

中島   

敏⾏ 

砂糖による⼀般⼈の緊急時被曝線量計測法の

研究 

H7.4.

21 

創意⼯夫功労

者表彰 

須納瀬

昭⼦ 

放射線治療施設での看護基準及び看護⼿順の

考案 



H7.5.

19 

業績表彰 隈元   

芳⼀ 

放射線防護に関する研究および医療⽤加速装

置の放射線安全 

〃 〃 ⽯槫   

信⼈ 

プルトニウムの内部被曝線量評価に関する研

究 

〃 〃 伊古⽥

暢夫 

放射線障害を低減化する⽣理活性物質の合成

技術に関する研究 

〃 〃 藤⾼   

和信 

国⺠線量算定に関わる⾃然放射線の総合的研

究 

〃 〃 ⽯井   

紀明 

海洋⽣物中の⾦属元素の局所構造に関する基

礎的研究 

H7.10

.26 

原⼦⼒安全功

労者表彰 

阿部   

道⼦ 

環境放射線に関する調査・研究等を通じ、原

⼦⼒の安全確保に貢献 

Ⅹ. Ⅹ．共同研究 
平成 7年度 共同研究契約締結 

研究課題 担当研究部等 共同研究先 研究期間 研究内容 

1.重粒⼦線の医・

⽣物学研究に有⽤

な照射法に関する

研究及び物理・⽣

物学的研究（元年

度から継続） 

放射線科学（富

⾕、福村）   第

3G（松本、古瀬、

安藤、⼩池、古

澤）⽣物影響（⽥

⼝）障害基盤（五

⽇市、笠井、福

津）重粒⼦（河

内、曽我、⾦井、

⾼⽥、蓑原） 

理化学研究所 7.7.3〜

8.9.3 

1.線量測定に関する

研究  2.細胞致死効

果に関する研究 3.⽣

体組織の実験 

2.OK-432 の放射

線障害の治療に関

する基礎的研究

（4 年度から継

続） 

障害・臨床（⾚

沼、鈴⽊、能勢、

明⽯） 

中外製薬

（株） 

7.4.1〜

8.8.3 

1.全⾝照射マウスの

⽣存に及ぼす OK-

432 の効果、特に他

剤との⽐較効果を検

討   2.⾻髄幹細 胞



の GM-CFU、Meg-

CFU、BFU-E の放射

線効果の OK-432 の

修飾作⽤   3.同種⾻

髄移植に対する OK-

432 の修飾効果 

3.神経薬理学にお

けるポジトロン

CT の応⽤（60 年

度から継続） 

障害・臨床（吉

⽥、⼊江）   運転

課（スズキ

（和）） 

塩野義製薬

（株） 

7.4.1〜

8.8.3 

1.⽂献検索   2.向精

神薬のポジトロン標

識   3.向精神薬の安

全性試験   4.動物を

⽤いた有効性の検討   

5.報告書の作成   6.

まとめおよび評価 

4.重粒⼦線治療の

ための 3 次元 X

線 CT の開発（3

年度より継続） 

重粒⼦（河内、遠

藤）障害・臨床

（吉⽥）   医療情

報室（松本）   治

療・診断（宮本） 

ソニー（株）

総合研究所 

6.4.1〜

8.8.3 

1.⼤視野 X 線テレビ

の基礎研究 2.画像処

理技術の基礎研究   

3.3 次元 X 線 CT の

基礎研究 

5.標識合成技術の

開発およびトレー

サ法による⽣体機

能の測定に関する

研究（5 年度から

継続） 

運転課（鈴⽊

（和））障害・臨

床（井上、須原）   

内部被ばく（⾼

橋）   第 1G（伊

古⽥） 

新技術事業団 7.4.1〜

8.8.3 

1.11C、18F による

標識合成 2.PET に

よる動物およびヒト

の脳機能の測定 

6.中枢アスチルコ

リン・エステラー

ゼ活性測定のため

のインビボ・トレ

ーサーの開発と応

障害・臨床（⼊

江、福⼠）   第

1G（伊古⽥） 

第⼀化学薬品

（株） （株）

第⼀ラジオア

イソトープ研

究所 

6.5.2〜

8.3.31 

1.⽂献の検索   2.ト

レーサー化合物の分

⼦設計   3.トレーサ

ーの合成   4.動物を

⽤いた有効 性の評価   

5.トレーサー応⽤の



⽤（5 年度から継

続） 

検討   6.報告書の作

成 

7.静⽌型ポジトロ

ン CT 装置の物理

特性並びに臨床応

⽤に関する研究

（6 年度から継

続） 

放射線科学（村

⼭）   運害・臨床

（吉⽥、須原）治

療・診断（吉 川、

古賀） 

シーメンス旭

メディック

（株） 

6.5.2〜

8.3.31 

1.装置の物理的評価 

2.装置の臨床的評価 

8.海洋放射線環境

の調査研究（6 年

度から継続） 
⽀所⻑（鈴⽊）   

第 2G（⼭内）   

環境衛⽣（古川）   

海洋⽣（⽯井） 

海洋科学技術

センター 

6.11.1〜

9.3.31 

1.海洋放射線環境の

調査   2.IN-SITU

測定の研究開発   3.

試料の採集、前処

理、分析及び解析 4.

ラセン CT 検診⾞に

よる集検の 

9.ラセン CT 搭載

⾞による⼩型肺癌

発⾒システムの構

築に関する研究

（6 年度より継

続） 

センター⻑（森

⽥）   治療・診断

（宮本、吉川、

本、福久、佐藤）    

障害・臨床（吉

⽥） 

（財）結核予

防会千葉県⽀

部  （株）⽇

⽴メディコ 

7.4.1〜

8.3.31 

1.肺癌検診⽤CT 研究

開発動向調査   2.内

外研究者間、施設間

調査   3.ラセン CT

の基礎的研究研究   

5.精密検診システム

に関する研究 

10.宇宙放射線の

⽣物への影響およ

び防護技術に関す

る研究（新規） 

第 3G（藤⾼、安

藤、松本、⼭⼝、

古澤、⼩池、根

本、保⽥、福⽥） 

（財）宇宙開

発事業団 

7.6.12〜

10.3.31 

1.⽣物学的影響を的

確に評価するために

必要な環境計測の研

究 2.宇宙放射線の物

理的評価 と⽣物学的

影響の総合的研究   

3.宇宙環境での搭乗

員の被曝量の推定と



防護技術・対策に関

する研究   4.宇宙放 

射線影響予測に関す

る研究   5.軌道上実

験のための技術開発 

11.三次元 PET⽤

シンチレーション

位置検出器に関す

る研究（新規） 

放射線科学（村

⼭） 

（株）浜松ホ

トニクス中央

研究所 （株）

⽇⽴化成⼯業

筑波開発研究

所 

7.8.3〜

9.3.31 

1.3 次元 PET⽤位置

検出器研究開発動向

調査   2.シンチレー

ション素⼦の選択及

び特性試験    3.光

電⼦倍増管の選択及

び動作試験   4.シン

チレーション素⼦と

光電⼦倍増管との光

学接続法試験   5.3

次元 PET ⽤シンチ

レーション位置検出

⽤の性能評価及び改

良 

12.海産硬⾻⿂ス

ズキ等の放射性核

種蓄積における環

境条件の影響に関

する調査研究（新

規） 

⽀所⻑（鈴⽊）   

海放⽣（中村

（清）、中村

（良）、中原） 

（財）海洋⽣

物環境研究所 

8.1.17〜

11.3.31 

1.塩分濃度の異なる

汽⽔・海⽔中で飼育

して環境⽔からの取

り込み・排出効果の

解明   2.成⻑段階別

に環境⽔からの取り

込み・排出効果の解

明   3.放射性して餌

からの取り 込み・排

出効核種で標識した



⼈⼯飼料を投与果の

解明 

13.施設間カンフ

ァレンスによる重

粒⼦線がん治療に

関する研究（新

規） 

センター⻑（森

⽥）   治療・診断

（辻井、宮本、溝

江、松岡） 

埼⽟医科⼤学

付属病院 

8.3.8〜

9.3.31 

1.重粒⼦線治療患者

の適応の評価判定   

2.重粒⼦線治療患者

の効果判定   3.重粒

⼦線治療患者の追跡

調査と評価 

Ⅹ. Ⅺ．特許等 
(1)国内特許 

発明の名称 発明者 

1.放射線測定装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   富⾕   武浩   他

2 名（東芝） 

2.光学的信号伝達装置 ⽥中   栄⼀   富⾕   武浩   他 2 名（⽇⽴メデ

ィコ） 

3.陽電⼦横断断層装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   富⾕   武浩   他

2 名（⽇⽴メディコ） 

4.ポジトロン CT 装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   ⼭本   幹男   他

1 名（⽇⽴メディコ） 

5.陽電⼦横断断層装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   富⾕   武浩   ⼭

本   幹男   他 2 名（⽇⽴メディコ） 

6.放射線位置検出装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   村⼭   秀雄   他

3 名（⽇⽴メディコ） 

7.コンピュータートモグラフィ

ー装置における同時計数回路 

富⾕   武浩   他 2 名（⽇⽴メディコ） 

8.CSF 産⽣腫瘍移植法を⽤いた

CSF 製造法 

平嶋   邦猛   ⾊⽥   幹雄   常岡   和⼦   安

藤   興⼀   奈良 信雄   別所   正美   他 1

名（電気 化学⼯業） 

9.汚泥等の乾留焼却⽅法及び装

置 

松岡   理   ⼩泉   彰   他 4 名（新潟鉄⼯所） 



10.CSF 制御物質 平嶋   邦猛   別所   正美   他 3 名（中外製

薬） 

11.CSF 製造法 ⾊⽥   幹雄   常岡   和⼦   他 1 名（電気化学

⼯業） 

12.放射線検出装置 ⽥中   栄⼀   村⼭   秀雄   他 3 名（浜松ホト

ニクス） 

13.⾎流速分布測定法 福⽥   信男   池平   博夫   館野   之男   他

3 名（旭化成） 

14.濾過装置 鈴⽊   和年   ⼭⽥   孝信   ⽟⼿   和彦 

15.限外濾過装置 鈴⽊   和年   ⼭⽥   孝信   ⽟⼿   和彦 

16.発光検出装置 ⼭本   幹男   富⾕   武浩   野原   功全   ⽥

中   栄⼀   他 4 名（浜松ホトニクス） 

17.放射線線量分布測定法 福⽥   信男   平岡      武   他 2 名（旭化

成） 

18.霧滴付着実験⽅法及び装置 鎌⽥      博   柳沢      啓 

19.放射線検出装置 ⼭本   幹男   他 1 名（浜松ホトニクス） 

20.放射線発光検出装置 ⼭本   幹男   他 1 名（浜松ホトニクス） 

21.肝機能診断⽤⾦属錯塩 池平   博夫   ⼭根   昭⼦   他 2 名（旭化成） 

22.ポジトロン CT 装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   富⾕   武浩   ⼭

本   幹男   村⼭ 秀雄   他 5 名（浜松ホトニ

クス） 

23.シングルフォトン ECT 野原   功全   村⼭   秀雄   ⽥中   栄⼀ 

24.放射線三次元位置検出装置 村⼭   秀雄   野原   功全 

25.放射線治療⽤ボーラス 古川   重夫   他 3 名（ヘキスト合成） 

26.超⾳波診断⽤ボーラス 古川   重夫   中村   譲   池平   博夫   他 2

名（ヘキスト 

合成） 

27.電磁波温熱治療⽤ボーラス 古川   重夫   中村      譲   他 2 名（ヘキス

ト合成） 

28.荷電粒⼦装置 河内   清光   他 5 名（三菱電気） 



29.荷電粒⼦装置 河内   清光   他 5 名（三菱電気） 

30.荷電粒⼦装置 河内   清光   他 5 名（三菱電気） 

31.可搬型ダストモニタ ⼩泉   勝三   他 1 名（応⽤光研） 

32.⼈材軟組織等価材 平岡      武   他 1 名（京都科学） 

33.電⼦スピン共鳴吸収を⽤い

た放射線の測定⽅法 

中島   敏⾏ 

34.電⼦スピン共鳴吸収放射線

量計⽤測定体 

中島   敏⾏ 

35.エアロゾルの粒度分布測定

⽅法及び装置 

⼩泉      彰   ⼭⽥   祐司   宮本   勝宏   他

1 名（千葉カノマックス） 

36.エアロゾル粒⼦径分布測定

⽅法及び装置 

⼩泉      彰  ⼭⽥   祐司   宮本   勝宏   

37.エアロゾル粒⼦の分級⽅法

及び装置 

⼭⽥   祐司  ⼩泉 彰  松岡 理 

38.加速器における荷電粒⼦ビ

ーム出射⽅法および加速器 

板野   明史  他 2 名（⽇⽴製作所） 

39.放射線治療⽤ボーラス整形

⽤型の形成装置並びにボーラス

製造法 

古川   重夫  中村 譲  ⾦井  達明  他 3 名（ワ

イエル⼯業）他 3 名（ワイエル⼯業） 

40.イオン源 佐藤   幸夫   他 1 名（住友重機） 

41.⾼⽐放射能 11C 標識放射薬

剤製造⽤多⽬的合成装置 

鈴⽊   和年 

42.組合せ式汎⽤框体 鈴⽊   和年 

43.放射線被曝による染⾊体異

常の検出⽅法 

早⽥   勇  他 1 名（ニコン） 

44.細胞⾃動分類・分析装置 ⼭本   幹男  早⽥  勇他 2 名（オムロン） 

45.ポジトロン断層撮影装置 野原   功全  村⼭  秀雄 

46.静置（パッシブ）ラドン・

トロン弁別測定器 

⼟居   雅広 



47.⾃動ピペッティング⽤ピペ

ット及びその先端チップ 

早⽥   勇 

48.線量分布測定⽤ゲル材 平岡   武 

49.放射線診断装置 遠藤   真広  館野  之男 

50.⾃動洗浄乾燥装置 鈴⽊   和年  根本  和義 

51.放射薬剤製造⽤⾃動調剤装

置 

鈴⽊   和年  根本  和義 

52.粒⼦加速器のビームモニタ

装置 

佐藤   健次  他 1 名（東芝） 

53.粒⼦加速器の制御装置 ⾦澤   光隆   他 1 名（東芝） 

54.粒⼦活性酸素除去剤 安藤   興⼀ 

55.電磁波遠⾚外線温熱治療ボ

ーラス 

古川   重夫  ⾚沼  篤夫   中村  譲   他 2 名

（東京⼤学） 

56.染⾊体画像表⽰装置 早⽥   勇   他 2 名（ニコン） 

57.3 次元粒⼦線照射装置 村上   健  曽我  ⽂宣   館野  之男   他 1 名

（住友重⼯） 

58.リボフラノース誘導体およ

びそれを含む放射線障害防護剤 

安藤   興⼀ 

59.活性酸素消去を有するヒス

チジン含有ペプチド 

伊古⽥暢夫湯川弘毅 ⼩澤修⾝俊彦上⽥順⼀森明   

充興   佐藤 

60.コンピュータによる画像処

理法 

平岡      武他 1 名（旭化成） 

（２）海外特許 

発明の名称 発明者 

1.放射線測定装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   富⾕   武浩   他 2

名（東芝） 

2.光学的信号伝達装置 ⽥中   栄⼀   富⾕   武浩   他 2 名（⽇⽴メデ

ィコ） 

3.陽電⼦横断断層装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   富⾕   武浩   他 2

名（⽇⽴メディコ） 



4.ポジトロン CT 装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   ⼭本   幹男   他 1

名（⽇⽴メディコ） 

5.陽電⼦横断断層装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   富⾕   武浩   ⼭本   

幹男   他 2 名（⽇⽴メディコ） 

6.放射線位置検出装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   村⼭   秀雄   他 3

名（⽇⽴メデ 

ィコ） 

7.コンピュータートモグラフ

ィー装置における同時計数回

路 

富⾕   武浩   他 2 名（⽇⽴メディコ） 

8.CSF 産⽣腫瘍移植法を⽤い

た CSF 製造法 

平嶋   邦猛   ⾊⽥   幹雄   常岡   和⼦   安藤   

興⼀   奈良 信雄   別所   正美    他 1 名

（電気 化学⼯業） 

9.汚泥等の乾留焼却⽅法及び

装置 

松岡   理   ⼩泉   彰   他 4 名（新潟鉄⼯所） 

10.CSF 制御物質 平嶋   邦猛   別所   正美   他 3 名（中外製

薬） 

11.CSF 製造法 ⾊⽥   幹雄   常岡   和⼦   他 1 名（電気化学

⼯業） 

12.放射線検出装置 ⽥中   栄⼀   村⼭   秀雄   他 3 名（浜松ホト

ニクス） 

13.⾎流速分布測定法 福⽥   信男   池平   博夫   館野   之男   他 3

名（旭化成） 

14.濾過装置 鈴⽊   和年   ⼭⽥   孝信   ⽟⼿   和彦 

15.限外濾過装置 鈴⽊   和年   ⼭⽥   孝信   ⽟⼿   和彦 

16.発光検出装置 ⼭本   幹男   富⾕   武浩   野原   功全   ⽥中   

栄⼀   他 4 名（浜松ホトニクス） 

17.放射線線量分布測定法 福⽥   信男   平岡      武   他 2 名（旭化成） 

18.霧滴付着実験⽅法及び装置 鎌⽥      博   柳沢      啓 

19.放射線検出装置 ⼭本   幹男   他 1 名（浜松ホトニクス） 



20.放射線発光検出装置 ⼭本   幹男   他 1 名（浜松ホトニクス） 

21.肝機能診断⽤⾦属錯塩 池平   博夫   ⼭根   昭⼦   他 2 名（旭化成） 

22.ポジトロン CT 装置 ⽥中   栄⼀   野原   功全   富⾕   武浩   ⼭本   

幹男   村⼭秀雄   他 5 名（浜松ホトニクス） 

23.シングルフォトン ECT 野原   功全   村⼭   秀雄   ⽥中   栄⼀ 

24.放射線三次元位置検出装置 村⼭   秀雄   野原   功全 

25.放射線治療⽤ボーラス 古川   重夫   他 3 名（ヘキスト合成） 

26.超⾳波診断⽤ボーラス 古川   重夫   中村   譲   池平   博夫   他 2

名（ヘキスト合成） 

27.電磁波温熱治療⽤ボーラス 古川   重夫   中村   譲他 2 名（ヘキスト合成） 

28.荷電粒⼦装置 河内   清光   他 5 名（三菱電気） 

29.荷電粒⼦装置 河内   清光   他 5 名（三菱電気） 

30.荷電粒⼦装置 河内   清光   他 5 名（三菱電気） 

31.可搬型ダストモニタ ⼩泉   勝三   他 1 名（応⽤光研） 

32.⼈材軟組織等価材 平岡      武   他 1 名（京都科学） 

33.電⼦スピン共鳴吸収を⽤い

た放射線の測定⽅法 

中島   敏⾏ 

34.電⼦スピン共鳴吸収放射線

量計⽤測定体 

中島   敏⾏ 

35.エアロゾルの粒度分布測定

⽅法及び装置 

⼩泉    彰(マックス）  ⼭⽥  祐司  宮本   勝宏   

他 1 名（千葉カノ⼯業） 

36.エアロゾル粒⼦径分布測定

⽅法及び装置 

⼩泉    彰  ⼭⽥  祐司   宮本   勝宏 

37.エアロゾル粒⼦の分級⽅法

及び装置 

⼭⽥   祐司  ⼩泉      彰   松岡      理 

38.加速器における荷電粒⼦ビ

ーム出射⽅法および加速器 

板野   明史  他 2 名（⽇⽴製作所） 

39.放射線治療⽤ボーラス整形

⽤型の形成装置並びにボーラ

ス製造法 

古川   重夫  中村譲  ⾦井   達明  他 3 名（ワ

イエル)  



40.イオン源 佐藤   幸夫  他 1 名（住友重機） 

41.⾼⽐放射能 11C 標識放射

薬剤製造⽤多⽬的合成装置 

鈴⽊   和年 

42.組合せ式汎⽤框体 鈴⽊   和年 

43.放射線被曝による染⾊体異

常の検出⽅法 

早⽥   勇 

44.細胞⾃動分類・分析装置 ⼭本   幹男  早⽥    勇   他 1 名（ニコン） 

45.ポジトロン断層撮影装置 野原   功全  村⼭  秀雄  他 2 名（オムロン） 

46.静置（パッシブ）ラドン・

トロン弁別測定器 

⼟居   雅広 

47.⾃動ピペッティング⽤ピペ

ット及びその先端チップ 

早⽥   勇 

48.線量分布測定⽤ゲル材 平岡   武 

49.放射線診断装置 遠藤   真広   館野  之男 

50.⾃動洗浄乾燥装置 鈴⽊   和年   根本  和義 

51.放射薬剤製造⽤⾃動調剤装

置 

鈴⽊   和年   根本  和義 

52.粒⼦加速器のビームモニタ

装置 

佐藤   健次   他 1 名（東芝） 

53.粒⼦加速器の制御装置 ⾦澤   光隆   他 1 名（東芝） 

54.粒⼦活性酸素除去剤 安藤   興⼀ 

55.電磁波遠⾚外線温熱治療ボ

ーラス 

古川   重夫   ⾚沼   篤夫   中村   譲   他 2

名（東京⼤学） 

56.染⾊体画像表⽰装置 早⽥   勇   他 2 名（ニコン） 

57.3 次元粒⼦線照射装置 村上   健   曽我   ⽂宣   館野   之男   他 1

名（住友重⼯） 

58.リボフラノース誘導体およ

びそれを含む放射線障害防護

剤 

安藤   興⼀ 



59.活性酸素消去を有するヒス

チジン含有ペプチド 

伊古⽥暢夫   ⼩澤   俊彦   上⽥   順⼀   森明   

充興   佐藤弘毅   湯川   修⾝ 

60.コンピュータによる画像処

理法 

平岡      武   他 1 名（旭化成） 

Ⅹ. Ⅻ．放医研日誌 
（１）本所 平成 7 年 

4⽉1⽇ ・放医研新機構発⾜ 

  ・Ma Xing-Rong⽒(→H8.3.31) 

  
・Franck Grirard⽒(仏 FORENEP 中央病院)来所，障害・臨床研究部

へ (→H9.3.31) 

17⽇ ・科学技術週間(→23⽇) 

  ・Nguyen Dunh Tu⽒(ベトナム原⼦⼒委員会委員⻑)来所 

18⽇  
・Klm, Chul-Hyoon⽒(韓 国⽴衛⽣院)来所，環境放射⽣態学研究部へ

(→21⽇) 

20⽇  ・平成 7 年度内⼀般公開 

22⽇ 
 ・わくわくワンダーサイエンス広場   横浜みなとみらい 21 地区にて

(→23⽇) 

  
・Arne G. Drentje⽒(蘭 グローニンゲン核物理研究所)来所，治療・

診断部へ (→24⽇) 

26⽇  ・消防避難訓練" 

5⽉8⽇ ・第 95 回放射線防護課程開講(→6/2) 

19⽇  ・業務表彰・永年勤続者表彰祝賀会 

  
・Donald B. Calne⽒(加 ブリティッシュコロンビア⼤学)来所，障

害・臨床研究部 25⽇ へ 

29⽇  ・会計実施検査(→6/2) 

6⽉10⽇  
・平尾所⻑，巽⽣物影響研究部⻑   第 44 回国連科学委員会でウィー

ンへ(→18⽇) 

19⽇  ・David Gadian⽒(英 ⼩児衛⽣研究所)来所，障害・臨床研究部へ 

30⽇  ・Woon Hyuk Chung⽒(韓 釜⼭⼤学)来所，環境衛⽣研究部へ 



7⽉5⽇  
・Roman Osman(⽶ マウントサイナイ医科⼤学)来所，障害基盤研究

部へ(→8/4) 

  
・Sathasiva B. Kandsamy⽒(⽶ 陸軍放射線⽣物学研究所)来所，障

害・臨床研究 7⽇ 部へ 

10⽇  
・Jorl R. Meyer⽒(⽶ ノースウエスタン病院)来所，障害・臨床研究部

へ 

8⽉23⽇  ・サイエンス・サマーキャンプ実施(→25⽇) 

25⽇  ・元放医研所⻑   御園⽣圭輔⽒死去 

9⽉1⽇  ・原⼦⼒防災訓練 

4⽇  ・海上原⼦⼒防災課程開講(→8⽇) 

8⽇  ・第 15 回 JICA 環境放射能スタディミーティング研修⽣来所 

25⽇  ・重粒⼦線がん治療臨床試⾏第 2 グループの治療評価プレス発表 

  ・第 32 回緊急被ばく救護訓練課程開講(→29⽇) 

10⽉9⽇  ・第 18 回環境放射線モニタリング技術課程開講(→20⽇) 

17⽇  ・JICA「環境放射能分析」コース⼀⾏来所 

23⽇  ・原⼦⼒軍艦放射能調査研修(→25⽇) 

26⽇  ・原⼦⼒の⽇⾏事「電話による放射線何でも質問コーナー」開催 

27⽇  ・Jaques Arvieux⽒(仏 サクレー国⽴サテュエルヌ研究所)来所，講演 

30⽇  ・第 4 回放射線看護課程開講(→11/2) 

11⽉3⽇  ・John Thacker⽒(英 医学研究評議会放射線⽣物学研究所)来所，講演 

  ・Tracy Yang⽒(⽶ NASA ジョンソン宇宙センター)来所(→27⽇) 

4⽇  ・L. N. Petrossian⽒(露 国⽴⽣物物理学研究所)他 1 名来所(→17⽇) 

  
・Jean-Claud Nenot⽒(仏 原⼦⼒安全防護研究所)来所，障害・臨床

研究部へ 5⽇ (→10⽇) 

  

・Anthony David Gee⽒(デンマーク オーレウス⼤学病院)来所(→26

⽇) 7⽇  

・Henry Weatherburn⽒(英 チャーチル病院)来所 

29⽇  ・第 37 回環境放射能調査研究成果発表会 

30⽇  ・第 23 回放医研環境セミナー開催(→12/1) 

12⽉7⽇  ・第 27 回放医研シンポジウム開催(→8⽇) 



8⽇  ・Frank Q. H. Ngo⽒(台 国⽴陽明⼤学)他 2 名来所 

10⽇  ・Jia Ming Hong⽒(中 核農学研究所)来所(→H8.3.31) 

11⽇  ・各国⼤使館科学アタッシュ⼀⾏10 名来所 

  ・Choi Kun Hee⽒(韓 全南⼤学) 

12⽇  

・Cheeraratana Cheeramakaia⽒(タイ マヒドール⼤学)来所(→

H8.3.10) 15⽇  

・Sir Dilliwyn williams⽒(英 アンデブルック病院)他 3 名来所 

28⽇  ・御⽤納め 

平成 8 年  

1⽉4⽇  ・平尾所⻑年頭挨拶 

  
・A. Warczak⽒(ポーランド ヤゲロニアン⼤学)来所，重粒⼦治療セン

ターへ 13⽇ (→2/20) 

22⽇  
・J. E. Trosko⽒(⽶ ミシガン州⽴⼤学)来所，⽣物影響研究部へ(→

2/18) 

  

・J. Tang⽒(中国 衛⽣部⼯業衛⽣研究所)来所，障害基盤研究部へ(→

26⽇) 26⽇ 

・M. Urano⽒(⽶ ケンタッキー⼤学)来所，技術部へ(→2/14) 

2⽉1⽇  
・M. E. Vazquez⽒(⽶ コロンビア⼤学)来所，第 3 研究グループへ(→

16⽇) 

8⽇  
・S. Diabate⽒(独 カールスルーエ研究所)来所，環境衛⽣研究部へ(→

9⽇) 

26⽇  ・原研-放医研定例懇談会 

3⽉4⽇  
・Stefan Taczanowski⽒(ポーランド ⾦属鉱産⼤学)他 1 名来所 12⽇  

・退官記念講演会 

  
・Peter W. H. Geltenbort⽒(仏 ラウェ・ランゲビン研究所)来所，放

射線科学研究 14⽇ 部へ 

16⽇  
・Hans Bichsel⽒(⽶ ワシントン⼤学)来所，放射線科学研究部へ(→

30⽇) 

  
・Aino Helena Rantavaara⽒(フィンランド 原⼦⼒センター)来所，

環境放射⽣態 17⽇ 学研究部へ (→31⽇) 



  

・David J. Chen⽒(⽶ ロスアラモス国⽴研究所)来所，障害基盤研究

部へ(→31⽇) 19⽇ 

・重粒⼦線がん治療臨床試⾏第 3 グループまでの治療評価プレス発表 

24⽇  
・Simon D. Bouffler⽒(英 国⽴放射線防護庁)来所，⽣物影響研究部

へ 

28⽇  ・退官記念歓送会 

29⽇  
・Valeri Pavlovich Ramzaev⽒(露 放射線衛⽣研究所)他 1 名来所(→

4/18) 

(2)   那珂湊⽀所 平成 7 年 

4⽉11⽇  ・菱沼⾏男⽒(（株）化研)他 2 名来所 

13⽇  ・⻑屋裕⽒(海洋⽣物環境研究所)他 1 名来所 

20⽇  ・所内⼀般公開 

6⽉21⽇  ・⼭崎幸男⽒(茨城県⽔産試験場)来所 

9⽉1⽇  ・原⼦⼒防災訓練 

27⽇  ・JICA 環境放射能スタディミーティング研修⽣9 名来所 

11⽉16⽇  ・劉叢強⽒(電気通信⼤学⾃然科学部助教授)来所 

24⽇ 
・Januz Flis Zofia-Pietrzak Flis⽒(ポーランド 放射線防護中央研究所

教授)他 1 名 

12⽉6⽇  ・桜井朗⽒(（株）化研営業部⻑)他 2 名来所 

平成 8 年 
 

1⽉10⽇  ・伊藤進⽒(科学技術庁海洋開発課課⻑補佐)来所 

30⽇  ・Roger W. Baier⽒(⽶ 科学基⾦化学海洋主任)来所 

2⽉7⽇  
・S. Diabate(Centrral Safety Department FGK 主任研究官)他 2 名

来所  

3⽉13⽇  ・松枝秀和⽒(気象庁気象研究所主任研究官)来所 

15⽇  ・林富治⽒(⽯川県資源エネルギー課主幹)来所 

28⽇  ・Aino Ratavata⽒(放射能・核安全センター)他 1 名来所 
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	Ⅲ．技術⽀援
	Ⅲ．Ⅱ．３．照射棟
	(1) X線棟；信愛号-250型X線装置の製造中止に伴い、第3照射室に設置されている同型 のX線装置（老巧化）の代替えをして、工業用X線装置（パンタックHF-320型）を 設置した。 他のX線発生装置、ガンマ線照射装置ともほぼ順調に稼動し、マウス・ラット・メダ カ・マウス受精卵・培養細胞・血液・イースト等の生物照射、TLD及び線量計等の校 正、医療被ばく線量測定、養成訓練部における実習等の物理実験及びマウス・ラット等 の撮影に使用された。
	(2) 第一ガンマ線棟；第1照射室の回転シャッタ式ガンマ線照射装置（60Co-111TBq）は、 年1回の定期保守点検の実施により順調に稼動し、イースト・細胞構成物質・DNA等 の高線量照射及び細胞・ラット等の低線量照射実験に使用された。 第2照射室の137Cs吊上式ガンマ線照射装置（370GBq）は、タイマの老巧化による故 障の他は順調に稼動し、マウスの長期低線量率連続照射実験に使用された。
	(3) 中性子線棟；226Ra-Be 37GBqは、レムカウンタ等の線量計の校正に使用された。
	(4) バンデグラフ棟；バンデグラフ型加速器は、比較的低エネルギーの陽子線・重陽子線専 用の粒子加速器である。 設置以来38年の長期にわたり、低エネルギーの放射線照射装置として使用されている。 主要な交換部品については、製造メーカー（米国High Voltage Engineering Co）と技 術提携している日新ハイボルテージ（NHV）社から供給されている。本加速器には定 期的に交換しなければならない部品があるが、主要部品の交換作業については、年1 回のオーバホール時に、NHV社に委託し、行っ...
	(5) 線量管理；照射業務の一環として、アイオネクス線量計（標準線量計）及び広領域線量 計（準標準線量計）の標準線源による安定性試験を定期的に実施し、精度の維持管理に 努めた。また、X線照射のモニタとして使用しているAE1320型線量計、AE-1321型 線量計、RI棟のA-1142型線量計、その他の線量計の校正試験及びX線装置の出力試 験を定期的に実施し、照射実験の精度の向上に努めた。
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	(7) その他；
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